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１．令和６年度日本水道協会全国会議日程 
（第 105 回総会・水道研究発表会） 

 
期  日  令和６年 10 月９日（水）～11 日（金） 

 

開 催 地     関西地方支部  神戸市 

 

会  場   神戸国際展示場（総会・水道研究発表会） 

神戸市中央区港島中町６－11－１ 

神戸国際会議場（水道研究発表会） 

神戸市中央区港島中町６－９－１ 

【１日目】 10 月９日（水） 受付開始 ８時 15 分 

 

総  会  ９時 30 分～15 時 35 分（昼食休憩 11 時 45 分～13 時 00 分） 

会    場  神戸国際展示場２号館１階 

 

１ オープニングセレモニー 

(1) 開会のことば 

(2) テープカット 

 

２ 開会式 

(1) 開催地代表挨拶 

(2) 日本水道協会代表挨拶 

(3) 来賓祝辞・来賓紹介 

 

３ 表彰式 

日本水道協会会長表彰 

 

４ 水道イノベーション賞表彰・事例発表  

 

５ 会 議 

(1) 議長・議事録署名人選任 

(2) 会員提出問題の討議 

(3) 行政施策説明 

１．令和６年度日本水道協会全国会議日程 
（第 105 回総会・水道研究発表会） 

 
期  日  令和６年 10 月９日（水）～11 日（金） 

 

開 催 地     関西地方支部  神戸市 

 

会  場   神戸国際展示場（総会・水道研究発表会） 

神戸市中央区港島中町６－11－１ 

神戸国際会議場（水道研究発表会） 

神戸市中央区港島中町６－９－１ 

【１日目】 10 月９日（水） 受付開始 ８時 15 分 

 

総  会  ９時 30 分～15 時 35 分（昼食休憩 11 時 45 分～13 時 00 分） 

会    場  神戸国際展示場２号館１階 

 

１ オープニングセレモニー 

(1) 開会のことば 

(2) テープカット 

 

２ 開会式 

(1) 開催地代表挨拶 

(2) 日本水道協会代表挨拶 

(3) 来賓祝辞・来賓紹介 

 

３ 表彰式 

日本水道協会会長表彰 

 

４ 水道イノベーション賞表彰・事例発表  

 

５ 会 議 

(1) 議長・議事録署名人選任 

(2) 会員提出問題の討議 

(3) 行政施策説明 

６ 次年度全国会議開催地の決定 

 

 

水道研究発表会   9 時 00 分～17 時 10 分 

会        場    神戸国際会議場・神戸国際展示場 各分科会場 

 

水道 PR ブース     9 時 30 分～17 時 00 分 

会         場    神戸国際展示場１号館２階 

 

★懇親会 

会  場   神戸ポートピアホテル 南館１階「大輪田の間」 

日  時   17 時 30 分～19 時 00 分 

【２日目】 10 月 10 日（木） 受付開始 ８時 30 分 

 

特別講演    ９時 00 分～10 時 30 分 

会    場    神戸国際展示場２号館１階 

演  題    阪神・淡路大震災から能登半島地震 

   ～水道耐震化の歩みと今後の課題～ 

講  師    金沢大学名誉教授                        宮島 昌克 氏 

 

水道研究発表会   10 時 50 分～17 時 25 分 

会         場    神戸国際会議場・神戸国際展示場 各分科会場 

 

水道 PR ブース     9 時 00 分～17 時 00 分 

会         場    神戸国際展示場１号館２階 

【３日目】 10 月 11 日（金） 受付開始 ８時 30 分 

 

水道研究発表会   ９時 00 分～14 時 30 分 

会         場    神戸国際会議場・神戸国際展示場 各分科会場 

 

水道 PR ブース     9 時 00 分～13 時 00 分 

会         場    神戸国際展示場１号館２階 
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＜水道 PR ブース＞ 

広く一般の方々に”水道”を学んでいただくため、日本水道協会と日本水道工

業団体連合会が共同で水道 PR ブースを設置。 

 

＜水道展＞  

日本水道工業団体連合会主催の水道展が、神戸国際展示場１号館及び３号館に

おいて、10 月９日(水)～11 日(金)の３日間開催。 
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業 務 視 察 

10月10日（木） ①コース：KOBE WATER布引渓流をめぐるコース 

集合場所 新神戸駅 

集合時間 12時45分 出発時間13時00分 

②コース：阪神・淡路大震災の経験と教訓を後世に伝えこれからの備えを学ぶ 

集合場所 JR灘駅  

集合時間 12時45分 出発時間13時15分 

③コース：神戸市の水源「千苅貯水池」とビール工場を訪ねるコース 

集合場所 神戸国際展示場 

集合時間 12時15分 出発時間12時30分 

 

10月11日（金） ④コース：大容量送水管立坑（奥平野浄水場）と神戸の魅力をめぐるコース 

集合場所 神戸国際展示場 

集合時間 ８時45分 出発時間９時00分 
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研究発表の日程　─10月９日（水）午後─

第 １ 会 場

脱炭素化部門（省エネルギー対策）
13:00～14:30（計６題）
座長：東京大学大学院教授 滝沢　智

10-1 急速砂ろ過池の複層化による洗浄コスト
削減効果
大阪市水道局 益崎　大輔

10-2 水運用の変更及び送水ポンプ能力の適正
化によるエネルギー削減効果
名古屋市上下水道局 田上　寛之

10-3 脱炭素化に向けた水圧低減化の取組
横浜市水道局 三瓶　航太

10-4 配水池水位調整による配水動力の低減
佐倉市上下水道部 竹内　陽平

10-5 インバータ運転による CO2削減効果検証
手法の検討
－水道施設に係るポンプの消費エネル
ギー低減－
長野市上下水道局 小林　祥吾

10-6 温室効果ガス削減目標達成に向けたポテ
ンシャル推計に関する事例報告
NJS 原　光希

脱炭素化部門（施設の統廃合・デマンドレスポ
ンス・その他）
14:35～16:05（計６題）
座長：京都大学大学院教授 越後　信哉

10-7 配水施設統廃合による GXへの取組
－省エネ・省コストを両立した設備更新－
大津市企業局 奥野　誠

10-8 浄水施設における発動指令電源の容量市
場への提供による脱炭素及び収益増への
取り組み
久留米市企業局 香月　雄志郎

10-9 ダクタイル鉄管用パルプモウルド製保護
キャップの開発
栗本鐵工所 明渡　健吾

10-10 ダクタイル鉄管製造工程でのサーキュ
ラーエコノミー実現の検討
栗本鐵工所 小川　耕平

10-11 小水力発電における発電量低下の調査と
改善方法の検討
月島ジェイテクノメンテサービス

佐々木　一也

10-12 水道におけるカーボンニュートラルに関
する技術調査
明電舎 上原　春彦

計画部門（官民連携）
16:10～17:10（計４題）
座長：東京大学大学院教授 滝沢　智

2-1 水道事業における広域化と官民連携の実
践事例
－「群馬東部水道企業団事業運営及び拡
張工事等包括事業」７年目報告－
明電舎 山下　拓也

2-2 仁井田浄水場等整備事業の取組（Ⅱ）
－大規模更新事業進捗状況の報告－
秋田市上下水道局 一ノ宮　和紀

2-3 登米市保呂羽浄水場再構築事業 DBM方
式におけるモニタリングの一考察
登米市上下水道部 落合　敏之

2-4 効率的 ･効果的な発注方式の検討と実践
－長沢浄水場排水処理施設改良工事の
DBO方式による発注－
川崎市上下水道局 江﨑　敦

10月９日（水）午後　計16題

第 ２ 会 場

事務部門（広報・広聴①）
13:00～14:15（計５題）
座長：早稲田大学研究院准教授 佐藤　裕弥

1-1 「水のおはなし教室」での ICT機器等
の活用
松山市公営企業局 吉木　航平

1-2 中学校の理科授業における水道教育のア
プローチ
－学習内容と浄水処理過程を関連させた
授業－
豊田市上下水道局 堤　成美

1-3 水道情報活用システム事例集及びガイド
ブックの作成と公開
－普及展開の一助として－
情報処理推進機構 佐藤　聡

1-4 子ども向け水道工事体験模型を活用した
新たな水道工事 PR
横浜市水道局 田辺　航

1-5 尼崎市公営企業局ホームページのリ
ニューアル
－上下水道事業 PRチームの活動から－
尼崎市公営企業局 藪本　健

事務部門（広報・広聴②）
14:20～15:35（計５題）
座長：東京経済大学教授 青木　亮

1-6 小学校社会科の見学プログラムに関する
基礎的検
茨城県企業局 泉田　亮

1-7 戦略的な広報・広聴活動の実現に向けた
挑戦
豊田市上下水道局 郡嶋　弘武

1-8 吹田市水道部広報戦略指針の策定と現在
の取組状況
吹田市水道部 上久保　咲穂

1-9 「阪神水道企業団広報戦略2023」に基づ
く広報施策の展開
阪神水道企業団 立田　駿

1-10 「安全・おいしい水プロジェクト2021-
2025」における「お客様との取組」の実
施状況報告
千葉県企業局 林　拓実

事務部門（関係法令・経営・財務）
15:40～17:10（計６題）
座長：東洋大学准教授 中野　剛治

1-11 「配水管設置要望取扱要綱」の制定
鹿児島市水道局 黒川　躍道

1-12 緊急漏水対応による損害賠償請求事例
那覇市上下水道局 具志堅　政泉

1-13 水道を経営する地方公共団体の商人性
さいたま市水道局 紺野　正二

1-14 ミッションステートメントを活用した広
島県水道広域連合企業団における組織の
一体化の取組
広島県水道広域連合企業団 赤瀬　真澄

1-15 マイナス入札による用地売却
－普通財産の新たな利活用法の検討－
大分市上下水道局 高森　孝紀

1-16 長期視点での経営戦略
岡崎市上下水道局 鈴木　龍也

10月９日（水）午後　計16題

第 ３ 会 場

計画部門（広域化・統合・再構築①）
13:00～14:15（計５題）
座長：国立保健医療科学院統括研究官

増田　貴則

2-5 A-MODELS（Ⅳ）浄水場再構築に関す
る研究
－水質に応じた浄水システム選定手法
（改訂版）の概要－
前澤工業 山西　陽介

2-6 A-MODELS（Ⅴ）維持修繕・更新に関
する研究
－浄水施設更新シミュレータの付加価値
の検討－
月島 JFEアクアソリューション 宮田　純

2-7 A-MODELS（Ⅵ）維持修繕・更新に関
する研究
－維持修繕に関するアンケート結果の分
析とヒアリング調査－
第一テクノ 神保　正樹

2-8 A-MODELS（Ⅶ）浄水場再構築に関す
る研究
－浄水場再構築事例集作成に係る事業体
アンケートの二次集計－
クボタ 保科　克行

2-9 管網の再構築による管路の更新需要の削減
日本水工設計 大澤　俊太

計画部門（広域化・統合・再構築②）
14:20～15:35（計５題）
座長：九州大学大学院准教授 広城　吉成

2-10 水道事業の広域化と施設再編
－合併20周年を前に－
今治市上下水道部 河上　晋也

2-11 埼玉の水道水質を考える会の設立
－広域化の取組み（水質問合せマニュア
ルの作成）－
埼玉県企業局 川﨑　博康

2-12 近隣市との水質業務の連携
－課題解決に向けた「ヒト」・「モノ」・「カ
ネ」の有効活用－
東大阪市上下水道局 田中　義嗣

2-13 災害時における BCP対策への取り組み
－システム共同利用の実現に向けて－
国際航業 丸谷　哲也

2-14 設計業務と工事監理業務の一体化
パシフィックコンサルタンツ

長谷川　和行

計画部門（広域化・統合・再構築③）
15:40～16:55（計５題）
座長：叡啓大学教授 下ヶ橋　雅樹

2-15 分野横断型・複数施設型・広域型 PPP/
PFI事業の形成に向けて
メタウォーター 池間　清志

2-16 営業業務等の共同業者選定
－水平連携の取り組み－
富田林市上下水道部 大津　浩司

2-17 配水池の更新に併せた配水システムの再
編計画
東京設計事務所 佐藤　拓也

2-18 神戸市六甲山麓地区における水道施設再編
－本山ポンプ場系水道施設再編－
神戸市水道局 伊賀　道成

2-19 見津が丘・押部谷エリアにおける配水施
設の統廃合計画
－見津が丘特１高区の「親池化」及び栄
特１高区・低区の廃止－
神戸市水道局 矢野　勝洋

10月９日（水）午後　計15題

第 ４ 会 場

計画部門（基本計画①）
13:00～14:00（計４題）
座長：国立保健医療科学院上席主任研究官

浅見　真理

2-20 中長期的な視点に基づく水道施設の戦略
的な地震対策の立案
大阪市水道局 梅崎　大睦

2-21 施設更新実施計画の概要
－事業期間40年を超える長期計画の策定－
静岡県大井川広域水道企業団

大石　直嗣

2-22 新潟市中部エリア水道施設整備基本計画
の策定
－青山浄水場の配水場化に向けた送水施
設整備計画の検討－
新潟市水道局 玉井　紘樹

2-23 村野浄水場西系浄水施設更新工事におけ
る建築物の色彩計画
大阪広域水道企業団 坂中　辰成

浄水部門（紫外線処理・高度処理）
14:05～15:35（計６題）
座長：山梨大学大学院教授 原本　英司

4-1 小規模浄水場における紫外線処理導入事例
福山市上下水道局 泉谷　直希

4-2 紫外線照射による臭素酸生成の検討
千代田工販 堀江　和峰

4-3 水道における紫外線処理設備導入に関す
る実務の手引き
－基本設計例と申請手続き解説－
水道技術研究センター 佐々木　克之

4-4 前塩素注入に伴う処理水水質への影響
大阪広域水道企業団 上野　佳子

4-5 低水温期における原水の塩素要求量上昇
に対する前塩素注入を活用した対応とそ
の効果
大阪広域水道企業団 西村　友理香

4-6 生物接触ろ過のかび臭物質等の処理性能
－琵琶湖水に対する下向流式セラミック
生物接触ろ過の効果－
大津市企業局 竹内　洋祐

浄水部門（PFAS処理）
15:40～16:55（計５題）
座長：国立保健医療科学院上席主任研究官

浅見　真理

4-7 粒状活性炭の使用状況から推定する浄水
PFOA濃度
茨城県企業局 神谷　航一

4-8 既設遊離炭酸除去施設を利用した PFOS
及び PFOA除去対策
－対策の除去性及びろ材交換周期の検討－
極東技工コンサルタント 畠山　義生

4-9 粉末活性炭による PFOA除去と共存有
機物濃度の影響
前澤工業 太田　直輝

4-10 粒状活性炭による地下水中の PFOS及び
PFOAの吸着除去に関する現地調査（Ⅰ）
理水化学 遠藤　拓哉

4-11 粒状活性炭およびイオン交換樹脂の
PFAS除去性能評価
メタウォーター 後藤　寛和

10月９日（水）午後　計15題

第１会場………神戸国際会議場（地下１階メインホール）
第２会場………神戸国際会議場（３階国際会議室301）
第３会場………神戸国際会議場（３階レセプションホール）
第４会場………神戸国際会議場（４階会議室401、402）
第５会場………神戸国際会議場（５階会議室501）
第６会場………神戸国際会議場（５階会議室502）
第７会場………神戸国際会議場（５階会議室504、505）
第８会場………神戸国際展示場（２階２A会議室）
第９会場………神戸国際展示場（３階３A会議室）
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第 ９ 会 場

導・送・配水部門（マッピングシステム・施設
台帳システム・その他）
13:00～14:30（計６題）
座長：東京都立大学特任教授 小泉　明

5-16 地震による液状化と管路被害の傾向
－1964年新潟地震と2024年能登半島によ
る新潟市の配水管被害－
神戸大学大学院 尾高　瑞季

5-17 大阪市水道局管路情報管理システムの再
構築
大阪市水道局 松野　光治

5-18 帯広市における水道 GIS導入による施
設情報管理の高度化支援
ジオプラン・ナムテック 市川　総子

5-19 神奈川県営水道における ICT活用効果
－管路情報図閲覧システムの利用促進に
よる業務効率化－
神奈川県企業庁 渡辺　健司

5-20 簡易水道における水道施設台帳システム
の共同構築事例
管総研 西川　享志

5-21 配水支管工事における包括積算方式の拡充
－管路更新・耐震化に向けた業務効率化
の取組－
大阪市水道局 宮坂　風花

導・送・配水部門（耐震化）
14:35～15:50（計５題）
座長：東北学院大学名誉教授・客員教授

吉田　望

5-22 重要給水施設配水管耐震化事業における
JR横断管を利用した管内配管の施工事例
北広島市水道部 金山　怜央

5-23 令和６年能登半島地震における水管橋被
害調査とベローズによる地震対策提案
日本ニューロン 西　勇也

5-24 三篠川水管橋における耐震診断
広島市水道局 平谷　奈々

5-25 弾塑性 FEMを用いた大口径間水道用鋼
管の地盤反力特性の分析
東洋大学大学院 南出　麟太朗

5-26 伸縮機能を有する既設伸縮可とう管の漏
水予防材料の開発
－六十谷水管橋崩落事故を受けた耐震性
向上と安定給水の確保－
和歌山市企業局 泉　太河

導・送・配水部門（点検・補修工法）
15:55～17:10（計５題）
座長：東京都立大学特任教授 小泉　明

5-27 水道管内カメラ調査による評価認定制度
の運用状況
全国水道管内カメラ調査協会 松本　隆

5-28 超音波による水道管管厚測定技術
東芝インフラシステムズ 高仲　徹

5-29 水中ドローンを活用した配水池内の劣化
調査における有効性の検討
NJS 武内　宝巨

5-30 大口径配水本管における漏水事故対応
－Φ800mm可とう管の補修事例報告－
さいたま市　水道局 片岡　哲貴

5-31 排水式漏水補修材の開発
横浜市水道局 星野谷　慈

10月９日（水）午後　計16題

第 ５ 会 場

浄水部門（画像解析・AI ①）
13:00～14:00（計４題）
座長：国立保健医療科学院上席主任研究官

島﨑　大

4-12 AIによる薬品注入ガイダンス装置の開
発研究（Ⅱ）
－運用報告－
前澤工業 向地　博之

4-13 浄水処理における機械学習を用いた薬品
注入率決定支援システムの開発
水 ing 御供　信薫

4-14 画像解析を用いた凝集判定手法の研究
（Ⅰ）
－画像判断モデルの構築－
前澤工業 根本　雄一

4-15 画像解析を用いた凝集判定手法の研究
（Ⅱ）
－安全性を確保するモデルの構築－
前澤工業 凌　海

浄水部門（画像解析・AI ②）
14:05～15:05（計４題）
座長：豊橋技術科学大学教授 井上　隆信

4-16 画像処理型凝集センサによる水質制御シ
ステム
－浄水場の運用における適応性の検証－
東芝インフラシステムズ 有村　良一

4-17 AIを用いた浄水場原水濁度の変化予測
横浜市水道局 八木沼　大翔

4-18 薬注 AIによる中次亜注入自動制御の実
機実証試験
水 ing 田中　雅仁

4-19 浄水処理における問題改善に向けた
CFD解析の試み
水道機工 木村　健人

浄水部門（浄水施設整備・更新）
15:10～16:40（計６題）
座長：東北大学大学院教授 佐野　大輔

4-20 水道施設台帳の DX化
米子市水道局 田中　優哉

4-21 沈澱池流出部における薬品混和性評価と
トラフ改良方法の検討（Ⅰ）
ウォーターテック 山下　貴嗣

4-22 新設浄水場基本設計における浄水処理フ
ロー選定の報告
東京都水道局 宮本　大

4-23 乙金浄水場整備工事における新施設への
切替
福岡市水道局 左藤　大貴

4-24 コンクリート表層品質 AI目視評価アプ
リの活用による浄水場工事におけるコン
クリートの表層品質向上の取組み
鹿島建設 藤岡　彩永佳

4-25 長方形型粒状活性炭接触池における各種
検討
－上ヶ原浄水場再整備等事業（PFI）の
事例より－
神鋼環境ソリューション 森藤　昭博

10月９日（水）午後　計14題

第 ６ 会 場

水質部門（水質試験法（理化学分析・機器分析
等）①）
13:00～14:15（計５題）
座長：国立医薬品食品衛生研究所室長

小林　憲弘

8-1 高分解能質量分析計と多変量解析を用い
た水質異常の検知および原因物質特定手
法の検討
大阪市水道局 山田　圭一

8-2 大阪市水道局における水質リスク管理体
制の強化に向けた取り組み
大阪市水道局 中野　耕太

8-3 大気圧化学イオン化ガスクロマトグラフ
質量分析計を用いた農薬類の一斉分析法
の検討
大阪市水道局 船附　壮一

8-4 異物分析への画像認識技術の適用の試み
大阪市水道局 柳瀬　剛士

8-5 非イオン界面活性剤の分析条件の検討
福岡地区水道企業団 石井　春奈

水質部門（水質試験法（理化学分析・機器分析
等）②）
14:20～15:35（計５題）
座長：国立保健医療科学院上席主任研究官

小坂　浩司

8-6 液体クロマトグラフ質量分析計を用いた
陰イオン界面活性剤と非イオン界面活性
剤の一斉分析
小樽市水道局 清水　健司

8-7 連続自動測定器による水銀を含む水道水
中の金属一斉分析法
内藤環境管理 佐藤　亮平

8-8 藍藻毒５物質の一斉分析方法の検討およ
び神奈川県下の水源域存在実態調査
神奈川県内広域水道企業団

設樂　真莉子

8-9 比色法との比較を通じた透過光測定法に
よる色度の測定波長の検討
岐阜県公衆衛生検査センター

中出　えみ

8-10 水道用資機材等の浸出液の LC/MS/MS
一斉分析法の検討
国立医薬品食品衛生研究所 小林　憲弘

水質部門（水質試験法（理化学分析・機器分析
等）③）
15:40～17:10（計６題）
座長：国立保健医療科学院上席主任研究官

島﨑　大

8-11 油事故対応で活用した陰イオン界面活性
剤の簡易試験法
仙台市水道局 須藤　大

8-12 アンモニア態窒素の分析法における定量
値の差に関する考察
東京都水道局 雨倉　啓

8-13 液体クロマトグラフ質量分析計による検
査項目のバックアップ体制の構築
東京都水道局 天野　冴子

8-14 ヘリウムガス供給不足に伴う水質セン
ターの対応
東京都水道局 田中　繁樹

8-15 バイオポリマーを用いた電気化学的手法
による水中の２価のマンガンイオン濃度
測定の試み（Ⅱ）
メタウォーター 長谷川　絵里

8-16 水質検査におけるブランク水適性調査
広島市水道局 三枝　慎一郎

10月９日（水）午後　計16題

第 ７ 会 場

給水装置部門（設計施工維持管理・事務手続き
①）
13:00～14:00（計４題）
座長：中央大学研究開発機構機構教授

古米　弘明

6-1 人口減少社会に対応した給水管同時使用
水量の検討
－「給水装置工事施行基準」の考察－
神戸市水道局 田中　孝一

6-2 竣工検査における遠隔臨場の実証実験
－給水装置管理業務の効率化に向けて－
第一環境 野本　史朗

6-3 配水管内面から剥離したシールコートの
流入防止における取組
－水道水の品質確保に向けて－
横浜市水道局 柳澤　佑至

6-4 給水装置工事申込書様式等の栃木県内に
おける標準化の取組み
宇都宮市上下水道局 小池　恒夫

給水装置部門（設計施工維持管理・事務手続き
②）
14:05～15:05（計４題）
座長：芝浦工業大学非常勤講師 伊藤　雅喜

6-5 給排水設備工事における電子申請の導入
名古屋市上下水道局 堀川　智博

6-6 給水装置工事関連業務のデジタル化に向
けた今後の取組み
川崎市上下水道局 權田　直紀

6-7 給水装置工事図面審査におけるAIの導入
神戸市水道局 髙橋　武志

6-8 ボイスボットを活用した電話対応の試行
神戸市水道局 梅原　匡

機械・電気・計装部門（機械・電気設備・計測
設備）
15:10～16:40（計６題）
座長：中央大学研究開発機構機構教授

古米　弘明

7-1 設備工事における概算数量発注方式試行
の経過報告
鹿児島市水道局 花田　慎吾

7-2 尾張 PFI太陽光発電の FIT売電における
出力制御指令への対応
愛知県企業庁 小栁　良騎

7-3 高機能デバイスを活用した絶縁監視装置
等における漏電故障原因の解明
東京都水道局 林　嘉輝

7-4 水道施設における雷害対策
－ Lightning protection measures for water
facilities－
岡崎市上下水道局 都築　孝人

7-5 電池駆動式クラウド監視システムの実証
評価
－BCPを見据えた積雪状態での導入事例－
フジテコム 西條　和広

7-6 施設老朽化に伴う流量計の更新
－故障原因の特定と更新対象の決定－
室蘭市水道部 大町　朗

10月９日（水）午後　計14題

第 ８ 会 場

導・送・配水部門（水管橋）
13:00～14:45（計７題）
座長：京都大学大学院教授 伊藤　禎彦

5-1 橋梁添架管の更新における設計手法
－内管挿入工法（PIP工法）での設計事
例－
大阪市水道局 八幡　聖人

5-2 水管橋点検業務におけるドローン等の新
技術の検証及び今後の活用
名古屋市上下水道局 伴　旭将

5-3 水管橋の振動数測定による健全度評価シ
ステムの開発
－簡易振動計を用いた微振動データ測定－
日水コン 福山　正彦

5-4 水管橋点検におけるドローン技術等の有
効性と課題の検証
－Aqua-Bridgeプロジェクトの取組みから－
水道技術研究センター 熊谷　岳志

5-5 水管橋点検・評価マニュアルの作成
日本水道鋼管協会 庵崎　高志

5-6 衛星 SARによる長大水管橋の変位計測
－札幌市豊平川第二水管橋の事例－
日本電気 木下　耕介

5-7 緩衝ゴム変位制限による伸縮可撓管離脱
防止
－落橋防止構造の緩衝ゴムの変位制限プ
ラグ－
東海鋼管 林　茂

導・送・配水部門（弁栓類・管路材料①）
14:50～15:50（計４題）
座長：九州大学特別顧問 楠田　哲也

5-8 配水管附属設備の調査データの可視化及
び劣化要因の分析
東京都立大学 野﨑　七愛

5-9 不断水ソフトシール弁を用いた新たな管
路更新事
八尾市水道局 佐伯　勇輔

5-10 適切なバルブ操作力を体感し習得するた
めの教材開発
仙台市水道局 森　勇太

5-11 耐塩素性 EPDMの材料開発
－ VUCA時代における配合の多様化－
清水合金製作所 髙木　秀是

導・送・配水部門（弁栓類・管路材料②）
15:55～16:55（計４題）
座長：北海道大学大学院教授 佐藤　久

5-12 高圧偏心プラグ弁の開発
栗本鐵工所 大森　勇輝

5-13 切管鉄部用光硬化塗料の開発
栗本鐵工所 安東　尚紀

5-14 水道配水用ポリエチレン管　経年管掘上
調査
配水用ポリエチレンパイプシステム協会

大室　秀樹

5-15 水道配水用ポリエチレン管の採用口径拡
充に向けた性能調査
富山市上下水道局 尾島　由利香

10月９日（水）午後　計15題
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第 １ 会 場

事務部門（DX（AI 活用等））
10:50～12:20（計６題）
座長：東洋大学名誉教授 石井　晴夫

1-17 スマートフォンアプリの導入
－水道事業 DXの推進－
越谷・松伏水道企業団 福岡　敏哉

1-18 局内情報発信を起点とした DX推進と
データ利活用の取り組み
名古屋市上下水道局 太田　渉

1-19 水道事業の DX
－ノーコードツールを活用した事務の効
率化－
大津市企業局 矢澤　ひかり

1-20 阪神水道企業団におけるデジタル化・
DXに向けた取組（Ⅱ）
阪神水道企業団 山本　鴻志郎

1-21 BIツールによるデータ分析
－料金システムデータを活用した EBPM
の推進－
神戸市水道局 小島　啓文

1-22 水道局ポータルサイト導入による手続き
のスマート化と業務効率化の実現
神戸市水道局 畑　千昭

10月10日（木）午前　計６題

第 ２ 会 場

計画部門（水需要予測）
10:50～12:20（計６題）
座長：福岡大学教授 柳橋　泰生

2-24 １人１日あたり使用水量の予測モデルの
最適化に向けた重回帰分析に用いる組合
せ検討
大阪市水道局 砂原　梨乃

2-25 生活用水の原単位に関するシミュレー
ションツールの構築
日本水工設計 黄木　燿斗

2-26 人口構造やライフスタイル等の変化に着
目した生活用水の使用実態に関する研究
（Ⅰ）
－将来シナリオと推計モデル用入力値の
検討－
東京都立大学大学院 松永　玲奈

2-27 人口構造やライフスタイル等の変化に着
目した生活用水の使用実態に関する研究
（Ⅱ）
－世帯人数別・使用目的別の原単位予測
と影響要因分析－
東京都立大学大学院 荒井　康裕

2-28 新型コロナウイルスの影響を踏まえた水
需要予測
横浜市水道局 海野　佑太

2-29 アンケート調査による水使用実態に関す
る考察
尼崎市公営企業局 白岩　俊亮

10月10日（木）午前　計６題

第 ３ 会 場

浄水部門（粉末活性炭）
10:50～12:05（計５題）
座長：東北学院大学教授 韓　連熙

4-26 複数臭気溶存原水に対する粉末活性炭注
入率決定方法の検討
東芝インフラシステムズ 海老原　聡美

4-27 粉末活性炭注入前の炭酸ガス注入が２ -
MIB除去に与える影響
滋賀県企業庁 中村　優

4-28 連続ハロ酢酸類測定装置を用いた粉末活
性炭注入の最適化
神奈川県企業庁 小林　信彦

4-29 活性炭接触池を有する浄水場における微
粉炭システムの性能向上に関する検討
メタウォーター 齋藤　俊

4-30 粉末活性炭と塩素による溶解性マンガン
吸着除去メカニズムの解明
中央大学 山村　寛

10月10日（木）午前　計５題

第 ４ 会 場

水質部門（農薬類・有機フッ素化合物・その他
化学物質①）
10:50～12:20（計６題）
座長：関東学院大学准教授 鎌田　素之

8-17 粉末活性炭による農薬類の除去性に関す
る調査
岐阜県東部広域水道事務所 田中　瑞樹

8-18 信濃川下流域における農薬類の流入源調査
新潟市水道局 曽我　恒太

8-19 水質異常時の対応を目的とした農薬類検
査体制の確立
川崎市上下水道局 濵田　薫

8-20 農薬の検出可能性に基づく対象農薬リス
ト掲載農薬類の見直しに関する提案
NJS 成田　健太郎

8-21 東京都水道局多摩水道改革推進本部にお
ける有機フッ素化合物への対応状況
東京都水道局 髙橋　ゆか

8-22 相模川下流域における有機フッ素化合物
の実態調査
横浜市水道局 冨澤　翔太

10月10日（木）午前　計６題

研究発表の日程　─10月10日（木）午前─
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第 ９ 会 場

導・送・配水部門（水運用・管網計算）
10:50～12:20（計６題）
座長：東京都市大学教授 長岡　裕

5-32 内製化によるシミュレータを活用した水
運用スキル向上
八尾市水道局 塚本　光祐

5-33 AI配水量予測を用いた大型受水槽受水
弁の開予測
ヴェオリア・ジェネッツ 青木　慶介

5-34 水運用システムにおける機械学習手法を
応用した水需要予測
東芝インフラシステムズ 大矢　純子

5-35 機械学習（ニューラルネットワーク）を
用いた配水量予測システムの構築
－職員自作によるコストゼロでの AI導
入－
福岡市水道局 鏑木　悠生

5-36 管路更新工事におけるダウンサイジング
の検証
新潟市水道局 髙橋　涼太

5-37 川崎市における配水管路標準動水勾配の
基礎研究
川崎市上下水道局 朝野　正平

10月10日（木）午前　計６題

第 ５ 会 場

水質部門（異臭味対策）
10:50～12:35（計７題）
座長：東京大学准教授 風間　しのぶ

8-23 環境 DNA網羅的解析によるダム湖水の
ジェオスミン濃度変化の追究
大分市上下水道局 村上　珠美

8-24 活性炭注入率・前次亜注入の有無を変数
とした Anabaena由来ジェオスミン除去
モデルの構築
神奈川県内広域水道企業団 山下　憲司

8-25 ７年間の水質データ解析
－道志川における２-MIB障害の収束に
係る指標の検証－
横浜市水道局 越沢　悠

8-26 機械学習アルゴリズム LightGBMによる
原水臭気に係る予測の検討
京都市上下水道局 前田　航佑

8-27 札幌市における原水異臭への対応
－濁度を基準とした対応－
札幌市水道局 成田　聖実

8-28 水道原水の臭気発生・終息への影響因子
の分析
日立製作所 隅倉　みさき

8-29 千苅貯水池におけるジェオスミン合成酵
素遺伝子簡易検出法構築及び活用
神戸市水道局 酒井　隆彬

10月10日（木）午前　計７題

第 ６ 会 場

リスク管理・災害対策部門（各種災害対策・対
応①）
10:50～12:35（計７題）
座長：国立保健医療科学院特任研究官

秋葉　道宏

9-1 取替優先地域における耐震継手化
東京都水道局 髙森　陽介

9-2 業務継続計画とポケットマニュアルの策
定事例
－地震、風水害、火山噴火に備えて－
日本水工設計 小澤　友子

9-3 データ同化を用いた原水濁度実時間予測
手法の適用事例と水道事業への活用案
日水コン 濱谷　義晃

9-4 内灘町における液状化に伴う管路被害と
応急復旧の状況
鳥取大学 宮本　勝利

9-5 CFTから生まれた実践的かつ効率的な
防災訓練の新しい発想
－日本水道協会情報伝達訓練と非常用発
電機点検を活用した防災訓練－
草加市上下水道部 平　宏介

9-6 承元寺取水口機能停止に伴う水源検討
－令和４年台風第15号による被災を受け
て－
静岡市上下水道局 定免　徹

9-7 災害時における情報共有ツールの活用
－情報共有の効率化による負担軽減に向
けて－
神戸市水道局 小倉　洋平

10月10日（木）午前　計７題

第 ７ 会 場

英語部門（事務・技術関係）
10:50～12:20（計６題）
座長：国立保健医療科学院主任研究官

三浦　尚之

11-1 Consideration of communication for
Achievement of Sustainable Management
持続可能な運営のためのコミュニケー
ション方法の考察
大分市上下水道局 尾造　佑香

11-2 Water Control and Management of the Chiba 
Prefectural Waterworks
千葉県営水道における水運用の取組み
千葉県企業局 櫻井　俊彰

11-3 Evaluating the Ef  cacy of Air-Water Two-
Phase Flow Cleaning in Water Distribution
Pipes
気水二相流を用いた配水管洗浄実証実験
による有効性評価
宇都宮大学大学院

ISLAM MD RASHEDUL

11-4 Study on Water Leakage Detection Using a 
Two-StageRP-CNN Model with a Multi-
Layered Structure
多層構造を内在化した２段階 RP-CNN
モデルによる漏水判定に関する研究
東京都立大学大学院

Muhammad Anshari Caronge

11-5 Impact of Data Handling Errors on Non-
Revenue Water
無収水におけるデータハンドリングエ
ラーのインパクト
リロングウェ水公社

Tinenenji Makhambela

11-6 An Assessment of Volumetric Leak
Measurement Surveys as an Effective
Method of Leak Detection in a Water 
Distribution Network System
－ A Case Study of Area 2 in Lilongwe City, 
Malawi
配水ネットワークにおける効果的な漏水
検知手法としての流量法による漏水測定
調査の考察
－マラウイ、リロングウェ市エリア２の
ケーススタディ
リロングウェ水公社 Lameck Dube

10月10日（木）午前　計６題

第 ８ 会 場

給水装置部門（水道メータ・スマートメータ）
10:50～12:35（計７題）
座長：早稲田大学研究院客員教授 松井　佳彦

6-9 スマート水道メーターの活用と一考察
中央市役所 中澤　英道

6-10 水道スマートメータの通信成功率向上に
向けた取組
東京都水道局 各務　翔太

6-11 スマートメーターを活用した維持管理の
向上
広島市水道局 住廣　敬

6-12 小中口径用超音波式スマート水道メー
ターの研究開発
東洋計器 小林　舜

6-13 スマート水道メーターの導入・普及促進
に向けた取り組み
－ New-Smartプロジェクト　活動状況
報告－
水道技術研究センター 杉本　高志

6-14 圧力損失低減による直圧給水への貢献へ
向けた電磁式水道メーターの研究開発
愛知時計電機 清水　健生

6-15 水道メーター盗難防止器の考案
前澤給装工業 古徳　遼太郎

10月10日（木）午前　計７題

－ 9－



第 １ 会 場

事務部門（公営企業行政・営業業務・システム・
その他）
13:00～14:30（計６題）
座長：中京大学准教授 齊藤　由里恵

1-23 水道×福祉
－緩やかな見守りによる生活困窮者支援－
横浜市水道局 中村　真緒

1-24 ナッジ（行動経済学）を用いた水道料金
等徴収業務の成果
－茨城県城里町水道事業との包括連携協
定の取り組み－
大崎データテック 浅野　進也

1-25 事業統合に伴う会計システムの統一
－セグメント会計における課題とその解
消に向けて－
かずさ水道広域連合企業団

町田　菜々子

1-26 会計伝票における電子決裁システムの導入
さいたま市水道局 中島　登

1-27 阪神水道企業団における資産有効活用に
ついて
阪神水道企業団 高瀬　正行

1-28 神戸市の地下水等併用水道制度の運用状況
－全面運用10年目の報告－
神戸市水道局 𠮷田　信也

事務部門（水道料金①）
14:35～15:50（計５題）
座長：近畿大学教授 浦上　拓也

1-29 かずさ水道広域連合企業団水道事業にお
ける料金改定
－持続可能な経営に向けて－
かずさ水道広域連合企業団 池田　寛志

1-30 人口減少社会に対応した水道料金の実現
－29年ぶり、平均改定率０％の料金改定－
横須賀市上下水道局 山田　賢太郎

1-31 水道業務システムの更新にあわせた収納
アプローチの取組
－料金収納向上につながる督促書－
尼崎市公営企業局 藤井　嵩士

1-32 水道事業における内部留保資金と水道料
金に関する考察（Ⅲ）
特別会員 佐藤　和哉

1-33 逓増料金制が料金収入に与える影響
第一環境 守安　慶祐

事務部門（水道料金②）
15:55～17:10（計５題）
座長：作新学院大学名誉教授 太田　正

1-34 沖縄県企業局における水道料金改定
沖縄県企業局 具志堅　拓実

1-35 池田市における水道料金改定と広報活動
池田市上下水道部 佐藤　航

1-36 神奈川県営水道の料金体系の見直し
－口径別への見直しによる影響とその対
応－
神奈川県企業庁 鈴木　秀幸

1-37 水道料金算定に係る企業債発行基準及び
資産維持費の考え方
神戸市水道局 小泉　智弘

1-38 人口減少社会における料金体系の検討
神戸市水道局 小長光　聡

10月10日（木）午後　計16題

第 ２ 会 場

計画部門（DX（AI 活用等）①）
13:00～14:15（計５題）
座長：お茶の水女子大学教授 大瀧　雅寛

2-30 水道管布設替工事におけるインフラ分野
の DXの取組み（Ⅰ）
－埋設物３Dモデル構築と AR技術を活
用した業務効率化－
日建設計 中村　出

2-31 AIを活用した管網総合評価とグルーピ
ング手法による効率的な管路更新の検討
（Ⅰ）
－DX時代の持続可能な水道を目指して－
岩手中部水道企業団 千葉　章世

2-32 AIによる管路劣化診断予測における暗
黙知の検証
四日市市上下水道局 追塩　壮司

2-33 AIによる管路劣化診断結果と管体調
査・診断後の漏水箇所の照合
－三重県四日市市における取り組み－
Fracta Japan 井原　正晶

2-34 人工衛星画像を用いた漏水リスク評価
－有収率向上への取組み－
福島市水道局 佐久間　幸洋

計画部門（DX（AI 活用等）②）
14:20～15:35（計５題）
座長：一橋大学大学院教授 大瀧　友里奈

2-35 浄水処理におけるビックデータ及び
AI・機械学習の活用と展望
－活用の実態と可能性を探る全国調査－
水道技術研究センター 渡部　太士

2-36 AIを活用した老朽度診断および精度検
証に関する研究
－効果的な計画、管路更新による強靭な
水道管路を目指して－
クボタ 小林　優一

2-37 プラント AI解析ツールの開発
横河ソリューションサービス

重野　桂子

2-38 AIによる漏水予測結果と漏水実績
熊本市上下水道局 田邉　翔

2-39 豪雨時の原水濁度予測および運転支援シ
ステムの開発
－ AIを用いた予測モデル検討－
神戸市水道局 西田　孝平

計画部門（DX（AI 活用等）③）
15:40～16:55（計５題）
座長：関西大学教授 窪田　諭

2-40 湖西市入出・知波田地区における水道ス
マートメーター導入の取り組み（Ⅰ）
－研究の概要とデータ利活用の取組－
湖西市水道課 倉田　智哉

2-41 湖西市入出・知波田地区における水道ス
マートメーター導入の取り組み（Ⅱ）
－水道スマートメーター通信網の構築－
中部電力 水上　洋佑

2-42 湖西市入出・知波田地区における水道ス
マートメーター導入の取り組み（Ⅲ）
－水需要・管路流量の変化の可視化－
東京設計事務所 北島　涼介

2-43 湖西市入出・知波田地区における水道ス
マートメーター導入の取り組み（Ⅳ）
－時間単位での残留塩素濃度の評価－
豊橋技術科学大学 細井　京太郎

2-44 金銭的 /非金銭的方法による水需要マネ
ジメント
－相乗効果はあるのか？－
一橋大学 大瀧　友里奈

10月10日（木）午後　計15題

第 ３ 会 場

浄水部門（膜ろ過①）
13:00～14:00（計４題）
座長：八戸工業大学教授 鈴木　拓也

4-31 膜ろ過施設における超高塩基度 PACの
効果の検証
豊田市上下水道局 貴田　崇之

4-32 凝集後に残存する低分子有機物がメソ粒
子の膜閉塞に及ぼす影響
中央大学大学院 満田　邦晃

4-33 細菌 Piscinibacter aquaticusより回収した
有機物による膜ファウリングに対する凝
集条件の影響
横浜市水道局 井出　賢志

4-34 RO膜処理におけるホウ素除去性向上の
ための RO供給水 pH制御運転の検討
沖縄県企業局 石新　一憲

浄水部門（膜ろ過②）
14:05～15:05（計４題）
座長：北海道大学大学院教授 木村　克輝

4-35 離島浄水場の RO膜ファウリング物質及
び運転データの分析
－ RO膜性能低下原因の推定－
沖縄県企業局 福原　次朗

4-36 凝集剤の塩基度と硫酸イオン濃度が不可
逆的膜ファウリングに及ぼす影響の解明
中央大学大学院 谷口　遼弥

4-37 琵琶湖を水源とした粉末活性炭と膜ろ過
を組合わせた浄水処理技術の検討
メタウォーター 村田　直樹

4-38 塩素処理を導入した膜ろ過システムの
ファウリング特性に関する基礎的検討
八戸工業大学 鈴木　拓也

脱炭素化部門（再生可能エネルギーの活用）
15:10～16:55（計７題）
座長：東京都市大学教授 長岡　裕

10-13 小水力発電の発電量改善
－配水量の減少を背景に－
津山市水道局 入矢　結理奈

10-14 高安受水場における公民連携によるゼロ
カーボン達成に向けた小水力発電事業
八尾市水道局 林　和志

10-15 PPA方式による電力供給事業の導入事例
さいたま市水道局 中村　浩之

10-16 太陽光発電 PPA（電力購入契約）モデル
事業の導入事例
岡山市水道局 安藤　圭祐

10-17 大阪広域水道企業団におけるカーボン
ニュートラルに向けた取組
－市街地におけるマイクロ風力発電機の
活用に向けた実証実験－
大阪広域水道企業団 上田　康平

10-18 脱炭素社会に向けた再生可能エネルギー
およびストレージ導入量解析の必要性
横河ソリューションサービス

小田　崇嗣

10-19 電力購入契約（PPA）モデルを活用した
片島浄水場への太陽光発電設備導入事業
－事業概要及び導入の効果について－
倉敷市水道局 小原　普造

10月10日（木）午後　計15題

第 ４ 会 場

水質部門（農薬類・有機フッ素化合物・その他
化学物質②）
13:00～14:45（計７題）
座長：岐阜大学教授 李　富生

8-30 活性炭吸着池における有機フッ素化合物
の除去性調査
尼崎市公営企業局 大枝　拓未

8-31 琵琶湖南湖を原水とした場合の PFOS及
び PFOAの粉末活性炭による除去検討
京都市上下水道局 森　雅士

8-32 粉末活性炭・粒状活性炭による PFOS及
び PFOAの処理性に関する調査
大阪広域水道企業団 河野　彩香

8-33 阪神水道企業団における有機フッ素化合
物の存在実態及び処理調査
阪神水道企業団 中村　瑞穂

8-34 粉末活性炭による淀川原水中の有機フッ
素化合物除去性評価
神戸市水道局 大森　惇平

8-35 粒状活性炭処理による PFASの除去性に
及ぼす因子に関する文献調査
阪神水道企業団 井筒　祐一

8-36 膜ろ過施設におけるエンドトキシンの挙
動調査
福島県会津保健福祉事務所

高橋　大

水質部門（消毒副生成物）
14:50～16:05（計５題）
座長：金沢工業大学教授 土佐　光司

8-37 トリハロメタン濃度予測式に基づく水質
管理と検証
長岡市水道局 髙野　勝也

8-38 総トリハロメタン類対策における浄水処
理設定値の検証（Ⅰ）
－夏季における予測式作成、ラボ試験で
の実測値と予測値との比較－
鳥栖市上下水道局 沢田　良太

8-39 トリハロメタンの濃度管理の取組
－予測式の見直し－
北九州市上下水道局 折橋　宏一

8-40 海水淡水化施設を伴う浄水場の送水管内
での臭素酸生成抑制に向けた調査
沖縄県企業局 平安座　剛

8-41 既知予測式を応用した末端給水栓におけ
る消毒副生成物生成量の予測と管理
盛岡市上下水道局 大﨑　瑞希

水質部門（障害生物）
16:10～17:10（計４題）
座長：東京大学准教授 春日　郁朗

8-42 遺伝子解析技術の藻類監視体制強化への
活用
神奈川県内広域水道企業団

小島　奈緒美

8-43 水中粒子画像解析装置を用いた水道障害
生物の測定（Ⅰ）
仙台市水道局 上野　優

8-44 水中粒子画像解析装置を用いた水道障害
生物の測定（Ⅱ）
横河ソリューションサービス

渡邉　彩花

8-45 リアルタイム PCRを用いた霞ヶ浦にお
けるカビ臭産生藍藻類の挙動解析
茨城県企業局 中根　理充

10月10日（木）午後　計16題

研究発表の日程　─10月10日（木）午後─

－ 10 －



第 ９ 会 場

導・送・配水部門（管路管理・更新①）
13:00～14:30（計６題）
座長：富山県立大学教授 黒田　啓介

5-44 基幹管路更新における中口径水圧試験機
の採用事例
米子市水道局 濱田　学

5-45 配水管工事の効率的かつ効果的な進捗管
理・情報共有に向けた取組
－配水管工事進捗管理シートの作成・運
用－
大阪市水道局 髙田　彰吾

5-46 地中可視化技術を用いた配水支管工事に
おける水道 DXの取組
大阪市水道局 樫原　和広

5-47 水道水の局部腐食性を腐食電位の時間変
化から簡便に予測する方法
新菱冷熱工業 中村　勇二

5-48 流量表示機能付きスタンドパイプの開発
コスモ工機 里見　拓人

5-49 郡山送水施設整備事業における管路 DB
－地元コンサル・地元工事業者による10
億円超規模の管路 DB－
鹿児島市水道局 宮里　哲也

導・送・配水部門（管路管理・更新②）
14:35～16:05（計６題）
座長：信州大学教授 小松　一弘

5-50 配水ブロックの将来形を見据えた管路工
事の設計
川崎市上下水道局 横関　拓也

5-51 神戸市管路 DB方式事業の試行報告（Ⅲ -
Ⅰ）
－新たな発注方式の完工報告及び発注者
による考察－
神戸市水道局 長谷川　哲哉

5-52 神戸市管路 DB方式事業の試行報告（Ⅲ -
Ⅱ）
－新たな発注方式の完工報告及び受注者
による考察－
栗本鐵工所 木澤　真依子

5-53 千歳市における管路 DB方式を採用した
配水管整備事業（Ⅰ）
－管路 DB方式の導入検討－
千歳市水道局 菅原　泰丞

5-54 管路 DB方式の導入に関する一考察
－北海道における管路 DB事例より－
日水コン 熊谷　文斗

5-55 モデル事業を通じた小規模簡易 DBの効
果検証
－管路更新を促進する工事イノベーショ
ン研究会　令和５年度　研究経過報告－
日本ダクタイル鉄管協会 飯出　淳

導・送・配水部門（施設管理・更新）
16:10～17:10（計４題）
座長：富山県立大学教授 黒田　啓介

5-56 ICTを活用したノウハウの形式知化によ
る技術承継に関する共同研究（Ⅱ）
－水道運営ノウハウの蓄積・継承 専門
スキルが無くても運転管理ができる雇用
創出型の施設・システム作り－
壱岐市上下水道課 大久保　貴徳

5-57 IoTと機械学習を活用したバルブの異常
予兆検知技術
キッツ 西澤　勲

5-58 AI分析による配水減圧弁の故障予兆検知
－水圧遠隔監視とデータの有効活用－
神戸市水道局 鶴長　孝二郎

5-59 送水トンネル更生に向けた調査・検討
－覆工コンクリートの劣化状況及び断層
横断部の確認－
神戸市水道局 柿坂　泰弘

10月10日（木）午後　計16題

第 ５ 会 場

水質部門（微生物・原虫類）
13:00～14:30（計６題）
座長：石巻専修大学名誉教授 高崎　みつる

8-46 病院水供給システムで再増殖する非結核
性抗酸菌の特性評価
東京大学 春日　郁朗

8-47 水道水源湖沼から分離したミクロキスチ
ン分解菌のマイクロコズム試験による生
態系影響評価
千葉工業大学 村上　和仁

8-48 スペクトル画像と AI技術を用いた藍
藻・珪藻・緑藻検出および判別
東芝インフラシステムズ 野田　周平

8-49 全国の浄水場を対象にしたレジオネラ属
菌遺伝子の定量的評価
阪神水道企業団 瀧野　博之

8-50 千葉県営水道におけるトウガラシ微斑ウ
イルスのモニタリング及び浄水処理工程
の挙動
千葉県企業局 安河内　巧

8-51 水道原水河川中におけるウイルスの感染
力の消長
－感染力評価手法と Viability-PCR法の
併用による評価－
北海道大学大学院 白川　大樹

水質部門（精度管理・その他）
14:35～16:05（計６題）
座長：関東学院大学准教授 鎌田　素之

8-52 水質センターにおける ISO/IEC17025の
20年間の運用実績
東京都水道局 市川　豊

8-53 JWWA規格における塗料の新たな衛生
性評価方法の導入
日本水道協会 内山　恵

8-54 水質管理業務の共同実施
－広島県福山市と岡山県井原市の取組事
例－
福山市上下水道局 北村　祥子

8-55 広域連携事業における水道水中の異物分
析受託事例
京都市上下水道局 中嶋　紀彰

8-56 水道水中の異物の傾向と事例
大阪広域水道企業団 須崎　泰弘

8-57 地震対策のための水質試験室の移転
札幌市水道局 坂井ちひろ

浄水部門（粒状活性炭）
16:10～17:25（計５題）
座長：北海学園大学准教授 安藤　直哉

4-39 粒状活性炭の再生回数とトリハロメタン
（THM）吸着能力の関係
かずさ水道広域連合企業団 西田　誠

4-40 上向流式生物接触ろ過における高濃度か
び臭物質の除去効果
－続報－
北九州市上下水道局 大橋　隆司

4-41 上向流式生物接触ろ過に関する調査Ⅱ
東京都水道局 西谷内　光春

4-42 臭化物イオンが高濃度の浄水場における
粒状活性炭処理による消毒副生成物とそ
の前駆物質の処理評価
沖縄県企業局 川上　陽介

4-43 千苅浄水場における活性炭処理の検討
神戸市水道局 小幡　一貴

10月10日（木）午後　計17題

第 ６ 会 場

リスク管理・災害対策部門（各種災害対策・対
応②）
13:00～14:30（計６題）
座長：名古屋大学准教授 平山　修久

9-8 危機管理業務における地理空間情報の活
用事例
新潟市水道局 前谷　広太

9-9 令和６年能登半島地震における新潟市の
水道管路被害状況
新潟市水道局 寺崎　那央子

9-10 水道管路事故データを活用した GISシ
ステムによる水道管路アセットマネジメ
ント手法の一提案
東京都立大学 國實　誉治

9-11 適切な水道施設管理に寄与する管路事故
情報の可視化手法の検討
水道技術研究センター 津崎　将人

9-12 福岡県内２都市における貯水槽水道を活
用した水のバランスシートの試作
福岡大学大学院 山本　健太

9-13 小作事業所における水質事故対応
東京水道 中村　聖子

リスク管理・災害対策部門（各種災害対策・対
応③）
14:35～15:50（計５題）
座長：金沢大学名誉教授 宮島　昌克

9-14 消防局と連携した災害対応能力向上への
取り組み
松山市公営企業局 梶田　恭子

9-15 災害時給水栓設置の実施報告
堺市上下水道局 久田　尊良

9-16 令和５年１月における給水装置等の凍結
被害に係るアンケート調査結果
日本水道協会 寺門　武寛

9-17 上下水道局庁舎整備事業
－防災拠点としての庁舎－
徳島市上下水道局 大野　真誠

9-18 水災害による取水施設の被害傾向分析
仙台市水道局 村山　俊平

リスク管理・災害対策部門（各種災害対策・対
応④）
15:55～17:25（計６題）
座長：広島大学教授 西嶋　渉

9-19 災害対応時における情報収集・共有方法
の検討
－令和６年能登半島地震における事例報
告－
静岡市上下水道局 豊島　誠也

9-20 千島海溝沿いにおける巨大地震を想定し
た全道訓練
札幌市水道局 熊谷　昇悟

9-21 能登半島地震の支援活動における地図ア
プリケーションの活用
名古屋市上下水道局 河西　良紀

9-22 給水車による応急給水に備えた準中型自
動車免許取得制度の試行
千葉県企業局 関　新之介

9-23 水道管路のハザードレジリエンスに関す
る検討
－埋設管路のハザードマトリックスによる－
名古屋大学 平山　修久

9-24 災害時の応急給水計画目標の評価
－地理情報システム（GIS）を用いた市
民の水運搬距離の可視化－
神戸市水道局 岡野　敏明

10月10日（木）午後　計17題

第 ７ 会 場

機械・電気・計装部門（設備更新）
13:00～14:15（計５題）
座長：東北大学大学院教授 西村　修

7-7 多田浄水場における LCC低減に向けた
フロキュレータの検討
兵庫県企業庁 毛利　尚暉

7-8 フロキュレータ更新時における型式変更
の検討
愛知県企業庁 髙御堂　順也

7-9 潜水士による不断水工法を用いた急速ろ
過池改良工事
会津若松市上下水道局 渡辺　史人

7-10 猪名川浄水場におけるオゾン処理設備の
更新事例（Ⅱ）
阪神水道企業団 洗　優佑

7-11 北総浄水場非常用自家発電設備の更新
千葉県企業局 和田　一宏

水源・取水部門（水源水質、水源林の管理・保
全・監視①）
14:20～15:35（計５題）
座長：豊田工業高等専門学校教授 松本　嘉孝

3-1 地球温暖化が水道事業に与える影響の予
測モデルの構築
－ AI技術の応用による判断と評価－
郡山市上下水道局 木村　和貴

3-2 水道原水濁度と水源河川上流ダム放流量
の関係
福岡大学 荒巻　巧

3-3 水源におけるクリプトスポリジウムリス
ク低減化に向けた取り組み
神奈川県内広域水道企業団

宮本　真理子

3-4 小河内貯水池における藻類検出状況の変遷
－藍藻類の増殖に影響を与える環境要因
の考察及び対策の効果－
東京都水道局 宮嵜　靖之

3-5 多変量解析による栃木県内の河川水質の
経時変化
宇都宮大学 畠山　琴羽

水源・取水部門（水源水質、水源林の管理・保
全・監視②）
15:40～16:55（計５題）
座長：県立広島大学教授 橋本　温

3-6 液体クロマトグラフ高分解能精密質量分
析計を用いた水源監視の構築
埼玉県企業局 寺中　郁夫

3-7 水試料からの直接拡散抽出法を用いた水
源流域における PMMoVの実態調査
埼玉県企業局 君島　匠

3-8 気象データを用いた原水濁度予測技術と
その活用
クボタ 権　大維

3-9 購入民有林（山梨県小菅村棚倉沢）にお
ける崩壊地復旧による水道水源林の再生
東京都水道局 青木　興成

3-10 道志水源林のナラ枯れ被害への取組み
横浜市水道局 山口　雄一

10月10日（木）午後　計15題

第 ８ 会 場

給水装置部門（給水用具）
13:00～14:30（計６題）
座長：東京大学大学院准教授 橋本　崇史

6-16 能登半島地震における応急給水機能付
メータバイパスユニットの実効性と戸別
給水装置への展開
日邦バルブ 山下　和宏

6-17 給水システム協会規格「WSA B 015水道
用フレキシブル継手」
給水システム協会 吉井　健二

6-18 給水装置の耐震性向上
－回転式サドル付分水栓の開発－
光明製作所 筒井　信行

6-19 給水装置引き込み部の耐震性評価のため
の基礎解析（第二報）
建築設備用ポリエチレンパイプシステム
研究会 福島　充貴

6-20 埋設メータベースの省施工化への取り組
みに関する一考察
タブチ 松原　匠

6-21 吸排気弁の接続方式に着目した配管施工
性向上に関する一考察
日邦バルブ 大杉　涼平

給水装置部門（鉛管・その他）
14:35～15:50（計５題）
座長：中央大学教授 山村　寛

6-22 鉛製給水管解消に向けた取組
徳島市上下水道局 山本　将希

6-23 鉛製給水管更新に関する先進事業体の取
組み事例の分析
国立保健医療科学院 浅見　真理

6-24 鉛製給水管の宅地部残存件数推定方法の
検討
北海学園大学 山田　俊郎

6-25 学校での水道水のあり方
－水道水を飲まない文化は本当か－
川西市上下水道局 米村　謙一

6-26 鉛製給水管ゼロへの取組み
川西市上下水道局 鈴木　暁斗

導・送・配水部門（管内水質）
15:55～17:25（計６題）
座長：県立広島大学教授 西村　和之

5-38 Pテーブルを活用した追加塩素地点の残
塩濃度目標値による末端配水池残塩濃度
管理の一検討（Ⅰ）
ヤマト 川端　洋之進

5-39 Pテーブルを活用した追加塩素地点の残
塩濃度目標値による末端配水池残塩濃度
管理の一検討（Ⅱ）
群馬工業高等専門学校 永井　孝太

5-40 特殊洗浄工法を用いた配水本管の洗浄
尼崎市公営企業局 山花　匡人

5-41 浸出試験コンディショニング中の水道配
管用塗料からの有機物溶出実態調査
阪神水道企業団 新田　翔悟

5-42 タイマー式電磁弁における自動放水シス
テムの試行導入
神戸市水道局 矢野　竜二

5-43 光データを活用した濁度判定の検証
神戸市水道局 田中　大也

10月10日（木）午後　計17題
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第 １ 会 場

事務部門（第三者委託等・PFI・ウォーター
PPP）
９:00～10:30（計６題）
座長：愛知工業大学教授 丸山　恭司

1-39 包括的民間委託におけるモニタリング強
化の取組
堺市上下水道局 藤田　紫穂

1-40 第三者委託制度を活用した広域連携の取
組（Ⅰ）
－明石川河川水からの水源転換事業－
明石市水道局 楡井　康哲

1-41 第三者委託制度を活用した広域連携の取
り組み（Ⅱ）
－水道施設が近接しない事業体への新規
用水供給－
阪神水道企業団 中村　航士

1-42 第三者委託制度を活用した広域連携の取
り組み（Ⅲ）
－送水業務を受託する際のリスク整理－
神戸市水道局 山村　優

1-43 大阪市水道基幹管路耐震化 PFI事業
－巨大地震対策の前倒し－
大阪市水道局 澤井　邦浩

1-44 箱根地区水道事業包括委託
－包括民間委託を通じて明らかになった
課題と対応策－
神奈川県企業庁 大井　玄尭

事務部門（人材育成・研修）
10:35～12:20（計７題）
座長：広島修道大学教授 山崎　敦俊

1-45 兵庫県まちづくり技術センターにおける
市町の水道技術支援（Ⅵ）
－職員養成と技術継承Ⅰ－
兵庫県まちづくり技術センター

佐渡　美行

1-46 兵庫県まちづくり技術センターにおける
市町の水道技術支援（Ⅶ）
－職員養成と技術継承Ⅱ－
尼崎市公営企業局 石川　友啓

1-47 西谷浄水場再整備事業における文化財建
造物の移設保存
－多軸台車を用いた曳家工事と事業 PR
への活用－
横浜市水道局 今村　義道

1-48 東京ガスネットワーク（株）との連携協
定に基づく BPRの実践
川口市上下水道局 石川　愛子

1-49 吹田市水道部における技術職員の育成の
取組
吹田市水道部 根間　和美

1-50 公民共同企業体における水道事業の取り
組み
－第一期指定管理期間における取り組み－
水みらい小諸 塩野　貴大

1-51 神戸市水道局における技術継承の取り組
みと人材の確保
神戸市水道局 能勢　憲司

10月11日（金）午前　計13題

第 ２ 会 場

計画部門（基本計画②）
９:00～10:15（計５題）
座長：国立保健医療科学院主任研究官

三好　太郎

2-45 大阪広域水道企業団　磯島取水場更新計画
大阪広域水道企業団 坂本　雄亮

2-46 大阪広域水道企業団　磯島取水場ポンプ
設備の更新検討
大阪広域水道企業団 吉田　逸平

2-47 大阪広域水道企業団　磯島取水場健全度
調査
大阪広域水道企業団 福原　諒

2-48 施設の廃止と低水圧地区の解消に向けた
配水ブロックの変更
徳島市上下水道局 株本　順和

2-49 小規模集落における最適な水供給手法の
検討
－手法選定に係る地域条件の分析－
東京設計事務所 小原　祐

計画部門（アセットマネジメント）
10:20～11:50（計６題）
座長：東京大学大学院教授 片山　浩之

2-50 AIを活用した管路のアセットマネジメ
ント（Ⅰ）
－管路の破損確率算出と更新優先度評価－
仙台市水道局 及川　喜太

2-51 AIを活用した管路のアセットマネジメ
ント（Ⅱ）
－長期的な更新需要と事業効果分析－
仙台市水道局 牧野　祐介

2-52 横浜版アセットマネジメントによる水道
施設の維持管理の強化
－事例編－
横浜市水道局 岡田　凜太郎

2-53 横浜版アセットマネジメントによる水道
施設の維持管理の強化
－総論－
横浜市水道局 渡邉　昂

2-54 新たな水道管アセットマネジメントの取
組み
福岡市水道局 栁原　康治

2-55 水道用水供給事業における管路更新実施
計画
東京設計事務所 中西　康裕

10月11日（金）午前　計11題

第 ３ 会 場

浄水部門（浄水処理システム・排水処理・難処
理対応）
９:00～10:30（計６題）
座長：京都大学大学院准教授 浅田　安廣

4-44 戦禍ウクライナでの「可搬式自立分散型
浄水装置」の有効性
日本原料 柞木田　裕一

4-45 浄水処理方式の変更により能力が過大と
なっている排水処理施設の更新検討事例
日水コン 花見　一優

4-46 猪名川浄水場における新たな返送水質改
善手法の開発に向けた調査研究Ⅲ
－ハイブリッド膜ろ過システムの適用に
係る課題への対応及び導入可能性の検討－
阪神水道企業団 浅堀　悠介

4-47 原水色度悪化に伴う運搬送水対応事例
－小規模集落用浄水場への適用－
香川県広域水道企業団 河村　勇佑

4-48 導水停止により水質悪化した滞留水への
対応
愛知県企業庁 隅田　貴久

4-49 広島県内浄水場におけるかび臭物質の場
内増加抑制方法の検討
水みらい広島 日浦　優

浄水部門（急速ろ過・緩速ろ過）
10:35～12:05（計６題）
座長：大阪工業大学教授 笠原　伸介

4-50 ２相流逆洗における逆洗速度の洗浄効果
への影響
ヤマト 吉田　杏梨

4-51 有効径0.5mmのろ過砂による複層ろ過
の効果検証
フソウ 須﨑　岐嗣

4-52 浄水処理工程におけるウイルス除去指標
としての PMMoVの実態調査
埼玉県企業局 佐藤　啓貴

4-53 緩速ろ過施設における一次ろ過（上向流
粗ろ過）の実証実験
－洗浄排水に関する調査－
高槻市水道部 青木　圭一朗

4-54 緩速ろ過池への硫酸銅添加効果の検討
青森市企業局 工藤　雅嗣

4-55 緩速ろ過池のろ過閉塞
－断水・応急復旧の経緯と原因－
日水コン 上薗　亮達

10月11日（金）午前　計12題

第 ４ 会 場

浄水部門（凝集沈澱）
９:00～10:15（計５題）
座長：北海学園大学教授 山田　俊郎

4-56 高塩基度 PAC導入後の浄水処理検討
－浄水過程の見直しによる進捗状況の報
告－
かずさ水道広域連合企業団 山本　真二

4-57 本城浄水場における PAC分散注入によ
る浄水処理の改善
北九州市上下水道局 井上　毅

4-58 アクリルアミド非含有高分子凝集剤によ
る淀川表流水の凝集沈澱向上効果
大阪工業大学大学院 南谷　真人

4-59 ピコ植物プランクトン添加凝集試験の蛍
光・非蛍光微粒子数による解析（Ⅱ）
千葉県企業局 平山　賢二郎

4-60 大雨時におけるハロ酢酸類生成に与える
凝集沈澱処理と前塩素処理の影響評価
神奈川県企業庁 岸本　由紀子

浄水部門（浄水設備更新改良・耐震化）
10:20～11:50（計６題）
座長：福山市立大学名誉教授 堤　行彦

4-61 苛性ソーダ貯蔵槽における内面ライニン
グ更新
愛知県企業庁 内山　拓真

4-62 寒川浄水場薬品注入設備における健全化
の取組
神奈川県企業庁 坂根　昇

4-63 池状構造物における耐震診断手法による
解析結果の違い
－二次元静的線形解析と三次元静的非線
形解析の実施－
北九州市上下水道局 樋口　晃一

4-64 制振装置による傾斜板沈降装置の耐震化
－鋼材ダンパ型制振装置の開発－
埼玉工業大学大学院 佐用　泰輝

4-65 不断水で実施した浄水池の耐震補強工事
阪神水道企業団 尾形　良太

4-66 RC造コンクリート構造物への不断水に
よる耐震補強の施工事例
－潜水作業による既設柱 SUS板巻き立て－
テクアノーツ 藤﨑　敦士

10月11日（金）午前　計11題

研究発表の日程　─10月11日（金）午前─
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第 9 会 場

導・送・配水部門（配水池）
9:00～10:45（計７題）
座長：立命館大学教授 神子　直之

5-72 配水池の管路化工事による水道施設の最
適化
堺市上下水道局 道端　大喜

5-73 矩形ステンレスタンクの常時微動計測
－固有値解析結果との比較－
新日本設計 藤井　陽平

5-74 鳴海配水場２号配水池の整備
名古屋市上下水道局 岸　俊宏

5-75 CO2排出量低減効果を目指した水道用プ
レキャスト PC部材の開発
安部日鋼工業 石井　豪

5-76 デジタルツイン活用による配水池点検の
効率化に関する実証実験
NECソリューションイノベータ

山下　喜宏

5-77 ステンレス鋼製矩形水槽の被災分析と構
造改善の検証
森松工業 坂　剛至

5-78 配水池のスロッシング固有周期のばらつ
きに関する分析
神戸大学大学院 山下　かのこ

導・送・配水部門（漏水調査・漏水防止①）
10:50～12:20（計６題）
座長：国立保健医療科学院主任研究官

三好　太郎

5-79 漏水判定モデルの精度向上を目的とした
基礎的検討
－主成分分析を用いた音響データのポジ
ショニング－
東京都立大学大学院 董　シンイ

5-80 RP-CNNモデルによる水道管路の漏水判定
－精度不良結果を踏まえた改善策の検討－
東京都立大学 渋谷　大智

5-81 IoT機器と AIを用いた水道管路漏水検
知技術の社会実装に資するための研究
－送信データの軽量化による常時監視技
術の最適化－
フジテコム 南　泳旭

5-82 漏水音収集プラットフォーム「SuiDo」
を用いた漏水音の収集と解析
東京工業大学大学院 道上　竣介

5-83 階層分析法（AHP）を活用した漏水調査
区画の調査周期設定（Ⅱ）
川崎市上下水道局 工藤　祥子

5-84 リアルタイム水圧データを活用した漏水
検知システムの開発
ニュージェック 相川　晃平

10月11日（金）午前　計13題

第 ５ 会 場

水質部門（自動測定・水質調査・残留塩素管理
①）
９:00～10:45（計７題）
座長：麻布大学教授 大河内　由美子

8-58 IoTカメラシステムを用いたジャーテス
ト自動化の実証事例紹介
月島 JFEアクアソリューション

杉本　淳

8-59 電動蛍光顕微鏡のマッピング機能を用い
た生物試料の自動測定
大阪広域水道企業団 向井　聖二

8-60 水道水中に存在する緑膿菌増殖基質のノ
ンターゲット分析と高度浄水処理におけ
る消長の評価
東京大学大学院 上原　悠太郎

8-61 湧水発生時の原因推定手法に関する検討
神奈川県内広域水道企業団 髙橋　周

8-62 千曲川河床付着物中の藍藻類Microcoleus 
autumnalisのカビ臭原因物質産生に関す
る表現形質の推定
東京農業大学 藤本　尚志

8-63 排水処理工程における窒素化合物の形態
と水質管理
福岡県南広域水道企業団 井上　剛

8-64 水道原水中医薬品濃度との定量的関係性
に基づくトウガラシ微斑ウイルスの糞便
汚染指標性の評価
国立保健医療科学院 門屋　俊祐

水質部門（自動測定・水質調査・残留塩素管理
②）
10:50～12:20（計６題）
座長：東京農業大学教授 藤本　尚志

8-65 液体クロマトグラフ高分解能精密質量分
析計を活用した浄水場原水におけるリス
ク把握及び水質異常確認手法の検討
埼玉県企業局 高橋　友哉

8-66 原水におけるヒ素の挙動及び PACによ
る除去性に関する調査
福岡県南広域水道企業団 山下　道朗

8-67 残塩濃度低減化のための予測モデルの作成
愛知県企業庁 吉田　匠吾

8-68 緩速ろ過処理と急速ろ過処理併用時の残
留塩素管理
東北公営企業 山崎　正寛

8-69 浄水池の E260測定による残留塩素濃度
低下の予測モデルⅡ
－令和５年度の検証結果と改良－
データベース 串田　隆佑

8-70 水安全計画を活用した夏季における残留
塩素濃度低下への対策事例
盛岡市上下水道局 佐々木　優樹

10月11日（金）午前　計13題

第 ６ 会 場

リスク管理・災害対策部門（応援活動（応急給
水・応急復旧））
９:00～10:30（計６題）
座長：三重大学客員教授 朴　恵淑

9-25 応急給水拠点の充実に係る取組
尼崎市公営企業局 柗尾　敏行

9-26 直営技能職員による水道管応急復旧の活
動報告と非常時に備えた取組
－能登半島地震の災害派遣を振り返って－
岡崎市上下水道局 杉山　翔馬

9-27 令和６年能登半島地震における地図アプ
リケーションを活用した応急給水活動の
効率化
名古屋上下水道総合サービス

佐藤　健太

9-28 ICT施工管理システムの写真撮影・整理
機能を使った2024能登半島地震の災害復
旧支援における試み
札幌市水道局 森田　大志

9-29 可搬式砂ろ過装置（3,000m3/ 日処理）に
よる令和６年能登半島地震災害応急
日本原料 三島　壮太

9-30 令和６年能登半島地震に伴う応急復旧活
動における漏水調査
千葉県企業局 堀江　翔伍

リスク管理・災害対策部門（リスク管理（管理
手法・被害予測・リスク評価））
10:35～12:05（計６題）
座長：東京大学大学院教授 小熊　久美子

9-31 事例集を活用した水道の被災パターンの
分析
－災害に強い水道を構築するためのソフ
ト面の検討例－
水道技術経営パートナーズ 山口　岳夫

9-32 災害・事故時情報共有システムの開発
－迅速な情報共有による初動及び復旧体
制の強化－
横浜市水道局 田草川　湧水

9-33 AIを活用した地震時の管路被害予測手
法の研究（Ⅰ）
クボタ 金子　正吾

9-34 災害時の管路機能把握に向けた離散的水
道管路被害予測モデルの構築
名古屋大学大学院 久郷　明空

9-35 水質監視体制の現状評価のための発生源
－水質監視体制－取水地点の現況マップ
作製
埼玉県環境部 柿本　貴志

9-36 水道事業の断水リスク低減
－ ICTを活用したトラブル対応システ
ムの構築－
メタウォーターサービス 加藤　秀樹

10月11日（金）午前　計12題

第 7 会 場

機械・電気・計装部門（監視制御システム）
9:00～10:15（計５題）
座長：東京都立大学准教授 酒井　宏治

7-12 音情報と AI技術を活用した運転支援技
術の水道事業への導入検討
大阪市水道局 柳本　浩平

7-13 河川表流水を水源とする浄水場における
消毒設備の自動制御可能性の検討
静岡県企業局 東城　大

7-14 監視操作簡易シミュレータの開発
東京水道 土方　我久

7-15 BM発注方式の試行導入報告
－水運用監視制御システムの事例－
吹田市水道部 東　達也

7-16 広域化に向けた監視システムの構築
アクアプランニング 角　隆登

水源・取水部門（水源取水施設整備・地下水取
水）
10:20～11:50（計６題）
座長：東京都立大学教授 横山　勝英

3-11 村山上貯水池堤体強化工事における盛立
材料の混合比変更に関する検討
－大正時代に築造されたアースダムの耐
震化－
東京都水道局 土屋　幸義

3-12 小河内貯水池予防保全計画
－今後100年以上にわたる貯水池の機能
維持－
東京都水道局 石井　陽一郎

3-13 千苅貯水池における底層水循環装置の更
新事例
－潜水作業を伴う空気揚水筒据付－
テクアノーツ 清水　幸蔵

3-14 底層水循環装置更新による千苅貯水池へ
の効果
神戸市水道局 吉住　昌将

3-15 表流水取水における塩水遡上への対策事例
日本水工設計 逸民　麻優

3-16 水井戸における改修工法の効果
－従来工法とアクアフリード工法の比較－
日さく 舛田　登威

10月11日（金）午前　計11題

第 ８ 会 場

導・送・配水部門（管路管理・更新③）
９:00～10:30（計６題）
座長：千葉大学大学院教授 丸山　喜久

5-60 腐食追尾センサの適用範囲の拡大に関す
る検討
ベンチャー・アカデミア 岡本　守道

5-61 水道管路におけるアセットマネジメント
の実践に向けた実行可能なミクロマネジ
メント構築の取組み（Ⅷ）
－管路評価手法の可視化に関する取組み－
佐世保市水道局 府川　栄治

5-62 口径2,000mm、延長15.7kmの送水管（多
摩南北幹線）の整備内容
東京都水道局 福井　まどか

5-63 水道管路施設の維持管理におけるシステ
ム活用
－水道施設の長寿命化のために－
尼崎市公営企業局 時水　洋希

5-64 HPPE管施工情報管理システムの活用事例
－ CPS/IoT技術で施工品質の向上、維
持管理情報の高度化へ－
配水用ポリエチレンパイプシステム協会

佐伯　泰典

5-65 水道配水用ポリエチレン管路の施工品質
確保の一考察
－福山市上下水道局における EFコント
ローラの調査－
配水用ポリエチレンパイプシステム協会

池田　満雄

導・送・配水部門（管路管理・更新④）
10:35～12:05（計６題）
座長：神戸大学大学院教授 鍬田　泰子

5-66 新山科浄水場導水トンネル築造工事にお
けるシールド工のビット摩耗対策
京都市上下水道局 小泉　聡

5-67 管路工事用の ICT施工管理支援システ
ムの実証実
札幌市水道局 白石　航希

5-68 水道工事情報システム（IT活用）の実
証試験（Ⅴ-Ⅰ）
八戸圏域水道企業団 吉田　智成

5-69 水道工事情報システム（IT活用）の実
証試験（Ⅴ-Ⅱ）
クボタ 東脇　正明

5-70 老朽化が進む水道管路の効率的な総合管
理システムに関する研究
クボタ 西野　真依子

5-71 老朽化が進む水道管路の効率的な総合管
理システムに関する研究
－通信機能付き残留塩素管理システムの
評価－
クボタ 西島　凜太郎

10月11日（金）午前　計12題
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第 １ 会 場

事務部門（国際貢献）
13:00～14:00（計４題）
座長：関西大学教授 佐藤　雅代

1-52 インドネシア共和国マカッサル市におけ
る漏水防止技術協力の取組
川崎市上下水道局 坂本　真仁

1-53 国際事業の効果発現に向けた JICA事業
の活用
川崎市上下水道局 和地　妙

1-54 東ティモール民主共和国における浄水場
の運転管理指導（Ⅴ）
－新たに公社化された水道事業への支援－
千葉県企業局 溝口　洋幸

1-55 東ティモール民主共和国における浄水場
の水質管理指導（Ⅴ）
－アンケート調査及びファシリテーショ
ン手法の実践－
千葉県企業局 田中　宏憲

10月11日（金）午後　計４題

第 ２ 会 場

計画部門（水安全計画・水道事業ビジョン）
13:00～14:15（計５題）
座長：北海道大学大学院教授 松下　拓

2-56 アンケートによる水安全計画に基づく高
濁度原水への対応に関する実態調査
国立保健医療科学院 宮本　雅史

2-57 岩手県による水安全計画策定支援
－ゼミナール形式よる水道事業体への支
援事例－
NJS 山崎　博也

2-58 持続可能な事業運営に向けた経営健全化
の取組
習志野市 望月　伸高

2-59 神奈川県営水道長期構想・水道事業経営
計画の策定（Ⅰ）
－100年水道に向けた将来構想・事業実
施計画－
神奈川県企業庁 三ツ谷　和剛

2-60 神奈川県営水道長期構想・水道事業経営
計画の策定（Ⅱ）
－戦略的な管路整備の考え方－
神奈川県企業庁 村尾　聡

10月11日（金）午後　計５題

第 ３ 会 場

当会場の研究発表はなし

第 ４ 会 場

当会場の研究発表はなし

研究発表の日程　─10月11日（金）午後─
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第 ９ 会 場

導・送・配水部門（漏水調査・漏水防止②）
13:00～14:30（計６題）
座長：鳥取大学学長顧問 細井　由彦

5-97 導送水管の簡易漏水調査による効率的な
維持管理
横須賀市上下水道局 坂本　竜樹

5-98 高感度振動センサを用いた監視型調査機
器による管路管理手法の有用性検証
フソウ 田渕　浩二

5-99 スマート水道メーターを用いた流量監
視・漏水調査
長崎市上下水道局 松永　元秀

5-100 IoTを活用した有収率改善の取り組み
－クラウド型漏水探知機による管路漏水
調査の効率化－
香川県広域水道企業団 白井　洋平

5-101 衛星を用いた漏水調査とその効果
かずさ水道広域連合企業団 吉田　健太

5-102 能登半島地震における漏水・陥没の位置
情報と衛星 SARによる地表変位検出地
点との照合による実証試験
札幌市水道局 佐々木　翼

10月11日（金）午後　計６題

第 ５ 会 場

当会場の研究発表はなし

第 ６ 会 場

リスク管理・災害対策部門（緊急時対応・情報
発信・その他）
13:00～14:15（計５題）
座長：千葉大学大学院教授 丸山　喜久

9-37 住民参加型の情報伝達訓練を通じた「摂
取制限を伴う給水継続」時の効果的な広
報体制の検討
豊田市上下水道局 小宮山　正造

9-38 荒川水系ジクロロメタン流出事故の対応
とそれを踏まえた事故対応能力の強化
東京都水道局 和賀井　優輔

9-39 大規模断水を伴う事故に関する広報のあ
り方
秋田市上下水道局 加賀屋　太一

9-40 令和６年能登半島地震におけるステンレ
ス製矩形水槽の被害状況
NJS 吉川　嶺

9-41 アンケートによる保健所等の公衆浴場等
でのレジオネラ症防止対策の監視指導の
実態調査
国立保健医療科学院 沢田　牧子

10月11日（金）午後　計５題

第 ７ 会 場

導・送・配水部門（管路管理・更新⑤）
13:00～14:30（計６題）
座長：東京都立大学准教授 酒井　宏治

5-85 概算数量設計手法による配水支管更新工
事の実施報告
堺市上下水道局 山上　直哉

5-86 推進工法による幹線道路横断の施工事例
東大阪市上下水道局 原　信勝

5-87 水道配水用ポリエチレン管の掘上試験に
よる発生土埋設の検証
旭川市水道局 小林　空

5-88 岩盤層における泥土圧式ミニシールド工
法施工事例報告
八戸圏域水道企業団 葛川　晴生

5-89 気水二相流を用いた模擬洗浄実験による
洗浄力の分析評価
宇都宮大学 山道　心真

5-90 気水二相流を用いた配水管洗浄での洗浄
状況と管内圧力の分析
宇都宮大学大学院 七崎　千翔

10月11日（金）午後　計６題

第 ８ 会 場

導・送・配水部門（管路管理・更新⑥）
13:00～14:30（計６題）
座長：北海道大学大学院教授 岡部　聡

5-91 管路更生工法における分岐部処理方法の
開発
芦森工業 岡畑　圭祐

5-92 AIを活用した水道管路の老朽度評価結
果の報告
福岡県南広域水道企業団 三宅　秀和

5-93 AI管路劣化予測結果による漏水発生要
因分析
フジ地中情報 川上　智彦

5-94 DSW工法（シールド切替型推進工法）
による長距離・急曲線を含む送・配水管
路の布設工事（Ⅰ）
千葉県企業局 高野　雄介

5-95 巻き込み鋼管を用いた PIP工法における
長寿命塗装の施工
千葉県企業局 白井　千也

5-96 配管土工標準化積算の試行導入
－配水管取替工事（小口径）の業務効率
化－
神戸市水道局 宮田　猛

10月11日（金）午後　計６題
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　　　　　　　　　　　　    来  　　  　賓

国 土 交 通 省 大臣官房審議官 松　原　英　憲
〃 水管理・国土保全局水道事業課長 筒　井　誠　二

環　 境　 省 水・大気環境局長 松　本　啓　朗
〃 水・大気環境局環境管理課水道水質・衛生管理室長 柳　田　貴　広

総　 務　 省 自治財政局大臣官房審議官 清　田　浩　史
〃 自治財政局公営企業経営室長 内　村　義　和
〃 自治財政局公営企業経営室総務事務官 矢　島　夏　美

地方公共体金融機構 融資部長 谷　村　　　元
〃 融資部融資課主任主査 渡　部　隆　司

全国簡易水道協議会 事務局長 谷　村　　　元
〃 融資部融資課主任主査 渡　部　隆　司

全国簡易水道協議会 事務局長 小　平　鉄　雄
〃 相談役 眞　柄　泰　基
〃 技術嘱託 関　根　光　雄

日本工業用水協会 専務理事 高　田　浩　幸
水道技術研究センター 理事長 安　藤　　　茂

〃 事務局長 小須田　敏　彦
〃 総務部長 鮎　澤　国　明

給水工事技術振興財団 理事長 岡　澤　和　好
〃 専務理事 石　飛　博　之
〃 顧問 杉　戸　大　作

全日本水道労働組合 中央執行委員長 古　矢　武　士
全日本自治団体労働組合 総合組織局公営企業局長 福　永　浩　二

〃 総合組織局公営企業局書記 小　見　直　人
日本水道工業団体連合会 会長 北　尾　裕　一

〃 専務理事 森　岡　泰　裕
日本ダクタイル鉄管協会 会長 吉　岡　榮　司

２．出席者名簿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ( 順不同・敬称略 )　　　　　　　　　　　　    来  　　  　賓

国 土 交 通 省 大臣官房審議官 松　原　英　憲
〃 水管理・国土保全局水道事業課長 筒　井　誠　二

環　 境　 省 水・大気環境局長 松　本　啓　朗
〃 水・大気環境局環境管理課水道水質・衛生管理室長 柳　田　貴　広

総　 務　 省 自治財政局大臣官房審議官 清　田　浩　史
〃 自治財政局公営企業経営室長 内　村　義　和
〃 自治財政局公営企業経営室総務事務官 矢　島　夏　美

地方公共体金融機構 融資部長 谷　村　　　元
〃 融資部融資課主任主査 渡　部　隆　司

全国簡易水道協議会 事務局長 谷　村　　　元
〃 融資部融資課主任主査 渡　部　隆　司

全国簡易水道協議会 事務局長 小　平　鉄　雄
〃 相談役 眞　柄　泰　基
〃 技術嘱託 関　根　光　雄

日本工業用水協会 専務理事 高　田　浩　幸
水道技術研究センター 理事長 安　藤　　　茂

〃 事務局長 小須田　敏　彦
〃 総務部長 鮎　澤　国　明

給水工事技術振興財団 理事長 岡　澤　和　好
〃 専務理事 石　飛　博　之
〃 顧問 杉　戸　大　作

全日本水道労働組合 中央執行委員長 古　矢　武　士
全日本自治団体労働組合 総合組織局公営企業局長 福　永　浩　二

〃 総合組織局公営企業局書記 小　見　直　人
日本水道工業団体連合会 会長 北　尾　裕　一

〃 専務理事 森　岡　泰　裕
日本ダクタイル鉄管協会 会長 吉　岡　榮　司

２．出席者名簿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ( 順不同・敬称略 )
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日本ダクタイル異形管工業会 会長 犬　塚　宣　明
水道バルブ工業会 専務理事 池　内　秀　隆
日本水道鋼管協会 会長 四　方　淳　夫
全国管工事業協同組合連合会 会長 藤　川　幸　造
塩化ビニル管・継手協会 副会長・専務理事 鈴　木　謙次郎
配水用ポリエチレンパイプシステム協会 会長 髙　山　　　純
日本水道新聞社 代表取締役社長 磯　部　光　徳

〃 取締役大阪支社長 村　仲　英　俊
水道産業新聞社 代表取締役社長 福　島　真　明

〃 取締役会長 西　原　一　裕
〃 編集長 大　友　崇　史

〈日本水道協会関係〉
副　 会　 長 豊中市長 長　内　繁　樹
名 誉 会 員 川　北　和　德

〃 小　倉　　　晉
顧 　 　 　 問 尾　﨑　　　勝

〃 吉　田　　　永
監 　 　 　 事 増　子　　　敦

〃 土　井　一　成
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日本水道協会会長表彰受賞者

功労賞受賞者

佐々木　康　之 佐　藤　伸　治 山　田　　　廣 田　中　　　尚

糸　藤　直　之 伊　木　聖　児 坂　本　秀　和

特別賞受賞者

三　浦　哲　也 谷　本　知　之 渡　辺　浩　一 江　頭　徹　夫

角　田　敬　夫 稲　垣　則　行 熊　坂　　　元 筧　　　正　人

塚　原　康　仁 杉　本　靖　文 近　藤　昭　次 東　海　　　明

中　谷　信　也 八　田　裕　之 小　池　寿　英 小　林　重　弘

杉　 田　　  徹

有効賞受賞者

関　田　匡　延 國　實　誉　治 長　岡　　　裕

勤続賞受賞者代表

小　西　　　亮

水道イノベーション賞

神 戸 市 水 道 局 仙 台 市 水 道 局 かずさ水道広域連合企業団 曽 於 市 水 道 課
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水道研究発表会座長名簿

東京経済大学生活環境研究部特任研究官 青　木　　　亮
国立保健医療科学院工学研究科准教授 秋　葉　道　宏
京都大学大学院生活環境研究部上席主任研究官 浅　田　安　廣
国立保健医療科学院工学部・社会環境工学科准教授 浅　見　真　理
北海学園大学名誉教授 安　藤　直　哉
東洋大学工学研究科教授 石　井　晴　夫
京都大学大学院工学部非常勤講師 伊　藤　禎　彦
芝浦工業大学工学研究科建築・都市システム学専攻教授 伊　藤　雅　喜
豊橋技術科学大学大学院経営学部教授 井　上　隆　信
近畿大学地球環境学堂教授 浦　上　拓　也
京都大学大学院生命・環境科学部教授 越　後　信　哉
麻布大学基幹研究院教授 大河内　由美子
お茶の水女子大学社会学研究科教授 大　瀧　雅　寛
一橋大学大学院名誉教授 大　瀧　友里奈
作新学院大学工学研究院水質変換工学研究室教授 太　田　　　正
北海道大学大学院工学系研究科都市工学専攻教授 岡　部　　　聡
東京大学大学院工学部環境工学科教授 小　熊　久美子
大阪工業大学新領域創成科学研究科社会文化環境学専攻准教授 笠　原　伸　介
東京大学大学院先端科学技術研究センター准教授 風　間　しのぶ
東京大学工学系研究科都市工学専攻教授 春　日　郁　朗
東京大学大学院理工学部理工学科准教授 片　山　浩　之
関東学院大学理工学部教授 鎌　田　素　之
立命館大学高等研究院特別顧問 神　子　直　之
九州大学環境都市工学部都市システム工学科教授 楠　田　哲　也
関西大学工学部環境・社会基盤工学科教授 窪　田　　　諭
富山県立大学工学研究科教授 黒　田　啓　介
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神戸大学大学院都市環境学部特任教授 鍬　田　泰　子
東京都立大学生活環境研究部上席主任研究官 小　泉　　　明
国立保健医療科学院生活衛生化学部室長 小　坂　浩　司
国立医薬品食品衛生研究所工学部教授 小　 林 　 憲 弘
信州大学経済学部准教授 小　松　一　弘
中京大学都市環境学部准教授 齊　藤　由里恵
東京都立大学ソーシャルシステムデザイン学部教授 酒　井　宏　治
叡啓大学工学研究院環境工学部門教授 下ヶ橋　雅　樹
北海道大学大学院経済学部教授 佐　藤　　　久
関西大学研究院准教授 佐　藤　雅　代
早稲田大学工学研究科土木工学専攻教授 佐　藤　裕　弥
東北大学大学院生活環境研究部上席主任研究官 佐　野　大　輔
国立保健医療科学院工学部工学科建築 ･ 土木工学コース教授 島　﨑　　　大
八戸工業大学理工学部名誉教授 鈴　木　拓　也
石巻専修大学工学系研究科都市工学専攻教授 高　崎　みつる
東京大学大学院名誉教授 滝　沢　　　智
福山市立大学バイオ・化学部応用化学科教授 堤　　　行　彦
金沢工業大学建築都市デザイン学部都市工学科教授 土　佐　光　司
東京都市大学経営学部准教授 長　岡　　　裕
東洋大学環境安全センター教授 中　野　剛　治
広島大学工学研究科土木工学専攻教授 西　嶋　　　渉
東北大学大学院生物資源科学部生命環境学科教授 西　村　　　修
県立広島大学地域イノベーション学研究科客員教授 西　村　和　之
三重大学生物資源科学部教授 朴　　　恵　淑
県立広島大学工学系研究科附属水環境工学研究センター准教授 橋　本　　　温
東京大学大学院国際流域環境研究センター教授 橋　本　崇　史
山梨大学工学部環境建設工学科教授 原　本　英　司
東北学院大学減災連携研究センター准教授 韓　　　連　熙
名古屋大学工学研究院環境社会部門准教授 平　山　修　久
九州大学大学院応用生物科学部教授 広　城　吉　成
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東京農業大学研究開発機構　機構教授 藤　本　尚　志
中央大学本部事務局学長顧問 古　米　弘　明
鳥取大学統括研究官（水管理研究分野） 細　井　由　彦
国立保健医療科学院研究院客員教授 増　田　貴　則
早稲田大学環境都市工学科教授 松　井　佳　彦
豊田工業高等専門学校経営学部教授 松　本　嘉　孝
愛知工業大学工学研究院教授 丸　山　恭　司
千葉大学大学院生活環境研究部主任研究官 丸　山　喜　久
国立保健医療科学院名誉教授 三　浦　尚　之
金沢大学生活環境研究部主任研究官 宮　島　昌　克
国立保健医療科学院工学研究科資源循環・環境工学専攻教授 三　好　太　郎
福岡大学大学院商学部教授 柳　橋　泰　生
広島修道大学工学部社会環境工学科教授 山　崎　敦　俊
北海学園大学理工学部教授 山　田　俊　郎
中央大学都市環境科学研究科都市基盤環境学域教授 山　村　　　寛
東京都立大学大学院工学総合研究所客員教授・名誉教授 横　山　勝　英
東北学院大学高等研究院教授 吉　田　　　望
岐阜大学 李　　　富　生
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　　　　　　　　　　　　正  　会  　員

都道府県 会員名 所属・役職名 氏　　名
北海道 札 幌 市 水 道 事 業 管 理 者 村　瀬　利　英
〃 〃 水道局給水部計画課計画係長 加　藤　　　潤
〃 〃 水道局総務部総務課事務職員 松　永　浩　平
〃 〃 水道局給水部計画課 熊　谷　昇　悟
〃 〃 水道局給水部工事課 森　田　大　志
〃 〃 水道局給水部給水課 佐々木　　　翼
〃 〃 水道局給水部給水課 白　石　航　希
〃 〃 水道局給水部藻岩浄水場 成　田　聖　実
〃 〃 水道局給水部水質管理センター 坂　井　ちひろ
〃 〃 水道局給水部南部配水管理課課長 谷　藤　正　法
〃 石 狩 市 水道部水道営業課課長 吉　田　　　学
〃 〃 水道部水道施設課課長 新井田　　　崇
〃 〃 水道部水道施設課主任 田　村　達晃紀
〃 岩 見 沢 市 水 道 部 部 長 寺　田　智　勝
〃 小 樽 市 水道局水質管理課主事 清　水　健　司
〃 北 広 島 市 水道部経営管理課主査 佐々木　正　人
〃 〃 水道部水道施設課技師 金　山　玲　央
〃 千 歳 市 水道局水道整備課係長 菅　原　泰　丞
〃 〃 水道局水道整備課技師 川　村　　　崚
〃 石狩西部広域水道企業団 施 設 課 施 設 係 長 平　島　邦　人
〃 〃 施 設 課 企 画 係 技 師 松ヶ平　美　里
〃 石狩東部広域水道企業団 維 持 管 理 課 主 任 塩　見　　　稜
〃 中空知広域水道企業団 企業局工務課課長補佐 金　瀧　靖　次
〃 〃 企 業 局 工 務 課 主 査 真　鍋　進　吾
〃 釧 路 市 公 営 企 業 管 理 者 岡　本　満　幸
〃 〃 上下水道部水道整備課専門員 成　田　好　亮
〃 〃 上下水道部水道整備課技師 舘　下　朝　日
〃 〃 上下水道部水質管理課技師 小　西　杏　樹
〃 帯 広 市 公 営 企 業 管 理 者 井　上　　　猛
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北海道 室 蘭 市 水道部水道施設課主任 大　町　　　朗
〃 函 館 市 公営企業管理者企業局長 手　塚　祐　一
〃 〃 企業局管理部総務課課長 早　瀬　　　洋
〃 〃 企業局上下水道部管路整備室維持管理担当課長 櫻　井　利　匡
〃 旭 川 市 水道局上下水道部次長 松　田　守　正
〃 〃 水道局上下水道部水道施設課 小　林　　　空
〃 北空知広域水道企業団 総 務 係 長 辻　　　健　史

宮城県 仙 台 市 水 道 事 業 管 理 者 加　藤　邦　治
〃 〃 水 道 局 次 長 佐　藤　康　浩
〃 〃 水 道 局 給 水 部 部 長 宮　野　知　夫
〃 〃 水道局総務部総務課長 脇　田　　　清
〃 〃 水道局給水部計画課主幹兼共同浄水場整備室長 堀　籠　　　保
〃 〃 水道局総務部総務課主幹 松　岡　裕　治
〃 〃 水道局総務部総務課主任 小野寺　　　天
〃 〃 水道局総務部総務課主任 真　部　拓　也
〃 〃 水道局総務部総務課主事 宍　戸　祐　介
〃 〃 水道局総務部経営企画課技師 及　川　喜　太
〃 〃 水道局総務部経営企画課主任 牧　野　祐　介
〃 〃 水道局総務部経営企画課技師 村　山　俊　平
〃 〃 水道局給水部計画課技師 蓼　沼　和　希
〃 〃 水道局給水部南配水課主任 森　　　勇　太
〃 〃 水道局浄水部水質管理課主任 須　藤　　　大
〃 〃 水道局浄水部水質管理課技師 上　野　　　優
〃 石巻地方広域水道企業団 事 務 局 長 木　村　　　剛
〃 〃 建設課技術主幹兼建設第二係長 鈴　木　崇　士
〃 気 仙 沼 市 ガス上下水道部工務課工務課長補佐兼施設係長 菊　田　貴　光
〃 塩 竈 市 上下水道部上水道課給水装置係課長補佐兼係長 鈴　木　　　宏
〃 登 米 市 上 下 水 道 部 係 長 落　合　敏　之
〃 〃 上 下 水 道 部 係 長 千　葉　一　博
〃 名 取 市 水 道 事 業 所 理 事 菊　地　浩　幸
〃 〃 水道事業所技術補佐兼係長 大　友　和　師
〃 大 河 原 町 上 下 水 道 課 課 長 八重樫　　　茂
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宮城県 柴 田 町 上 下 水 道 課 課 長 平　間　一　行
〃 〃 上 下 水 道 課 班 長 石　井　理　絵

福島県 郡 山 市 上 下 水 道 局 局 長 佐久間　健　一
〃 〃 上下水道局浄水課水質管理室長 佐　藤　　　敦
〃 〃 上下水道局水道施設課維持係長 櫻　井　敬　久
〃 〃 上下水道局浄水課水質管理室技査 木　村　和　貴
〃 福 島 市 水 道 事 業 管 理 者 清　野　一　浩
〃 〃 水 道 局 次 長 田　村　　　正
〃 〃 水道局経営企画課技師 佐久間　幸　洋
〃 〃 水道局配水課副技査 齋　藤　　　塁
〃 〃 水道局給水課副技査 先　﨑　克　実
〃 会 津 若 松 市 水 道 事 業 管 理 者 小　林　英　俊
〃 〃 上 下 水 道 局 伊　藤　裕　康
〃 〃 上 下 水 道 局 副 主 幹 長谷川　恵　一
〃 〃 上 下 水 道 局 渡　辺　史　人
〃 い わ き 市 水 道 局 局 長 則　政　康　三
〃 〃 水道局主幹兼専門工事検査員 岩　間　高　之
〃 〃 水 道 局 小　林　大　祐
〃 白 河 市 水道部水道課課長補佐兼管理係長 大　谷　直　稔
〃 須 賀 川 市 上下水道部下水道施設課課長 国　分　淳　市
〃 伊 達 市 建設部上下水道課主任主事 野　木　一　弥
〃 福島地方水道用水供給企業団 事 務 局 長 武　田　光　正

青森県 青 森 市 企 業 局 水 道 部 部 長 三　浦　大　延
〃 〃 企業局水道部横内浄水課課長 油　川　一　紀
〃 〃 企業局水道部横内浄水課主査 工　藤　雅　嗣
〃 〃 企業局水道部総務課主事 永　井　新　平
〃 八戸圏域水道企業団 副 企 業 長 三　浦　哲　也
〃 〃 配 水 課 副 参 事 浜久保　尚　文
〃 〃 配水課兼総務課副参事 佐々木　正　剛
〃 〃 工 務 課 主 幹 吉　田　智　成
〃 〃 工 務 課 技 師 葛　川　晴　生
〃 十 和 田 市 上下水道部水道課課長補佐 櫻　田　尚　也
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青森県 十 和 田 市 上下水道部水道課技師 竹ケ原　健　吾
〃 弘 前 市 上下水道部工務課総括主幹 小山内　　　明
〃 〃 上下水道部工務課主査 新　山　武　寛
〃 〃 上下水道部総務課主事 下　林　明　央
〃 〃 上下水道部総務課技師 佐　藤　歳　明
〃 津軽広域水道企業団西北事業部 総 務 課 総 務 課 長 中　野　雅　仁
〃 〃 工 務 課 工 務 課 長 小　林　良　太
〃 津軽広域水道企業団津軽事業部 総 務 課 主 事 佐　藤　広　大
〃 〃 工 務 課 技 師 奈　良　郁　美
〃 〃 浄 水 課 技 師 鳴　海　　　旭

山形県 山 形 市 上下水道事業管理者 伊　藤　浩　之
〃 〃 上下水道部浄水政策課次長（兼）課長 安　達　　　旭
〃 〃 上下水道部総務課検査室室長 山　川　　　健
〃 〃 上下水道部経営企画課政策企画係長 片　桐　由　嗣
〃 〃 上下水道部水道建設課主任 齋　藤　慎　也
〃 〃 上下水道部総務課主事 東海林　裕　史
〃 最上川中部水道企業団 業 務 課 課 長 石　川　達　也
〃 〃 工 務 課 係 長 会　田　達　仁

秋田県 秋 田 市 上下水道事業管理者 工　藤　喜根男
〃 〃 上下水道局仁井田浄水場建設室副参事 越後屋　恭　之
〃 〃 上下水道局仁井田浄水場建設室主任 一ノ宮　和　紀
〃 〃 上下水道局総務課主席主査 加賀屋　太　一
〃 〃 上下水道局総務課主任 佐　藤　修　生
〃 〃 日本水道協会秋田県支部主任 佐々木　夕　奈
〃 横 手 市 上下水道部水道課次長兼水道課長 杉　山　達　範
〃 〃 上下水道部水道課副主査 木　村　悠　航

岩手県 盛 岡 市 上下水道事業管理者 長　澤　秀　則
〃 〃 上下水道局上下水道部次長 本　間　剛　英
〃 〃 上下水道局上下水道部給排水課課長 小　平　敏　彦
〃 〃 上下水道局上下水道部水道建設課課長 外　下　邦　彦
〃 〃 上下水道局上下水道部給排水課主査 高　橋　　　啓
〃 〃 上下水道局上下水道部浄水課新庄浄水場主任 大　﨑　瑞　希
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岩手県 盛 岡 市 上下水道局上下水道部浄水課沢田浄水場主任 佐々木　優　樹
〃 〃 上下水道局上下水道部総務課副主幹兼総務係長 佐　越　賢　一
〃 滝 沢 市 上下水道部施設課課長 長谷川　唯　倫
〃 〃 上下水道部施設課技師 佐々木　裕　明
〃 〃 上下水道部経営課主査 関　向　洵　樹
〃 岩手中部水道企業団 管 路 課 課 長 小田嶋　　　伸
〃 〃 施 設 第 一 課 課 長 髙　橋　文　也
〃 〃 施設第一課水質管理係長 伊　藤　正　幸
〃 〃 総 務 課 契 約 管 理 係 長 藤　原　清　貴
〃 〃 営業企画課経営企画係長 千　葉　章　世
〃 〃 管 路 課 主 任 髙　橋　諒　平
〃 〃 施 設 第 一 課 主 任 八百板　正　人
〃 〃 危 機 管 理 課 主 査 熊　谷　朔　矢
〃 〃 営 業 企 画 課 主 査 高　橋　勇　樹
〃 〃 施 設 第 二 課 主 事 阿　部　航　大

東京都 東　 京　 都 公営企業管理者水道局長 西　山　智　之
〃 〃 水道局水運用センター所長 落　合　秀　光

〃 〃 水道局多摩水道改革推進本部
多摩給水管理事務所長 野　澤　光　徳

〃 〃 水道局総務部総務課長（統括課長） 秋　元　康　子
〃 〃 水道局給水部配水施設工事連絡調整担当課長 坂　本　浩　介

〃 〃 水道局多摩水道改革推進本部
調整部水質管理担当課長 及　川　　　智

〃 〃 水道局多摩水道改革推進本部施設部工務課長 高　橋　健　一
〃 〃 水道局水質センター検査課長 鈴　木　克　徳
〃 〃 水道局総務部総務課課長代理 高　野　　　哲
〃 〃 水道局総務部総務課課長代理 稲　見　圭　吾
〃 〃 水道局総務部施設計画課主任 髙　森　陽　介
〃 〃 水道局総務部施設計画課主事 福　井　まどか
〃 〃 水道局浄水部浄水課主任 石　井　陽一郎
〃 〃 水道局建設部施設設計課主事 宮　本　　　大

〃 〃 水道局多摩水道改革推進本部
調整部技術指導課主任 各　務　翔　太

〃 〃 水道局多摩水道改革推進本部
調整部技術指導課主事 髙　橋　ゆ　か
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東京都 東　 京　 都 水道局水質センター企画調査課課長代理 西谷内　光　春
〃 〃 水道局水質センター企画調査課主任 宮　嵜　靖　之
〃 〃 水道局水質センター検査課課長代理 市　川　　　豊
〃 〃 水道局水質センター検査課主任 天　野　冴　子
〃 〃 水道局水質センター検査課主任 田　中　繁　樹
〃 〃 水道局水質センター監視課主任 和賀井　優　輔
〃 〃 水道局水質センター監視課 雨　倉　　　啓
〃 〃 水道局水源管理事務所技術課主事 青　木　興　成
〃 〃 水道局東村山浄水管理事務所技術課主事 林　　　嘉　輝
〃 〃 水道局西部建設事務所工事第二課主事 土　屋　幸　義
〃 〃 水道局研修・開発センター開発課主任 髙　橋　史　裕
〃 〃 水道局研修・開発センター開発課主任 隅　田　和　政
〃 〃 水道局研修・開発センター開発課主事 池　田　　　智
〃 昭 島 市 水 道 部 部 長 橋　本　博　司
〃 〃 水 道 部 業 務 課 長 加　藤　保　之
〃 〃 水 道 部 工 務 課 長 森　谷　　　努
〃 羽 村 市 上下水道部上下水道業務課課長 本　橋　秀　敏
〃 〃 上下水道部上下水道設備課課長 井　上　洋　一
〃 武 蔵 野 市 水 道 部 部 長 福　田　　　浩
〃 〃 水 道 部 総 務 課 参 事 田　原　美　樹
〃 〃 水 道 部 工 務 課 課 長 川　越　岳　夫
〃 〃 水 道 部 工 務 課 副 参 事 郡 　 　 護

神奈川県 横 浜 市 水 道 事 業 管 理 者 山　岡　秀　一
〃 〃 水道局施設部計画課課長 古　川　明　彦
〃 〃 水道局総務部総務課課長補佐 上　田　嘉　彦
〃 〃 水道局総務部総務課職員 高　橋　　　恵
〃 〃 水道局総務部人材開発課課長 髙　津　　　功
〃 〃 水道局配水部北部方面工事課 田　辺　　　航
〃 〃 水道局給水サービス部菊名水道事務所 中　村　真　緒
〃 〃 水 道 局 施 設 部 計 画 課 海　野　佑　太
〃 〃 水道局給水サービス部給水維持課 岡　田　凜太郎
〃 〃 水道局給水サービス部給水維持課 渡　邉　　　昂
〃 〃 水 道 局 浄 水 部 水 源 管 理 事 務 所 山　口　雄　一
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神奈川県 横 浜 市 水道局浄水部小雀浄水場 八木沼　大　翔
〃 〃 水道局施設部施設整備課 今　村　義　道
〃 〃 水道局浄水部水質課 井　出　賢　志
〃 〃 水道局配水部配水課 三　瓶　航　太
〃 〃 水道局給水サービス部戸塚水道事務所 柳　澤　佑　至
〃 〃 水道局給水サービス部三ツ境水道事務所 星野谷　　　慈
〃 〃 水道局浄水部水質課 冨　澤　翔　太
〃 〃 水道局浄水部川井浄水場 越　沢　　　悠
〃 〃 水道局配水部配水課 田草川　湧　水
〃 川 崎 市 上下水道事業管理者 大　澤　太　郎
〃 〃 上下水道局総務部部長 山　本　昇　二
〃 〃 上下水道局水道部部長 筒　井　武　志
〃 〃 上下水道局水運用センター所長 五十島　文　平
〃 〃 上下水道局総務部庶務課課長補佐 石　村　慎之介
〃 〃 上下水道局経営戦略・危機管理室担当係長 和　地　　　妙
〃 〃 上下水道局総務部管財課 權　田　直　紀
〃 〃 上下水道局水道部水道計画課主任 朝　野　正　平
〃 〃 上下水道局水道部水道計画課主任 工　藤　祥　子
〃 〃 上下水道局水道部水道管路課 横　関　拓　也
〃 〃 上下水道局水道部施設整備課 江　崎　　　敦
〃 〃 上下水道局水道部施設整備課職長 坂　本　真　仁
〃 〃 上下水道局水管理センター 濵　田　　　薫
〃 〃 上下水道局水道部水道管路課主任 鈴　木　孝　俊
〃 神 奈 川 県 企業庁企業局副局長 矢　島　茂　行
〃 〃 企業庁企業局厚木水道営業所所長 佐々木　春　生
〃 〃 企業庁企業局水道部経営課副主幹 鈴　木　秀　幸
〃 〃 企業庁企業局水道部経営課主査 三ツ谷　和　剛
〃 〃 企業庁企業局水道部計画課主査 村　尾　　　聡
〃 〃 企業庁企業局水道部水道施設課技師 渡　辺　健　司
〃 〃 企業庁企業局水道部浄水課主任主事 大　井　玄　尭
〃 〃 企業庁企業局寒川浄水場主査 小　林　信　彦
〃 〃 企業庁企業局寒川浄水場技師 坂　根　　　昇
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神奈川県 神 奈 川 県 企業庁企業局水道水質センター主査 岸　本　由紀子
〃 小 田 原 市 上下水道局水道整備課係長 関　野　篤　志
〃 横 須 賀 市 上 下 水 道 局 局 長 長　島　　　洋
〃 〃 上下水道局経営部長 中　島　健　吾
〃 〃 上下水道局経営部経営料金課主査 山　田　賢太郎
〃 〃 上下水道局技術部計画課主任 坂　本　竜　樹
〃 〃 上下水道局経営部経営料金課担当者 持　宝　優　希
〃 〃 上下水道局技術部計画課主任 辻　本　方　俊
〃 神奈川県内広域水道企業団 副 企 業 長 山　隈　隆　弘
〃 〃 担 当 部 長 三　橋　俊　郎
〃 〃 広域水質管理センター所長 酒　井　　　紳
〃 〃 総 務 課 主 事 森　　　凜太郎
〃 〃 浄水部相模原浄水場主幹 山　下　憲　司
〃 〃 浄水部広域水質管理センター主任主査 宮　本　真理子
〃 〃 浄水部広域水質管理センター技師 髙　橋　　　周
〃 〃 浄水部広域水質管理センター技師 小　島　奈緒美
〃 〃 浄水部広域水質管理センター技師 設　樂　真莉子

千葉県 千 葉 県 企 業 局 管 理 部 部 長 金　子　隆　光
〃 〃 企 業 局 水 道 部 部 長 渡　邉　一　夫
〃 〃 企業局管理部総務企画課課長 武　田　　　有
〃 〃 企業局管理部総務企画課主査 安　達　実　咲
〃 〃 企業局水道部計画課課長 望　月　亮　作
〃 〃 企業局水道部計画課副課長 北　村　英　興
〃 〃 企業局水道部計画課副主査 関　　　新之介
〃 〃 企業局水道部計画課技師 林　　　拓　実
〃 〃 企業局水道部計画課技師 安河内　　　巧
〃 〃 企業局水道部浄水課班長 溝　口　洋　幸
〃 〃 企業局水道部浄水課副主査 櫻　井　俊　彰
〃 〃 企業局水道部給水課副主査 堀　江　翔　伍
〃 〃 企業局施設整備センター主査 和　田　一　宏
〃 〃 企業局施設整備センター副主査 高　野　雄　介
〃 〃 企業局施設整備センター技師 白　井　千　也
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千葉県 千 葉 県 企業局水質センター主査 平　山　賢二郎
〃 〃 企業局水質センター主査 田　中　宏　憲
〃 我 孫 子 市 水 道 事 業 管 理 者 古　谷　　　靖
〃 〃 水 道 局 経 営 課 課 長 土　屋　弥　世
〃 柏 市 上下水道事業管理者 飯　田　晃　一
〃 〃 上下水道局総務課課長 須　藤　勝　己
〃 〃 上下水道局給排水課課長 小　池　孝　行
〃 鴨 川 市 吉　村　洋　介
〃 〃 角　田　敬　夫
〃 佐 倉 市 上下水道事業管理者 関　口　直　行
〃 〃 上 下 水 道 部 課 長 遠　藤　雅　由
〃 〃 上 下 水 道 部 竹　内　陽　平
〃 〃 上 下 水 道 部 得　能　勧　央
〃 流 山 市 上下水道事業管理者 矢　幡　哲　夫
〃 〃 上下水道局水道工務課課長 浅　川　　　晃
〃 習 志 野 市 企 業 局 企 業 管 理 者 市　川　隆　幸
〃 〃 企業局業務部公営企画課主幹 望　月　伸　高
〃 〃 企業局業務部公営企画課主事 小　坂　優　成
〃 印旛郡市広域市町村圏事務組合 水 道 企 業 部 部 長 齋　藤　貴　士
〃 かずさ水道広域連合企業団 施 設 管 理 課 副 技 監 林 　 　 豊
〃 〃 企画財政課主任主事 池　田　寛　志
〃 〃 企 画 財 政 課 主 査 新　井　祐　介
〃 〃 総 務 課 主 査 町　田　菜々子
〃 〃 経 理 課 副 主 査 小　泉　絵利香
〃 〃 用水供給課主任技師 西　田　　　誠
〃 〃 用 水 供 給 課 副 主 査 山　下　元　気
〃 〃 用 水 供 給 課 技 師 山　本　真　二
〃 〃 用 水 供 給 課 技 師 藤　平　哲　也
〃 〃 施 設 管 理 課 技 師 吉　田　健　太
〃 〃 施 設 管 理 課 副 主 査 鈴　木　直　道
〃 〃 経 理 課 主 幹 金　木　孝　宏
〃 〃 用 水 供 給 課 課 長 齊　藤　新　一
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千葉県 かずさ水道広域連合企業団 用 水 供 給 課 課 長 齊　藤　新　一
〃 北千葉広域水道企業団 企 業 長 荒　木　　　稔
〃 〃 総務部総務調整室主幹 秋　元　真実子
〃 東総広域水道企業団 浄 水 課 浄 水 課 長 飯　田　俊　明

埼玉県 さ い た ま 市 水 道 局 業 務 部 新　井　康　仁
〃 〃 水道局給水部副理事 原　口　信　行
〃 〃 水道局業務部水道総務課課長補佐 磯　部　幸　彦
〃 〃 水道局業務部水道総務課主事 矢　島　大　也
〃 〃 水道局業務部経営企画課主査 中　島　　　登
〃 〃 水道局業務部水道財務課主幹 紺　野　正　二
〃 〃 水道局給水部工務課主任 片　岡　哲　貴
〃 〃 水道局給水部配水課主査 中　村　浩　之
〃 川 口 市 上下水道事業管理者 小　池　紀　晃
〃 〃 上下水道局管理部部長 沼　口　　　靖
〃 〃 上下水道局管理部上下水道総務課主幹 髙　橋　　　伸
〃 〃 上下水道局管理部上下水道総務課主任 石　川　愛　子
〃 埼 玉 県 大 久 保 浄 水 場 場 長 鈴　木　喜　弘
〃 〃 水質管理センター所長 袈裟丸　　　大
〃 〃 行 田 浄 水 場 技 師 佐　藤　啓　貴
〃 〃 水質管理センター担当課長 高　橋　友　哉
〃 〃 水質管理センター担当部長 川　﨑　博　康
〃 〃 水質管理センター担当部長 寺　中　郁　夫
〃 〃 水質管理センター主任 君　島　　　匠
〃 〃 水質管理センター主任 竹　内　謙太郎
〃 川 越 市 上下水道事業管理者 福　田　　　司
〃 草 加 市 上下水道部水道総務課管理係長 平　宏　　　介
〃 所 沢 市 上下水道事業管理者 鈴　木　哲　也
〃 〃 上 下 水 道 局 次 長 根　岸　　　清
〃 三 郷 市 水道部業務課料金係主査 西　村　吉　政
〃 〃 水道部施設課工務係主任 藤　井　智　宏
〃 桶川北本水道企業団 事 務 局 長 堀　　 和 行
〃 〃 副 参 事 渡　邉　　　健
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埼玉県 越谷・松伏水道企業団 事 務 局 局 長 松　尾　雄　一
〃 〃 お客さま課副参事兼お客さま課長 福　岡　敏　哉
〃 坂戸、鶴ケ島水道企業団 財 務 課 課 長 笠　木　知　之
〃 〃 給 水 課 課 長 山　﨑　利　隆

群馬県 前 橋 市 公 営 企 業 管 理 者 膽　熊　桂　二
〃 〃 水道局経営企画課副主幹 関　上　幸　男
〃 群 馬 県 企 業 局 主 幹 市　川　　　豪
〃 〃 企 業 局 主 任 岩　出　幸　三
〃 〃 企 業 局 技 師 松　本　優　一
〃 〃 企 業 局 係 長 真　下　彰　一
〃 〃 企 業 局 技 師 佐　敷　虎汰朗
〃 〃 企 業 局 技 師 金　井　優　佳
〃 〃 企 業 局 技 師 髙　山　智　也
〃 安 中 市 上 下 水 道 部 部 長 中　山　典　昭
〃 〃 上下水道部上水道工務課参事 山　川　和　宏
〃 〃 上下水道部上水道事務課主幹 杉　山　健　司
〃 群馬東部水道企業団 工 務 課 係 長 代 理 内　田　　　聡
〃 〃 館 林 支 所 係 長 代 理 須　藤　剛　志

栃木県 宇 都 宮 市 上下水道事業管理者 大　竹　信　久
〃 〃 上下水道局工事受付センター係長 小　池　恒　夫
〃 〃 上下水道局水道管理課係長 添　谷　和　則
〃 〃 上下水道局水道建設課課長補佐 吉　本　治　憲
〃 〃 上下水道局技術監理室室長 小　澤　正　文
〃 栃 木 県 企 業 局 水 道 課 課 長 松　本　　　満
〃 〃 企業局北那須水道事務所所長 村　上　晴　久
〃 〃 企 業 局 副 主 幹 髙根沢　広　樹
〃 足 利 市 上 下 水 道 部 部 長 大　竹　一　弘

茨城県 日 立 市 企業局上下水道部部長 鈴　木　啓　司
〃 〃 企業局上下水道部料金課課長 國　本　慎　一
〃 〃 企業局上下水道部浄水課課長 本　多　仁　志
〃 水 戸 市 上下水道局水道部水道総務課 加倉井　一　慶
〃 〃 上下水道局水道部経理課 牧　内　瑛　佑
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茨城県 水 戸 市 上下水道局水道部水道整備課 池　島　大　智
〃 〃 上下水道局水道部給水課係長 鈴　木　志　信
〃 〃 上下水道局水道部浄水管理事務所 山　田　晃　平
〃 茨 城 県 企 業 局 次 長 小薗江　　　実
〃 〃 企業局総務課副参事 鈴　木　和　宏
〃 〃 企業局総務課企画経営室主事 吉　岡　雄　太
〃 〃 企 業 局 業 務 課 係 長 高　安　芳　忠
〃 〃 企 業 局 業 務 課 係 長 栗　田　大　輔
〃 〃 企 業 局 業 務 課 主 事 酒　井　一　輝
〃 〃 企業局施設課課長補佐 志　田　健　文
〃 〃 企 業 局 施 設 課 係 長 金　親　幸　宏
〃 〃 企 業 局 施 設 課 係 長 大　野　正　人
〃 〃 企 業 局 施 設 課 係 長 角　張　順　一
〃 〃 企業局県南水道事務所浄水課係長 泉　田　　　翔
〃 〃 企業局県南水道事務所施設課係長 佐　藤　太　一
〃 〃 企業局県南水道事務所利根川浄水場主任 泉　田　　　亮
〃 〃 企業局鹿行水道事務所浄水課係長 神　谷　航　一
〃 〃 企業局鹿行水道事務所整備課係長 助　川　明　男
〃 〃 企業局鹿行水道事務所鰐川浄水場技師 瀧ケ崎　　　元
〃 〃 企業局県西水道事務所新治浄水場副場長 西　脇　　　覚
〃 〃 企業局県中央水道事務所浄水課係長 沼　田　康　子
〃 〃 企業局県中央水道事務所浄水課課長 小松崎　和　久
〃 〃 企業局水質管理センター水質管理課主任 大　澤　綾　乃
〃 〃 企業局水質管理センター水質検査課技師 前　島　克　樹
〃 〃 企業局水質管理センター水質管理課技師 中　根　理　充
〃 ひたちなか市 水道事業所総務課課長 高　安　勝　英
〃 〃 水道事業所工務課課長 原　秀　　　明
〃 〃 水道事業所業務課主幹 髙　田　康　子
〃 〃 水道事業所工務課主任 内　藤　唱　弥
〃 〃 水道事業所総務課主任 市　毛　善　之
〃 茨城県南水道企業団 次 長 川　井　克　治
〃 〃 次 長 本　多　裕　之
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茨城県 東 海 村 建 設 部 水 道 課 主 任 小野寺　祐太郎
山梨県 甲 府 市 上下水道局業務部部長 功　刀　辰　也
〃 〃 上下水道局業務部総務課課長補佐 上　田　和　正
〃 〃 上下水道局業務部総務課課長補佐 斉　藤　浩　一
〃 〃 上下水道局業務部経営企画課主任 渡　邉　正　直
〃 甲 斐 市 公営企業部上下水道業務課課長 保　坂　義　実
〃 〃 公営企業部上下水道業務課主任 小　沢　照　央
〃 中 央 市 産業建設部上下水道課副主幹 中　澤　英　道
〃 〃 産業建設部上下水道課主査 望　月　　　卓
〃 都 留 市 上 下 水 道 課 課 長 小　林　勝　之
〃 富 士 吉 田 市 都市基盤部上下水道工務課主査 長　田　健太郎

愛知県 名 古 屋 市 上下水道局企画経理部経営企画課主任 太　田　　　渉
〃 〃 上下水道局営業部給排水設備課技師 堀　川　智　博
〃 〃 上下水道局計画部水道計画課技師 田　上　寛　之
〃 〃 上下水道局建設部工務課技師 岸　俊　　　宏
〃 〃 上下水道局管路部配水課技師 伴　　　旭　将
〃 〃 上下水道局総務課担当課長 藤　岡　雅　弘
〃 〃 上下水道局総務課主事 金　田　　　結
〃 〃 上下水道局経営本部経営企画課技師 平　野　巧　真
〃 〃 上下水道局経営本部総務部防災課課長補佐 坂　口　　　稔
〃 〃 上下水道局計画部水道計画課課長補佐 河　西　良　紀
〃 〃 上下水道局企画経理部連携推進課 尾　関　紗千子
〃 豊 橋 市 水道事業及び下水道事業管理者 木和田　治　伸
〃 愛 知 県 企 業 庁 技 術 監 阪　野　芳　彦
〃 〃 企 業 庁 水 道 部 部 長 坂　野　　　宏
〃 〃 企業庁水道部水道計画課課長 山　崎　澄　人
〃 〃 企業庁水道部水道事業課主査 高御堂　順　也
〃 〃 企業庁水道部水道事業課技師 小　栁　良　騎
〃 〃 愛知用水水道事務所知多浄水場主任 隅　田　貴　久
〃 〃 尾張水道事務所犬山浄水場主任 内　山　拓　真
〃 〃 尾張水道事務所尾張西部浄水場技師 吉　田　匠　吾
〃 〃 企業庁水道部水道計画課主任 玉　越　裕　士
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愛知県 愛 知 県 企業庁水道部水道事業課主任 大　橋　昂　平
〃 〃 愛知用水水道事務所尾張旭出張所配水課技師 中　野　宏　紀
〃 〃 公益財団法人愛知水と緑の公社常務理事 塚　原　康　仁
〃 〃 公益財団法人愛知水と緑の公社所長 西　林　和　久
〃 〃 公益財団法人愛知水と緑の公社技師 安　達　宏　太
〃 一 宮 市 上下水道部施設保全課課長補佐 安　井　武　郎
〃 〃 上下水道部上水道整備課課長補佐 中　村　真　也
〃 犬 山 市 都市整備部水道課課長 梅　村　幸　男
〃 岡 崎 市 水道事業及び下水道事業管理者 伊　藤　　　茂
〃 〃 上下水道局経営管理課主事 鈴　木　龍　也
〃 〃 上下水道局上下水道部水道工事課技師 酒　井　康　佑
〃 〃 上下水道局上下水道部水道工事課技手 杉　山　翔　馬
〃 〃 上下水道局上下水道部水道浄水課主査 都　築　孝　人
〃 豊 田 市 上下水道事業管理者 前　田　雄　治
〃 〃 上 下 水 道 局 局 長 田　中　　　統
〃 〃 上下水道局総務課課長 小　島　弘　一
〃 〃 上下水道局総務課担当長 郡　嶋　弘　武
〃 〃 上下水道局総務課主任主査 髙　須　良　哉
〃 〃 上下水道局上水運用センター担当長 倉　橋　大　樹
〃 〃 上下水道局上水運用センター担当長 春日部　直　樹
〃 〃 上下水道局上水運用センター主査 柴　田　直　紀
〃 〃 上 下 水 道 局 主 査 貴　田　崇　之
〃 〃 上 下 水 道 局 伊　藤　卓　晃
〃 〃 上 下 水 道 局 技 師 堤　　　成　美
〃 愛知中部水道企業団 管財検査課課長補佐 成　田　英　哉
〃 〃 事業推進課課長補佐 川　野　道　広
〃 海部南部水道企業団 業 務 課 課 長 日　永　光　典
〃 〃 配水課課長補佐兼配水係長 久留宮　　　望

三重県 津 市 上下水道事業管理者 松　下　浩　己
〃 〃 上下水道事業局水道施設課課長 池　山　裕　介
〃 〃 上下水道管理局上下水道管理課課長 谷　口　弘　明
〃 〃 上下水道管理局営業課課長 伊　藤　和　幸
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三重県 津 市 上下水道事業局水道工務課担当主幹 山　口　兼　史
〃 〃 上下水道事業局水道工務課担当主幹 坊　山　貴　一
〃 〃 上下水道事業局一志事業所担当主幹 向　田　泰　久
〃 〃 上下水道事業局水道工務課担当副主幹 増　田　芳　則
〃 〃 上下水道管理局上下水道管理課主査 中　出　尊　志
〃 四 日 市 市 上下水道事業管理者 山　本　勝　久
〃 〃 上下水道局水道建設課 髙　田　一　磨
〃 〃 上下水道局水道建設課 望　月　満　帆
〃 〃 上下水道局水道建設課 平　井　那　昴
〃 〃 上 下 水 道 局 吉　松　大　輔
〃 〃 上 下 水 道 局 追　塩　壮　司
〃 〃 菅　井　良　祐
〃 三 重 県 企業庁北勢水道事務所所長 森　上　則　明
〃 〃 企業庁中勢水道事務所副所長 髙　山　史　博
〃 〃 企業庁水質管理情報センター主幹兼課長代理 三　宅　由　子
〃 鈴 鹿 市 上下水道事業管理者 森　　　健　成
〃 松 阪 市 上下水道部上下水道総務課主幹 坂　下　隆　昭
〃 〃 上下水道部上下水道総務課係員 森　　　冬　香

静岡県 静 岡 市 公 営 企 業 管 理 者 大　石　貴　生
〃 〃 上下水道局経営管理部上下水道総務課主査 村　田　智　草

〃 〃 上下水道局経営管理部
上下水道経営企画課副主幹 豊　島　誠　也

〃 〃 上下水道局水道部水道計画課副主幹 定　免　　　徹
〃 〃 生活衛生課主任主事 渡　邉　栄　典
〃 〃 生活衛生課会計年度任用職員 佐　野　貴　勇
〃 浜 松 市 水道事業及び下水道事業管理者 内　藤　伸二朗
〃 〃 上下水道部上下水道総務課主任 加　藤　安　成
〃 静 岡 県 経 営 課 参 事 沼　野　克　史
〃 〃 水 道 企 画 課 技 師 是　永　卓　也
〃 〃 東 部 事 務 所 所 長 遠　藤　　　正
〃 〃 東部事務所管理課班長 大　木　秀　紀
〃 〃 西部事務所管理課主任 大　石　　　徹
〃 〃 西部事務水質管理センター水質管理センター長 上　村　慎　子
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静岡県 静 岡 県 西部事務水質管理センター班長 諸　星　龍　範
〃 〃 西部事務水質管理センター主幹 東　城　　　大
〃 湖 西 市 環 境 部 水 道 課 係 長 中　西　雄　一
〃 〃 環 境 部 水 道 課 主 任 倉　田　智　哉

〃 三 島 市 都市基盤部水道課副技監、
課 長 補 佐、 管 理 係 長 渡　邊　泰　三

〃 静岡県大井川広域水道企業団 事 務 局 長 飯　田　一　昭
〃 〃 管理課施設管理班班長 大　石　昌　也
〃 〃 総 務 課 企 画 班 班 長 大　城　　　敦
〃 〃 管理課建設企画班副班長 大　石　直　嗣
〃 〃 管理課施設管理班主任 中　野　順　也

岐阜県 岐 阜 市 上下水道事業部技術審議監 熊　谷　裕　史
〃 岐 阜 県 東部広域水道事務所所長 岡　田　輝　彦
〃 〃 東部広域水道事務所技術主査 井　戸　康　将
〃 〃 東部広域水道事務所技術主査 足　立　拓　途
〃 〃 東部広域水道事務所主任技師 木　村　文　彦
〃 〃 東部広域水道事務所主任技師 田　中　瑞　樹
〃 関 市 基盤整備部水道課課長 若　林　亮　浩

福井県 福 井 市 上下水道局事業部部長 南　京　良　幸
〃 〃 上下水道局経営部経営管理課副課長 塚　本　和　幸
〃 〃 上下水道局事業部水道管路課技師 五十嵐　比　菜
〃 〃 上下水道局事業部水道管路課技師 奥　野　奈々美
〃 〃 上下水道局　浄水管理事務所主幹 飯　塚　憲　一
〃 〃 上下水道局　浄水管理事務所主幹 林　　　俊　行
〃 福 井 県 日野川地区水道管理事務所所長 桑　野　守　晶

石川県 金 沢 市 企 業 局 次 長 小　杉　春　彦
〃 加 賀 市 上下水道部水道課課長 宮　崎　勝　喜

富山県 富 山 市 日本水道協会富山県支部事務局長 中　村　純　一
〃 〃 上下水道局水道課技師 尾　島　由利香
〃 富 山 県 和田川水道管理所管理課長 木　立　素　子
〃 〃 企 業 局 主 任 徳　力　正　和
〃 〃 企 業 局 技 師 小　原　千　都
〃 射 水 市 上 下 水 道 部 部 長 南　　　和　彦
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富山県 射 水 市 上下水道部上水道工務課主査 佐　伯　泰　宏
〃 高 岡 市 上下水道局総務課副課長 窪　田　　　聡
〃 〃 上下水道局施設維持課課長 村　栄　正　英

長野県 長 野 市 上 下 水 道 局 局 長 岩　山　兼　司
〃 〃 上下水道局浄水課課長補佐 村　澤　弘　一
〃 〃 上下水道局浄水課主査 小　林　祥　吾
〃 長 野 県 企業局川中島水道管理事務所主査 中　村　純　一
〃 〃 企 業 局 水 道 事 業 課 笠　松　孝　行
〃 安 曇 野 市 上 下 水 道 部 課 長 補 佐 重　野　治　茂
〃 〃 上 下 水 道 部 係 長 宮　澤　豪　俊
〃 飯 田 市 上 下 水 道 局 局 長 佐々木　　　力
〃 〃 上下水道局水道課課長 柳　澤　正　治
〃 飯 山 市 建設水道部上下水道課業務係長 市　村　真　理
〃 須 坂 市 水道局上下水道課技査 佐々木　和　幸
〃 松 本 市 上 下 水 道 局 局 長 向　井　津　富
〃 〃 上下水道局上水道課技師 靏　　　健　児
〃 〃 上下水道局上水道課技師 清　水　祐　哉
〃 佐久水道企業団 水道技術管理者兼工務課長 小　林　　　団
〃 〃 総 務 課 付 元 参 事 柳　澤　真　路
〃 白 馬 村 上 下 水 道 課 係 長 中　村　由　加

新潟県 新 潟 市 水 道 事 業 管 理 者 長　井　亮　一
〃 〃 水 道 局 技 術 部 部 長 川　瀬　悦　郎
〃 〃 水道局総務部営業課課長補佐 遠　藤　　　靖
〃 〃 水道局総務部経営管理課主査 前　谷　広　太
〃 〃 水道局技術部水質管理課主査 曽　我　恒　太
〃 〃 水道局技術部計画整備課副主査 玉　井　紘　樹
〃 〃 水道局技術部管路第 2 課技師 寺　崎　那央子
〃 〃 水道局技術部管路第 2 課技師 髙　橋　涼　太
〃 長 岡 市 水 道 局 局 長 植　木　輝　夫
〃 〃 水 道 局 浄 水 課 係 長 髙　野　勝　也
〃 上 越 市 ガ ス 水 道 局 局 長 川　瀬　裕　之
〃 〃 ガス水道局施設課係長 冨　田　　　茂
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新潟県 上 越 市 ガス水道局管路課主任 鹿　執　晋　二
〃 〃 ガス水道局計画調整課主任 笠　原　英　明

〃 新潟東港地域水道用
水 供 給 企 業 団 事 務 局 長 下　川　康　介

〃 〃 管 理 係 副 主 査 本　間　彰　一
〃 〃 施 設 係 技 師 古田島　　　亮

大阪府 大 阪 市 水 道 局 局 長 谷　川　友　彦
〃 〃 水 道 局 元 工 務 部 長 田　中　　　尚
〃 〃 水道局総務部総務課課長 松　永　　　正
〃 〃 水道局総務部総務課担当係長 中　島　みゆき
〃 〃 水道局総務部総務課係員 御領園　隆　夫
〃 〃 水道局総務部総務課係員 松　田　隆　宏
〃 〃 水道局総務部連携推進課 澤　井　邦　浩
〃 〃 水道局工務部計画課 砂　原　梨　乃
〃 〃 水道局工務部計画課 梅　崎　大　睦
〃 〃 水道局工務部計画課 髙　田　彰　吾
〃 〃 水道局工務部土木施設課 八　幡　聖　人
〃 〃 水道局工務部土木施設課 宮　坂　風　花
〃 〃 水道局工務部土木施設課 樫　原　和　広
〃 〃 水道局工務部設備課 柳　本　浩　平
〃 〃 水道局工務部配水課 松　野　光　治
〃 〃 水道局工務部柴島浄水場 益　崎　大　輔
〃 〃 水道局工務部水質管理研究センター 山　田　圭　一
〃 〃 水道局工務部水質管理研究センター 中　野　耕　太
〃 〃 水道局工務部水質管理研究センター 船　附　壮　一
〃 〃 水道局工務部水質管理研究センター 柳　瀬　剛　士
〃 豊 中 市 上下水道事業管理者 吉　田　久　芳
〃 〃 上下水道局経営部部長 河　本　圭　司
〃 〃 上下水道局経営部総務課課長 長　尾　元　明
〃 〃 上下水道局経営部総務課課長補佐 宇都宮　　　洋
〃 〃 上下水道局経営部総務課副主幹 小　笹　　　衛
〃 〃 上下水道局経営部給排水サービス課 石　橋　宙　依
〃 〃 上下水道局技術部浄水課 三　宅　　　亘
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大阪府 豊 中 市 上下水道局技術部水道維持課 児　玉　　　渉
〃 堺 市 上下水道事業管理者 森　　　功　一
〃 〃 上下水道局水道部水道建設課副主査 山　上　直　哉
〃 〃 上下水道局水道部水道保全課 久　田　尊　良
〃 〃 上下水道局水道部水運用管理課 道　端　大　喜
〃 〃 上下水道局サービス推進部事業サービス課 藤　田　紫　穂
〃 〃 上下水道局サービス推進部事業サービス課 西　村　美　咲
〃 池 田 市 上下水道事業管理者 増　井　文　典
〃 〃 上下水道部次長兼水道工務課長 加　藤　正　和
〃 〃 上下水道部経営企画課課長 横　井　良　子
〃 〃 上下水道部経営企画課主任主事 佐　藤　　　航
〃 門 真 市 部 長 廣　田　真　紀
〃 〃 経営総務課課長補佐 清　末　恭　史
〃 〃 経営総務課課長補佐 辻　顕　　　吉
〃 河 内 長 野 市 上下水道部水道課副主査 桑　田　陽　平
〃 吹 田 市 水 道 事 業 管 理 者 前　田　　　聡
〃 〃 水 道 部 長 原　田　有　紀
〃 〃 水 道 部 総 務 室 主 任 根　間　和　美
〃 〃 水 道 部 総 務 室 係 員 上久保　咲　穂
〃 〃 水 道 部 浄 水 室 主 査 東　　　達　也
〃 〃 水 道 部 吉　井　亨　一
〃 〃 水 道 部 山　村　泰　久
〃 〃 水 道 部 小　松　洋二郎
〃 〃 水 道 部 大　西　　　徹
〃 〃 水 道 部 原　崇　　　弘
〃 〃 水 道 部 吉　村　啓　志
〃 〃 水 道 部 村　上　誠　知
〃 〃 水 道 部 藤　本　　　輝
〃 〃 水 道 部 仙　石　　　遊
〃 〃 水 道 部 松　村　　　諭
〃 〃 水 道 部 濵　﨑　亮　介
〃 摂 津 市 上 下 水 道 部 長 末　永　利　彦
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大阪府 大 東 市 上下水道事業管理者職務代理者 岡　田　　　学
〃 高 槻 市 企 業 管 理 者 西　岡　博　史
〃 〃 水道部浄水管理センター主任 青　木　圭一朗
〃 富 田 林 市 上下水道部上下水道総務課課長代理 大　津　浩　司
〃 東 大 阪 市 上下水道事業管理者 江　原　竜　二
〃 〃 上下水道局水道施設部部長 木　邨　一　保
〃 〃 上下水道局水道施設部水道整備室計画推進課主査 山　口　智　功

〃 〃 上 下 水 道 局 水 道 施 設 部
水道整備室管路建設課総括主幹 原　　　信　勝

〃 〃 上下水道局水道施設部水道整備室管路建設課主査 森　川　将　之
〃 〃 上下水道局水道施設部水道整備室管路建設課主任 宮　部　博　至
〃 〃 上下水道局水道施設部配水施設課主査 田　中　義　嗣
〃 〃 上下水道局水道施設部配水施設課主任 國　友　達　也
〃 〃 上下水道局水道施設部配水施設課主任 入　口　　　聖
〃 枚 方 市 上下水道局上下水道部浄水課主任 柿　原　　　凌
〃 守 口 市 水道局次長兼工務課長事務取扱 河　村　良　太
〃 八 尾 市 水 道 事 業 管 理 者 赤　鹿　義　訓
〃 〃 水道局施設整備課係長 林　　　和　志
〃 〃 水道局施設整備課副主査 塚　本　光　祐
〃 〃 水道局工事管理課係長 西　園　直　斗
〃 〃 水道局工事管理課副主査 佐　伯　勇　輔
〃 大阪広域水道企業団 副 企 業 長 橋　本　正　司
〃 〃 事 業 管 理 部 中　田　耕　介
〃 〃 事業管理部技術管理課 上　田　康　平
〃 〃 水質管理管理センター 向　井　聖　二
〃 〃 水質管理管理センター 須　崎　泰　弘
〃 〃 水質管理管理センター 河　野　彩　香
〃 〃 村 野 浄 水 場 上　野　佳　子
〃 〃 村 野 浄 水 場 西　村　友理香
〃 〃 村 野 浄 水 場 坂　中　辰　成
〃 〃 村 野 浄 水 場 坂　本　雄　亮
〃 〃 村 野 浄 水 場 吉　田　逸　平
〃 〃 村 野 浄 水 場 福　原　　　諒
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大阪府 大阪広域水道企業団 村 野 浄 水 場 小笠原　和　雄
〃 〃 村 野 浄 水 場 松　本　進　央
〃 〃 村 野 浄 水 場 志　賀　真　悟
〃 〃 経営管理部広域調整課 金　田　　　真
〃 〃 経営管理部危機管理課 石　原　裕希子
〃 〃 事業管理部技術管理課 伊　藤　　　茜
〃 〃 事業管理部技術管理課 大　野　鐘　三
〃 〃 送 水 管 理 セ ン タ ー 山　田　洋　次
〃 〃 北 部 水 道 事 業 所 栗　林　禎　輔
〃 〃 東 部 水 道 事 業 所 中　村　健　志
〃 〃 南 部 水 道 事 業 所 大河原　　　健
〃 〃 水 質 管 理 セ ン タ ー 熊　澤　正　朗
〃 〃 豊能地域水道センター 福　本　雄　飛

京都府 京 都 市 上 下 水 道 局 長 吉　川　雅　則
〃 〃 上下水道局総務部総務課担当係長 勝　山　拓　哉

〃 〃 上 下 水 道 局 技 術 監 理 室
水質管理センター水質第 1 課 前　田　航　佑

〃 〃 上 下 水 道 局 技 術 監 理 室
水質管理センター水質第 1 課 森　　　雅　士

〃 〃 上下水道局水道部施設課 小　泉　　　聡
〃 〃 上下水道局下水道部施設課 中　嶋　紀　彰
〃 〃 上下水道局技術監理室技術監理室長 山　中　伸　行
〃 〃 上下水道局水道部水道部長 藤　井　啓　祐
〃 〃 上下水道局水道部担当部長 伊佐治　秀　紀
〃 〃 上下水道局水道部担当部長 谷　口　英　雄
〃 京 都 府 建設交通部公営企業管理監兼副部長 曽　和　良　広
〃 綾 部 市 上下水道部上水道課部長 小　林　浩　子
〃 〃 上下水道部上水道課次長 十　倉　和　寿
〃 亀 岡 市 上下水道部総務・経営課部長 伊豆田　晃　正
〃 木 津 川 市 上 下 水 道 部 課 長 補 佐 吉　岡　秀　明
〃 〃 上 下 水 道 部 係 長 田　中　秀　樹
〃 長 岡 京 市 上下水道部水道施設課 下　坊　真　也
〃 〃 上下水道部水道施設課 井　上　裕　道
〃 南 丹 市 上下水道部上水道課課長補佐 小　寺　祐　司
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京都府 南 丹 市 上下水道部上水道課課長補佐 塩　貝　　　直
〃 福 知 山 市 上 下 水 道 部 部 長 中　村　直　樹
〃 〃 上下水道部経営総務課主事 神　社　健　太
〃 〃 上下水道部経営総務課主任 櫻　尾　篤　士
〃 〃 上下水道部水道課技師 松　田　壮一朗
〃 〃 上下水道部水道課主査 菊　田　圭　佑
〃 舞 鶴 市 上 下 水 道 部 次 長 中　地　俊　元
〃 〃 上下水道部水道整備課課長 山　﨑　寛　之
〃 〃 上下水道部水道整備課主幹 田　岡　純一郎
〃 〃 上下水道部経営企画課課長 岡　野　秀　和
〃 京 丹 波 町 産業建設部上下水道課課長補佐 小　松　聖　人
〃 〃 産業建設部上下水道課係長 秋　山　卓　弘
〃 与 謝 野 町 上 下 水 道 課 課 長 赤　西　秀　幸
〃 〃 上 下 水 道 課 主 幹 大　門　　　洋

兵庫県 西 宮 市 上下水道事業管理者 青　山　　　弘
〃 〃 上 下 水 道 局 次 長 八　橋　　　徹
〃 神 戸 市 水 道 事 業 管 理 者 藤　原　政　幸
〃 〃 水 道 局 副 局 長 桑　形　雅　彦
〃 〃 水 道 局 副 局 長 田　中　孝　昌
〃 〃 水道局浄水統括事務所所長 橋　上　重　弘
〃 〃 水道局東部水道管理事務所所長 坂　田　昭　典
〃 〃 水道局西部水道管理事務所所長 藤　田　誉　生
〃 〃 水道局経営企画課課長 東　　　慎太郎
〃 〃 水道局営業課営業課長 藤　田　健　志
〃 〃 水道局技術企画課課長 松　本　泰　明
〃 〃 水 道 局 配 水 課 課 長 伊　賀　正　師
〃 〃 水 道 局 配 水 課 課 長 小　河　広　志
〃 〃 水道局浄水統括事務所課長 岡　野　忠　司
〃 〃 水道局浄水統括事務所課長 船　引　紀　利
〃 〃 水道局浄水統括事務所課長 木　下　　　聡
〃 〃 水道局上ヶ原浄水事務所所長 武　永　真　徳
〃 〃 水道局千苅浄水事務所所長 永　里　忠　裕
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兵庫県 神 戸 市 水道局水質試験所係長 赤　瀬　孝　也
〃 〃 水道局東部水道管理事務所課長 和　氣　巨　一
〃 〃 水道局東部水道管理事務所係長 田　村　　　理
〃 〃 水道局東部水道管理事務所係長 春　木　康　輔
〃 〃 水道局北部水道管理事務所所長 西　馬　義　和
〃 〃 水道局北部水道管理事務所係長 栗　田　聡　也
〃 〃 水道局西部水道管理事務所課長 中　井　優　治
〃 〃 水道局西部水道管理事務所係長 奥　村　良　宏
〃 〃 水道局西部水道管理事務所係長 竹　内　重　隆
〃 〃 水 道 局 経 営 企 画 課 小　泉　智　弘
〃 〃 水 道 局 経 営 企 画 課 小長光　　　聡
〃 〃 水道局経営企画課係長 小　島　啓　文
〃 〃 水 道 局 営 業 課 畑　　　千　昭
〃 〃 水道局技術企画課係長 小　倉　洋　平
〃 〃 水 道 局 技 術 企 画 課 岡　野　敏　明
〃 〃 水 道 局 技 術 企 画 課 伊　賀　道　成
〃 〃 水 道 局 技 術 企 画 課 矢　野　勝　洋
〃 〃 水 道 局 技 術 企 画 課 山　村　　　優
〃 〃 水 道 局 技 術 企 画 課 能　㔟　憲　司
〃 〃 水 道 局 技 術 企 画 課 柿　坂　泰　弘
〃 〃 水 道 局 配 水 課 田　中　孝　一
〃 〃 水 道 局 配 水 課 梅　原　　　匡
〃 〃 水 道 局 配 水 課 高　橋　武　志
〃 〃 水 道 局 配 水 課 吉　田　信　也
〃 〃 水 道 局 配 水 課 宮　田　　　猛
〃 〃 水 道 局 配 水 課 鶴　長　考二郎
〃 〃 水 道 局 配 水 課 長谷川　哲　哉
〃 〃 水 道 局 配 水 課 小　幡　一　貴
〃 〃 水 道 局 水 質 試 験 所 吉　住　昌　将
〃 〃 水 道 局 水 質 試 験 所 酒　井　隆　彬
〃 〃 水 道 局 水 質 試 験 所 大　森　惇　平
〃 〃 水道局千苅浄水事務所 西　田　孝　平
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兵庫県 神 戸 市 水道局東部水道管理事務所 田　中　大　也
〃 〃 水道局西部水道管理事務所 矢　野　竜　二
〃 阪神水道企業団 企 業 長 吉　田　延　雄
〃 〃 副 企 業 長 長　塩　大　司
〃 〃 総 務 部 総 務 部 長 仮　谷　清　典
〃 〃 技 術 部 技 術 部 長 門　脇　正　夫
〃 〃 技術部浄水管理事務所長 中　安　眞　司
〃 〃 総 務 部 総 務 課 主 幹 津　高　憲　一
〃 〃 総務部経営企画課主幹 小　川　康　之
〃 〃 技術部施設管理課課長 平　間　淳　二
〃 〃 技 術 部 工 務 課 主 幹 海　野　　　剛
〃 〃 技術部送水センター所長 三　原　正　和
〃 〃 総 務 部 総 務 課 立　田　　　駿
〃 〃 総 務 部 総 務 課 付 新　田　翔　悟
〃 〃 総 務 部 経 営 企 画 課 中　村　航　士
〃 〃 総 務 部 経 営 企 画 課 山　本　鴻志郎
〃 〃 総 務 部 財 務 課 高　瀬　正　行
〃 〃 技 術 部 浄 水 計 画 課 浅　堀　悠　介
〃 〃 技 術 部 施 設 管 理 課 洗　　　優　佑
〃 〃 技 術 部 工 務 課 尾　形　良　太
〃 〃 技術部浄水管理事務所 瀧　野　博　之
〃 〃 技 術 部 水 質 試 験 所 井　筒　祐　一
〃 〃 技 術 部 水 質 試 験 所 中　村　瑞　穂
〃 兵 庫 県 公 営 企 業 管 理 者 梶　本　修　子
〃 〃 企 業 庁 水 道 課 課 長 田　口　　　司
〃 〃 企 業 庁 水 道 課 木　下　智　章
〃 〃 企 業 庁 水 道 課 藤　本　好　一
〃 〃 企 業 庁 水 道 課 毛　利　尚　暉
〃 〃 企業庁広域水道事務所 西　野　　　滋
〃 〃 企業庁広域水道事務所 細　井　裕　貴
〃 〃 企業庁広域水道事務所（三田） 土生田　史　郎
〃 〃 企業庁広域水道事務所（三田） 庄　本　典　久
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兵庫県 兵 庫 県 企 業 庁 利 水 事 務 所 長　田　二　郎
〃 〃 企 業 庁 利 水 事 務 所 加　古　泰　之
〃 〃 企 業 庁 利 水 事 務 所 前　川　みゆき
〃 〃 企 業 庁 利 水 事 務 所 吉　田　　　孝
〃 〃 企 業 庁 利 水 事 務 所 加　古　喜　彦
〃 〃 企 業 庁 利 水 事 務 所 吉　川　大　智
〃 〃 企 業 庁 利 水 事 務 所 堂　脇　嘉　彦
〃 〃 企業庁利水事務所（船津） 岡　村　篤　樹
〃 〃 企業庁利水事務所（船津） 宇圓田　隆　成
〃 〃 企業庁水質管理センター 小　濱　　　健
〃 〃 企業庁水質管理センター 上　田　進　一
〃 明 石 市 公営企業管理者水道局長 杉　浦　隆　志
〃 〃 水道局次長兼総務担当課長 藤　原　英　樹
〃 〃 水道局次長（技術担当） 辻　　　和　也
〃 〃 水道局経営企画担当課長 楡　井　康　哲
〃 〃 水道局総務係総務係長 水　野　友　紀
〃 芦 屋 市 上 下 水 道 部 部 長 上　田　　　剛
〃 尼 崎 市 公 営 企 業 管 理 者 塚　本　英　德
〃 〃 公営企業局上下水道部経営企画課主事 藪　本　　　健
〃 〃 公営企業局上下水道部水道計画課技師 白　岩　俊　亮
〃 〃 公営企業局上下水道部料金担当主事 藤　井　嵩　士
〃 〃 公営企業局上下水道部水道建設課技師 石　川　友　啓
〃 〃 公営企業局上下水道部水道建設課技師 山　花　匡　人
〃 〃 公営企業局上下水道部水道維持担当技師 柗　尾　敏　行
〃 〃 公営企業局上下水道部水道維持担当技師 時　水　洋　希
〃 〃 公営企業局上下水道部浄水センター技師 大　枝　拓　未
〃 伊 丹 市 上下水道事業管理者 大　西　俊　己
〃 〃 上 下 水 道 局 参 事 山　田　隆　史
〃 加 古 川 市 上下水道事業管理者 平　田　喜　昭
〃 〃 上下水道局経営管理課課長 小　川　英　昭
〃 〃 上下水道局経営管理課副課長 田　口　清　也
〃 〃 上下水道局経営管理課事務員 中　岸　良　介
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兵庫県 加 古 川 市 上下水道局お客さまサービス課係長 礒　野　庄　造
〃 〃 上下水道局お客さまサービス課主事 石　原　優　子
〃 〃 上下水道局施設課課長 渋　谷　恒　夫
〃 〃 上下水道局施設課副課長 田　尾　史　樹
〃 〃 上下水道局施設課係長 今　井　知　彦
〃 〃 上下水道局施設課係長 山　脇　寿　明
〃 〃 上下水道局配水課技師 藤　原　圭　祐
〃 〃 上下水道局配水課技師 木　村　尚　恭
〃 〃 上下水道局配水課技手 加　古　優　奈
〃 〃 上下水道局施設課中西条浄水場主査 齋　藤　彩　香
〃 川 西 市 上下水道事業管理者 酒　本　恭　聖
〃 〃 上下水道局水道課課長 森　野　　　努
〃 〃 上下水道局水道課主査 米　村　謙　一
〃 〃 上下水道局水道課主任 鈴　木　暁　斗
〃 三 田 市 上 下 水 道 部 部 長 甲　斐　　　努
〃 〃 上下水道部上水道課課長 西　垣　信　哉
〃 〃 上下水道部浄水施設課課長 今　西　通　泰
〃 高 砂 市 上下水道事業管理者 江　谷　恭　一
〃 宝 塚 市 上下水道局工務課課長 久　代　勝　也
〃 丹 波 篠 山 市 上 下 水 道 部 部 長 田　村　隆　章
〃 淡路広域水道企業団 副 企 業 長 森　　　一　仁
〃 西播磨水道企業団 企 業 長 篠　崎　保　伸
〃 〃 水 道 部 部 長 舘　林　映　志
〃 〃 水 道 部 参 事 吉　田　正　昭
〃 〃 水 道 部 施 設 課 長 小　林　徹　也
〃 〃 水 道 部 営 業 課 長 濱　田　賢一郎
〃 播磨高原広域事務組合 上下水道事業所所長補佐 和　田　昌　直
〃 〃 上下水道事業所所長補佐 室　井　慎　一
〃 猪 名 川 町 まちづくり部上下水道課課長 倉　　　成　功

奈良県 奈 良 市 公 営 企 業 管 理 者 増　田　　　聡
〃 〃 企 業 局 経 営 部 部 長 井　内　文　彦
〃 〃 企業局経営部経営企画課課長補佐 小　柴　善　裕
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奈良県 奈 良 市 企業局経営部経営企画課調整係長 小　西　大　造
〃 〃 企業局経営部経営企画課主務 西　﨑　聡　志
〃 〃 企 業 局 経 営 企 画 課 三　村　奈　七
〃 奈 良 県 水 道 局 業 務 課 係 長 辰　谷　明　記
〃 〃 水道局広域水道センター係長 佐　伯　繁　和
〃 〃 水道局広域水道センター桜井浄水場場長 松　岡　宜　征
〃 〃 水道局広域水道センター水質管理センター係長 山　口　洋　徳
〃 〃 水道局広域水道センター水質管理センター係長 牟田島　健　司
〃 〃 水道局広域水道センター水質管理センター主査 米　田　正　樹
〃 橿 原 市 上下水道部統括調整員 小　島　篤　史
〃 〃 上 下 水 道 部 副 部 長 的　場　一　矢
〃 〃 上 下 水 道 部 主 査 伊　藤　大　貴
〃 天 理 市 上下水道局下水道課主任主査 小　西　健　二
〃 〃 上下水道局給水課主任 南　部　泰　子
〃 〃 上下水道局総務経営課主査 山　上　大　貴
〃 〃 上下水道局総務経営課主任主事 本　田　真　希
〃 安 堵 町 町 長 西　本　安　博
〃 〃 事 務 局 長 増　田　篤　人
〃 斑 鳩 町 町 長 中　西　和　夫
〃 三 郷 町 町 長 木　谷　慎一郎
〃 高 取 町 事 業 課 課 長 補 佐 冨　田　真　二
〃 〃 事 業 課 主 査 秋　山　奈　於
〃 平 群 町 町 長 西　脇　洋　貴

滋賀県 大 津 市 公 営 企 業 管 理 者 南　堀　　　弘
〃 〃 企業局企業総務課課長 神　崎　秀　夫
〃 〃 企業局企業総務課主査 矢　澤　ひかり
〃 〃 企 業 局 企 業 総 務 課 脇　元　沙　織
〃 〃 企業局デジタル推進室主任 市　岡　篤　志
〃 〃 企業局経営戦略室副参事 澤　田　靖　人
〃 〃 企業局工事監理課課長 木　村　俊　彦
〃 〃 企業局水道ガス整備課副参事 山　田　崇　雄
〃 〃 企業局水道ガス整備課主査 前　畑　登志夫
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滋賀県 大 津 市 企業局水道ガス改良課課長補佐 伊　藤　一　成
〃 〃 企業局水道ガス改良課主査 南 　 　 喬
〃 〃 企業局お客様設備課副参事 杉　田　　　徹
〃 〃 企業局維持管理課主査 中　道　　　勝
〃 〃 企業局維持管理課主任 安　井　　　学
〃 〃 企業局浄水施設課主査 奥　野　　　誠
〃 〃 企業局浄水施設課主査 後　藤　竜　也
〃 〃 企業局浄水施設課主査 境　　　直　樹
〃 〃 企業局水質管理課主任 竹　内　洋　祐
〃 〃 企業局水質管理課技師 畑　　　浩　介
〃 滋 賀 県 企 業 庁 浄 水 課 主 査 島　田　桃　衣
〃 〃 企業庁浄水課主任技師 中　村　　　優
〃 〃 企業庁浄水課主任技師 安　本　勇　太
〃 近 江 八 幡 市 水道事業所上下水道施設課副主幹 廣　田　健　治
〃 草 津 市 上 下 水 道 施 設 課 三田村　　　純
〃 〃 上 下 水 道 施 設 課 永　井　純　也
〃 〃 上 下 水 道 施 設 課 辻　　　陸　斗
〃 〃 上下水道部ロクハ浄水場係長 榎　本　　　実
〃 〃 上下水道部北山田浄水場主査 森　谷　典　生
〃 彦 根 市 上下水道部副参事兼上下水道業務課長 辻　　　信　宏
〃 〃 上下水道部上下水道総務課上水道総務係長 松　原　　　遼
〃 〃 上 下 水 道 部 上 水 道 工 務 課 主 任 矢　野　克　弥
〃 愛知郡広域行政組合 水 道 事 務 所 所 長 大　西　秀　治
〃 〃 水 道 事 務 所 課 長 補 佐 平　塚　雅　己
〃 長 浜 水 道 企 業 団 企 業 長 三　和　啓　司
〃 〃 局 長 前　田　喜代次

和歌山県 和 歌 山 市 公 営 企 業 管 理 者 瀬　崎　典　男

〃 〃 企業局水道工務部上・工業用
水 道 管 理 課 技 術 主 任 高　木　裕　太

〃 〃 企業局水道工務部水道企画課技術主査 泉　　　太　河
〃 〃 企業局下水道部下水道企画建設課技術主査 松　井　陽　一
〃 〃 企業局下水道部下水道施設課技術主査 東　川　仁　士
〃 〃 企 業 局 経 営 管 理 部 企 業 総 務 課 班 長 江　川　文　健
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和歌山県 和 歌 山 市 企業局経営管理部企業総務課事務主査 岩　井　健　太
〃 岩 出 市 上下水道局上水道工務課課長補佐 柴　崎　真　輝
〃 〃 上 下 水 道 局 上 水 道 工 務 課 係 長 大　森　慎　二
〃 串 本 町 水 道 課 主 事 坂　口　克　輝
〃 〃 水 道 課 主 事 小　原　大　和
〃 由 良 町 上 下 水 道 課 副 主 査 砥　嶋　修　平
〃 〃 上 下 水 道 課 副 主 査 玉　置　　　光

広島県 広 島 市 水 道 事 業 管 理 者 村　上　裕　之
〃 〃 水 道 局 次 長 桝　原　　　茂
〃 〃 水道局技術部施設担当部長 日　高　一　成
〃 〃 水道局技術部緑井浄水場場長 森　脇　裕　典
〃 〃 水道局企画総務課課長補佐 岡　本　友　和
〃 〃 水道局企画総務課主事 亀　井　優　太
〃 〃 水道局企画総務課係長 藤　中　健　太
〃 〃 水道局財務課課長補佐 槇　原　光　明
〃 〃 水道局営業部営業課課長補佐 藤　村　　　誠
〃 〃 水道局技術部調整課課長補佐 坂　倉　恵　介
〃 〃 水道局企画総務課主事 植　村　青　葉
〃 〃 水道局企画総務課主事 北　濱　壮　大
〃 〃 水道局技術部計画課主任技師 庄　野　　　敦
〃 〃 水道局技術部水質管理課主任技師 三　枝　慎一郎
〃 〃 水道局技術部給水課技師 住　廣　　　敬
〃 〃 水道局技術部管路設計課技師 平　谷　奈　々
〃 呉 市 上 下 水 道 局 局 長 濵　田　純　典
〃 〃 上下水道局技術部浄水課課長 折　本　謙　二
〃 〃 上下水道局技術部管路管理課課長補佐 中　塩　直　樹
〃 福 山 市 上 下 水 道 事 業 管 理 者 小　川　政　彦
〃 〃 上下水道局水質管理センター検査担当次長 馬　場　達　也
〃 〃 上下水道局水質管理センター 北　村　祥　子
〃 〃 上下水道局施設整備課 泉　谷　直　希
〃 〃 上下水道局上下水道計画課 髙　山　　　斉
〃 〃 上下水道局施設整備課 林　　　直　紀
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広島県 福 山 市 上下水道局上下水道総務課 檀　上　　　泉
〃 〃 上 下 水 道 局 課 長 大　村　貴　之
〃 〃 上 下 水 道 局 井　藤　規　生
〃 〃 上 下 水 道 局 松　本　卓　真
〃 尾 道 市 上下水道局経営総務課課長補佐兼係長 竹　村　英　晃
〃 〃 上下水道局経営総務課主任 則　信　憲　宏
〃 〃 上下水道局水道工務課係長 山　本　信　互
〃 〃 上下水道局水道工務課技師 柏　原　健　太
〃 〃 上下水道局浄水課専門員 大　田　竜　二
〃 〃 上下水道局浄水課主任 林　　　英　亜
〃 広島県水道広域連合企業団 副 企 業 長 伊　達　英　一
〃 〃 水質管理センター主任 兼　友　昭　典
〃 〃 本 部 企 画 課 主 査 赤　瀬　真　澄

〃 〃 廿日市事務所工務維持課
管路係課長補佐兼係長 川　村　高　史

〃 〃 廿日市事務所工務維持課
施設係課長補佐兼係長 卜　部　剛　治

〃 〃 東 広 島 事 務 所 佐々木　将　巳
〃 海 田 町 水 道 事 業 参 事 木　村　生　栄

岡山県 岡 山 市 水 道 事 業 管 理 者 栗　原　　　諭
〃 〃 水道局配水部浄水課課長 山　本　一　三
〃 〃 水道局総務部営業課副主査 平　井　陽　介
〃 〃 水道局総務部お客様センター副主査 高　田　尚　明
〃 〃 水道局配水部西管路整備課副主査 山　下　洋　平
〃 〃 水道局配水部施設整備課主任 網　中　宗　利
〃 〃 水道局配水部浄水課主任 安　藤　圭　祐
〃 〃 水道局配水部配水課技師 田　中　駿　希
〃 倉 敷 市 水 道 事 業 管 理 者 古　谷　太　一
〃 〃 水道局水道総務課課長代理 藤　井　孝　幸
〃 〃 水道局水道総務課副主任 齋　藤　勇　貴
〃 〃 水道局水道総務課企画検査室主幹 高　橋　伸　枝
〃 〃 水道局水道サービス課主事 赤　澤　優　磨
〃 〃 水道局水道サービス課技師 小　野　由　貴
〃 〃 水道局水道管理課係長 田　中　誠　司
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岡山県 倉 敷 市 水道局浄水課課長補佐 小　原　普　造
〃 〃 水道局浄水課副主任 村　田　直　也
〃 井 原 市 水道部上水道課主任主事 阪　田　祥　一
〃 〃 水道部上水道課主事補 森　　　夢　乃
〃 笠 岡 市 上下水道部水道課係長 鳥　井　元　晴
〃 総 社 市 環境水道部上水道課課長補佐 茅　野　洋　介
〃 総 社 市 環境水道部上水道課主査 久　保　　　誠
〃 高 梁 市 市 長 近　藤　隆　則
〃 津 山 市 水道局水道施設課係長 山　本　哲　平
〃 〃 水道局水道施設課技師 入　矢　結理奈
〃 〃 水 道 局 業 務 課 主 事 筈　尾　　　樹
〃 岡山県広域水道企業団 事 務 局 長 村　木　智　幸
〃 〃 西部事務所所長補佐 久　山　敦　史
〃 〃 浄 水 課 主 任 岩　井　孝　徳
〃 岡山県南部水道企業団 施 設 課 課 長 主 幹 山　下　重　樹
〃 備南水道企業団 事 務 局 次 長 山　路　浩　正
〃 〃 工 務 課 主 任 塩　田　明　夫
〃 〃 工 務 課 主 任 奥　村　洋　平

山口県 下 関 市 上下水道局財務経営課係長 吉　田　　　亨
〃 〃 日本水道協会山口県支部係長 野　田　悟　司
〃 岩 国 市 水道事業管理者水道局長 辻　　　孝　弘
〃 〃 水 道 局 副 局 長 竹　嶋　　　勇
〃 〃 水 道 局 業 務 課 長 須　賀　祥　子
〃 〃 水 道 局 技 師 廣　﨑　　　誉
〃 〃 水 道 局 主 事 福　本　雄　太
〃 〃 水 道 局 技 師 窪　田　果　琳
〃 〃 水 道 局 技 師 藤　元　沙　帆
〃 周 南 市 上下水道事業管理者 井　筒　　　守
〃 〃 上 下 水 道 局 主 任 大　木　清　楓
〃 〃 上 下 水 道 局 検 査 員 藤　山　朋　己
〃 光 市 水 道 事 業 管 理 者 宮　﨑　英　博
〃 〃 水 道 局 業 務 課 係 長 沖　村　敬　治
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山口県 光 市 水 道 局 業 務 課 主 査 田　中　秀　一
〃 〃 水 道 局 工 務 課 主 査 呑　村　侑　亮
〃 山 口 市 上下水道局水道施設課技師 原　　　章　文

鳥取県 米 子 市 水 道 局 副 局 長 石　田　　　岳
〃 〃 水道局浄水課担当課長補佐 草　原　ひかる
〃 〃 水 道 局 計 画 課 係 長 濱　田　　　学
〃 〃 水 道 局 浄 水 課 主 任 田　中　優　也
〃 鳥 取 市 水 道 事 業 管 理 者 武　田　行　雄
〃 〃 水道局資産管理課技師 田　中　滉　大
〃 〃 水道局資産管理課主事 大　谷　鴻　平

島根県 松 江 市 上 下 水 道 局 局 長 小　塚　　　豊
〃 〃 上 下 水 道 局 主 任 月　坂　丈　洋
〃 〃 上 下 水 道 局 主 任 川　上　智　章
〃 〃 上 下 水 道 局 主 任 品　川　昌　之
〃 出 雲 市 上下水道局西部上下水道事務所所長 山　根　祐　司
〃 〃 上下水道局水道施設課係長 石　倉　範　昭
〃 雲 南 市 上下水道局営業課課長 永　井　慎　也
〃 〃 上下水道局工務課統括主幹 吾　郷　雄　一
〃 安 来 市 水 道 管 理 課 中　島　俊　一
〃 斐川宍道水道企業団 工務課配水係主幹技師 黒　田　　　学

香川県 香川県広域水道企業団 次 長 天　雲　勝　久
〃 〃 水質管理課府中分室主任 河　村　勇　佑
〃 〃 本 部 工 務 課 副 課 長 丸　尾　健　治
〃 〃 本 部 工 務 課 主 任 白　井　洋　平
〃 〃 広域送水管理センター主任 森　　　正　輝
〃 〃 中 部 浄 水 場 主 任 石　井　裕　一
〃 〃 中讃ブロック統括センター　水道整備課主幹 髙　島　春　吉
〃 〃 中讃ブロック統括センター　浄水課主任 山　田　圭　一
〃 〃 高松ブロック統括センター水道整備課主任技師 松　浦　元　輝
〃 〃 高松ブロック統括センター給水課係長 大　上　高　弘

愛媛県 松 山 市 公 営 企 業 管 理 者 大　﨑　修　一
〃 〃 公営企業局上下水道部企業総務課課長 山之内　克　也

－ 54 －



愛媛県 松 山 市 公営企業局上下水道部
水道管路管理センター主査 小　田　倫　久

〃 〃 公営企業局上下水道部水道水道整備課主査 堀　口　充　之

〃 〃 公営企業局上下水道部
水道管路管理センター主任 梶　田　恭　子

〃 〃 公営企業局上下水道部企業総務課主事 吉　木　航　平
〃 今 治 市 上 下 水 道 部 部 長 永　田　秀　樹
〃 〃 上下水道部上下水道政策局水道工務課係長 河　上　晋　也

徳島県 徳 島 市 上 下 水 道 局 局 長 石　川　稔　彦
〃 〃 上 下 水 道 局 理 事 辻　　　裕　之
〃 〃 上下水道局浄水課室長 松　村　誠　治
〃 〃 上下水道局水道整備課主査 株　本　順　和
〃 〃 上下水道局水道整備課技師 田　村　春　樹
〃 〃 上下水道局水道整備課係長 大　野　真　誠
〃 〃 上下水道局水道整備課主査 松　尻　将　樹
〃 〃 上下水道局水道維持課主査 山　本　将　希
〃 〃 上下水道局水道維持課主査 飛　越　　　友

高知県 高 知 市 上下水道事業管理者 山　本　三四年
〃 〃 上下水道局企画財務課課長 髙　橋　退　助
〃 〃 上下水道局お客さまサービス課課長 大　杉　奈　見

福岡県 福 岡 市 水 道 事 業 管 理 者 下　川　祥　二
〃 〃 水 道 局 総 務 部 部 長 伊賀上　一　馬
〃 〃 水道局総務部総務課課長 小　田　修　治
〃 〃 水道局総務部総務課係長 田　代　真　之
〃 〃 水道局総務部総務課係員 楠　井　　　徹
〃 〃 水道局計画部技術管理課課長 宮　﨑　浩　司
〃 〃 水道局計画部技術管理課係長 福　永　晋　也
〃 〃 水道局計画部技術管理課係員 柳　原　康　治
〃 〃 水道局浄水部水管理課係員 鏑　木　悠　生
〃 〃 水道局浄水部水管理課係員 四　枝　祐　太
〃 〃 水道局浄水部浄水施設課係員 佐　藤　大　貴
〃 〃 水道局浄水部浄水施設課係員 山　口　元　気
〃 〃 水道サービス公社理事長 馬　場　哲　久
〃 〃 水道サービス公社管理課係員 石　松　駿　樹
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福岡県 北 九 州 市 上 下 水 道 局 長 持　山　泰　生

〃 〃 上 下 水 道 局 水 道 部
水質試験所水質試験所長 德　原　　　賢

〃 〃 上下水道局水道部本城浄水所運転係長 井　上　　　毅
〃 〃 広域・海外事業部広域事業課主査 中　村　秀　行
〃 〃 上下水道局水道部計画課主査 吉　田　和加奈
〃 〃 上下水道局水道部浄水課主査 谷　口　雄　二
〃 〃 上下水道局水道部水質試験所主査 折　橋　宏　一

〃 〃 上下水道局広域・海外事業部
広 域 事 業 課 主 任 德　永　拓　也

〃 〃 上下水道局水道部設計課主任 樋　口　晃　一
〃 〃 上下水道局水道部穴生浄水所畑浄水場主任 大　橋　隆　司
〃 〃 上下水道局水道部本城浄水所主任 山　下　高　広
〃 久 留 米 市 企 業 局 上 下 水 道 部 総 務 主 事 友　池　正　輝
〃 〃 企業局上下水道部浄水管理センター主任主事 香　月　雄志郎
〃 大 牟 田 市 企 業 局 総 務 課 主 査 嶋　本　真朱美
〃 行 橋 市 環 境 水 道 部 部 長 穴　繁　利　雄
〃 春日那珂川水道企業団 局 長 安　藤　敏　洋
〃 田川広域水道企業団 経 営 企 画 課 課 長 大　友　彰一郎
〃 福岡県南広域水道企業団 企 業 長 甲斐田　忠　之
〃 〃 総務部総務課総務課長 島　田　隆　一
〃 〃 施設部施設建設課主査 三　宅　秀　和
〃 〃 施設部浄水管理課技術主査 山　下　道　朗
〃 〃 施 設 部 浄 水 管 理 課 井　上　　　剛
〃 福岡地区水道企業団 企 業 長 名古屋　泰　之
〃 〃 施 設 部 施 設 部 長 原　口　　　明
〃 〃 総務部財務課財務課長 渕　上　誠　司
〃 〃 施設部施設課施設課長 井ノ畑　　　寿
〃 〃 施設部水質センター所長 杉　山　明　子
〃 〃 施設部水質センター第 1 係長 藤　井　優　寿
〃 〃 施 設 部 水 質 セ ン タ ー 石　井　春　奈
〃 〃 施 設 部 水 質 セ ン タ ー 池　田　菜々子
〃 〃 施設部海水淡水化センター 大　森　直　樹
〃 〃 施設部海水淡水化センター 大　森　慎　也
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福岡県 宗像地区事務組合 主 査 平　田　祐　規
〃 宇 美 町 町 長 安　川　茂　伸
〃 粕 屋 町 町 長 箱　田　　　彰
〃 篠 栗 町 町 長 三　浦　　　正
〃 志 免 町 町 長 世　利　良　末
〃 新 宮 町 町 長 桐　島　光　昭
〃 須 恵 町 町 長 平　松　秀　一
〃 久 山 町 町 長 西　村　　　勝

大分県 大 分 市 上下水道事業管理者 西　田　充　男
〃 〃 上下水道局上下水道部次長 奥　家　好　和
〃 〃 上下水道局総務課課長 猪立山　　　智
〃 〃 上下水道局浄水課主任 尾　造　佑　香
〃 〃 上下水道局浄水課技師 村　上　珠　美
〃 〃 上下水道局経営企画課主事 高　森　孝　紀
〃 〃 上下水道局総務課主査 宮　野　雅　大

長崎県 長 崎 市 上下水道事業管理者 片　江　伸一郎
〃 〃 上下水道局業務部総務課課長 井　上　洋　子
〃 〃 上下水道局業務部総務課係長 吉　田　憲　法
〃 〃 上下水道局業務部総務課 宮　田　憲　人
〃 〃 上下水道局事業部給水課 松　永　元　秀
〃 佐 世 保 市 水道局経営管理部経営管理部長 湯　村　哲　美
〃 〃 水道局事業部水道管路整備課係長 府　川　栄　治
〃 〃 水道局事業部水道施設課主任技師 柳　原　甲　基
〃 壱 岐 市 建設部上下水道課主幹 大久保　貴　徳
〃 〃 建設部上下水道課係長 松　田　　　泰
〃 諫 早 市 上下水道局水道課課長補佐 前　田　栄　治
〃 雲 仙 市 環境水道部水道課課長補佐 冨　永　幸　一
〃 〃 環境水道部水道課主事 草　野　貴　瑠
〃 大 村 市 上 下 水 道 局 次 長 福　田　謙一郎
〃 〃 上下水道局水道工務課課長 中　島　了　二
〃 〃 上下水道局浄水課係長 井　田　国　人
〃 〃 上下水道局水道工務課 小　川　裕　輔
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長崎県 大 村 市 上下水道局水道工務課 小　川　裕　輔
〃 〃 上下水道局水道工務課 岸　原　春　輝
〃 〃 上下水道局水道工務課 松　本　周　馬

佐賀県 佐 賀 市 上 下 水 道 局 副 局 長 中　島　俊　浩
〃 〃 上下水道局水循環部浄水課主任 古　賀　大　雅
〃 〃 上下水道局水循環部浄水課技師 陣　内　里　菜
〃 〃 上下水道局水循環部水道工務課主事 成　富　昂　平
〃 鳥 栖 市 上下水道局管理課課長 犬　丸　章　宏
〃 〃 上下水道局水道課浄水・水質係主事 沢　田　良　太
〃 佐賀西部広域水道企業団 企 業 長 稲　冨　正　人
〃 〃 課 長 森　　　章　人
〃 佐賀東部水道企業団 企 業 長 堤　　　雅　文
〃 〃 企業団工務 1 課課長補佐 福　島　真　夫
〃 〃 企業団総務課庶務係長 吉　田　　　仁
〃 玄 海 町 生 活 環 境 課 課 長 山　口　三　成

熊本県 熊 本 市 上 下 水 道 事 業 管 理 者 田　中　俊　実

〃 〃 上下水道局維持管理部
水運用課水質管理室主査 上土井　和　貴

〃 〃 倉　吉　祐　輔
〃 〃 多　久　義　宣
〃 〃 田　邉　　　翔
〃 〃 野　上　達　矢
〃 〃 上下水道局計画調整課主任技師 西　　　翔　平
〃 〃 上下水道局水道整備課技師 和　田　俊　哉
〃 〃 上下水道局水運用課主任技師 髙　村　幸　大
〃 大津菊陽水道企業団 局 長 村　上　公　一

宮崎県 宮 崎 市 上 下 水 道 事 業 管 理 者 下　郡　嘉　浩
〃 〃 上下水道局管理部総務課副主幹 石　川　達　治
〃 〃 上下水道局水道部配水管理課配水施設係長 髙　畠　修　一
〃 日 南 市 水 道 課 課 長 補 佐 竹　下　光　也
〃 〃 水 道 課 主 任 技 師 菅　　　正　悟

鹿児島県 鹿 児 島 市 水道事業及び公共下水道事業管理者 鬼　丸　泰　岳
〃 〃 水道局水道部水道整備課部長参事 福　永　修　三
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鹿児島県 鹿 児 島 市 水道局水道部水道整備課主幹 宮　里　哲　也
〃 〃 水道局水道部水道整備課主査 花　田　慎　吾
〃 〃 水道局水道部水道整備課主査 黒　川　躍　道
〃 阿 久 根 市 水道課課長補佐兼工務係長 髙　口　輝　幸
〃 〃 水 道 課 主 査 牛ノ濱　隆　伸
〃 鹿 屋 市 上 下 水 道 部 部 長 岩　元　研　作
〃 霧 島 市 上下水道部水道工務課課長 養　田　　　健
〃 〃 上下水道部水道工務課技師 溝　口　　　研

沖縄県 那 覇 市 水 道 事 業 管 理 者 屋比久　猛　義
〃 〃 水 道 局 部 長 金　城　達　也
〃 〃 水道局水道管理課技師 具志堅　政　泉
〃 沖 縄 県 企 業 局 福　原　次　朗
〃 〃 企 業 局 具志堅　拓　実
〃 〃 企 業 局 石　新　一　憲
〃 〃 企 業 局 平安座　　　剛
〃 〃 企 業 局 川　上　陽　介
〃 〃 企 業 局 垣　花　久　好
〃 〃 企 業 局 仲　里　茂　彦
〃 〃 企 業 局 山　城　智　一
〃 石 垣 市 水道部施設課施設課長 島　仲　雄　市
〃 〃 水道部水道総務課業務係長 新　良　和　人
〃 〃 水道部施設課浄水係長 砂　川　真　二
〃 糸 満 市 水 道 部 部 長 金　城　　　聡
〃 う る ま 市 水 道 部 工 務 課 課 員 福　田　公　博
〃 豊 見 城 市 上 下 水 道 部 長 大　城　　　堅
〃 南部水道企業団 経 営 課 課 長 酒　本　隆　志
〃 北 谷 町 上下水道部上下水道課主任技師 植　村　敦　子
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　　　　　　　　　　　　特　別　会　員

都道府県 会員名 所属・役職名 氏　　名

北海道 市 川 浩 樹 グローバル設計㈱技術顧問 市 川 浩 樹
〃 ⼩笠原  紘 ⼀ 全国簡易⽔道協議会技術アドバイザー ⼩笠原 紘 ⼀
〃 ⻑ 利 秀 則 岩⽥地崎建設㈱専務執⾏役員 ⻑ 利 秀 則
〃 佐々⽊ 康 之 ㈱ IC 技術コンサルタント顧問 佐々⽊ 康 之

〃 ⾼ 橋   彰 （⼀社）⽇本ダクタイル鉄管協会
北 海 道 ⽀ 部 ⽀ 部 ⻑ ⾼ 橋   彰

宮城県 桂 島   剛 （⼀社）⽇本ダクタイル鉄管協会
東 北 ⽀ 部 ⽀ 部 ⻑ 桂 島   剛

〃 佐 藤 和 哉 佐 藤 和 哉

福島県 福島県保健福祉部
⾷品⽣活衛⽣課 会津保健福祉事務所主査 遠 藤 智 ⼀

〃 〃 ⾷ 品 ⽣ 活 衛 ⽣ 課 技 師 吉 野 可那⼦

⻘森県 ⻘森県県⼟整備部
都 市 計 画 課 武 ⽥ 智 樹

〃 〃 嶋 中 悠 平
〃 ⼤久保   勉 ⼤久保技術⼠事務所代表 ⼤久保   勉

〃 鈴 ⽊ 拓 也 ⼋⼾⼯業⼤学 ⼯学部⼯学科
建築・⼟⽊⼯学コース教授 鈴 ⽊ 拓 也

東京都 ⽜ 窪 俊 之 （⼀社）⽇本ダクタイル鉄管協会
関 東 ⽀ 部 顧 問 ⽜ 窪 俊 之

〃 加 藤 正 樹 加 藤 正 樹
〃 ⾦ 城 鳳 鶴 AS 事業部 技術部部⻑ ⾦ 城 鳳 鶴

〃 ⽊ 村 康 則                                              （⼀社）⽇本ダクタイル鉄管協会 
関 東 ⽀ 部 技 監 ⽊ 村 康 則

〃 佐 藤 清 和 ⽔道マッピングシステム㈱代表取締役 佐 藤 清 和
〃 佐 藤 修 ⼆ ㈱ 森 本 組 東 京 ⽀ 店 佐 藤 修 ⼆
〃 ⼟ 屋 ⽴ 次 佐藤⼯業㈱⼟⽊営業部部⻑ ⼟ 屋 ⽴ 次
〃 藤 島 弘 司 ⼤ ⽇ 本 ⼟ ⽊ ㈱ 藤 島 弘 司
〃 藤 本 尚 志 藤 本 尚 志
〃 保 坂 幸 尚 昭島技術⼠事務所代表 保 坂 幸 尚
〃 松 井 庸 司 東京⽔道㈱国際事業担当 松 井 庸 司
〃 ⼭ 中   敦 ⼭ 中   敦
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東京都 渡 邊 康 之 横河ソリューションサービス㈱
東⽇本営業部特別顧問 渡 邊 康 之

神奈川県 朝 倉 祝 治 朝 倉 祝 治
〃 久保⽥ 照 ⽂ ㈱アクアエンジ代表取締役社⻑ 久保⽥ 照 ⽂
〃 佐 藤 親 房 佐 藤 親 房
〃 林   秀 樹 林    秀  樹
〃 本 ⼭ 智 啓 本 ⼭ 智 啓

千葉県 岩 瀬 伸 朗 ㈱都市⼟⽊技術研究所顧問 岩 瀬 伸 朗
〃 ⽊ 村 正 美 千鉱エンジニアリング㈱技師⻑ ⽊ 村 正 美
〃 鈴 ⽊ 孝 雄 ㈱ オ カ モ ト 顧 問 鈴 ⽊ 孝 雄
〃 千葉県総合企画部⽔政課 総合企画部⽔政課副主査 渡 辺 勝 博

〃 吉 村 和 就 グローバルウォータ・ジャパン
代 表 取 締 役 社 ⻑ 吉 村 和 就

埼⽟県 ⾨ 屋 俊 祐 国⽴保健医療科学院⽣活環境研究部
⽔管理研究領域研究員 ⾨ 屋 俊 祐

〃 埼⽟県保健医療部⽣活衛⽣課 主 事 宮 ⽥ 僚 ⽃
〃 ⾼ ⽥   武 ⾼  ⽥    武
〃 富 岡   透 富  岡    透
〃 松 澤 昭 夫 ⽇ 本 鋳 鉄 管 ㈱ 顧 問 松 澤 昭 夫

群⾺県 群⾺県健康福祉部
⾷品・⽣活衛⽣課 健康福祉部⾷品・⽣活衛⽣課主任 伊 東 孝 広

栃⽊県 ⼤ 貫 真 ⼀ ⼤ 貫 真 ⼀
〃 塚 原 憲 ⼀ 塚 原 憲 ⼀

〃 栃⽊県県⼟整備部上下⽔道課 県⼟整備部上下⽔道課
主幹兼課⻑補佐（総括） 福 ⽥ 健 次

〃 〃 県⼟整備部上下⽔道課課⻑補佐 ⼩  栗    諭
〃 〃 県⼟整備部上下⽔道課主査 酒 巻 尚 ⾏
〃 ⼭ 岡    暁 宇 都 宮 ⼤ 学 ⼭  岡    暁

茨城県 茨城県政策企画部⽔政課 政策企画部⽔政課主事 簑 輪 貴 幸
〃 〃 政策企画部⽔政課主事 髙 萩 未 ⽻

愛知県 愛知県建設局上下⽔道課 愛知県建設局上下⽔道課主査 伊 藤 光 広
〃 ⼩ 島 克 ⽣ ⼩ 島 克 ⽣
〃 ⼩ 林 貞 昭 ㈱⼩林設計事務所代表取締役 ⼩ 林 貞 昭
〃 杉 本 ⼩百合 ㈱ ジ オ ッ ク ス 杉 本 ⼩百合
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愛知県 藤 ⽥    勉 ㈱ ジ オ ッ ク ス 藤  ⽥    勉
〃 舩 ⽊ 堅太郎 舩 ⽊ 堅太郎

〃 ⼭ ⽥ 喜美雄 （⼀社）⽇本ダクタイル鉄管協会
中 部 ⽀ 部 ⽀ 部 ⻑ ⼭ ⽥ 喜美雄

静岡県 静岡県くらし・環境部
環境局⽔資源課 専 ⾨ 主 査 植 ⽥ ⼀ 敏

〃 〃 主 査 板 ⾕ ⾼ 伸
新潟県 ⼤ 沼 博 幹 ⼤沼⽔道技術研究所所⻑ ⼤ 沼 博 幹

⼤阪府 ⼤ 阪 府 健 康 医 療 部
⽣活衛⽣室環境衛⽣課

健康医療部⽣活衛⽣室
環 境 衛 ⽣ 課 統 括 主 査 吉 ⽥ 顕 ⼆

〃 ⼭ 﨑 弘太郎 （⼀社）⽇本ダクタイル鉄管協会
関 ⻄ ⽀ 部 ⽀ 部 ⻑ ⼭ 﨑 弘太郎

兵庫県 安 藤 伸 雄 安 藤 伸 雄
奈良県 坂 ⼝   功 エスエヌシステム㈱顧問 坂  ⼝    功
広島県 ⾼ 広 義 明 ㈱ 松 尾 設 計 顧 問 ⾼ 広 義 明

〃 江 郷 道 ⽣ 江 郷 道 ⽣
〃 久 川 義 隆 久 川 義 隆
〃 清 ⽔ 聡 ⾏ 福 ⼭ 市 ⽴ ⼤ 学 准 教 授 清 ⽔ 聡 ⾏

岡⼭県 瀬 野 守 史 瀬 野 守 史
〃 分 部 秀 樹 ㈱わけべ技術⼠事務所代表取締役 分 部 秀 樹

島根県 島根県健康福祉部薬事衛⽣課 主 任 川  村    太

愛媛県 愛媛県⽴衛⽣環境研究所
衛 ⽣ 研 究 課 研 究 員 宮  本    愛

福岡県 ⾕   和 雄 ㈱ 松 尾 設 計 顧 問 ⾕    和  雄
〃 寺 嶋 光 春 北 九 州 市 ⽴ ⼤ 学 教 授 寺 嶋 光 春

⼤分県 ⼤分県⽣活環境部環境保全課 参 事 松 原 輝 博
沖縄県 上 間 千 広 取 締 役 上 間 千 広

〃 狩 俣 康 成 ㈱ 丸 福 代 表 取 締 役 狩 俣 康 成
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　　　　　　　　　　　　賛　助　会　員

都道府県 会員名 所属・役職名 氏　　名

北海道 ㈱ ア ク ア ジ オ テ ク ノ 代 表 取 締 役 石　塚　　　学
〃 グ ロ ー バ ル 設 計 ㈱ 専 務 取 締 役 和　泉　忠　仁
〃 〃 営 業 部 課 長 菊　地　直　人

〃 （一財）さっぽろ
水道サービス協会 技 術 部 技 術 部 長 髙　橋　　　明

〃 〃 総務部経営企画担当部長 秋　葉　憲　治
〃 〃 総 務 部 経 営 企 画 課 経 営 企 画 係 長 為　田　輝　彦
〃 〃 技術部給水検査課給水検査一係 玉　井　良　樹
〃 〃 技術部管路維持課漏水調査係 伊　藤　秀　峰
〃 〃 浄水部藻岩管理課施設係 相　内　哲　也
〃 〃 浄水部藻岩管理課宮町浄水係 寺　島　　　遼
〃 新 栄 ク リ エ イ ト ㈱ 取 締 役 　 会 長 大　西　一　洋
〃 〃 代 表 取 締 役　 社 長 佐々木　雅　一
〃 〃 施設部取締役施設部統括部長 柿　村　雅　之
〃 〃 施 設 部 部 長 石　黑　岳　志
〃 〃 施 設 部 部 長 高　野　博　人
〃 〃 機 材 部 部 長 松　本　義　和
〃 〃 機 材 部 次 長 成　田　洋　祐
〃 ㈱データベース 取締役会代表取締役社長 大　森　康　弘
〃 〃 取 締 役 会 常 務 取 締 役 清　重　正　樹
〃 〃 取 締 役 会 取 締 役 東 日 本 営 業 部 長 大　場　浩　司
〃 〃 東日本営業部盛岡事業所主任 金　濱　美　怜
〃 ㈱ テ ク ノ ス 北 海 道 山　崎　辰　也
〃 〃 山　本　　　覚
〃 ㈱ ド ー コ ン 都 市 環 境 部 副 主 幹 更　谷　庸　輔
〃 東 日 本 設 計 ㈱ 代 表 取 締 役 石　川　孝　二
〃 〃 取 締 役 専 務 執 行 役 員 成　松　康　仁

宮城県 ㈱アイ・ケー・エス 代 表 取 締 役 森　 田　  和
〃 〃 営 業 部 次 長 阿　部　孝　浩
〃 〃 営 業 部 次 長 佐々木　　　悟
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宮城県 （一社）日本ダクタイル鉄管協会
東 北 支 部 顧 問 平　野　耕一郎

福島県 ㈱クレハ環境 環 境 営 業 部 部 長 白　土　晶　浩
〃 〃 環 境 営 業 部 副 部 長 安　藤　伸　彦

青森県 北奥羽広域水道総合サービス㈱ 代 表 取 締 役 社 長 鶴　飼　忠　晴
〃 〃 専 務 取 締 役 村　上　　　昇
〃 〃 技 術 業 務 部 部 長 川　村　公　男
〃 〃 技 術 業 務 部 課 長 小笠原　宏　之

山形県 東 北 企 業 ㈱ 常 務 取 締 役 長　瀬　一　博
〃 〃 取締役第二営業部長 伊　藤　吉　朗
〃 〃 酒 田 支 店 支 店 長 佐　藤　　　勉
〃 〃 第 三 営 業 部 係 長 高　内　　　賢

秋田県 ㈱三木設計事務所 取 締 役 会 長 草　皆　次　夫
〃 〃 代 表 取 締 役 金　森　久　幸

岩手県 東北公営企業㈱ 水環境事業部技士長 山　崎　正　寛
東京都 アズビル金門㈱ 取 締 役 会 長 宮　澤　光　晴
〃 〃 営業本部水機器営業部部長 田　村　清　二
〃 水 i n g ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 安　田　真　規
〃 〃 執 行 役 員 須　山　晃　延
〃 〃 執 行 役 員 石　川　隆　雄
〃 〃 執 行 役 員 岩　瀬　　　徹
〃 〃 新 潟 営 業 所 谷 　 　 浩
〃 〃 エンジニアリング営業統括部統括部長 江　口　藤　徳
〃 〃 基盤技術研究センター 貝　谷　吉　英
〃 〃 基盤技術研究センター 佐　藤　克　昭
〃 〃 基盤技術研究センター 日　高　秀　敏
〃 〃 事業価値創造推進室担当部長 東　郷　友　裕
〃 〃 基盤技術研究センター 林　　　益　啓
〃 〃 基盤技術研究センター 河　下　莉菜子
〃 〃 基盤技術研究センター 永　井　将　貴
〃 〃 古　幡　真祐子
〃 〃 基盤技術研究センタープロセス技術研究部 田　中　雅　仁
〃 〃 基盤技術研究センター 隋　　　鵬　哲
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東京都 水 i n g ㈱ 御　供　信　薫
〃 ㈱ 日 立 製 作 所 水・環境営業統括本部営業統括本部長 角　銅　興　人
〃 〃 社会ソリューション第一営業本部本部長 山　本　英　夫
〃 〃 社会ソリューション第一営業本部部長 西　村　敬　成
〃 〃 社会ソリューション第一営業本部技術顧問 芦　田　裕　志
〃 〃 社会ソリューション第一営業本部部長代理 谷　 根　　　 憲

〃 〃 社会ソリューション第一営業本部
営 業 第 二 部 主 任 長谷川　隼　也

〃 〃 中 部 支 社 部 長 酒　井　潤一郎
〃 〃 中 部 支 社 部 長 代 理 遠　 藤　　　 駿
〃 〃 関 西 支 社 部 長 澤　田　憲　二
〃 〃 関 西 支 社 部 長 代 理 山　本　純　司
〃 〃 関 東 支 社 支 店 長 村　上　秀　樹
〃 〃 関 東 支 社 部 長 代 理 鈴　木　太　朗
〃 〃 関 東 支 社 支 店 長 山　室　道　明
〃 〃 関 東 支 社 部 長 代 理 江　連　宏　人
〃 〃 水 事 業 部 事 業 部 長 石　 井　　　 敦
〃 〃 水 事 業 部 主 管 技 師 長 横　井　浩　人
〃 〃 水 事 業 部 主 管 技 師 舘　　　 隆　 広
〃 〃 水 事 業 部 本 部 長 神　原　左千夫

〃 〃 水事業部社会システム本部
シニアプロジェクトマネージャ 三　宅　吉　宜

〃 〃 水事業部社会システム本部  
東部プロジェクトマネジメント第一部部長 高　嶋　崇　弘

〃 〃 水事業部社会システム本部  
東部プロジェクトマネジメント第一部主任技師 北　 島　　　 圭

〃 〃 水事業部東部プロジェクト
マネジメント第二部部長 加　藤　廉　弘

〃 〃 水事業部東部プロジェクト
マネジメント第二部担当部長 斉　藤　文　孝

〃 〃 水事業部東部プロジェクト
マネジメント第二部 GL 主任技師 藤　井　一　仁

〃 〃 水事業部東部プロジェクト
マネジメント第二部 GL 主任技師 木　口　健　治

〃 〃 水事業部東部プロジェクト
マネジメント第二部主任技師 根　本　隆　生
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東京都 ㈱ 日 立 製 作 所 水事業部東部プロジェクト
マネジメント第二部技師 西　 岡　　　 亮

〃 〃 水事業部西部プロジェクト
マネジメント第一部部長 森　田　秀　昭

〃 〃 水 事 業 部 部 長 山　本　智　裕
〃 〃 水 事 業 部 主 任 技 師 松　田　芳　久
〃 〃 水 事 業 部 部 長 小　林　広　明
〃 〃 水 事 業 部 部 長 黒　津　健　之
〃 〃 バリューチェーン TSS 事業開発本部 DX 推進部部長 松　 井　　　 隆

〃 〃 経営管理本部経営管理部
チーフプロジェクトマネージャー 堀　 田　　　 卓

〃 〃 経営管理本部技術開発部主幹 後　藤　正　広
〃 〃 経営管理本部技術開発部主任技師 畑　山　正　美

〃 〃 水・環境ビジネスユニット バリューチェーン
TSS 事業開発本部 DX 推進部主任技師 福　 島　　　 学

〃 〃 社会制御システム設計部主任技師 小　熊　基　朗
〃 〃 社会制御システム設計部企画員 蒲　谷　純　太
〃 〃 社会制御システム設計部部員 田　所　秀　之
〃 メタウォーター㈱ 会 長 中　 村　　　 靖
〃 〃 代 表 取 締 役 社 長 山　口　賢　二
〃 〃 PPP 本 部 取 締 役 酒　井　雅　史
〃 〃 PPP 本 部 副 本 部 長 高　橋　正　章
〃 〃 PPP 本 部 運 営 企 画 部 長 稲　森　雄　彦
〃 〃 PPP 本部プロジェクト計画部長 森　永　俊二郎
〃 〃 千　葉　弘　行
〃 〃 システムソリューション事業本部企画部部長 知　識　健　吾
〃 〃 システムソリューション事業本部企画部 大　槻　恵　子

〃 〃 システムソリューション事業本部
企画部シニアアドバイザー 師　 岡　　　 悟

〃 〃 システムソリューション事業本部
企画部シニアアドバイザー 阪　　　 庄　 司

〃 〃 営 業 本 部 執 行 役 員 児　島　憲　治
〃 〃 営 業 本 部 執 行 役 員 石　﨑　寛　之
〃 〃 営 業 本 部 担 当 部 長 駒　井　秀　史
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東京都 メタウォーター㈱ 営 業 本 部 担 当 課 長 米　澤　秀　一
〃 〃 営 業 本 部 担 当 課 長 永　井　卓　真
〃 〃 営 業 本 部 所 長 山　本　博　志
〃 〃 営 業 本 部 所 長 小　林　周　平
〃 〃 営 業 本 部 九 州 営 業 部 的　場　美　和
〃 〃 経 営 企 画 本 部 技 監 栗　原　秀　人

〃 〃 コ ス ト エ ン ジ ニ ア リ ン グ セ ン タ ー 執 行 役 員  
コストエンジニアリングセンター長、R ＆ D センター担当 青　樹　和　彦

〃 〃 R ＆ D センターセンター長 金　川　隆　昭
〃 〃 R ＆ D セ ン タ ー 技 師 長 加　藤　康　弘
〃 〃 R ＆ D セ ン タ ー 技 師 長 大　戸　時喜雄
〃 〃 R ＆ D セ ン タ ー 技 師 長 本　山　信　行
〃 〃 R ＆ D センターシニアアドバイザー 鈴　木　和　美
〃 〃 R ＆ D センターシニアアドバイザー 小　林　一　三
〃 〃 R ＆ D センター R ＆ D 企画部担当部長 安　積　良　晃
〃 〃 R ＆ D センター R ＆ D 企画部主任 長谷川　絵　里
〃 〃 R ＆ D センター先端技術開発部部長 服　部　浩　二

〃 〃 R ＆ D センター先端技術開発部
新事業技術開発グループマネージャー 青　木　未知子

〃 〃 R ＆ D センター先端技術開発部
新事業技術開発グループ主任 山　﨑　正　志

〃 〃 R ＆ D センター先端技術開発部
新事業技術開発グループ 横　山　史　泰

〃 〃 R ＆ D センター先端技術開発部
新事業技術開発グループ 飯　田　透　哉

〃 〃 R ＆ D センター先端技術開発部
制御技術開発グループマネージャー 神　 山　　　 渉

〃 〃 R ＆ D センター先端技術開発部
制御技術開発グループ主任 唐　鎌　考　寛

〃 〃 R ＆ D センター水道技術開発部部長 山　口　太　秀
〃 〃 R ＆ D センター水道技術開発部担当部長 村　田　直　樹

〃 〃 R＆Dセンター水道技術開発部
膜 技 術 開 発 グ ル ー プ 齋　 藤　　　 俊

〃 〃 R＆Dセンター水道技術開発部
膜 技 術 開 発 グ ル ー プ 秋　 徳　  康

－ 67 －



東京都 メタウォーター㈱ R ＆ D センター水道技術開発部
膜 技 術 開 発 グ ル ー プ 北　地　優　太

〃 〃 R ＆ D センター水道技術開発部
上水技術開発グループ担当課長 塩　出　貞　光

〃 〃 R ＆ D センター水道技術開発部
上 水 技 術 開 発 グ ル ー プ 久　本　祐　資

〃 〃 R ＆ D センター水道技術開発部
上 水 技 術 開 発 グ ル ー プ 後　藤　寛　和

〃 〃 R ＆ D センター水道技術開発部
上 水 技 術 開 発 グ ル ー プ 仲　野　博　斗

〃 〃 イ ノ ベ ー シ ョ ン 推 進 室
クラウド事業開発部担当課長 小山内　　　教

〃 〃 システムソリューション事業本部
システム開発部 開発第二グループ 田　中　由　香

〃 〃 システムソリューション事業本部
システム開発部 開発第二グループ 徳　 田　　　 渉

〃 〃 システムソリューション事業本部
システム開発部 開発第二グループ 大　柿　慈　温

〃 〃 環境エンジニアリング事業本部
水環境事業部水道技術部 村　瀬　光　一

〃 〃 環境エンジニアリング事業本部
水環境事業部水道技術部 杉　本　隆　仁

〃 〃 環境エンジニアリング事業本部
水環境事業部水道技術部 佐　伯　和　彦

〃 〃 環境エンジニアリング事業本部
水環境事業部水道技術部第二グループ 松　重　伸　尚

〃 〃 環境エンジニアリング事業本部
水環境事業部水道技術部第二グループ 浅　田　真　一

〃 〃 PPP）OPC） 西 部 長 松　尾　晃　政
〃 〃 PPP）OPC）西担当部長 岩　松　正　純
〃 〃 PPP）OPC）西担当部長 志　賀　淳　一
〃 〃 PPP）OPC）西担当課長 池　間　清　志
〃 〃 PPP）OPC）西担当課長 後　藤　雄　介
〃 〃 PPP）OPC）西）広域マネージャー 浅　井　彰　規
〃 〃 PPP）OPC） 西 ） 広 域 関　戸　竜　也
〃 〃 PPP）OPC） 西 ） 広 域 髙　橋　愛　莉
〃 〃 PPP）OPC）西）中四九マネージャー 武　田　信　二
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東京都 メタウォーター㈱ PPP）OPC）西）中四九 金　澤　憲　人
〃 〃 営業本部 PPP 営業支援部担当部長 北　郷　宏　昭
〃 〃 営業本部 PPP営業支援部担当部長 井　 上　　　 博
〃 ㈱ N J S 管理本部代表取締役社長 村　上　雅　亮
〃 〃 管 理 本 部 専 務 取 締 役 若　林　秀　幸
〃 〃 管理本部エグゼクティブアドバイザー 谷　戸　善　彦
〃 〃 水道本部執行役員本部長 大　嶽　公　康

〃 〃 オ ペ レ ー シ ョ ン ズ 本 部
インスペクション部執行役員部長 稲　垣　裕　亮

〃 〃 水 道 本 部 副 本 部 長 天　野　幹　大
〃 〃 水 道 本 部 副 本 部 長 木　 崎　　　 豊
〃 〃 水 道 本 部 専 門 部 長 熊　木　芳　宏
〃 〃 水道本部企画戦略部プリンシパルエンジニア 岩　竹　貴　則
〃 〃 水道本部企画戦略部グループリーダー 本　杉　恵　二
〃 〃 水 道 本 部 企 画 戦 略 部 原　　　 光　 希
〃 〃 水 道 本 部 企 画 戦 略 部 吉　 川　　　 嶺
〃 〃 水 道 本 部 企 画 戦 略 部 森　本　恭　史
〃 〃 水道本部企画戦略部専門部長 與三本　　　毅
〃 〃 水 道 本 部 水 道 1 部 部 長 首　藤　央　樹
〃 〃 水 道 本 部 水 道 1 部 原　田　大　資
〃 〃 水 道 本 部 水 道 2 部 奥　村　颯　吾
〃 〃 仙 台 事 務 所 山　崎　博　也
〃 〃 水道本部水道 3 部副部長 馬　場　啓　輔
〃 〃 水道本部水道 3 部プリンシパルエンジニア 成　田　健太郎
〃 〃 水 道 本 部 水 道 3 部 武　内　宝　巨
〃 〃 水 道 本 部 水 道 3 部 大　谷　真　也
〃 〃 水 道 本 部 水 道 3 部 角　田　里　奈
〃 〃 水 道 本 部 水 道 4 部 部 長 寺　原　清　次
〃 〃 水道本部水道 4 部専門部長 依　藤　正　明
〃 〃 水 道 本 部 水 道 4 部 番　野　美　和
〃 〃 水 道 本 部 水 道 5 部 部 長 金　 谷　　　 淳
〃 〃 水道本部水道 5 部プリンシパルエンジニア 足　 立　　　 渉
〃 〃 水道本部水道 5 部グループリーダー 川　島　大　輔

－ 69 －



東京都 ㈱ N J S 水 道 本 部 水 道 5 部 栗　原　浩　二
〃 〃 水 道 本 部 水 道 5 部 石　川　遼　平
〃 〃 水道本部水道 6 部グループリーダー 桐　村　昭　充
〃 〃 水 道 本 部 水 道 6 部 石　橋　敏　昌
〃 〃 水 道 本 部 水 道 6 部 秋　山　大　知
〃 〃 水 道 本 部 水 道 7 部 部 長 浅　野　智　晴
〃 〃 水道本部水道 7 部グループリーダー 瀬　戸　賢　治
〃 〃 水 道 本 部 水 道 7 部 松　田　拓　也
〃 〃 管理本部企画広報室グループリーダー 澤　井　隆　之
〃 水 道 機 工 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 古　川　　　徹
〃 〃 専 務 取 締 役 丸　山　広　記
〃 〃 取締役水処理事業本部本部長 鷹　栖　茂　幸
〃 〃 取締役水処理事業本部副本部長 國　分　健　吾
〃 〃 水処理事業本部プラント技術部部長 鎌　田　聖　史

〃 〃 水 処 理 事 業 本 部
プラント技術部PPP計画課課長 吉　田　大　祐

〃 〃 水 処 理 事 業 本 部
プラント技術部上水計画室室長 高　安　陽　介

〃 〃 水 処 理 事 業 本 部
プラント技術部上水計画 1 課 高　力　聡　史

〃 〃 水 処 理 事 業 本 部
プラント技術部上水技術 1 課 中　西　真　悠

〃 〃 水 処 理 事 業 本 部
プロダクトエンジニアリングセンター部長 北　村　彰　浩

〃 〃 水 処 理 事 業 本 部
プロダクトエンジニアリングセンター開発課 木　村　健　人

〃 〃 水 処 理 事 業 本 部
プロダクトエンジニアリングセンター開発課 吉　田　裕　亮

〃 〃 水 処 理 事 業 本 部
プロダクトエンジニアリングセンター開発課 吉　村　玖瑠美

〃 〃 水 処 理 事 業 本 部
プロダクトエンジニアリングセンター開発課 新　沼　寛　司

〃 〃 水 処 理 事 業 本 部
プロダクトエンジニアリングセンター水質課 松　田　渓　登

〃 〃 水 処 理 事 業 本 部
プロダクトエンジニアリングセンター水質課 合　田　凪　里
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東京都 水 道 機 工 ㈱ 水 処 理 事 業 本 部
プロダクトエンジニアリングセンター水質課 岩　留　未　怜

〃 ㈱東京設計事務所 代 表 取 締 役 会 長 亀　 田　　　 宏
〃 〃 代 表 取 締 役 社 長 狩　 谷　　　 薫
〃 〃 代 表 取 締 役 副 社 長 片　石　謹　也
〃 〃 取 締 役 津　田　伸　夫
〃 〃 取 締 役 田　村　一　郎
〃 〃 P P P / P F I 室 室 長 神　保　士　朗
〃 〃 P P P / P F I 室 顧 問 戸　來　伸　一
〃 〃 ICT 戦 略 室 執 行 役 員 村　上　和　浩
〃 〃 I C T 戦 略 室 喬　　　 啓　 明
〃 〃 技 術 開 発 室 顧 問 寺　嶋　勝　彦
〃 〃 技 術 開 発 室 陳　　　 芸　 澤
〃 〃 技 術 管 理 室 室 長 補 佐 児　玉　琢　郎
〃 〃 技 術 管 理 室 主 事 谷　井　信　夫

〃 〃 東 北 支 社 技 術 グ ル ー プ
上下水道第 1 チームチームリーダー 梢　　　 満　 夫

〃 〃 東北支社技術グループ上下水道第 1 チーム 佐　藤　拓　也

〃 〃 東京支社プランニンググループ
上下水道第 1 チームチームリーダー 馬　場　未　央

〃 〃 東京支社プランニンググループ
上 下 水 道 第 1 チ ー ム 北　島　涼　介

〃 〃 東京支社プランニンググループ
上 下 水 道 第 1 チ ー ム 小　 原　　　 祐

〃 〃 関 西 支 社 支 社 長 吉　田　紳　治

〃 〃 関西支社プランニンググループ
上下水道第 1 チーム参事 雑　 賀　　　 渉

〃 〃 関西支社プランニンググループ
上下水道第 1 チーム主幹 中　西　康　裕

〃 〃 関西支社プランニンググループ
上下水道第 1 チーム主事 朝　見　周　平

〃 〃 広 島 支 所 参 事 益　 田　　　 光
〃 〃 九 州 支 社 支 社 長 宮　﨑　宗　和
〃 〃 九州支社施設チーム主幹 篠　﨑　雄　介
〃 〃 九 州 支 社 施 設 チ ー ム 久　次　祐　翔
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東京都 ㈱東京設計事務所 東京支社デザイン第 1 グル－プ
建設デザイン第 1 チーム主事 依　田　熱　志

〃 〃 東京支社デザイン第 1 グル－プ
パイプデザインチーム主査 大　前　日出男

〃 〃 東京支社デザイン第 1 グル－プパイプデザインチーム 石　田　将　輝
〃 〃 東京支社デザイン第 1 グル－プグループマネージャー 黒　木　尚　史
〃 〃 本社 品質管理室チーフエンジニア 古　川　修　三
〃 ㈱ 日 水 コ ン 代 表 取 締 役 会 長 野　村　喜　一
〃 〃 代 表 取 締 役 社 長 間　山　一　典
〃 〃 内部統制統括部シニアパートナー 藤　岡　泰　朗
〃 〃 水 道 事 業 部 事 業 部 長 宮　本　勝　利
〃 〃 水 道 事 業 部 副 事 業 部 長 有　馬　彰　宏
〃 〃 水 道 事 業 部 副 事 業 部 長 星　　　信太郎
〃 〃 水道事業部東部水道部担当部長 若　松　亨　二
〃 〃 水 道 事 業 部 担 当 部 長 成　井　宏　行
〃 〃 水道事業部シニアエンジニア 相　馬　英　治
〃 〃 水道事業部シニアパートナー 竹　村　雅　之
〃 〃 水 道 事 業 部 技 師 長 渡　部　　　譲
〃 〃 水道事業部北海道水道部チーフエンジニア 千　広　勝　康
〃 〃 水道事業部北海道水道部担当部長 藤　縄　憲　通
〃 〃 水道事業部北海道水道部チーフエンジニア 飯　田　孝　雄
〃 〃 水道事業部北海道水道部チーフエンジニア 山　口　幹　雄
〃 〃 水道事業部東部水道部担当部長 清　野　昌　晴
〃 〃 水道事業部西部水道部担当部長 藤　谷　光　宏
〃 〃 水道事業部東部水道部部長 春日井　　　太
〃 〃 水道事業部東部水道部主任 木　村　　　龍
〃 〃 水道事業部東部水道部主任 今　村　健　一
〃 〃 水道事業部東部水道部主任 桑　田　麻　衣
〃 〃 水 道 事 業 部 東 部 水 道 部 行　木　利　彰
〃 〃 水道事業部東部水道部主任 山　下　玲　菜
〃 〃 水 道 事 業 部 東 部 水 道 部 鎌　田　　　栞
〃 〃 水道事業部東部水道部技術第四課長 辻　　　亜紀子
〃 〃 水道事業部東部水道部主任 東　　　賢　吾
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東京都 ㈱ 日 水 コ ン 水道事業部北海道水道部部長 原　　　栄　一
〃 〃 水道事業部北海道水道部副部長 平　位　直　也
〃 〃 水道事業部北海道水道部 谷　川　大　悟
〃 〃 水道事業部北海道水道部 中　川　俊　志
〃 〃 水道事業部北海道水道部 熊　谷　文　斗
〃 〃 水道事業部名古屋水道部部長 関　　　樹　一
〃 〃 水道事業部名古屋水道部 尾　崎　大　蔵
〃 〃 水道事業部名古屋水道部 土　山　美　紀
〃 〃 水道事業部西部水道部部長 福　山　正　彦
〃 〃 水道事業部西部水道部副部長 岩　坪　智　史
〃 〃 水道事業部西部水道部副部長 澤　　　深太郎
〃 〃 水道事業部西部水道部技術第三課長 平　田　明　寿
〃 〃 水道事業部西部水道部 花　見　一　優
〃 〃 水道事業部西部水道部 中　川　真之介
〃 〃 水道事業部西部水道部 小　林　寛　弥
〃 〃 水道事業部西部水道部 ユーン　ウェイリン
〃 〃 水道事業部西部水道部チーフエンジニア 綱　村　篤　士
〃 〃 水道事業部西部水道部主任 藤　井　俊二郎
〃 〃 水道事業部西部水道部 伊瀬知　昂　希
〃 〃 水道事業部西部水道部技術第二課長 清　田　政　幸
〃 〃 水道事業部西部水道部主任 反　田　　　亨
〃 〃 水道事業部西部水道部 高　橋　栄　次
〃 〃 水道事業部西部水道部プロジェクトエンジニア 吉　野　広　信
〃 〃 水道事業部西部水道部 石　野　蒼　太
〃 〃 水道事業部九州・広島水道部部長 金　田　修　司
〃 〃 水道事業部九州・広島水道部 加　藤　桜　恋
〃 〃 水道事業部九州・広島水道部技術第二課長 松　林　良　典
〃 〃 水道事業部九州・広島水道部技術第一課長 今　井　修　平
〃 〃 水道事業部九州・広島水道部主任 大　谷　昌　嗣
〃 〃 水道事業部九州・広島水道部 阿　部　まゆ美
〃 〃 水道事業部九州・広島水道部副部長 竹　田　浩　之
〃 〃 水道事業部九州・広島水道部 上　薗　亮　達
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東京都 ㈱ 日 水 コ ン 機 電 事 業 部 担 当 部 長 田　付　英　之
〃 〃 機電事業部東部機電部主任 藤　田　伸　哉
〃 〃 機電事業部東部機電部機械第一課長 野　本　健　一
〃 〃 機電事業部東部機電部シニアエンジニア 忠　平　真　人
〃 〃 機 電 事 業 部 東 部 機 電 部 苅　谷　太　一
〃 〃 機 電 事 業 部 東 部 機 電 部 冨　田　健　斗
〃 〃 機電事業部 東部機電部プロジェクトエンジニア 長　沢　篤　志
〃 〃 機 電 事 業 部 東 部 機 電 部 田　中　佑　樹
〃 〃 機 電 事 業 部 西 部 機 電 部 岡　崎　祐　揮
〃 〃 機 電 事 業 部 西 部 機 電 部 西　村　慎　也
〃 〃 コンサルティング本部環境・資源部主任 濱　谷　義　晃

〃 〃 コ ン サ ル テ ィ ン グ 本 部
環境・資源部プロジェクトエンジニア 村　田　道　拓

〃 〃 コンサルティング本部環境・資源部 大　町　佳　史
〃 〃 国内インキュベーション事業部事業部長 福　原　　　勝
〃 〃 国内インキュベーション事業部技師長 下　畑　隆　二

〃 〃 国内インキュベーション事業部 
DX ソリューション部副部長 香　西　正　夫

〃 〃 国内インキュベーション事業部 
DX ソ リ ュ ー シ ョ ン 部 木　村　亮　太

〃 〃 国内インキュベーション事業部 
DXソリューション部シニアエンジニア 松ケ下　伸　介

〃 〃 中 央 研 究 所 首 席 研 究 員 佐々木　　　隆
〃 〃 地 域 統 括 本 部 本 部 長 中　西　新　二
〃 〃 地 域 統 括 本 部 主 任 中　村　恵　美

〃 〃 地 域 統 括 本 部 東 部
統括部統括部長（兼）東京支所長 吉　成　大　悟

〃 〃 地 域 統 括 本 部 東 部
統 括 部 東 北 支 所 長 羽　賀　宏　文

〃 〃 地 域 統 括 本 部 東 部
統 括 部 名 古 屋 支 所 長 内　田　貴　之

〃 〃 地 域 統 括 本 部 東 部
統括部北陸事務所 審議役 岩　田　昭　彦

〃 〃 地 域 統 括 本 部 東 部
統括部名古屋支所 調査役 松　葉　桂　二

〃 〃 地域統括本部東部統括部三重事務所長 森　　　高　広
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東京都 ㈱ 日 水 コ ン 地 域 統 括 本 部 西 部
統括部統括部長（兼）大阪支所長 今　野　和　弘

〃 〃 地 域 統 括 本 部 西 部
統括部大阪支所 営業第一課長 河　野　淳　一

〃 〃 地域統括本部西部統括部広島支所長 向　井　昌　彦
〃 〃 地域統括本部西部統括部九州支所長 野　田　達　也
〃 〃 地域統括本部東部統括部北海道支所長 原　田　哲　郎

〃 〃 コ ン サ ル テ ィ ン グ 本 部 
環境・資源部チーフエンジニア 岸　野　加　州

〃 〃 コンサルティング本部環境・資源部 小　林　風　太
〃 日本水工設計㈱ 本 社 代 表 取 締 役 社 長 細　洞　克　己
〃 〃 本 社 取 締 役 菅　原　一　孝
〃 〃 本社執行役員水道事業統括 西　　　宏志郎
〃 〃 本 社 執 行 役 員 営 業 統 括 朝　日　伸　夫
〃 〃 大阪支社執行役員大阪支社長 市　川　政　明
〃 〃 東 京 支 社 水 道 部 部 長 高　田　和　宏
〃 〃 東 京 支 社 水 道 部 次 長 河　野　秀　太
〃 〃 東京支社水道部設計二課担当課長 斉　藤　　　学
〃 〃 東京支社東北事業所水道課総括主査 上　西　雅　人
〃 〃 東京支社水道部設計一課主任 AMOUSSOURETYCE
〃 〃 東京支社水道部設計一課主任 小　澤　友　子
〃 〃 東京支社施設部機械設計課担当課長 青　木　　　功
〃 〃 東京支社施設部機械設計課技師 佐　山　鴻　河
〃 〃 東京支社施設部電気設計課総括主査 篠　崎　勝　明
〃 〃 東京支社施設部電気設計課技師 武　田　智　紀
〃 〃 東 京 支 社 営 業 部 部 長 埋　田　光　好
〃 〃 名 古 屋 支 社 技 術 部 部 長 渡　邊　聖　一
〃 〃 名古屋支社技術部水道課技師 大　澤　俊　太
〃 〃 名古屋支社技術部水道課主任 都　筑　靖　人
〃 〃 大 阪 支 社 技 術 一 部 次 長 綾　田　哲　也
〃 〃 大阪支社技術一部水道課主任 菊　池　智　博
〃 〃 大阪支社技術一部水道課技師 逸　民　麻　優
〃 〃 広島支社技術部水道課主任 金　子　永　宣

－ 75 －



東京都 日本水工設計㈱ 広島支社技術部水道課主任 内　海　力　哉
〃 〃 九州支社技術部担当次長 波　江　純一郎
〃 〃 九州支社技術部水道課主任 東　川　昇　平

〃 〃 水インフライノベーション事業部
プロジェクト推進室担当次長 千　葉　克　史

〃 〃 水インフライノベーション事業部
DX 推 進 室 担 当 課 長 今　井　　　聡

〃 〃 水インフライノベーション事業部DX推進室技師 黄　木　燿　斗

〃 オ ル ガ ノ ㈱ 社 会 イ ン フ ラ 事 業 部
環境ビジネスユニット営業グループ長 大　田　豊　明

〃 〃 計画部社会インフラグループ環境チーム環境チーム長 荒　井　　　学
〃 〃 開発センター用純回収グループ 福　水　圭一郎
〃 ㈱多久製作所 アクア・プラント営業本部執行役員本部長 田　中　耕　二

〃 月島 JFE アクア
ソリューション㈱ 代表取締役社長社長執行役員 鷹　取　啓　太

〃 〃 営業本部取締役常務執行役員 細　川　展　宏
〃 〃 営 業 企 画 部 森　田　真由美
〃 〃 上 水 計 画 部 部 長 山　根　陽　一
〃 〃 上水計画部ソリューショングループグループリーダー 髙　橋　裕　司
〃 〃 上水計画部ソリューショングループサブリーダー 今　川　洋　介
〃 〃 上水計画部ソリューショングループ 勝　又　健　次
〃 〃 上水計画部ソリューショングループ 福　浦　大　我
〃 〃 運 営 管 理 部 リ ー ダ ー 野　間　美和子
〃 〃 DX 推 進 室 課 員 杉　本　　　淳
〃 〃 尾　関　朝　彦

〃 月島ジェイテクノ
メンテサービス㈱ 代 表 取 締 役 社 長 伊　藤　道　夫

〃 〃 西 日 本 営 業 部 部 長 末　吉　和　哉
〃 〃 営 業 推 進 部 部 長 今　坂　俊　之
〃 〃 仙 台 支 店 支 店 長 古　賀　真　吾
〃 〃 仙 台 支 店 支 店 長 代 理 鈴　木　良　保
〃 〃 横 浜 支 店 支 店 長 平　島　邦　茂
〃 〃 千 葉 支 店 支 店 長 松　下　　　満
〃 〃 千 葉 支 店 古　川　敬志郎
〃 〃 西 日 本 営 業 部 次 長 沖　　　正　和
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東京都 月島ジェイテクノ
メンテサービス㈱

千 葉 支 店 支 店 長 松　下　　　満

〃 〃 千 葉 支 店 古　川　敬志郎
〃 〃 西 日 本 営 業 部 次 長 沖　　　正　和
〃 〃 西日本営業部営業第二課長 亀　川　浩　之
〃 〃 名 古 屋 支 店 支 店 長 髙　井　俊　樹
〃 〃 名 古 屋 支 店 橋　本　隆　太
〃 〃 九 州 支 店 支 店 長 青　木　勝　幸

〃 〃 維 持 管 理 本 部 取 締 役
常務執行役員 維持管理本部長 鶴　田　正　一

〃 〃 維持管理本部 兼 営業本部取締役常務執行役員 
維持管理本部副本部長 兼 営業本部副本部長 久　保　範　之

〃 〃 維 持 管 理 本 部 執 行 役 員
維 持 管 理 本 部 副 本 部 長 山　田　泰　正

〃 〃 維 持 管 理 技 術 部 部 長 新　川　正　人
〃 〃 九州維持管理部維持管理課課長 舘　　　宣　宏
〃 〃 維持管理技術部水道課課長 田　中　　　勉
〃 〃 維持管理技術部水道課技監 樋　口　　　覚
〃 〃 維持管理技術部水道課アドバイザー 塚　越　三四郎
〃 〃 九州維持管理部維持管理課 佐々木　一　也
〃 〃 東日本維持管理第二部維持管理第一課 橋　本　武　宏
〃 〃 西日本維持管理部維持管理第二課 柴　田　　　諒
〃 〃 維 持 管 理 技 術 部 水 道 課 田　村　繁　生

〃 〃 西日本維持管理部維持管理
第二課庭窪事業所統括所長 萩　原　一　夫

〃 東 京 水 道 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 野　田　　　数
〃 〃 取 締 役 副 社 長 石　井　英　男
〃 〃 丸　山　千　穂
〃 〃 内　橋　理　沙
〃 〃 吉　木　皓　亮
〃 〃 水道技術本部浄水管理部小作事業所課長代理 中　村　聖　子
〃 〃 ソリューション推進本部本部長 船　川　勝　義

〃 〃 ソリューション推進本部
ソリューション営業部技術開発課課長 岡　村　　　整

〃 〃 ソリューション推進本部
ソリューション営業部技術開発課課長代理 土　方　我　久
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東京都 東 京 水 道 ㈱ ソリューション推進本部
ソリューション営業部技術開発課主事 阿　部　恵　和

〃 〃 ソリューション推進本部
ソリューション営業部管理課課長 若　宮　和　之

〃 〃 ソリューション推進本部
ソリューション営業部管理課課長代理 黒　田　龍　一

〃 〃 東京水道株式会社水道技術本部本部長 柿　沼　　　誠
〃 〃 東京水道株式会社水道技術本部管路管理部部長 谷　本　知　之
〃 〃 東京水道株式会社水道技術本部管路整備部部長 谷　口　　　博
〃 ㈱日邦バルブ 代 表 取 締 役 社 長 重　野　啓　司
〃 〃 顧 問 一　戸　勝　広
〃 〃 顧 問 小　滝　勝　功
〃 〃 営 業 本 部 本 部 長 小　倉　哲　也
〃 〃 営 業 本 部 副 本 部 長 百　瀬　義　之
〃 〃 営業本部営業推進部部長 片　山　憲　彦
〃 〃 営業本部西統括部部長 橋　本　匡　包
〃 〃 営業本部東統括部部長 星　野　宏　之
〃 〃 顧 問 桂　川　博　志
〃 〃 技 術 本 部 本 部 長 中　田　佳　典
〃 〃 製造本部松本工場工場長 下　見　正　明
〃 〃 技 術 本 部 技 術 部 部 長 竹　田　優　一
〃 〃 技 術 本 部 技 術 部 次 長 山　下　和　宏
〃 〃 技術本部技術部技術課課長補 粟津原　光　明
〃 〃 技術本部技術部技術課 大　杉　涼　平
〃 日本ヴィクトリック㈱ 代 表 取 締 役 社 長 和　田　剛　二
〃 〃 取 締 役 副 社 長 和　田　吉　央
〃 〃 専務取締役営業本部長 糸　久　　　孝
〃 〃 専 務 取 締 役 和　田　将　典
〃 〃 取 締 役 営 業 部 長 田　中　　　宏
〃 〃 取 締 役 大 阪 支 社 長 富　所　正　弘
〃 〃 取 締 役 技 術 部 長 淺　田　進　一
〃 〃 取 締 役 技 術 開 発 部 長 森　川　幸　典
〃 〃 営 業 部 顧 問 緒　方　　　明
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東京都 日本ヴィクトリック㈱ 営 業 部 顧 問 有　村　博　矢
〃 〃 営 業 部 顧 問 鎌　野　光　晴
〃 〃 営 業 部 顧 問 西　脇　幹　人
〃 〃 営 業 部 顧 問 岡　田　和　也
〃 〃 営 業 部 顧 問 馬　場　仁　利
〃 ㈱ 明 電 舎 代表取締役 執行役員会長 三井田　　　健
〃 〃 専 務 執 行 役 員 毛綿谷　　　聡
〃 〃 水インフラ営業本部理事営業本部長 小　室　直　人
〃 〃 水インフラ営業本部営業部副部長 渡　辺　正　弘
〃 〃 水インフラ営業本部営業部副部長 佐　藤　秀　二
〃 〃 水インフラ営業本部営業部担当部長 松　村　敦　由
〃 〃 水インフラ営業本部営業部 営業第二課課長 平　井　哲　也
〃 〃 水インフラ営業本部営業部 営業第三課担当課長 吉　田　　　淳

〃 〃 水インフラ営業本部営業部 
PPP 営 業 企 画 部 部 長 勝　木　弘　二

〃 〃 水インフラ営業本部営業部 
PPP 営 業 企 画 部 副 部 長 内　 藤　　　 功

〃 〃 水インフラ営業本部営業部
PPP 営業企画部 企画課担当課長 牧　 田　 和　 志

〃 〃 水インフラ営業本部営業部
PPP 営業企画部 企画課 疋　田　紗　也

〃 〃 水インフラ技術本部本部長 安　藤　正　勝
〃 〃 水インフラ技術本部技師長 熊　谷　　　透
〃 〃 水インフラ技術本部技術部部長 森　　　竜　也
〃 〃 水インフラ技術本部技術部副部長 髙　倉　正　佳
〃 〃 水インフラ技術本部技術部副部長 加　藤　隆　史

〃 〃 水インフラ技術本部技術部
技術第一部技術第一課課長 下　村　幸　治

〃 〃 水インフラ技術本部技術部
技術第一部技術第二課課長 酒　井　　　郁

〃 〃 水インフラ技術本部技術部
技術第三部技術第一課課長 兼　子　幸　大

〃 〃 水インフラ技術本部技術部
技術第三部技術第二課課長 辻　井　崇　浩

〃 〃 水インフラ技術本部 PPP 事業推進部部長 萩　原　　　栄

－ 79 －



東京都 ㈱ 明 電 舎 水インフラ技術本部 PPP 事業推進部副部長 松　永　　　慎

〃 〃 水 イ ン フ ラ 技 術 本 部 
PPP 事業推進部技術推進課専任課長 月　足　圭　一

〃 〃 水 イ ン フ ラ 技 術 本 部 
PPP 事業推進部事業管理課課長 石母田　寿　光

〃 〃 水 イ ン フ ラ 技 術 本 部 
PPP 事業推進部業務企画課主任 山　下　拓　也

〃 〃 営 業 統 括 本 部 副 本 部 長 平　井　和　行
〃 〃 営業統括本部ソリューション企画部担当部長 米　田　憲　司
〃 〃 営業統括本部ソリューション企画部 企画開発課課長 鮫　島　正　一

〃 〃 営業統括本部ソリューション企画部 
ICT ソリューション課シニア専任課長 大　島　信　夫

〃 〃 関西支社理事 副支社長 西　尾　康　孝
〃 〃 関西支社営業第三部副部長 難　波　宣　幸
〃 〃 関西支社営業第三部担当部長 中　井　　　亨
〃 〃 中 部 支 社 副 支 社 長 吉　川　和　秀
〃 〃 中部支社営業第四部技師長 朝　河　和　則
〃 〃 中部支社営業第四部支配人 城　　　昌　克
〃 〃 中国支店営業部営業第一課課長 松　谷　英　登
〃 〃 北 関 東 支 店 支 店 長 市　川　江　司
〃 〃 北 関 東 支 店 技 師 長 松　本　　　稔
〃 〃 水インフラ営業本部営業部東関東支店支店長 金　子　真　一
〃 〃 水インフラ営業本部営業部東関東支店技師長 鳥　海　　　浩
〃 〃 群 馬 支 店 支 店 長 北　爪　教　男
〃 ㈱ 森 田 鉄 工 所 代 表 取 締 役 社 長 髙　橋　　　礼
〃 〃 相 談 役 森　田　昌　明
〃 〃 営業本部取締役営業本部長 奥　村　一　志
〃 〃 東 京 営 業 支 店 支 店 長 髙　品　祥　一
〃 横河ソリューションサービス㈱ 代 表 取 締 役 社 長 八　橋　弘　昌
〃 〃 環境システム本部執行役員本部長 北　村　　　剛
〃 〃 環境システム本部東日本営業部 2Gr 技術顧問 鶴　岡　勇　一
〃 〃 環境システム本部東日本営業部中部 Gr 技術顧問 米　田　拓　矢
〃 〃 環境システム本部東日本営業部中部 Gr 技術顧問 中　谷　信　也
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東京都 横河ソリューションサービス㈱ 環境システム本部西日本営業部技術顧問 浦　井　正　彦
〃 〃 環境システム本部西日本営業部技術顧問 二　宮　正　弘
〃 〃 環境システム本部企画部部長 田　中　克　知
〃 〃 環境システム本部東日本営業部部長 宮　﨑　卓　也
〃 〃 環境システム本部西日本営業部部長 長谷川　智　巳
〃 〃 環境システム本部東日本技術部部長 黒　木　成　多
〃 〃 環境システム本部西日本技術部部長 川　出　慎　士
〃 〃 環境システム本部東日本技術部 1Gr グループ長 佐　藤　智　紀
〃 〃 環境システム本部東日本技術部 2Gr グループ長 成　川　一　郎
〃 〃 環境システム本部東日本技術部中部 Gr グループ長 大　岩　浩　和
〃 〃 環境システム本部西日本技術部 1Gr グループ長 牛　田　友　二
〃 〃 環境システム本部西日本技術部 2Gr グループ長 真　壁　忠　義
〃 〃 環境システム本部 PJT管理部Gr部長 花　登　重　夫
〃 〃 環境システム本部東日本 PJTGr グループ長 下雅意　隆　之
〃 〃 環境システム本部西日本 PJTGr グループ長 山　本　裕　司
〃 〃 環境システム本部企画部開発 Gr 渡　邉　彩　花
〃 〃 環境システム本部東日本技術部2Gr 重　野　桂　子
〃 〃 環境システム本部西日本技部部1Gr 小　田　崇　嗣
〃 昱 ㈱ 東 京 支 店 取 締 役 支 店 長 武　内　敬　司
〃 〃 東 京 支 店 参 与 佐久間　　　勝
〃 〃 東 京 支 店 営 業 部 部 長 付 山　内　　　修
〃 〃 東 京 支 店 営 業 部 部 長 橋　本　善　雄
〃 〃 千 葉 支 店 取 締 役 支 店 長 古　谷　成　彦
〃 〃 千 葉 支 店 参 与 岡　戸　淳　一
〃 〃 千 葉 支 店 参 与 長谷川　勝　久
〃 〃 千 葉 支 店 参 与 藤　平　敏　博
〃 〃 千 葉 支 店 課 長 板　谷　雅　和
〃 〃 技 術 本 部 技 師 長 山　田　雅　之
〃 〃 技術本部施設管理部参与 田　村　隆　一
〃 〃 技術本部施設管理部参与 宇佐美　　　康
〃 ア ズ ビ ル ㈱ AAC中部支社営業 1 部部長 目　崎　和　浩
〃 〃 AAC中部支社営業 1 部営業グループマネージャー 中　村　　　誠
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東京都 ア ズ ビ ル ㈱ AAC 中部支社営業 1 部営業グループ課長代理 田　島　昭　広
〃 〃 AAC 中部支社営業 1 部営業グループ 琴　山　真　守

〃 〃 アドバンスオートメーションカンパニー
関 西 支 社 支 社 長 宮　路　　　修

〃 〃 アドバンスオートメーションカンパニー
関 西 支 社 営 業 1 部 部 長 木　村　知　史

〃 〃 アドバンスオートメーションカンパニー
関西支社営業 1 部 2 グループマネージャー 永　野　貴　之

〃 〃 アドバンスオートメーションカンパニー
関西支社営業 1 部 2 グループ課長代理 島　田　恵　一

〃 〃 アドバンスオートメーションカンパニー
関西支社営業1部2 グループ 岡　田　　　涼

〃 〃 アドバンスオートメーションカンパニー
関西支社営業1部2 グループ 福　元　菜　月

〃 〃 アドバンスオートメーションカンパニー
水 島 営 業 所 所 長 貝　原　幸　一

〃 〃 アドバンスオートメーションカンパニー
水島営業所営業 2 グループマネージャー 花　岡　慎　治

〃 〃 アドバンスオートメーションカンパニー
水島営業所営業 2 グループ 平　林　国　彦

〃 〃 アドバンスオートメーションカンパニー
水島営業所営業 2 グループ 塩　本　達　男

〃 〃 アドバンスオートメーションカンパニー
水島営業所営業 2 グループ 高　橋　　　伸

〃 〃 アドバンスオートメーションカンパニー 
東京支社営業1 部営業1 グループGM 永　井　武　仁

〃 〃 アドバンスオートメーションカンパニー 
東京支社営業 1 部営業 1 グループ担当課長 大　橋　　　修

〃 〃 アドバンスオートメーションカンパニー 
東京支社営業1 部営業1 グループ係長 山　中　洋　人

〃 〃 九 州 支 社 支 社 長 福　原　正　晃
〃 〃 九州支社 営業 1 グループ課長 田　中　信　幸
〃 〃 中部支社豊田営業所担当課長 安河内　昭　彦
〃 ㈱ イ オ 技 術 部 長 吉　本　英　幸
〃 〃 竹　内　優　弥
〃 ヴェオリア・ジェネッツ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 ド  ゥ  ル  ダ  ン  ギ　 ヨ　ー　 ム
〃 〃 上 級 副 社 長 兼 COO 内　野　一　尋
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東京都 ヴェオリア・ジェネッツ㈱ 取 締 役 副 社 長 深　澤　　　貴
〃 〃 官需水 CS/管網管理事業本部本部長 竹　内　　　健
〃 〃 官需水 O&M 事業本部本部長 熊　谷　眞　純

〃 〃 官需事業開発本部本部長 京　才　俊　生

〃 〃 官需水 CS/管網管理事業本部副本部長 池　畑　隆　博

〃 〃
官 需 水 O&M 事 業 本 部 
西日本広域センター統括部長

ソメ オリヴィエ

〃 〃
テクニカルサポート・アンド・パフォーマンス本部
テクニカルサポート部顧問

新　美　和　夫

〃 〃 官需水O&M事業本部首都圏広域センター 青　木　慶　介

〃 ㈱ウォーターエージェンシー 姫路オペレーションセンター業務管理責任者 矢　内　一　郎

〃 ㈱ウォーターテック 代 表 取 締 役 花　川　　　因

〃 〃 取 締 役 濵　田　賢　児

〃 〃 営 業 統 括 部 部 長 比江嶋　祐　一

〃 〃 営 業 統 括 部 部 長 代 理 中　村　幸　男

〃 〃 東 日 本 支 店 支 店 長 岳　藤　圭　生

〃 〃 西 日 本 支 店 支 店 長 川　越　敏　彦

〃 〃 東 北 営 業 所 所 長 大　隅　昌　平

〃
NECソリューション
イ ノ ベ ー タ ㈱

ファウンデーションサポート事業部 山　下　喜　宏

〃 〃 ファウンデーションサポート事業部 古　津　元　大

〃 〃 ファウンデーションサポート事業部 一二三　淳　志

〃 〃 ファウンデーションサポート事業部 後　藤　伸　朗
〃 荏 原 実 業 ㈱ 環境システム東日本本部常務執行役員 川　村　幸　男
〃 〃 東 関 東 支 社 顧 問 前　田　　　学
〃 荏 原 商 事 ㈱ 北 陸 支 社 副 支 社 長 髙　　　勝　憲
〃 〃 北陸支社社会システム部部長 石　田　博　衛
〃 〃 事 業 統 括 顧 問 齋　藤　　　昇
〃 〃 林　　　和　広
〃 大 崎 デ ー タ テ ッ ク ㈱ 日 立 営 業 所 課 長 浅　野　進　也
〃 オリジナル設計㈱ 林　　　祥　一
〃 鹿 島 建 設 ㈱ 土木管理本部土木工務部 PPP 推進室課長 藤　原　聖　幸
〃 〃 技術研究所土木材料グループ主任研究員 藤　岡　彩永佳
〃 ㈱ キ ッ ツ 国内営業本部給装営業部部長 梅　原　清　剛
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東京都 ㈱ キ ッ ツ 技術本部建築・機械設備設計部
機械装置 Gr グループ長 山　下　洋　司

〃 〃 技術本部建築・機械設備設計部 機械装置 Gr 松　林　茂　樹
〃 〃 技術本部建築・機械設備設計部 機械装置 Gr 久保田　涼　磨

〃 〃 バルブ事業統括本部 ビジネスプロモーションセンター インダスト
リアル事業推進部メンテナンスソリューショングループ グループ長 西　澤　　　勲

〃 給水システム協会 技 術 委 員 吉　井　健　二
〃 ㈱ 協 友 代 表 取 締 役 社 長 大　貫　三子男
〃 〃 取 締 役 保 険 部 長 玉野井　　　晃
〃 〃 取 締 役 業 務 部 長 熊　坂　　　元
〃 〃 業 務 総 括 主 任 髙　野　　　綾
〃 〃 保 険 担 当 河　原　教　子
〃 クボタ環境エンジニアリング㈱ 代 表 取 締 役 社 長 中　河　浩　一
〃 〃 取締役常務執行役員維持管理事業部長 永　井　達　也
〃 〃 上 下 水 事 業 部 営 業 技 術 統 括 北　川　義　雄
〃 〃 維持管理事業部維持管理技術部 顧問 増　田　武　司
〃 〃 維持管理事業部維持管理営業部長 鳴　海　隆　之
〃 ㈱ ク ボ タ ケ ミ ッ ク ス 営 業 本 部 本 部 長 幸　田　　　享
〃 〃 事業企画部事業企画部長 井　上　幸　祐
〃 〃 東 日 本 営 業 部 部 長 髙　島　　　章
〃 〃 西 日 本 営 業 部 部 長 寺　前　潤　一
〃 〃 東 北 支 店 支 店 長 太　田　幹　人
〃 〃 事業企画部インフラグループインフラグループ長 斉　藤　行　彦
〃 ㈱クボタ建設　東京支社 営業推進本部東日本営業部長 石　川　昭　博
〃 ㈱ ク ラ レ 環境ソリューション研究開発部 中　田　治　生
〃 ㈱建設技術研究所 九州支社河川部上下水道室 平　井　康　隆
〃 〃 九州支社河川部上下水道室 小　野　篤　志
〃 〃 九州支社河川部上下水道室 朴　　　　 英

〃 国 際 航 業 ㈱ 事 業 統 括 本 部
地理空間サービス部 都市情報グループ 丸　谷　哲　也

〃 〃 事業統括本部 地理空間サービス部副部長 光　広　　　淳

〃 〃 事 業 統 括 本 部
地理空間サービス部都市情報グループ 鴻　野　智　崇

〃 〃 事業統括本部西日本地理空間
情報部都市情報グループ 大　田　千　絵
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東京都 国 際 航 業 ㈱ 事業統括本部西日本地理空間
情報部都市情報グループ 菊　地　舞　子

〃 〃 事業統括本部西日本地理空間
情報部都市情報グループ 松　山　和　樹

〃 ㈱ 小 島 水道エンジニアリング事業部代表取締役会長 小　島　生　年
〃 〃 水道エンジニアリング事業部取締役社長 小　島　健　治
〃 〃 水道エンジニアリング事業部取締役 土　岐　頼　倫
〃 〃 水道エンジニアリング事業部顧問 佐　藤　重　行
〃 〃 水道エンジニアリング事業部課長 鈴　木　満也樹
〃 コ ス モ 工 機 ㈱ 経 営 代 表 取 締 役 社 長 加　藤　正　明
〃 〃 営業部専務取締役営業部長 佐　藤　勝　志

〃 〃 営業部 大阪支店 兼 北陸営業所
常務取締役 大阪支店長 兼 北陸営業所長 加　藤　正　一

〃 〃 営業部 東京支店取締役東京支店長 佐々木　　　剛
〃 〃 第二営業部執行役員第二営業部長 二　瓶　正　智
〃 〃 営 業 部 執 行 役 員 営 業 部 担 当 部 長 杉　田　　　充
〃 〃 営業部仙台支店執行役員仙台支店長 中　島　尚　哲
〃 〃 営業部 国支店四国支店長 村　岡　　　明
〃 〃 営業部広島支店広島支店長 小　田　泰　之
〃 〃 営業部九州支店九州支店長 吉　元　宏　太
〃 〃 営業部札幌支店札幌支店長 名　畑　幸　弘
〃 〃 営業部名古屋支店名古屋支店長 島　田　太　陽
〃 〃 営 業 部 名 古 屋 支 店 顧 問 谷　口　高　司
〃 〃 営 業 部 九 州 支 店 顧 問 荒　巻　　　征
〃 〃 営 業 部 四 国 支 店 顧 問 海　治　甲太郎
〃 〃 営 業 部 大 阪 支 店 顧 問 片　山　隆　文
〃 〃 営 業 部 名 古 屋 支 店 顧 問 原　田　　　宏
〃 〃 営 業 部 広 島 支 店 顧 問 藤　井　誠　治
〃 〃 営 業 部 名 古 屋 支 店 顧 問 工　藤　伸　司
〃 〃 営 業 部 名 古 屋 支 店 顧 問 筧　　　正　人
〃 〃 技術部東京技術 2 課副部長 玉　田　　　聡
〃 〃 技術部東京技術 1 課課長 笠　原　太　郎
〃 〃 技術部東京技術 2 課係長 里　見　拓　人
〃 三 協 工 業 ㈱ 代 表 取 締 役 高　橋　和　靖
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東京都 三 協 工 業 ㈱ 取 締 役 渡　邉　達　哉
〃 〃 大 阪 支 社 支 社 長 塩　谷　惠　一
〃 〃 大 阪 支 社 副 支 社 長 木　村　清　英
〃 〃 本社営業部環境営業グループ部長 柳　　　賢　次
〃 ㈱ジオプラン・ナムテック シ ス テ ム 開 発 部 部 長 本　多　　　学
〃 〃 システム開発部シニアコンサルタント 加　藤　　　茂
〃 〃 シ ス テ ム 開 発 部 市　川　総　子
〃 ジャパン・トゥエンティワン㈱ 代 表 取 締 役 社 長 岸　本　賢　和
〃 ㈱昭和螺旋製作所 代 表 取 締 役 社 長 鈴　木　紀　房
〃 〃 営 業 部 長 臼　井　弘　明
〃 シンク・エンジニアリング㈱ 代 表 取 締 役 岡　村　勝　也
〃 〃 常 務 取 締 役 杉　本　將　充
〃 〃 営 業 本 部 長 西　﨑　健　作
〃 〃 中 日 本 支 社 長 矢　澤　成　政
〃 〃 関 西 支 店 長 清　水　陽　介
〃 水道技術経営パートナーズ㈱ 代 表 取 締 役 山　口　岳　夫
〃 〃 田　中　希衣花
〃 水道バルブ工業会 事 務 局 事 務 局 長 吉　田　　　潤
〃 水道マッピングシステム㈱ 総 務 部 長 山　上　徳　一
〃 〃 情 報 処 理 部 長 内　山　　　聡
〃 〃 営 業 部 長 細　谷　昌　平

〃 住 友 重 機 械
エンバイロメント㈱

エンジニアリング統括部
技術部基本計画室主任技師 畑　中　　　聰

〃 積水化学工業㈱ 管 材 事 業 部 事 業 部 長 佐々木　　　潤
〃 〃 管 材 事 業 部 課 長 板　垣　匡　記
〃 〃 管 材 事 業 部 課 長 森　高　紘　平
〃 〃 部 長 辰　巳　修　二
〃 〃 総合研究所 エンジニアリングセンター 福　島　充　貴
〃 全国管工事業協同組合連合会 事 務 理 事 粕　谷　明　博
〃 全国漏水調査協会 株 式 会 社 サ ン ス イ 大　村　雅　樹
〃 〃 株 式 会 社 サ ン ス イ 野　竹　久　隆
〃 〃 株 式 会 社 サ ン ス イ 安　齋　　　豊
〃 〃 株式会社ウオーターサポート代表取締役 佐　藤　　　亘

－ 86 －



東京都 全国漏水調査協会 田　中　　　博
〃 セントラルコンサルタント㈱ 梶　田　敬　仁
〃 第 一 環 境 ㈱ 代 表 取 締 役 会 長 岡　地　雄　一
〃 〃 代 表 取 締 役 社 長 玉　木　孝　一
〃 〃 取 締 役 根　岸　弘　行
〃 〃 取 締 役 阿　部　　　護
〃 〃 営 業 部 部 長 武　藤　史　憲
〃 〃 システム企画開発部部長 守　安　慶　祐
〃 〃 管路給装管理部給排水担当 野　本　史　朗
〃 ㈱ 第 一 テ ク ノ 社 長 代 表 取 締 役 社 長 北　島　久　夫
〃 〃 インフラシステム部顧問 横　田　秀　樹
〃 〃 インフラシステム部部長 遠　藤　徳　明
〃 〃 プ ラ ン ト 建 設 部 部 長 石　渡　利　彦
〃 〃 関 東 支 店 支 店 長 田　中　直　康
〃 〃 関 西 支 店 支 店 長 椎　名　達　喜
〃 〃 インフラシステム部課長 磯　田　亮　介
〃 太 三 機 工 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 伊　藤　博　明
〃 〃 取 締 役 第 2 営 業 部 長 樋　口　真　一
〃 〃 取 締 役 第 1 営 業 部 長 松　本　　　剛
〃 〃 執 行 役 員 第 3 営 業 部 長 土　井　　　淳
〃 大 成 建 設 ㈱ 土木営業本部首都圏営業部参与 對　馬　一　郎

〃 千 代 田 工 販 ㈱ UV システム事業部 UV 技術開発部
リ サ ー チ セ ン タ ー 課 長 堀　江　和　峰

〃 テ ス コ ㈱ 環境事業部業務部技術顧問 北　原　陽　一
〃 東亜ディーケーケー㈱ 奥　村　剛　人

〃 〃 開発技術本部センサ技術部
プ ロ ジ ェ ク ト 推 進 課 次 長 石　川　隆　一

〃 〃 開発技術本部センサ技術部
プロジェクト推進課課長補佐 根　岸　雅　人

〃 〃 国内営業本部西日本営業部九州営業所課長 岩　本　浩　二
〃 〃 名 古 屋 営 業 所 課 長 補 佐 下　方　真　実
〃 〃 西日本営業部営業 1 課係長 篠　﨑　遼　太
〃 〃 開発技術本部水質技術部水質 1 課 高　橋　茜　理
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東京都 東亜ディーケーケー㈱ 手　井　翔　太
〃 〃 国内営業本部西日本営業部九州営業所課長補佐 浅　川　　　亨

〃 東京ガスエンジニアリング
ソリューションズ㈱ マッピングソリューション部部長 宇　内　光太郎

〃 〃 マッピングソリューション部 大　石　　　剛
〃 〃 マッピングソリューション部 漆　畑　鏡　介
〃 〃 マッピングソリューション部 石　田　知　久
〃 〃 マッピングソリューション部 荒　木　裕　浩
〃 東洋計器㈱東京支店 総合開発研究所 MS ソリューション部部長 林　　　和　彦
〃 〃 総合開発研究所 MS ソリューション部 小　林　　　舜
〃 〃 総合開発研究所 MS ソリューション部 中　島　寛　人
〃 〃 総合開発研究所 MS ソリューション部 宇　治　太　地
〃 〃 総合開発研究所 IT ソリューション部 原　　　亮太郎
〃 〃 水 道 事 業 部 部 長 船　木　陽　一
〃 ㈱東洋設計事務所 技 術 部 本 部 長 沼　田　有　弘
〃 〃 代 表 取 締 役 瀧　田　和　也
〃 〃 東 北 支 所 取 締 役 支 所 長 管　野　義　久
〃 〃 営 業 部 部 長 森　田　　　剛
〃 ㈱ ト ミ ス 代 表 取 締 役 社 長 石　田　　　清
〃 〃 常 務 取 締 役 藤　澤　国　一
〃 戸 田 建 設 ㈱ 首 都 圏 土 木 支 店 専 門 部 長 徳　田　憲　治
〃 〃 首 都 圏 土 木 支 店 部 長 加　藤　泰　徳
〃 〃 首 都 圏 土 木 支 店 専 門 部 長 中　谷　誠　一
〃 西 川 計 測 ㈱ 常 務 取 締 役 須　田　　　真
〃 〃 公 共 営 業 本 部 本 部 長 渥　美　宗　幸
〃 〃 公 共 営 業 本 部 課 長 牧　野　義　雄
〃 〃 公 共 営 業 本 部 課 長 森　谷　　　慎
〃 〃 公 共 営 業 本 部 課 長 本　田　貴　晶
〃 〃 エンジニアリング本部部長 辻　　　恵一郎
〃 〃 エンジニアリング本部副部長 竹　内　大　輔
〃 〃 エンジニアリング本部課長 遠　藤　晋　介
〃 〃 関 西 支 社 支 社 長 松　尾　晃　也
〃 〃 関西支社 第一営業部課長 永　尾　栄　崇
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東京都 ㈱ 西 原 環 境 代 表 取 締 役 社 長 西　原　幸　志
〃 〃 関 西 支 店 支 店 長 森　　　元　裕
〃 〃 技 術 統 括 部 設 計 部 副 部 長 田　中　宏　樹
〃 〃 技 術 統 括 部 プ ロ ダ ク ト 部 岡　本　真由子

〃 ㈱ 日 建 設 計 都 市・ 社 会 基 盤 部 門
シビルグループ CM・測量部部長 中　村　　　出

〃 〃 都 市・ 社 会 基 盤 部 門
シビルグループ CM・測量部アソシエイト 河　野　正　雄

〃 日鉄パイプライン＆
エンジニアリング㈱ 取 締 役 専 務 執 行 役 員 竹　中　堅　二

〃 〃 顧 問 竹　内　貴　司
〃 〃 水 道 部 長 山　本　　　稔
〃 〃 水 道 部 顧 問 鈴　木　　　顯
〃 〃 水 道 部 顧 問 時　田　　　浩
〃 〃 水 道 部 営 業 室 室 長 杉　本　賢　司
〃 〃 水 道 部 技 術 企 画 室 室 長 古　川　裕　一
〃 〃 水 道 部 設 計 室 室 長 矢　澤　修　一
〃 日 本 鋳 鉄 管 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 石　毛　俊　朗
〃 〃 取 締 役 長谷部　圭　一
〃 〃 取 締 役 秋　山　礼　子
〃 〃 顧 問 長　岡　敏　和
〃 〃 執 行 役 員 小　倉　健　次
〃 〃 執 行 役 員 橋　本　謙　治
〃 〃 執 行 役 員 田　野　　　学
〃 〃 ダクタイル営業本部本部長 老　田　尚　弘
〃 〃 商品技術センターセンター長 松　島　誠　二
〃 〃 エンジニアリング部理事 高　橋　光　二
〃 〃 商 品 開 発 部 課 長 畑　　　信　之
〃 〃 施 工 技 術 部 課 長 小　湊　幸　生
〃 〃 施 工 技 術 部 係 長 小笠原　　　優
〃 日 本 電 気 ㈱ ビジュアルインテリジェンス研究所 木　下　耕　介

〃 〃 社会公共インテグレーション統括部
水道グループプロフェッショナル 吉　井　清志朗

〃 〃 社会公共インテグレーション統括部水道グループ 小　室　公　太
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東京都 日 本 電 気 ㈱ ライフライン営業統括部 事業戦略グループ 北　村　充　弘
〃 〃 ライフライン営業統括部 事業戦略グループ 谷　川　正　澄

〃 〃 スマートシティ事業部門 ライフラインシステム統括部
ウォーターサービスシステムグループ 水　口　雄　介

〃 日 本 軽 金 属 ㈱ 蒲 原 ケ ミ カ ル 工 場 開 発 部 河　本　高　志

〃 （一社）日本水中ロボット
調 査 清 掃 協 会 会 長 田　中　芳　章

〃 〃 副 会 長 中　里　　　聡
〃 〃 副 会 長 川　鍋　太　志
〃 〃 専 務 理 事 鍋　島　正　憲
〃 〃 理 事 嵩　本　長　佑
〃 〃 理 事 高　橋　栄　吉
〃 〃 理 事 髙　橋　吉　彦
〃 〃 監 事 天　崎　　　崇
〃 〃 監 事 遠　藤　　　功
〃 〃 佐　藤　　　博
〃 〃 黒　川　明　美
〃 〃 宝　保　公　明
〃 （一社）日本水道運営管理協会 会 長 飯　嶋　宣　雄
〃 〃 事 務 局 黒　田　英　子
〃 （一社）日本水道管路管理協会 代 表 理 事 佐　藤　伸　二
〃 日本水道鋼管協会 専 務 理 事 狩　野　裕　二
〃 〃 上席技術顧問（大径管担当） 山　口　　　司
〃 〃 運 営 部 会 長 碓　井　　　航
〃 〃 設 計・ 施 工 委 員 庵　崎　高　志
〃 ㈱日本水道設計社 代 表 取 締 役 会 長 小　林　信　五
〃 〃 代 表 取 締 役 社 長 堀　　　安　弘
〃 〃 執 行 役 員 営 業 統 括 渡　邉　信　次
〃 〃 所 長 角　鹿　圭　一
〃 〃 所 長 三　浦　　　淳
〃 〃 課 長 服　部　直　輝
〃 〃 課 長 乗　田　　　俊
〃 〃 長　谷　尚　紀
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東京都 ㈱日本水道設計社 工　藤　和　眞
〃 日本ダクタイル異形管工業会 専 務 理 事 山　本　直　樹
〃 〃 技 監 大　濱　博　保
〃 （一社）日本ダクタイル鉄管協会 本 部・ 関 東 支 部 顧 問 縣　　　雅　明
〃 〃 本 部・ 関 東 支 部 顧 問 高　橋　伸　保
〃 〃 本 部・ 関 東 支 部 事 務 局 長 池　田　安　正
〃 日本内圧管更生工法協会 理 事 島　口　昌　男

〃 日本ポリエチレン
パイプシステム協会 会 長 西　村　昌　和

〃 〃 技 術 委 員 長 榎　本　晃　司
〃 〃 大　篠　智　也
〃 〃 川　﨑　真　一
〃 〃 事 務 局 長 藤　井　嘉　人

〃 配水用ポリエチレン
パイプシステム協会 顧 問 土　　　和　広

〃 〃 事 務 局 長 半　田　盛　久
〃 〃 ア ド バ イ ザ ー 白　澤　　　洋
〃 〃 槇　　　　 厚
〃 〃 企 画 委 員 長 藤　井　嘉　人
〃 〃 技 術 委 員 長 塩　浜　裕　一
〃 〃 需要開発グループグループ長 池　田　満　雄
〃 〃 需要開発グループ担当部長 八　幡　　　諭
〃 〃 需要開発グループ担当部長 増　田　俊　雄
〃 〃 需要開発グループ担当部長 小　島　賢一郎
〃 〃 需要開発グループ担当部長 赤　石　賴　信
〃 〃 需要開発グループ担当部長 大　沼　政　明
〃 〃 川　崎　真　一
〃 〃 大　室　秀　樹
〃 〃 佐　伯　泰　典
〃 ㈱ パ ス コ 中央事業部上下水道情報部部長 木　村　一　夫
〃 〃 中央事業部上下水道情報部副部長 伊　藤　淳　一
〃 パルテム技術協会 常 任 理 事 木　原　義　孝
〃 ビーエルテック㈱東京本社 代 表 取 締 役 社 長 福　士　　　真
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東京都 ビーエルテック㈱東京本社 営 業 部 次 長 原　　　弘　之
〃 〃 営業部テクニカルアドバイザー 熊　澤　頼　博

〃 ㈱日立システムズ 社会インフラ保守サービス
事 業 推 進 部 主 任 技 師 上　川　恭　平

〃 〃 研 究 開 発 本 部 研 究 員 糀　本　宥　仁
〃 〃 亀　山　真　也
〃 〃 川　越　隆　將
〃 ㈱日立プラントサービス 水 処 理 事 業 部 小　松　俊　二
〃 〃 水 処 理 事 業 部 松　川　由　佳
〃 〃 社会システム営業本部本部長 工　藤　克　彦
〃 〃 社会システム営業本部本部長付 徳　田　健　次
〃 〃 水処理事業部企画管理本部事業推進部 大　塚　真　之
〃 日之出水道機器㈱ 代 表 取 締 役 社 長 浅　井　　　武
〃 〃 取 締 役 常 務 執 行 役 員 原　口　康　弘
〃 〃 取 締 役 常 務 執 行 役 員 帯　刀　憲　次

〃 〃 エリアマーケティング統括
グループ統括グループリーダー 中　橋　雅　裕

〃 〃 第 1 マ ー ケ テ ィ ン グ 統 括
グループ統括グループリーダー 吉　開　　　守

〃 〃 第 1 ライフラインマーケティング
グループグループリーダー 藤　元　高　明

〃 〃 広報グループグループリーダー 竹　中　史　朗
〃 〃 近 畿 支 店 支 店 長 神　田　太　郎
〃 〃 神 戸 営 業 所 所 長 松　村　健　志
〃 フジ地中情報㈱ 代 表 取 締 役 社 長 アント　ア　ラワーヌ　ニ　ャ
〃 〃 執 行 役 田　中　利　明
〃 〃 課 長 川　上　智　彦
〃 フ ジ テ コ ム ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 森　山　慎　一
〃 〃 取 締 役 営 業 部 門 統 括 山　本　裕　司
〃 〃 執 行 役 員 セ ン タ ー 長 鈴　木　賢　一
〃 〃 特 別 顧 問 鈴　木　三　夫
〃 〃 テ ク ニ カ ル フ ェ ロ ー 有　𠮷𠮷𠮷𠮷𠮷𠮷
〃 〃 新規事業開発グループグループ長 南　　　泳　旭
〃 〃 技 術 開 発 グ ル ー プ 係 長 西　條　和　広
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東京都 フ ジ テ コ ム ㈱ 技 術 開 発 グ ル ー プ 係 長 上　本　繁　人
〃 〃 新 規 事 業 開 発 グ ル ー プ 主 任 太　田　宏　一
〃 〃 東 京 支 店 支 店 長 石　内　貴　之
〃 〃 大 阪 支 店 支 店 長 桑　原　貴　彦
〃 ㈱ フ ソ ウ 代 表 取 締 役 社 長 執 行 役 員 角　　　尚　宣
〃 〃 会 長 野　村　充　伸
〃 〃 取締役 専務執行役員水インフラ事業部長 工　藤　　　修
〃 〃 水インフラ事業部プラントインフラ本部本部長 柴　原　　　晃

〃 〃 水インフラ事業部プラントインフラ本部
東日本営業部 北海道営業課顧問 佐々木　真　一

〃 〃 水インフラ事業部プラントインフラ本部
西 日 本 営 業 部 部 長 岡　田　浩　史

〃 〃 水インフラ事業部プラントインフラ本部
西日本営業部 関西営業課顧問 鈴　木　宏　昌

〃 〃 水インフラ事業部プラントインフラ本部
西日本営業部シニアアドバイザー 山　地　健　二

〃 〃 水インフラ事業部プラントインフラ本部
営 業 本 部 顧 問 竹　中　　　稔

〃 〃 水インフラ事業部PPP本部副本部長 平　尾　嘉　一
〃 〃 水インフラ事業部PPP本部副本部長 伊　藤　祥　臣
〃 〃 水インフラ事業部PPP本部顧問 下　家　成　人

〃 〃 水インフラ事業部 PPP本部
PPP 営 業 部 営 業 係 係 長 田　渕　浩　二

〃 〃 水インフラ事業部パイプインフラ本部顧問 横　道　保　博
〃 〃 パイプインフラ本部技術顧問 長　坂　富　雄
〃 〃 パイプインフラ本部顧問 小　西　雅　弘
〃 〃 パイプインフラ本部技術顧問 粟　田　政　一
〃 〃 R ＆ D センター 研究開発部研究開発課担当課長 須　﨑　岐　嗣
〃 〃 R ＆ D センター 研究開発部吸着材開発課課長 三　笠　博　昭
〃 〃 R ＆ D センター 水質分析部水質分析課 大　野　愛珠香
〃 〃 エンジニアリング事業部事業部長 土　岐　　　篤

〃 〃 エンジニアリング事業部
副事業部長兼技術本部長 矢　野　正　人

〃 〃 エンジニアリング事業部技術本部計画部部長 日　下　孝　二

〃 〃 エンジニアリング事業部
設 計 部 電 気 計 装 課 課 長 尾　崎　仁　隆
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東京都 ㈱ フ ソ ウ エンジニアリング事業部
設 計 部 上 水 道 課 課 長 小　楠　孝　幸

〃 〃 エンジニアリング事業部上水道課 小野寺　雄　治
〃 〃 O ＆ M 事業部運転管理課課長 安　部　　　誠
〃 〃 O ＆ M 事業部営業課課長 小　畠　真　治
〃 フ ラ ク タ ジ ャ パ ン ㈱ 井　原　正　晶
〃 〃 武　田　　　周
〃 ㈱堀場アドバンスドテクノ 開 発 本 部 副 部 長 川　口　佳　彦
〃 前澤化成工業㈱ 代 表 取 締 役 社 長 久　保　淳　一
〃 〃 取締役兼上席執行役員 営業本部長 田　中　　　理
〃 〃 執 行 役 員 関 西 支 店 長 田　村　敏　浩
〃 前澤給装工業㈱ 代 表 取 締 役 社 長 谷　合　祐　一
〃 〃 顧 問 宮　﨑　文　吉
〃 〃 顧 問 野　田　純　嗣
〃 〃 顧 問 長　島　俊　彰
〃 〃 開発部給水装置開発課主任 古　徳　遼太郎
〃 前田建設工業㈱ 経営革新本部事業戦略担当 古　寺　倫　也

〃 三菱ケミカルアクア・
ソリューションズ㈱ エンジ技術統括室副室長 等々力　博　明

〃 明 協 電 機 ㈱ 代 表 取 締 役 谷　川　雅　彦
〃 〃 常 務 取 締 役 南　　　琢　磨
〃 メタウォーターサービス㈱ 代 表 取 締 役 社 長 石　川　俊　之
〃 〃 本 部 長 落　合　大　輔
〃 〃 グ ル ー プ マ ネ ー ジ ャ ー 柴　田　篤　慶
〃 〃 総 括 責 任 者 齋　　　博　行
〃 〃 片　岡　紗　織
〃 〃 マ ネ ー ジ ャ ー 浅　野　眞　也
〃 〃 総 括 責 任 者 加　藤　秀　樹
〃 〃 総 括 責 任 者 川　口　祐　史
〃 〃 グ ル ー プ マ ネ ー ジ ャ ー 小　河　智　裕
〃 〃 技 師 長 吉　野　　　健
〃 〃 グ ル ー プ マ ネ ー ジ ャ ー 後　藤　眞一朗
〃 〃 佐々木　　　陸
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東京都 メタウォーターサービス㈱ 技 師 長 吉　野　　　健
〃 〃 グ ル ー プ マ ネ ー ジ ャ ー 後　藤　眞一朗
〃 〃 佐々木　　　陸
〃 〃 尾　坂　和　成
〃 〃 岩　橋　大　介
〃 〃 技 師 長 西　條　裕　二
〃 〃 技 師 長 佐々木　敏　哉

〃 リ オ ン ㈱ 微 粒 子 計 測 器 事 業 部
事 業 戦 略 室 担 当 課 長 大　橋　勇　貴

〃 〃 微粒子計測器事業部開発部
先端技術開発課主任技師 関　本　一　真

〃 ワ セ ダ 技 研 ㈱ 技 術 部 技 術 部 長 石　川　修　司
神奈川県 JFE エンジニアリング㈱ 環境本部アクアパイプライン部部長 谷　口　和　彦

〃 〃 環境本部アクアパイプライン部部長 長谷川　輝　之
〃 〃 環境本部アクア統括部顧問 北　野　守　康
〃 〃 環境本部アクア統括部顧問 林　　　一　平
〃 〃 環境本部アクア統括部顧問 長谷川　勝　正
〃 〃 環 境 本 部 フ ェ ロ ー 今　井　俊　雄
〃 〃 環境本部アクアパイプライン部営業室室長 佐久間　郁　夫
〃 〃 環境本部アクアパイプライン部営業室担当部長 遠　藤　　　仁
〃 〃 環境本部アクアパイプライン部営業室主査 杉　山　裕　貴
〃 〃 環境本部アクアパイプライン部営業室主任 河　邑　結　人
〃 〃 大阪支店 水道営業室室長 黒　長　大　治
〃 〃 大阪支店 水道営業室主任 福　渡　徹　馬
〃 〃 環境本部アクアパイプライン部技術室課長 後　藤　修　三
〃 〃 環境本部アクアパイプライン部技術室課長 柏　原　宜　尚
〃 〃 環境本部アクアパイプライン部技術室課長 楠　原　孝　明
〃 〃 環境本部アクアパイプライン部技術室主査 山　口　喜　堂
〃 東芝インフラシステムズ㈱ 取締役 社会システム事業部長 坂　口　和　也
〃 〃 社会システム事業部ビジネスユニット統括責任者 竹　内　　　巌
〃 〃 関東水・環境システム営業部部長 齋　藤　秀　二
〃 〃 水・ 環 境 シ ス テ ム 技 師 長 梅　田　賢　治

〃 〃 インフラシステム技術開発センター
自動化・画像応用システム開発部エキスパート 野　田　周　平
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神奈川県 東芝インフラシステムズ㈱ インフラシステム技術開発センター 大　矢　純　子
〃 〃 水・環境ソリューション技術開発担当 海老原　聡　美
〃 〃 インフラシステム技術開発センター 有　村　良　一
〃 日 本 原 料 ㈱ 代 表 取 締 役 齋　藤　安　弘
〃 〃 取 締 役 副 社 長 江　嶋　　　洋
〃 〃 常 務 取 締 役 瀬　田　和　俊
〃 〃 取 締 役 高　橋　伸　之
〃 〃 顧 問 宮　崎　正　信
〃 〃 関西支店水処理事業部部長 野　口　康　一
〃 〃 海 外 事 業 部 係 長 柞木田　裕　一
〃 〃 名古屋営業所水処理事業部係長 三　島　壮　太

〃 （一財）かながわ水・
エネルギーサービス 本 部 技 監 渡　部　茂　樹

〃 〃 箱 根 水 道 セ ン タ ー 主 査 原　　　光　一
〃 ㈱ デ ッ ク 代 表 取 締 役 会 長 川　口　真　二
〃 〃 代 表 取 締 役 社 長 川　口　一　成
〃 〃 取 締 役 工 事 部 部 長 川　原　義　之
〃 〃 参 与 長谷山　信　一
〃 〃 参 与 山　田　俊　郎
〃 〃 西 日 本 オ フ ィ ス 理 事 海　道　尚　毅
〃 〃 SDF 工 事 部 部 長 福　島　大　輔
〃 〃 名 古 屋 営 業 所 所 長 山　田　浩　也
〃 〃 北 海 道 営 業 所 所 長 山　下　政　博
〃 〃 業 務 部 業 務 担 当 部 長 板　倉　　　充
〃 〃 執 行 役 員 技 術 部 副 部 長 石　井　義　昌
〃 〃 技 術 部 藤　原　大　輔
〃 サンエス護謨工業㈱ 製 品 開 発 部 部 長 中　村　光　伸

〃 （一財）千葉県
薬剤師会検査センター 技術検査部第 1 分析室主任 大　木　智　行

〃 〃 技 術 検 査 部 第 3 分 析 室 本　郷　友　将
〃 ㈱ 千 葉 メ ン テ 取 締 役 社 長 森　田　政　治
〃 〃 次 長 小野沢　賢　一
〃 〃 八 千 代 事 業 所 須　永　　　隆

千葉県
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神奈川県 ㈱ 千 葉 メ ン テ 鈴　木　　　稔
〃 〃 岡　田　玲愛奈
〃 〃 岡　田　有　華
〃 ㈱吉沢水道コンサルタント 吉　澤　成　彦

埼玉県 前 澤 工 業 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 宮　川　多　正
〃 〃 専 務 取 締 役 神　田　礼　司
〃 〃 常務取締役 環境事業本部長 濱　野　茂　樹
〃 〃 常務取締役 バルブ事業本部長兼埼玉製造所長 手　塚　正　三
〃 〃 相 談 役 松　原　　　正
〃 〃 経営企画室アドバイザー 春　田　満　雄
〃 〃 総 務 部 次 長 中　藤　康　拓
〃 〃 PPP 事業推進部技術部長 佐　藤　功　児
〃 〃 上 水 技 術 部 部 長 山　西　陽　介
〃 〃 上水技術部シニアマネージャー 田名部　直　勝
〃 〃 上 水 技 術 部 課 長 荒　海　純　一
〃 〃 上水技術部 兼 上水開発課課長代理 西　川　佳　弘
〃 〃 上 水 技 術 部 主 任 高　柳　和　幸
〃 〃 上水技術部 兼 積算課主任 町　田　佳　織
〃 〃 上 水 技 術 部 主 任 坂　下　寛　悟
〃 〃 上 水 技 術 部 上　原　佳　奈
〃 〃 執行役員 環境R＆D推進室長 大　澤　裕　志
〃 〃 環境 R ＆ D 推進室企画管理部長 根　本　雄　一
〃 〃 環境R＆D推進室技術開発センター長 高　橋　幸　治
〃 〃 環境R＆D推進室 技術開発センター係長 太　田　直　輝
〃 〃 環境R＆D推進室技術開発センター 凌　　　　 海
〃 〃 バルブ事業本部埼玉製造所設計部次長 前　田　修　宏
〃 〃 バルブ事業本部埼玉製造所バルブ開発部係長 市　村　直　也
〃 〃 バルブ事業本部埼玉製造所バルブ開発部 舘　野　友　一
〃 〃 バルブ事業本部埼玉製造所バルブ開発部 加　藤　　　崚
〃 〃 北 海 道 支 店 顧 問 廣　澤　雅　己
〃 〃 北 関 東 支 店 顧 問 酒　井　　　健
〃 〃 横 浜 支 店 顧 問 松　嵜　尚　志

千葉県
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埼玉県 前 澤 工 業 ㈱ 大 阪 支 店 顧 問 三　上　昌　行
〃 〃 大 阪 支 店 顧 問 谷　野　　　聡
〃 〃 九 州 支 店 顧 問 高　田　洋　征
〃 ㈱テクアノーツ 営業本部取締役営業本部長 山　本　信　剛
〃 〃 営業本部水道施設営業部統括部長 藤　﨑　敦　士
〃 〃 設計本部西日本設計部部長 清　水　幸　蔵
〃 〃 関 西 事 業 所 管 理 課 篠　原　　　光
〃 〃 関 西 事 業 所 管 理 課 江　田　由布香
〃 ㈱ オ ー ル 代 表 取 締 役 青　木　啓　之
〃 ㈱ 関 東 サ ー ビ ス 工 社 専 務 取 締 役 多　田　好　宏
〃 〃 所沢市第一浄水場 副所長 有　賀　貴　史
〃 （一財）埼玉水道サービス公社 さいたま公共サービス課課長補佐 金　子　弘　道
〃 〃 総 務 課 理 事 鈴　木　　　功
〃 ジーエルサイエンス㈱ カスタマーサポートセンター CS3 課 石　井　一　行
〃 ㈱大勇フリーズ 代 表 取 締 役 社 長 杉　山　　　篤
〃 内藤環境管理㈱ 研究開発部有機分析箇所箇長 佐　藤　亮　平
〃 ㈱ 日 さ く 東 日 本 支 社 さ く 井 部 係 長 舛　田　登　威

〃 ㈱前澤エンジニア
リングサービス 代 表 取 締 役 絹　笠　　　淳

〃 〃 取 締 役 池　田　　　豊
〃 〃 茨 城 営 業 所 顧 問 石　濱　正　美
〃 〃 茨 城 営 業 所 所 長 内　山　貴　裕

群馬県 ㈱群馬東部水道サービス 代 表 取 締 役 社 長 濤　川　　　進
〃 ㈱利根設計事務所 町　田　　　学
〃 〃 坂　本　未　瑠
〃 ㈱ ヤ マ ト 環 境 事 業 部 統 括 部 長 新　井　忠　男
〃 〃 大和環境技術研究所商品企画課課長 川　端　洋之進
〃 〃 大和環境技術研究所商品企画課 吉　田　杏　梨
〃 〃 大和環境技術研究所商品企画課 布　施　奈々子
〃 〃 大和環境技術研究所商品企画課 佐　藤　ゆきな
〃 ㈱両毛システムズ 取 締 役 常 務 執 行 役 員 上　山　和　則
〃 〃 公共事業部 水道ソリューション部部長 檜　山　和　博
〃 〃 公共営業部 水道営業課課長 黒　澤　良　雄
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群馬県 ㈱両毛システムズ 公共事業部 水道ソリューション部
水道ソリューション第 1 課担当課長 市　川　和　也

〃 ㈱両毛ビジネスサポート 取 締 役 BPO 事 業 部 長 中　村　和　正
〃 〃 BPO 事業部水道サービス部部長 土　井　隆　司

茨城県 （公財）茨城県開発公社 総 務 課 主 任 江　口　　　豊
〃 〃 業 務 課 主 任 横　田　秀　一
〃 日 本 濾 研 ㈱ 富　田　修　弘
〃 〃 吉　田　敬　紀
〃 〃 門　脇　秀　貴

愛知県 愛知時計電機㈱ 星　加　俊　之
〃 〃 國　島　賢　治
〃 〃 安　井　博　司
〃 〃 森　　　和　久
〃 〃 宇　野　和　峰
〃 〃 清　水　健　生
〃 〃 土　橋　　　遼
〃 ㈱ エ ス テ ム E M 推 進 部 杉　本　幸　誠
〃 ㈱ ク ロ ダ イ ト 代 表 取 締 役 黒　田　晃　正
〃 〃 開 発 部 部 長 藤　本　貴　志
〃 寿 美 工 業 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 山　田　　　真
〃 〃 取 締 役 営 業 部 長 畑　中　宏　文
〃 中 部 電 力 ㈱ 事 業 創 造 本 部 部 長 丸　山　忠　宏
〃 〃 事 業 創 造 本 部 主 任 水　上　洋　佑
〃 東 海 鋼 管 ㈱ 本 社 代 表 取 締 役 社 長 乾　　　公　昭
〃 〃 本社営業部常務取締役営業部長 都　筑　謙　治
〃 〃 大 阪 支 店 支 店 長 大　浦　稚　礼
〃 〃 技 術 部 係 長 林　　　　 茂
〃 中日本建設コンサルタント㈱ 水環境技術本部執行役員 隠　岐　敏　範
〃 〃 水環境技術本部第一部部長 伴　　　茂　樹
〃 〃 経 営 企 画 室 課 長 中　村　　　治
〃 〃 経 営 企 画 室 安　江　青　祐
〃 〃 大 阪 支 社 支 社 長 篠　原　秀　之
〃 名古屋上下水道総合サービス㈱ 代 表 取 締 役 社 長 岩　間　千　晃
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愛知県 名古屋上下水道総合サービス㈱ 営業推進部営業推進課主幹 佐　藤　健　太
〃 ㈱ ハ ズ 営 業 部 営 業 管 理 部 長 水　野　　　巌
〃 〃 営 業 部 営 業 部 長 柄　澤　　　正
〃 名 三 工 業 ㈱ 常 務 取 締 役 鬼　頭　幸　治
〃 〃 技 術 顧 問 坂　部　逸　夫
〃 〃 技 術 顧 問 世　古　幸　則

三重県 （一財）三重県環境保全事業団 科 学 分 析 部 部 長 古　川　浩　司
岐阜県 ㈱安部日鋼工業 代表取締役社長執行役員 井手口　哲　朗

〃 〃 取締役専務執行役員工事本部長 梅　田　勇　人
〃 〃 取締役専務執行役員事業本部長 松　山　高　広
〃 〃 執 行 役 員 堅　田　茂　昌
〃 〃 執行役員事業本部副本部長 日比野　隆　典
〃 〃 技 術 顧 問 湯　山　芳　夫
〃 〃 技術工務本部容器技術部長 伊　藤　朋　紀
〃 〃 技術工務本部技術開発部課長 石　井　　　豪
〃 〃 東 北 支 店 営 業 部 長 濱　野　　　央
〃 〃 常務執行役員東京支店長 進　藤　明　彦
〃 〃 東 京 支 店 営 業 部 長 國　立　宣　之
〃 〃 上席執行役員中部支店長 村　井　明　宏
〃 〃 中 部 支 店 営 業 部 長 岸　根　克　英
〃 〃 中 部 支 店 営 業 部 顧 問 三　輪　彰　一
〃 〃 執 行 役 員 大 阪 支 店 長 田　中　　　宏
〃 〃 大 阪 支 店 営 業 部 長 江　本　欽　木
〃 〃 大 阪 支 店 営 業 部 次 長 阪　中　寿　康
〃 〃 大 阪 支 店 営 業 部 課 長 森　本　　　仁
〃 〃 執 行 役 員 九 州 支 店 長 大　村　一　馬
〃 森 松 工 業 ㈱ 代 表 取 締 役 松　久　浩　幸
〃 〃 水 道 統 括 営 業 部 長 中　島　幸　彦
〃 〃 東北・関東水道営業部長 岩　本　和　之
〃 〃 中部・関西水道営業部長 望　月　　　憲
〃 〃 中四国・九州水道営業部長 野　口　和　也
〃 〃 水 道 事 業 部 管 理 部 長 竹　田　洋　樹
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岐阜県 森 松 工 業 ㈱ 水 道 設 計 部 部 長 林　　　健太郎
〃 〃 水 道 事 業 部 顧 問 田　村　　　誠
〃 〃 水 道 事 業 部 技 術 顧 問 保　尊　とし子
〃 〃 水 道 設 計 部 坂　　　剛　至

〃 （ 一 財 ） 岐 阜 県
公衆衛生検査センター 水道検査課上級技術専門員 岩　間　紀　知

〃 〃 水 道 検 査 課 技 師 中　出　え　み
〃 東和コンサルタント㈱ 設 計 部 部 長 杉　山　和　朗
〃 〃 シ ス テ ム 事 業 部 課 長 棚　瀬　光　孝

長野県 新 日 本 設 計 ㈱ 代 表 取 締 役 吉　澤　隆　美
〃 〃 専 務 取 締 役 吉　澤　圭一郎
〃 〃 常 務 取 締 役 吉　澤　慎二郎
〃 〃 取 締 役 東 北 支 社 長 山　田　正　幸
〃 〃 取 締 役 営 業 本 部 長 宮　下　泰　智
〃 〃 取 締 役 技 術 本 部 長 中　沢　彰　一
〃 〃 執行役員構造技術統括部長 坂　本　　　智
〃 〃 本 社 第 1 技 術 部 技 師 藤　井　陽　平
〃 〃 本社第 1 技術部課長補佐 新　井　　　学
〃 日本クリーンアセス㈱ 本 社 企 画 部 長 村　田　　　博
〃 〃 伊 那 市 水 道 事 業 所 所 長 守　屋　敏　彦
〃 〃 伊那市水道事業所業務課長 飯　島　健　一
〃 ㈱水みらい小諸 業 務 部 施 設 課 塩　野　貴　大
〃 〃 業 務 部 施 設 課 部 長 山　浦　立　男
〃 ㈱ ミ ナ ミ サ ワ 南　澤　俊　文

大阪府 ㈱ ク ボ タ 取締役専務執行役員水環境事業本部長 吉　岡　榮　司

〃 〃 常務執行役員環境事業部長
水 循 環 事 業 ユ ニ ッ ト 長 福　原　真　一

〃 〃 エグゼクティブオフィサーパイプシステム事業部長 市　川　　　孝
〃 〃 エグゼクティブオフィサ―水環境総括本部長 近　藤　　　渉

〃 〃 エグゼクティブオフィサー 
水環境ソリューション開発部長 牧　野　義　史

〃 〃 特 別 顧 問 木　股　昌　俊
〃 〃 パイプシステム事業部顧問 加　藤　敏　夫
〃 〃 パイプシステム事業部顧問 小　島　賢　悦
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大阪府 ㈱ ク ボ タ パイプシステム東日本営業部部長 氏　永　哲　矢
〃 〃 パイプシステム西日本営業部部長 古　谷　健　次
〃 〃 パイプネットワーク技術部部長 岸　　　正　蔵
〃 〃 パイプネットワーク技術部 船　橋　五　郎
〃 〃 パイプネットワーク技術部 原　　　毅　史
〃 〃 パイプネットワーク技術部 佐　藤　弘　康
〃 〃 パイプネットワーク技術部 安　達　　　徹
〃 〃 パイプネットワーク技術部 第一課課長 藤　井　宏　明
〃 〃 パイプネットワーク技術部 第一課 林　田　一　貴
〃 〃 パイプネットワーク技術部 第一課 若　杉　真　弥
〃 〃 パイプネットワーク技術部 第一課 小　林　優　一
〃 〃 パイプネットワーク技術部 第一課 川　崎　爽　香
〃 〃 パイプネットワーク技術部 第二課課長 林　　　光　夫
〃 〃 パイプネットワーク技術部 第二課 飯　出　　　淳
〃 〃 パイプネットワーク技術部 第二課 兼　子　　　浩
〃 〃 パイプネットワーク技術部第三課課長 井戸本　靖　史
〃 〃 パイプネットワーク技術部第三課 山　下　　　彰
〃 〃 パイプネットワーク技術部第三課 東　脇　正　明
〃 〃 パイプネットワーク技術部第三課 前　泊　あゆみ
〃 〃 パイプネットワーク技術部第三課 前　田　光太郎
〃 〃 パイプネットワーク技術部第三課 山　口　俊　明
〃 〃 パイプネットワーク技術部第三課 青　木　大　誠
〃 〃 パイプネットワーク技術部第四課課長 伊　東　一　也
〃 〃 パイプネットワーク技術部第四課 金　子　正　吾
〃 〃 パイプネットワーク技術部第四課 田　中　龍之介
〃 〃 パイプネットワーク技術部第四課 中　村　　　学
〃 〃 パイプネットワーク技術部第四課 尾　崎　涼　太
〃 〃 パイプネットワーク技術部第四課 室　岡　　　伸
〃 〃 パイプネットワーク技術部第五課課長 森　村　　　克
〃 〃 パイプネットワーク技術部第五課 塚　原　尚　起
〃 〃 パイプネットワーク技術部第五課 西　野　真依子
〃 〃 パイプネットワーク技術部第五課 西　島　凛太郎
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大阪府 ㈱ ク ボ タ パイプネットワーク技術部第六課 福　﨑　俊　哉
〃 〃 パイプネットワーク技術部第六課 畑　中　悠　稀
〃 〃 パイプネットワーク技術部第六課 四　方　惟武希
〃 〃 パイプネットワーク技術部業務課課長 池　田　幸　平
〃 〃 管路整備技術部技術サービス課課長 西　槙　伸　充
〃 〃 管 路 整 備 技 術 部 部 長 打　越　　　聡
〃 〃 管路整備技術部技術業務課課長 楠　瀬　幸　司
〃 〃 管路整備技術部技術企画課課長 景　山　早　人
〃 〃 管路整備技術部技術企画課 橋　井　　　巧
〃 〃 管路整備技術部技術企画課 両　國　彰　人
〃 〃 管路整備技術部技術企画課 岡　下　裕　一
〃 〃 管路整備技術部技術企画課 髙　木　歩　実
〃 〃 管路整備技術部技術課課長 岸　田　隆　行
〃 〃 管路整備技術部技術企画課 辻　　　研　吾
〃 〃 水循環プラント技術部担当課長 保　科　克　行
〃 〃 水環境研究開発第二部第一チームチーム長 上　中　哲　也
〃 〃 水環境研究開発第二部第一チーム 権　　　大　維
〃 〃 水環境研究開発第二部 布　　　光　昭
〃 〃 パイプシステム生産技術開発部部長 田　中　進一郎
〃 〃 パイプシステム生産技術開発部設備開発課課長 渡　邊　和　也
〃 〃 パイプシステム生産技術開発部開発課課長 小　原　　　勝
〃 〃 パイプシステム営業推進部部長 山　品　貴　史
〃 〃 パイプシステム営業推進部販売促進課担当部長 與　語　雅　彦
〃 〃 パイプシステム営業推進部販売促進課担当課長 角　田　恵美子
〃 ㈱栗本鐵工所 代 表 取 締 役 社 長 菊　本　一　高
〃 〃 会 長 串　田　守　可
〃 〃 取 締 役 上 席 執 行 役 員 吉　永　康　治
〃 〃 執行役員パイプシステム事業部長 中　西　総一郎
〃 〃 執行役員バルブシステム事業部長 田　淵　泰　志
〃 〃 執行役員パイプシステム副事業部長 栗　本　　　健
〃 〃 パイプシステム事業部業務部長 玉　置　　　健
〃 〃 パイプシステム事業部東部営業部長 池　田　篤　司
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大阪府 ㈱ 栗 本 鐵 工 所 パイプシステム事業部西部営業部長 青　木　篤　之
〃 〃 パイプシステム事業部研究部長 中　本　光　二
〃 〃 パイプシステム事業部管路ソリューション部 部長 高　木　啓　介
〃 〃 パイプシステム事業部技術統括本部長 井　上　繁　則
〃 〃 パイプシステム事業部技術統括本部 DB 工事部長 小　林　　　真
〃 〃 バルブシステム事業部技術部長 永　井　　　豊
〃 〃 パイプシステム事業部研究部開発グループ長 山　本　雅　之
〃 〃 パイプシステム事業部研究部防食材料グループ長 大　津　秀　樹
〃 〃 パイプシステム事業部研究部 金属材料グループ長 澤　田　健　二

〃 〃 パ イ プ シ ス テ ム 事 業 部
管路ソリューション部 西部設計グループ長 鶴　見　義　弘

〃 〃 パ イ プ シ ス テ ム 事 業 部
管路ソリューション部 東部設計グループ長 佐　藤　克　範

〃 〃 パイプシステム事業部技術統括本部 
PPP 推進部西部営業・技術 G 長 和　多　昌　秀

〃 〃 パイプシステム事業部技術統括本部 
DB 工事部管路調査 G 長 八重垣　淳　平

〃 〃 パ イ プ シ ス テ ム 事 業 部
管路ソリューション部 東部設計グループ 杉　山　修　三

〃 〃 パ イ プ シ ス テ ム 事 業 部
管路ソリューション部 東部設計グループ 古　林　　　心

〃 〃 パ イ プ シ ス テ ム 事 業 部
管路ソリューション部 西部設計グループ 吉　村　充　基

〃 〃 パイプシステム事業部技術統括本部 
PPP 推進部西部営業・技術 G 木　澤　真依子

〃 〃 パイプパイプシステム事業部技術統括本部 
DB 工事部 西部 DB 工事部 檜　山　裕　貴

〃 〃 パイプシステム事業部研究部 防食材料グループ 明　渡　健　吾
〃 〃 パイプシステム事業部研究部 防食材料グループ 安　東　尚　紀
〃 〃 パイプシステム事業部研究部 金属材料グループ 小　川　耕　平

〃 〃 バルブシステム事業部 バルブ技術部
商 品 市 場 開 発 グ ル ー プ 大　森　勇　輝

〃 〃 業 務 顧 問 山　田　　　博
〃 〃 業 務 顧 問 高　橋　照　章
〃 〃 業 務 顧 問 齋　藤　　　弘
〃 〃 業 務 顧 問 尾　川　　　毅
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大阪府 ㈱ 栗 本 鐵 工 所 業 務 顧 問 篠　　　龍一郎
〃 〃 業 務 顧 問 出　口　勝　徳
〃 〃 業 務 顧 問 齊　藤　　　昭
〃 〃 業 務 顧 問 小　川　繁　登
〃 〃 業 務 顧 問 藤　野　恭　裕
〃 大 成 機 工 ㈱ 取 締 役 会 長 矢　野　隆　司
〃 〃 代 表 取 締 役 社 長 中　村　　　稔
〃 〃 取 締 役 営 業 統 括 担 当 青　木　利　之
〃 〃 相 談 役 井　戸　敏　三
〃 〃 執 行 役 員 技 術 部 長 浅　井　久　和
〃 〃 執行役員 大阪営業部長 下　中　政　之
〃 〃 執行役員 工事部門担当 竹　中　英　雄
〃 〃 参 与 名 古 屋 支 店 長 丸　山　浩　樹
〃 〃 特 別 顧 問 鈴　木　　　仁
〃 〃 特 別 顧 問 片　山　雅　文
〃 〃 顧 問 堂　馬　隆　之
〃 〃 顧 問 武　政　和　則
〃 〃 東 京 支 店 顧 問 八木澤　　　修
〃 〃 大 阪 営 業 部 顧 問 水　口　和　彦
〃 〃 大 阪 営 業 部 顧 問 伊　木　聖　児
〃 〃 総 務 部 部 長 藤　春　和　敬
〃 〃 北 海 道 営 業 所 所 長 森　井　貴　之
〃 〃 東 北 支 店 支 店 長 岡　田　洋　介
〃 〃 東 京 支 店 支 店 長 成　輪　　　健
〃 〃 北 陸 営 業 所 所 長 大　森　　　敏
〃 〃 岡 山 営 業 所 所 長 池　田　智　也
〃 〃 中 国 支 店 支 店 長 稲　垣　健　一
〃 〃 四 国 支 店 支 店 長 向　井　浩　平
〃 〃 松 山 出 張 所 所 長 藤　井　真次郎
〃 〃 九 州 支 店 支 店 長 久　米　博　和
〃 ㈱ニュージェック 都市・上下水道グループチームマネジャー 相　川　晃　平
〃 芦 森 工 業 ㈱ 岡　畑　圭　祐
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大阪府 エ ヌ エ ス シ ス テ ム ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 紙　谷　和　典
〃 大 阪 ガ ス ケ ミ カ ル ㈱ 活性炭事業部 研究開発部 清　家　尚　也
〃 〃 活性炭事業部 研究開発部 馬　場　悠　平
〃 〃 活性炭事業部研究開発部素材開発チーム社員 緒　方　智　希
〃 ㈱大阪水道総合サービス 代 表 取 締 役 松　本　広　司
〃 〃 企画推進室企画営業担当課長代理 藤　谷　和　樹
〃 ㈱極東技工コンサルタント 大阪本社大阪技術本部上席部長 畠　山　義　生
〃 〃 大阪本社大阪技術本部副課長 村　上　優　希
〃 ㈱ ク ボ タ 建 設 本 社 代 表 取 締 役 社 長 内　田　睦　雄
〃 〃 本社取締役 専務執行役員 工事技術本部長 神　谷　　　敏
〃 〃 本社取締役 執行役員 営業推進本部長 永　井　春　樹
〃 〃 本社役員待遇 営業推進副本部長 水　本　浩　司
〃 〃 工事技術本部技術開発部部長 成　島　照　和
〃 〃 工事技術本部 設計統括課課長 神　戸　俊　一
〃 〃 広島支店 土木設計課係長 木　元　瑛　之
〃 〃 土 木 設 計 部 岡　本　拓　真
〃 栗 本 商 事 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 葛　岡　貴　則
〃 〃 技 術 部 部 長 牟　禮　眞太郎
〃 〃 技術部 水道技術課課長 竹　中　祥　幸
〃 〃 技 術 部 水 道 技 術 課 嵯峨山　和　人
〃 ㈱ 光 明 製 作 所 取 締 役 会 長 金　村　時　喜
〃 〃 代 表 取 締 役 金　村　哲　志
〃 〃 参 与 宮　内　　　潔
〃 〃 技 術 部 筒　井　信　行
〃 ㈱三水コンサルタント 代 表 取 締 役 社 長 山　﨑　義　広
〃 〃 専 務 取 締 役 押領司　重　昭
〃 〃 業務推進本部執行役員 水道統括部長 中　込　　　修
〃 〃 業 務 推 進 本 部 理 事 弓削田　克　美
〃 〃 業務推進本部理事 営業統括部長 宮　下　修　巳
〃 〃 西日本事業本部 大阪支社営業部部長代理 三　村　仁　志
〃 〃 西日本事業本部 大阪支社営業部主任 畠　中　崇　志
〃 〃 西日本事業本部 大阪支社営業部 佐　野　正　樹
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大阪府 ㈱三水コンサルタント 岡 山 事 務 所 所 長 山　崎　一　郎
〃 〃 西日本事業本部 西日本施設事業部 水道部部長 中　下　尚　史

〃 〃 西 日 本 事 業 本 部 
西日本施設事業部 水道部部長代理 原　田　和　幸

〃 〃 西 日 本 事 業 本 部 
西日本施設事業部 水道部サブリーダー 米　谷　直　晃

〃 〃 西日本事業本部 西日本施設事業部 水道部 杉　江　武　智
〃 〃 西日本事業本部 中部支社営業部営業部長 佐　藤　好　昭
〃 〃 西日本事業本部 西部支社営業部営業部長 森　脇　　　潔

〃 〃 西日本事業本部西部事業部
事業部長 兼 西部副支社長 永　森　　　彰

〃 〃 西日本事業本部 西部事業部 技術部主任 田　村　和　也
〃 〃 西日本事業本部 西部事業部 技術部主任 松　﨑　悠　治
〃 〃 西日本事業本部 西部事業部 技術部 松　浦　悠一郎
〃 〃 東日本事業本部 東京支社営業部営業部長 高　本　英　光
〃 〃 東日本事業本部 東日本水道事業部技師長 松　本　直　秀

〃 〃 東日本事業本部 東北支社
営 業 部 営 業 部 担 当 部 長 齋　藤　正　樹

〃 〃 東日本事業本部 東北事業部主任 関　端　流　耶
〃 〃 東日本事業本部 東北事業部技師長 渡　邊　重　徳
〃 ㈱ タ ブ チ 代 表 取 締 役 社 長 田　渕　貴　之
〃 〃 会 長 田　渕　宏　政
〃 〃 東 京 支 店 顧 問 森　田　健　次
〃 〃 横 浜 支 店 顧 問 名　取　正　彦
〃 〃 KSK エリアセールス DIV 副本部長 山　田　雅　也
〃 〃 R D  D I V 部 長 坂　本　武　司
〃 〃 R D  D I V 松　原　　　匠
〃 ㈱ ト ー ケ ミ フィルターメディア事業部事業部長 細　川　太　郎
〃 〃 フィルターメディア事業部 大阪営業部部長 倉　谷　　　実
〃 〃 フィルターメディア事業部 技術室係長 長　續　雄　太
〃 〃 流 体 機 器 事 業 部 門 仙 台 営 業 所 課 長 山　口　弥　也

〃 （一社）日本ダクタイル
鉄 管 協 会 関 西 支 部 顧 問 牧　　　龍一郎

〃 〃 顧 問 松　本　要　一
〃 〃 顧 問 井　上　高　光
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京都府 日本メンテナスエンジニヤリング㈱ 営 業 部 取 締 役 部 長 塩　田　真　輔
〃 〃 営 業 部 副 部 長 木　成　芳　晃
〃 〃 営業部 PPP 推進室副部長・室長 竹　尾　弘　克
〃 〃 営 業 部 課 長 宮　原　虎之介
〃 〃 営 業 部 PPP 推 進 室 係 長 江　藤　光　一
〃 〃 滋 賀 事 業 所 副 部 長 奥　村　孝　次
〃 〃 緑 ヶ 丘 事 業 所 次 長 高　村　　　諭
〃 ㈱ フ ァ ノ バ 取 締 役 松　永　国　嗣
〃 横 手 産 業 ㈱ 代 表 取 締 役 会 長 横　手　治　彦
〃 〃 代 表 取 締 役 社 長 横　手　政　英
〃 〃 営業本部取締役 統括部長 桐　野　敏　和
〃 〃 顧 問 佐　藤　　　守
〃 〃 顧 問 森　岡　速　視
〃 〃 建 設 技 術 部 部 長 池　田　　　顕
〃 〃 営 業 部 1 課 課 長 山　田　隆　之
〃 〃 営 業 部 2 課 課 長 萩　原　章　敬
〃 理 水 化 学 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 森　川　　　浩
〃 〃 営業本部取締役営業本部長 牧　野　伸　彦
〃 〃 大 阪 支 店 支 店 長 木　澤　太　郎
〃 〃 技術本部水質試験室係長 遠　藤　拓　哉
〃 〃 技 術 部 古　藤　俊　雄

〃 （一財）京都市
上下水道サービス協会 理 事 長 向　畑　秀　樹

〃 〃 常 務 理 事 糸　藤　直　之
〃 〃 事 務 局 長 古　川　博　士
〃 〃 事 務 局 次 長 垣　野　真　義
〃 日本ニューロン㈱ 小　池　　　武
〃 〃 岩　本　泰　一
〃 〃 岩　本　康　浩
〃 〃 金　丸　佑　樹
〃 〃 西　　　勇　也
〃 〃 松　本　　　大

兵庫県 ㈱神鋼環境ソリューション 取 締 役 社 長 佐　藤　幹　雄

大阪府

京都府
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兵庫県 ㈱神鋼環境ソリューション 水 環 境 事 業 部 事 業 部 長 浜　田　直　也
〃 〃 水環境事業部副事業部長 向　　　博　之
〃 〃 水環境事業部 水環境営業部部長 野　村　英　亮
〃 〃 水環境事業部 水環境営業部専門部長 西　川　嘉　洋
〃 〃 水環境事業部 水環境営業部専門部長 西　田　正　俊
〃 〃 水環境事業部 水環境営業部副部長 坂　巻　良　昭
〃 〃 水環境事業部 水環境営業部 東日本営業室室長 江　向　紀　剛

〃 〃 水環境事業部 水環境営業部
西 日 本 営 業 室 主 任 部 員 藤　本　浩　之

〃 〃 上下水道技術部上水技術室 森　藤　昭　博
〃 〃 上下水道技術部上水技術室 藤　本　瑞　生
〃 〃 上下水道技術部上水技術室 丸　野　紘　史
〃 六 菱 ゴ ム ㈱ 取 締 役 営 業 部 長 横　溝　賢　治
〃 〃 専 務 取 締 役 大　前　仁　美
〃 〃 常 務 取 締 役 上　田　奏一朗
〃 〃 中　川　真　仁
〃 〃 取 締 役 東 京 支 社 長 蕪　木　浩　一
〃 （一財）神戸市水道サービス公社 総 務 課 理 事 長 森　下　貴　浩
〃 JFE アドバンテック㈱ 林　　　達　也

〃 （ 一 社 ） 全 国 水 道
管内カメラ調査協会 松　本　　　隆

〃 ㈱相互設計事務所 技 術 部 部 長 大　前　純　也
〃 〃 営 業 部 課 長 藤　井　翔　太
〃 多 木 化 学 ㈱ 宜　保　基　樹
〃 ㈱ T M C 代 表 取 締 役 廣　井　　　太
〃 ㈱データベース関西支店 関 西 支 店 支 店 長 南　保　和　朋
〃 〃 船 津 事 業 所 主 任 串　田　隆　佑
〃 〃 姫 路 山 崎 事 業 所 所 長 木　村　　　翼
〃 〃 神 出 事 業 所 技 術 員 千代田　雄太郎

〃 （公財）兵庫県
まちづくり技術センター 上 下 水 道 事 業 部 部 長 茨　木　徹　雄

〃 〃 上下水道事業部 上水道支援課主任技術専門員 武　市　久仁彦
〃 〃 上下水道事業部 上水道支援課副課長 佐　渡　美　行
〃 〃 上下水道事業部 上水道支援課主任 兒　山　雅　治
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奈良県 ㈱潮技術コンサルタント 代 表 取 締 役 武　田　康　夫
〃 〃 乃　一　　　武

滋賀県 清 水 工 業 ㈱ 代 表 取 締 役 清　水　康　裕
〃 〃 取締役営業本部長兼東京営業所長 清　水　俊　彦
〃 〃 本 社 営 業 所 長 中　川　増　之
〃 ㈱清水合金製作所 代 表 取 締 役 社 長 小　田　仁　志
〃 〃 技 術 本 部 取 締 役 技 術 本 部 長 川　﨑　幸　一
〃 〃 営 業 本 部 取 締 役 営 業 本 部 長 西　澤　輝　哉
〃 〃 営 業 本 部 副 本 部 長 杉　本　忠　明
〃 〃 営 業 本 部 顧 問 山　下　忠　正
〃 〃 営 業 本 部 大 阪 営 業 所 所 長 島　田　孝　也
〃 〃 技 術 本 部 髙　木　秀　是
〃 ㈱ 清 水 鐵 工 所 代 表 取 締 役 清　水　智　弘
〃 〃 営 業 部 取 締 役 部 長 森　　　重　剛
〃 〃 営業部西日本エリア長 兼 大阪営業所長 新　山　　　力
〃 ㈱ 水 研 代 表 取 締 役 社 長 佐　藤　康　成
〃 〃 取 締 役 営 業 部 長 畑　中　　　敏
〃 〃 統 括 本 部 長 藤　本　俊　一
〃 〃 顧 問 永　井　賢　一
〃 〃 技 術 開 発 部 部 長 大　鹿　正　浩
〃 〃 営 業 統 轄 部 部 長 菊　地　優　貴
〃 〃 大 阪 支 店 支 店 長 小　川　博　志
〃 ㈱西日本技術コンサルタント 三 重 事 務 所 所 長 山　崎　博　之
〃 〃 水環境デザイン部上下水道課課長 中　西　昭　博
〃 〃 水環境デザイン部上水道 1 課 堀　川　隆　行
〃 〃 上 水 道 部 課 長 堀　川　知　樹

広島県 （一社）日本ダクタイル
鉄管協会中国四国支部 支 部 長 野津山　　　宏

〃 〃 顧 問 西　村　重　則
〃 ㈱水みらい広島 代 表 取 締 役 社 長 坂　谷　隆　太
〃 〃 人 財 開 発 部 部 長 宇治田　義　博
〃 〃 技 術 部 ス タ ッ フ 北　澤　卓　也
〃 〃 技 術 部 ス タ ッ フ 日　浦　　　優
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岡山県 ㈱アクアプランニング 取 締 役 部 長 岡　本　直　樹
〃 〃 取 締 役 次 長 相　方　克　彦
〃 〃 技 術 部 計 画 課 技 師 角　　　隆　登
〃 ㈱ ウ エ ス コ 水環境デザイン事業部執行役員 事業部長 露　無　　　誠
〃 〃 ㈱ウエスコホールディングス経営企画室 猿　渡　章　夫
〃 〃 水環境デザイン事業部水環境デザイン部技師長 石　丸　　　豊
〃 〃 関 西 支 社 技 術 二 部 上 水 道 課 課 長 樋　笠　敦　之
〃 〃 米 子 支 店 技 術 部 上 下 水 道 課 部 長 竹　田　　　泰
〃 〃 長　戸　琴　美
〃 〃 竹　田　直　城
〃 三 恵 工 業 ㈱ 代 表 取 締 役 横　山　正　彦

香川県 朝 日 設 計 ㈱ 設 計 部 次 長 角　野　哲　宏
〃 〃 設 計 部 圡　井　蓮　弥
〃 ㈱川西水道機器 代 表 取 締 役 会 長 川　西　秀　人
〃 〃 代 表 取 締 役 社 長 川　西　章　弘
〃 〃 常 務 取 締 役 川　西　健　司
〃 〃 営 業 本 部 担 当 課 長 藤　原　章　展
〃 四国テクニカルメンテナンス㈱ 営 業 部 部 長 堀　江　卓　司
〃 〃 営 業 部 次 長 平　野　充　洋

高知県 冨 士 設 計 ㈱ 取 締 役 営 業 部 長 小笠原　基　文
〃 〃 営 業 部 主 任 清　水　匡　博

福岡県 環 境 電 子 ㈱ 役 員 室 代 表 取 締 役 会 長 山　本　隆　洋
〃 ㈱北九州ウォーターサービス 総務部総務課代表取締役社長 山　本　浩　二
〃 〃 総 務 部 総 務 課 庶 務 係 長 白　澤　孝　秀
〃 〃 水 道 事 業 部 主 任 武　本　裕　一
〃 〃 水 道 事 業 部 係 員 五　嶋　邦　彦
〃 〃 広域事業部広域事業課主任 下和田　一　文
〃 キュウセツ AQUA ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 大　野　征　博
〃 ㈱ ケ イ・ イ ー・ エ ス 理 事 有　田　仁　志
〃 〃 取 締 役 徳　永　和　夫

〃 （一社）日本ダクタイル
鉄 管 協 会 九 州 支 部 支 部 長 清　森　俊　彦

〃 日本メンテナス
エンジニヤリング㈱九州支店 次 長 村　上　隆　志
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福岡県 みらい水道サービス共同企業体 事 務 局 統 括 責 任 者 岡　　　宣　秀
〃 ㈱ ヤ マ ウ チ 代 表 取 締 役 山　内　知　之

佐賀県 昭和メンテナンス工業㈱ 代 表 取 締 役 村　上　慎太郎
〃 〃 顧 問 田　中　泰　治
〃 〃 水道サービスグループ 竹　内　優　弥
〃 〃 水道サービスグループ 小副川　晃　太

沖縄県 ㈱隆盛コンサルタント 設 計 部 課 長 古　閑　丈　詞
〃 〃 設 計 部 主 任 金　城　敬　太
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　　　　　　　　       そ　の　他　参　加　者

都道府県 　　　      所属・役職名 氏　　名

宮城県 国土交通省 東北地方整備局河川部地域河川課水道係長 水　戸　健　一
〃 ㈱復建技術コンサルタント 水工技術部 技術 2 課係長 児　玉　恵　太
〃 ㈱ 復 建 技 術 コ ン サ ル タ ン ト 水 工 技 術 部 主 任 佐　藤　貴　拡

福島県 福島県　会津保険福祉事務所生活衛生部衛生推進課副主査 高　橋　　　大
東京都 東京都立大学大学院 都市環境科学研究科 都市基盤環境学域准教授 荒　井　康　裕
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議案

会員提出問題について
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Ⅰ．防災・減災、国土強靱化 

 
（災害対策関係） 
１．水道施設の災害対策に対する財政支援について 

[東北、関東、中部、関⻄、九州] 
 

（要望事項） 
(1)  近年激甚化する風水害や切迫する大規模地震への対策として、水道施設の停電・土

砂災害・浸水災害対策及び水道施設・管路の耐震化について、持続的かつ安定的な財
政支援を図ること。 

(2)  「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に基づく財政支援の採択基
準における資本単価等の要件を撤廃し、交付対象事業を拡大するとともに、近年の大
規模な風水害等を踏まえ、今後、危機管理対策の拡充を進めていく必要があることか
ら、期間を延⻑すること。 

(3)  土砂災害・山地災害・浸水災害等の指定区域から水道施設を移転する場合において
も、財政支援を受けられるよう、適用要件を拡大すること。 

(4)  管路のループ化や多重化事業など、災害時におけるバックアップ機能を備えるため
の事業を補助対象とすること。 

(5)  配水場の場内連絡管の耐震化対策に係る費用を補助対象とするとともに、伸縮可と
う管をその対象に含め、複数年にわたる事業にも対応が可能とすること。 

(6)  応急給水用資機材等や加圧式給水車の整備または更新に係る費用を補助対象とする
こと。 

(7)  自家発電設備の設置・維持管理に対する補助メニューの充実を図ること。 
(8)  水道施設が甚大な被害を受ける恐れがある「南海トラフ地震津波避難対策特別強化

地域」等に指定されている地域については、必要な施設整備の財源措置として、普通
会計債の防災対策事業債及び緊急防災・減災事業債を水道事業まで対象を拡大するこ
と。 

(9)  水道事業において災害復旧事業債を活用した場合の特別交付税措置について、全て
の市町村を対象とするとともに、採択要件を緩和すること。 

(10) 災害救助法における応急給水について、医療機関や福祉施設等における受水槽等へ
の給水を費用負担の対象とするとともに、救助事務費に、応援活動に係る対応職員の
特殊勤務手当も費用負担の対象に加えること。 
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（理 由） 
水道は国⺠⽣活や産業活動を支える重要な基盤施設であり、大規模地震や集中豪⾬等の 

自然災害が発⽣した場合においても、飲料水等⽣活に必要な最低限の水を供給することが
水道事業者に求められている。 

東日本大震災、平成 28 年熊本地震、令和６年能登半島地震をはじめとした地震災害は 
もとより、平成 30 年７月豪⾬等の豪⾬災害においても、水道施設は甚大な被害を受け、
⻑期間にわたり国⺠⽣活や都市活動に重大な支障を来し、我が国のいずれの地域において
も、災害対策は必要不可欠なものと再認識されたところである。 

こうした中、水道事業者は、発⽣の確率が高いとされている南海トラフ地震や近年頻発 
している豪⾬災害等への備えとして、ハード面では管路を始めとした水道施設の耐震性の
強化、災害時の給・配水拠点となる配水池の増設、停電・浸水対策の強化、応急給水用資
機材や非常用貯水施設の整備等、ソフト面では国が示す危機管理対策マニュアル策定指針
を基に、各種マニュアルの作成とともに訓練の実施を鋭意進めている。 

しかしながら、災害対策に要する事業費は、水道事業経営に及ぼす影響が非常に大きい
ところではあるが、その効果は広く地域の防災機能の強化に寄与するものであることか
ら、財源の全てを水道事業者が負担することのないよう十分な国の支援が必要である。 
国においては、令和３年度から７年度までの「防災・減災、国土強靱化のための５か年加
速化対策」に基づき、水道施設における土砂災害・浸水災害の対策工事など、耐災害性強
化を推進するための施設整備に対する財政支援が行われているところではあるが、当該補
助金及び交付金においては、従来どおり資本単価等の採択基準及び交付対象事業が付され
ていることから、危機管理対策上必要な事業を実施するにあたり、この基準等を満たさな
いと補助対象とならないことに加え、５か年という期間の限られた財政措置であることか
ら十分に事業が進まないことも懸念される。 

また、近年、各種自然災害が懸念される中、水道施設が甚大な被害を受ける恐れがある
「南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域」等に指定されている地域において、災害発
⽣時においても水道がその機能を維持できるよう、災害に対し万全に備えるための水道施
設整備が急務とされているが、普通会計債の防災対策事業債及び緊急防災・減災対策事業
債について、水道事業が対象となっていないことから、必要な水道施設整備の財源措置と
して不十分な状況にある。 

よって、我が国全体の水道の防災・減災、国土強靱化を図るため、採択基準の緩和等適
用要件の拡大等をはじめとする持続的かつ安定的な財政支援を国に対して強く要望する。 
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２．水道事業の災害対策の強化について 
[東北、関東、中部、関⻄] 

（要望事項） 
(1)  災害からの復興の円滑化に資するため、国、行政部局、水道事業者及び関係団体間

における連携強化のための支援体制の構築等に係る措置を検討し講じること。 
(2)  国と事業体の役割分担の観点から、国が中心となり活動拠点や宿泊施設を確保し、

実際に応援活動の実務を担う応援水道事業体への提供が可能となる仕組みを構築する
こと。 

(3)  内閣府の「大規模噴火時の広域降灰対策検討ワーキンググループ」の検討結果を踏
まえた、富士山噴火時の国や水道事業者の連携方法の検討及びマニュアルを作成する
こと。 

(4)  災害時において、災害に備えた引当金の計上など機動的な予算執行等が可能となる
公営企業会計制度の仕組みについて検討し対策を講じること。 

(5)  国土強靱化基本計画に位置付けられた「水道施設の耐震化の推進」に基づく管路の
更新によって発⽣する残置管については、円滑かつ効率的な管路更新のために、道路
法第 40 条第 1 項ただし書きの類推適用により、原状回復が不適当な場合として扱う
こと。 

(6)  橋梁への水道管添架及び仮設管の設置に係る載荷重について、現在、統一基準がな
く各地域の許認可担当ごとで対応が異なるため、国として統一的な基準等の早期策定
を行うこと。 

 
（理 由） 

令和６年能登半島地震においては、水道の基幹施設が損傷し、被災者の⽣命や⽣活に不
可欠な水道を供給できない状況が⻑期化した。⻑期化の要因として、土砂崩れ等による通
行止めに山がちな地理的特性が重なり、応援水道事業体にとっても、活動拠点や宿泊施設
の確保の面から困難な状況下での活動となった。 

令和２年には、「大規模噴火時の広域降灰対策検討ワーキンググループ（内閣府）」によ
り、富士山は宝永噴火から 300 年以上が経過し、いつ噴火してもおかしくない状況である
ことから、富士山噴火をモデルケ ースとした降灰予測や測定される影響が示されたところ
であるが、ひとたび富士山が噴火すると、被害は広域にわたることが想定されており、富
士山噴火時における国や水道事業者の連携も必要不可欠となる。 

また、水道施設等が被災した際に、直ちに復旧し水道水供給を確保するためには、発災
時に速やかに予算執行可能とする仕組みを整え、機動的に対応する必要性があるが、現行
制度の下における補正予算等による対応は手続きに一定期間を要することとなる。さら
に、復旧に係る費用の財源確保のためにも、災害に備えた引当金の計上が認められるよう
制度の見直しが必要であると考える。また、被災した施設・設備の残存価値はゼロにな
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り、当該年度において多額の除却損が発⽣することになることから、災害損失の繰延資産
への整理が必要と考える。 

加えて、全国の水道事業者は、国土強靱化基本計画に位置付けられた「水道施設の耐震
化の推進」に基づき、管路の更新に精力的に取り組んでいるところであるが、昨今改正さ
れた道路法において、管路等を更新した際に不要となった占用物の取扱いが強化され、工
期の⻑期化に伴う受注者の施工体制に影響が及ぶことが想定されるとともに、既設水道管
の撤去に要する費用も重い負担となっている。 

さらに、橋梁への水道管添架は、早期耐震化を目指す上で必要不可欠な手段といえる
が、載荷重計算を行い健全な橋梁に対しても、数か月間の仮設管ですら管理者が許可しな
い事案が発⽣している。 

南海トラフ地震や首都直下地震の切迫性が指摘されるなど、水道管路の耐震化を早急に
進めていかなければならない中で、こうした課題が、耐震化の促進を阻害する要因ともな
っている。 

よって、地震等自然災害に対する強靱な水道施設の整備を推進するとともに、被災後の
速やかな応急対策及び復興を図るため、技術的な考え方の整理を行うなどソフト面におけ
る各種支援措置を講ずるよう国に対して強く要望する。 

 
※道路法（抄） 
 （原状回復） 
第四十条 道路占用者は、道路の占用の期間が満了した場合又は道路の占用を廃止した場合

においては、占用物件を除却し、道路を原状に回復しなければならない。ただし、原状
に回復することが不適当な場合においては、この限りでない。 

２ 道路管理者は、道路占用者に対して、前項の規定による原状の回復又は原状に回復す
ることが不適当な場合の措置について必要な指示をすることができる。 

 
 
３．非常時における電力及び通信ネットワークの確保について 

[中部、関⻄] 
（要望事項） 
(1)  電気事業法第 27 条に基づく電力使用制限及び計画停電を実施する際は、水道事業を

対象から除外すること。 
(2)  水道用薬品の安定供給体制が確保できるよう、薬品製造メーカーについても、電力

使用制限及び計画停電の対象から除外すること。 
(3)  停電時に使用する自家発電設備の石油燃料を水道事業へ優先して供給できる体制の

整備及び緊急時の輸送手段を確保すること。 
(4)  大規模災害時には、電力会社の停電復旧作業が迅速に完了するよう、電力事業者間
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の相互応援等、一層の支援体制を構築すること、また、広域的な停電が発⽣した場合
には、復旧見込み・影響範囲等の情報を関係者に可能な限り速やかに提供することを
電力会社に働きかけること。 

(5)  災害に強い通信ネットワークの確保及びバックアップ化の実現に向けて、国が中心
となり取り組むこと。 

 
（理 由） 

東日本大震災の影響により電力会社の電力供給力が低下し、平成 23 年の夏季は電気事 
業法第 27 条に基づく電力使用制限令が実施され、平成 24 年の夏季にも計画停電が準備さ
れるなど、関係する水道事業者においては、自家発電設備の増強運転、ポンプ送水量の減
量など、受電量を減らすため、様々な厳しい対応が求められた。併せて、浄水場で使用す
る薬品の多くは、塩化ナトリウムの電気分解等により製造されており、その製造にも安定
的な電力供給は不可欠である。 

水道は、国⺠の日常⽣活及び社会経済活動の安定と発展を支える基盤として欠くことの 
できないものであり、計画停電・電力使用制限の実施、また、自然災害等に起因する大規 
模停電は、水道水の安定供給に甚大な影響を及ぼすものである。令和４年台風 15 号で 
は、水道施設の水没や停電を原因とする広域的な断水をもたらすなど、災害時における水
道施設の電力確保は、市⺠⽣活を守るうえで早急に取り組むべき課題と⾔える。 

また、自家発電設備用燃料に関して、東日本大震災時にはその調達に苦労した事例が多 
く、令和６年能登半島地震においても、最大で約４万⼾の停電が発⽣し、浄水処理にも影
響があったところであり、燃料貯留設備増強や調達経路の確保が必要となるが、財政面、
維持管理面及び⺠間企業等との交渉などは水道事業者単独での対応は困難であることか
ら、関係機関に対する国からの指導等が必要である。 

加えて、大規模災害時における通信ネットワークの確保に関する取組については、東日 
本大震災以降に対策されたところではあるが、平成 28 年の熊本地震、令和２年７月豪⾬
等の災害発⽣時において、通信障害が繰り返し発⽣している。通信施設の被災や停電、通
話規制によって、通信ネットワークが途絶すると、国や都道府県との通信、水道事業者内
での通信ができなくなり、施設の被害情報や断水区域の情報等の情報集約を行えず、応急
活動の遅れにつながるおそれがあることから、災害時における通信ネットワークの確保
は、水道事業の迅速かつ確実な災害対応を実現するうえで、非常に重要な要素となる。 

よって、安全で安定した水道水の供給を持続するため、非常時における電力及び通信ネ
ットワークの確保を国に対して強く要望する。 
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４．社会資本整備重点計画について 
[事務常設調査委員会] 

（要望事項） 
(1)  社会資本整備重点計画法における社会資本整備重点計画の作成に当たっては、水道

事業者の意見を踏まえた重点目標を設定した重点計画を策定すること。 
(2)  重点目標の達成に向けて、管路の耐震化等の事業を一層促進するため、水道事業に

対する従来からの個別補助に加え、水道を社会資本総合交付金の対象とする等、国の
財政措置を拡充すること。 

 
（理 由） 

社会資本整備重点計画法において、社会資本整備事業に水道事業が規定され社会資本整
備事業の実施に関し、地方公共団体の自主性及び自立性を尊重しつつ、適切な役割分担の
下に国の責務が十分に果たされる社会資本整備重点計画が策定されることになる。 

この重点計画において水道に関する具体的目標が新たに明示されることは、各水道事業 
者が共通して目指すべき水準について、国⺠（水道利用者）、各自治体（首⻑部局）及び各
水道事業者の間で共有され、水道事業の重要性に対する理解が改めて再認識される契機と
なるものと期待される。 

一方、現在の水道事業は老朽施設の更新、地震など頻発・激甚化する災害への対応や人
材確保など様々な課題を抱えている。 

これらの状況を鑑み、水道事業者の意見を踏まえた重点目標を設定した重点計画を策定
していただきたい。 

また、各水道事業者において、重点目標の達成に向けて、これまで以上に、重要な社会
インフラを担う意識を持った事業運営が進められ、耐震化等の施設整備、適切な維持管
理、施設の再構築が促進されることにより、強靭な水道インフラの実現が期待される。水
道事業者は、これら、強靭な水道インフラの実現のため、日々、努めているところである
が、更なる加速化には国の財政支援が不可欠であるため、水道事業に対する従来からの個
別補助に加えて、水道を社会資本総合交付金の対象とする等の財政措置の拡充を国に対し
て強く要望する。 

 
 
５．水道災害復旧事業における漏水調査及び給水装置の取扱いについて 

[事務常設調査委員会] 
（要望事項） 

水道災害復旧のための漏水調査費用、並びに給水装置(配水管から分岐後の最初の止水栓
まで)の復旧工事費用を公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法における災害復旧事業費の
対象とすること。 

（社会資本整備重点計画関係）
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（理 由） 
水道の災害復旧における国庫補助については、令和６年４月から公共土木施設災害復

旧事業費国庫負担法の適用となっているが、漏水調査費用、並びに給水装置(配水管から
分岐後の最初の止水栓まで)の復旧工事に係る費用はその対象外とされている。 

しかしながら、水道の応急復旧は、上流部から区間を区切って配水管に充水し、破損
箇所を特定して修繕する。この一連の作業を配水区域の上流部から下流部まで繰り返し
行い、すべての漏水箇所を修繕することで応急復旧が完了するため、この漏水調査と修
繕工事は一体不可分の作業であり、水道事業の災害復旧に際して、漏水調査は不可欠な
ものである。また、漏水は配水管の他、配水管から分岐している給水管からも発⽣して
いるケースが多く、給水装置(配水管から分岐後の最初の止水栓まで)の復旧は、早期復
旧の鍵となるものである。 

令和６年能登半島地震では、その被害の甚大さ等を考慮して、これらの費用について
は補助対象(補助率２分１)としていただいたが、被災水道事業者にとって、依然、費用
負担が早期復旧を妨げる要因の一つとなっている。 

よって、水道災害復旧のための漏水調査費用、並びに給水装置(配水管から分岐後の最
初の止水栓まで)の復旧工事費用を公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法における災害
復旧事業費の対象とするよう国に対して強く要望する。 

 
 
（東日本大震災関係） 
６．放射性物質に係る対応の推進及び東京電力福島第一原子力発電所の事故を原因とする

損害賠償について 
[東北、中部] 

（要望事項） 
(1)  国及び東京電力ホールディングス（株）の責任において、放射能濃度が 8,000Bq/kg

を超える放射性物質を含む浄水発⽣土については、処分地の確保及び早期の全量処分
に向けた対応を図ること。(2) 各水道事業者が放射性物質対策に要したとして請求し
ている費用については全額を速やかに支払うとともに、今後においても、水道事業者
ごとに置かれた個別事情を踏まえた必要な追加的費用の賠償を継続するよう、国から
東京電力ホールディングス（株）に強く働きかけること。 

 
（理 由） 

東京電力福島第一原子力発電所の事故により拡散した放射性物質は、事故から 13 年以 
上が経過した現在でも、依然として水道事業運営に多大な影響を及ぼしている。 

放射性物質を含む浄水発⽣土の放射能濃度が 8,000Bq/㎏を超える指定廃棄物の処理につ 
いては、放射性物質汚染対処特措法等において、国が最終処分場を確保して進めることと

－ 142 －



されているが、それまでの間は、排出者である水道事業者が仮置き保管することとされて
おり、いまだに浄水場等での保管を余儀なくされている。 

また、当該事故を原因とする損害賠償については、水道事業者ごとに東京電力ホールデ 
ィングス（株）との間で賠償の合意形成が必要となっていることに加えて、放射性物質の
流入を防ぐための遮蔽、水道水のモニタリング、放射性物質除去効果のある粉末活性炭処
理等、放射性物質対策に要した費用の全てを賠償するものとはなっていない。 

このため、各水道事業者が経済的な負担を負いながら対応している状況にあることか 
ら、原因者である東京電力ホールディングス（株）には、正当な賠償請求全てに対し、誠
実かつ速やかな対応が求められる。 

よって、浄水発⽣土の適切な処理等、水道事業を円滑に運営するとともに、国⺠の不安 
を一日も早く解消し、健康と安全・安心な⽣活環境を確保するため、万全な対策を早急に
講じることを国に対して強く要望する。 
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Ⅱ．水道の基盤強化 

 
（ 補 助 関 係 ） 
７．水道事業に対する財政支援の拡充及び要件の撤廃等について 

[北海道、東北、関東、中部、関⻄、中国四国、九州] 
（要望事項） 
【水道施設整備費に関する事項】 
(1)  水道水源開発施設整備費、水道施設機能維持整備費及び高度浄水施設等整備費にお
いて、次の事項を実現するほか、採択基準における資本単価要件等の撤廃、補助対象事
業・施設の拡大及び補助率の大幅な引き上げを図るとともに、交付に当たっては、補助対
象事業者の要望額とし、交付決定を早期化すること。 
① 水道水源開発施設整備費において、ダムの大規模改修事業を補助対象に加えるととも

に、各種付帯設備の更新費用についても補助対象とすること。 
② 水道施設機能維持整備費において、既存自家発電設備の更新・改良や施設の覆蓋化を

補助対象とする。 
③ 高度浄水施設等整備費において、交付額の算定に係る基準事業費を撤廃する。 
 
【防災・安全交付金に関する事項】 
(1) 緊急時給水拠点確保等事業のうち、次の事項を実現するほか、採択基準における資本
単価等の要件の撤廃、交付対象事業・施設の拡大及び交付率の大幅な引き上げを図るとと
もに、交付に当たっては、交付対象事業者の要望額とし、交付決定を早期化すること。 
① 基幹水道構造物の耐震化事業において、法定耐用年数の要件を撤廃し、交付対象事業費
の算定基準の見直しを図るとともに、基幹水道構造物の耐震化事業と併せて実施する⻑寿
命化工事（防食塗装等）についても交付対象とする。 
② 重要給水施設配水管において、水道料金等に係る採択基準を撤廃するとともに、令和元
年度補正予算で拡充された緊急対策に係る配水支管への財政支援を継続する。 
(2) 水道管路耐震化等推進事業のうち、次の事項を実現するほか、採択基準における資本
単価等の要件の撤廃、交付対象事業・施設の拡大及び交付率の大幅な引き上げを図るとと
もに、交付に当たっては、交付対象事業者の要望額とし、交付決定を早期化すること。 
① 老朽管更新事業において、平成 29 年度以後に実施された新規事業についても対象とす
るとともに、水道料金に係る採択基準を撤廃又は緩和する。また、布設後 20 年以上経過
した全ての管種を対象とし、配水支管までを交付対象とする。 
② 水道管路緊急改善事業において、採択基準における水道料金、給水収益に占める企業債
残高等の指標値を撤廃又は緩和するとともに、⻑期的な更新計画を策定し、計画的な更新
事業を実施する水道事業者を全て交付対象とする｡また、布設後 20 年以上経過した全ての
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管種を対象とし、配水支管までを交付対象とする。 
③ 鉛管更新事業において、交付対象に給水管の更新事業を加える。 
④ 水管橋耐震化等事業において、配水管も交付対象に含めるとともに、布設後 40 年以
下も対象とする。 
⑤ 導水管・送水管複線化事業において、交付対象範囲を軌道横断する管路や配水管まで拡
充するとともに、採択基準における既設管路が破損した場合に断水の影響を受ける人数の
要件を緩和する。 
(3) 水道事業運営基盤強化推進等事業のうち、広域連携がより促進されるよう、次の事項
を実現するほか、採択基準における資本単価及び人口要件等の撤廃又は緩和、交付対象事
業・施設の拡大及び交付率の大幅な引き上げを図るとともに、交付に当たっては、交付対
象事業者の要望額とし、交付決定を早期化すること。 
① 広域化事業において、地域の実情を踏まえ、事務所の統合整備及び水平統合だけでなく
垂直統合も含めた広域化が促進されるよう老朽化施設の更新・耐震化についても交付対象
とする。 
また、段階的な広域化が可能となるよう、２事業間における事業も交付金の対象とするな
ど、事業統合や経営一体化の要件を緩和するとともに、時限措置を撤廃する。 
② 運営基盤強化等事業において、最終年度に２か年分交付される交付金について、交付期
間を１年延伸し、１か年ずつ交付する。 
③ 運営基盤強化等事業において、広域化事業による水道施設の統廃合に伴う廃止施設撤去
費用の対象施設の拡充を図る。 
(4) 水道施設再編推進事業について、複数の末端給水を行う水道事業者の施設を廃止して
用水供給事業者の施設を増強（バックアップのための送水施設等を含む。）する施設の再構
築を行う場合の費用を対象とするとともに、資本単価や施設廃止数の要件を撤廃し、廃止
のみの事業も対象とすること。 
 
【その他】 
(1)  上下水道 DX 推進事業において、水道施設の再構築（再編成）を推進するため、先

端技術を活用したシステムの導入等の検討・構想から実施に要する費用について広く
補助の対象とし、設備の伴わない委託業務等についても対象とすること。また、スマ
ートメーター全⼾導入に係る取組を補助対象とするとともに、補助率の大幅な引き上
げを図ること。 

(2)  電気・機械設備、監視制御設備等、比較的耐用年数の短い設備の更新及び浄水場の
設備改修に対する交付金制度を創設すること。 

(3)  アセットマネジメントに基づき資本費の抑制に努めている水道事業者、経年施設を
多く有する水道事業者に重点的に措置される補助制度とすること。 

(4)  全国一律に適用される施設基準等について、必要性・合理性を検証し、地域の実情
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に応じて柔軟に事業運営できるよう地方の裁量を拡大すること。 
(5)  道路法に定められた道路占有者に係る占有物件の維持管理義務について、老朽管に

起因する道路陥没事故等防止のため、道路占有している水道管路の耐震化や更新に係
る維持管理に必要な費用に対する財政支援を図ること。 

(6)  本省繰越による当初予算の充当が行われないため、各事業体が要望する金額を当初
予算で確保すること。 

(7)  補助金・交付金の申請、スケジュール等、従前からの手続き方法と大幅な変更がな
いよう、各事業体の事務作業に負担が⽣じないよう特段の配慮をすること。 

(8)  簡易水道事業との統合にあたって、簡易水道事業の基盤強化を図っておく必要があ
ることから、簡易水道等施設整備費の採択基準の撤廃又は緩和及び補助率の引き上げ
を図ること。 

 
（理 由） 

水道事業者は、安全で良質な水道水を安定的に供給するため、より信頼性の高い水道の
整備・運営に努めているところである。 

特に、地震等の災害に対して強靱な水道施設を整備するため、耐震化の推進及び老朽施
設の更新・再構築に全力を傾注しているところであり、加えて、水道を取り巻く環境の変
化や一層多様化する水道使用者のニーズへの対応が求められている。 

また、病原微⽣物・有害化学物質等の新たな水質問題に対応した水質管理体制の強化、
施設の整備、並びに安定的な水源の確保への取組を実施することが、喫緊の課題となって
いる。 

さらに、人口減少に伴う料金収入の減収による収益構造の悪化や水道事業に携わる職員
数が減少する中、改正水道法を踏まえ、水道の基盤強化が求められている。 

これらの事業の推進並びに課題の解決には多額の資金が必要であり、国の持続的かつ安
定的な財政支援が不可欠である。 

よって、これらの事業の円滑かつ確実な推進に向けて、水道事業に対する予算を十分に
確保するとともに、財政支援の拡充及び要件の撤廃等を国に対して強く要望する。 

 
 

８．水道施設の更新･再構築事業に対する新たな財政支援体制等の確立について 
[東北、関東、中部、関⻄、九州] 

（要望事項） 
(1)  水源・取水施設、浄水施設、導送配水施設等における、水道施設の⻑寿命化事

業、更新・再構築事業、並びに廃止施設（既に廃止した施設や大規模災害時の撤去
事業を含む。）の撤去事業に対する財政支援制度を創設すること。 

(2)  広域連携により近隣水道事業者（水道用水供給事業者を含む。）と連携し、施設の
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統廃合とこれに併せたバックアップ機能強化を図る事業に対する財政支援制度を創
設すること。 

(3)  導・送水管の更新に係るバイパス管等の整備に対する財政支援制度を創設するこ
と。 

(4)  自動監視施設や遠隔操作システム、その他安全対策のための構築物や緊急的な水
質検査に対応できる機器等、水道施設の安全強化のための施設整備に対する財政支
援制度を創設すること。 

(5)  既存施設の共同化に伴う補助対象財産の財産処分について、承認条件の見直しを
図ること。 

(6)  水源水質保全の強化、新たな水質課題に対応するための調査研究体制の確立に要
する費用、外部委託費用及び施設改良費用に対する財政支援制度を創設すること。 

 
（理 由） 

水道事業者は、これまで増加する水需要に対応し、安全で安定した水道水の供給を確保
するため、施設能力の増強及び基幹施設の整備を進めてきた。 

これら施設には、水需要が急増した昭和 30 年代から 40 年代にかけて建設されたものが
多く、現在では、建設後相当年数を経過し、老朽化が進んでいることから、その多くが更
新の時期を迎えている。 

更新・再構築に当たっては、人口減少等による水需要の減少を踏まえた施設規模の適正
化、地震等の自然災害に対して強靱な水道施設の整備、病原微⽣物・有害化学物質等の新
たな水質問題に対応した水質管理体制の強化や高度浄水施設の整備など、緊急かつ重要な
課題への対応に加え、改正水道法を踏まえ、水道の基盤強化が求められている。 

しかしながら、これら課題等の対応を踏まえた施設の⻑寿命化事業、更新・再構築事
業、並びに広域連携による施設の統廃合とこれに併せたバックアップ機能強化を図る事業
等には、莫大な事業費を要する一方で、直接料金収入の増加につながらないため、その資
金を水道事業者が独自で負担することは、事業経営に及ぼす影響も大きく、老朽化した水
道施設の更新・再構築等を早急に推進することは極めて困難な状況となっている。 

また、廃止する水道施設の撤去には莫大な費用を要し、その見込額が土地の評価額を上
回ることから、敷地の売却を前提とした施設の撤去が困難な状況となっている。 

令和２年度には⽣活基盤施設耐震化等交付金において、事業の縮小に伴う施設の統合整
備を行う水道施設再編推進事業が創設されたが、対象事業は、限定的なものである。 

さらに、既存施設の共同化において、補助対象財産の共同化にあたって施設の有償譲渡
や有償貸付等を行う場合には、各省庁の財産処分規定に基づき補助金等の国庫納付が必要
となり、施設の再編成による広域連携の推進に影響を及ぼしかねない。 

よって、水道施設の更新・再構築事業に対する新たな財政支援体制等の確立を国に対し
て強く要望する。 
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９．簡易水道事業統合等に対する財政支援について 

[東北、関⻄、中国四国] 
（要望事項） 

統合により上水道事業が負担することとなる旧簡易水道施設の整備費等について、引き
続き簡易水道事業繰出基準と同等の繰出基準を適用する等、必要な財政支援を図るほか、
次の事項を実現すること。 

(1)  統合前の簡易水道の建設改良に要する繰出金について、旧簡易水道事業債の元利
償還金に係る交付税措置は、臨時措置分も含めて統合後６年目以降も減額すること
なく継続し、従前の交付税の水準を将来にわたって維持する。 

(2)  統合前の簡易水道未普及解消緊急対策事業に要する繰出金について、統合後も繰
出しの対象とする。 

(3)  旧簡易水道事業区域で実施する建設改良事業に充てる企業債元利償還金の２分の
１が地方公営企業繰出制度の対象となったが、この繰出しに対する財源は一般財源
と特別交付税であり、設置自治体の財政負担増大が懸念されることから、負担軽減
のための制度改善を行う。 

 
（理 由） 

簡易水道事業の多くは、過疎地域や中山間地域・離島など地理的条件から施設の効 
率化には限界があり、また、既存施設の老朽化や水源の枯渇、水質悪化等の問題も山 
積し、運営基盤は脆弱なものとなっている。 

こうした中、国からは、既存の上水道事業の給水区域からの移動距離（道路延⻑距 
離）が原則として 10 km 未満の地域にある簡易水道事業を統合する方向で指導がなさ 
れ、水道事業者は統合を鋭意推進しているところであるが、地理的条件から上水道へ 
の施設統合ができず、経営のみを統合するソフト統合となり、経営の効率化や運営基 
盤の強化等につながらない状況もある。 

さらに、簡易水道事業の多くは、国の財政支援や一般会計からの繰入れ、簡易水道 
事業債等を主な財源としてかろうじて収支均衡を保っており、こうした簡易水道事業を統
合することは、独立採算制を基本としている上水道事業の健全な経営に支障を来す恐れが
ある。 

よって、上水道事業及び簡易水道事業の健全な経営を図るため、簡易水道事業統合等に
対する支援を国に対して強く要望する。 
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10．省エネルギー・再⽣可能エネルギー設備の導入促進に向けた柔軟な制度運用について 
[関東] 

（要望事項） 
(1)  補助対象事業として工事発注を行えるよう、公募時期を早めるとともに、早期に交

付決定を行うこと｡ 
(2)  補助要件の緩和及び２か年を超過する事業の取扱いについて、弾力的な運用が可能

となる補助制度を確立すること。 
 
（理 由） 

環境省では、平成 25 年度から二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金の交付を行って 
おり、その補助対象事業には、経済産業省及び国土交通省連携事業として「水インフラに
おける脱炭素化推進事業」があり、省エネルギー・再⽣可能エネルギーに係る施設等を整
備する場合に補助金を交付している。 

この補助金は、非営利法人が補助事業者（執行団体）として環境省から一旦交付を受 
け、同補助事業者（執行団体）が設置する委員会において審査を行い、エネルギー起源二
酸化炭素の排出抑制のための技術等を導入する事業に対して交付される仕組みとなってい
る。 

この補助金を受けるためには交付決定日以後でなければ工事の契約等が行えないが、交 
付決定時期が７月下旬頃であるため、契約手続きや事業の工期等を考慮した場合、補助金
を断念せざるを得ないこともある。 

また、２か年の事業の場合、１年目に出来高のないものは補助対象として認められない 
など、制約が多い制度運用となっている。 

近年は PPP 手法の導入による⺠間企業のノウハウを活用した浄水場等の更新を行う事例
が増加しているが、PPP 手法は複数年にわたる整備事業の工事請負契約を当初に一括して
締結するため、対象となる施設・設備の工事は契約後数年を経てからとなる場合が多く、
補助金の交付を受けるには課題の多い制度となっている。 

水の移送等に多大なエネルギーを要する水道事業における地球温暖化対策が社会的な要 
請となっている一方で、水道事業者は老朽施設の更新や耐震化に多額の費用が必要とな
り、省エネルギー・再⽣可能エネルギー設備の導入まで手が回らないのが現状である。 

よって、省エネルギー・再⽣可能エネルギー設備の導入促進に向けた柔軟な制度運用を
国に対して強く要望する。 

 
 
（ 起債・繰出関係 ） 
11．起債融資条件の改善及び地方公営企業繰出制度の拡充等について 

[北海道、関東、中部、関⻄、中国四国] 
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（要望事項） 
起債融資条件の改善及び地方公営企業繰出制度における実効性の強化、安全対策事業、

高料金対策等における繰出基準の緩和及び対象事業の拡充を図るほか、次の事項を実現す
ること。 

(1)  政府資金などによる安定した資金調達機能を維持するとともに、起債に係る利率
の更なる引き下げを図る。 

(2)  過疎対策事業債について、旧簡易水道事業と上水道事業の統合に関わらず、過疎
地域の水道施設全体に対象を拡大する。 

(3)  一般会計出資債に係る地方交付税措置を拡充する。 
(4)  浄水場、配水池等の基幹水道構造物の耐震化事業について、耐用年数を経過した

施設の更新・改築事業を対象とする。 
(5)  浄水場・管路等の更新事業、浄水施設覆蓋整備事業、既存施設の撤去事業並びに

自己水源の一部を用水供給事業に転換するための施設整備事業を地方公営企業繰出
制度の対象事業に加える。 

(6)  水道管路耐震化事業の繰出基準を緩和するとともに、水道用水供給事業者を対象
に加えるなど、制度の拡充を図る。 

(7)  水道事業が担う水源涵養に係る取組を地方公営企業繰出制度の対象事業に加え
る。 

(8)  再⽣可能エネルギー電力調達に際して増額となる維持管理費用などの経費につい
ても、地方公営企業繰出制度の繰出しの対象とする。 

(9)  消火栓設置に伴う水道管路の維持管理費用等について、明確な算定基準を示し、
着実な一般会計からの繰出しを図る。 

(10)  福祉減免に係る経費及び小規模集落への給水に係る経費を繰出基準に追加する。 
 

（理 由） 
水道事業においては、安全で良質な水道水の安定供給を確保するため、施設の建設・改 

良に多額の資金を必要とし、この財源の多くを起債に依存せざるを得ないことから、その
元利償還金は水道財政を圧迫しており、水道事業の健全な経営に大きな影響を及ぼしてい
ることに加え、人口減少社会においては、現行制度では自らの努力だけでは経営を維持す
ることが困難な水道事業者が増加することが予想される。 

今後も、安全で安定した水道水の供給を確保するためには、水源開発を始め、老朽化し 
た施設の更新、再構築事業や震災対策事業の推進等、施設の整備、さらには、広域連携の
推進が不可欠であり、これに要する巨額な資金もまた起債に依存せざるを得ない実状にあ
る。 

こうした中、地方公営企業繰出制度については、毎年度、総務省において、一般会計か 
ら公営企業会計への繰出しに関する基本的な考え方を示し、地方公営企業法に定める経営
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に関する基本原則の堅持と経営基盤の強化を図ることとしている。しかしながら、この繰
出基準に沿った事業に係る経費であっても、実際の繰出金の拠出は、一般会計の財政状況
によって左右されることが多く、必ずしも制度の趣旨が保たれているとは⾔い難い状況に
ある。 

一方、森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保する観点から、平成 31 年４月に森
林環境税及び森林環境譲与税に関する法律が施行され、また、令和元年度から森林環境譲
与税の地方公共団体への譲与が開始された。次世代に豊かな水源林を引き継いでいくため
に、水道事業の担う水源林保全への理解促進や住⺠参加による植林活動などの水源涵養に
係る取組は、極めて公益性の高い事業であり、まさに森林環境譲与税の使途に謳われてい
る活動内容にも通じているものがある。 

また、「地球温暖化対策の推進に関する法律」により、地方公共団体において温室効果ガ
スの排出量の削減等のための施策の推進が責務とされており、水道事業においても環境負
荷低減に係る取組を実施していく必要がある中、脱炭素化に取組むための建設改良に要す
る経費が地方公営企業繰出制度の繰出しの対象となったが、再⽣可能エネルギー電力調達
に際して増額となる維持管理費用などの経費についても制度の対象とすべきであると考え
る。 

よって、水道事業の健全な経営を確保し、水道料金の高騰化を抑制するため、地域の実
情等を踏まえ、起債の融資条件等を改善するとともに、地方公営企業繰出制度の拡充等を
国等に対して強く要望する。 

 
 
12．公的資金補償金免除繰上償還制度及び公営企業借換債制度の復活について 

[北海道、東北、関東、中部、関⻄、中国四国、九州] 
（要望事項） 

(1)   公的資金補償金免除繰上償還制度を復活すること。 
なお、制度の復活に際して、次の要件を緩和するとともに、手続きを簡素化する。 

① 許可要件となっている資本費、将来負担比率等の要件を緩和する。 
② 対象となる公営企業債の範囲を拡大し、年利率５％未満の企業債についても対象 

とする。 
③ 貸付日の条件により対象外となった年利率５％以上の企業債について、優先的に 

繰上償還を実施する。 
④ 繰上償還を行った財政融資資金の対象となっている事業に対する財政融資資金に 

おける新規貸付停止の要件を撤廃する。 
⑤ 制度利用に当たって必要な財政健全化計画の策定及び申請手続きの簡素化を図 

る。 
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(2)  公営企業借換債制度を復活すること。 
なお、制度の復活に際して、次の要件を緩和するとともに、手続きを簡素化する。 

① 年利率３％以上の企業債を対象とする。 
② 償還年限については、施設の耐用年数に応じた延⻑を可能とする。 
③ ⺠間等資金だけではなく、政府資金による借換債の発行を可能とする。 

 
（理 由） 

水道事業者は、起債を主な財源として水道施設の整備拡充を行ってきたため、その元利
償還金が水道事業にとって大きな負担となっており、特に過去に借り入れた高金利既往債
が、この負担を一層大きくしている。 

こうした状況の中、繰上償還については、政府資金は平成 19 年度から３年間、旧公営
企業金融公庫資金は平成 19 年度から２年間、一定の経営改革を実施する地方公営企業を
対象に補償金を免除する特例措置が講じられた。さらに、平成 22 年度から平成 24 年度の
３年間についても制度の継続がなされ、財政上の負担軽減につながる非常に有用な制度で
あった。 

なお、平成 25 年度に限り、東日本大震災の特定被災地方公共団体を対象に補償金免除
繰上償還及び借換債発行ができることとされたが、対象となる資金は年利率４％以上の旧
公営企業金融公庫資金のみと限定的なものであった。 

また、平成 30 年度からは、令和３年度までの時限措置として、上下水道事業について
公共施設等運営権の設定に係る実施方針条例の制定等、一定の要件を満たした地方公共団
体に限り、補償金免除繰上償還が制度化されているが、これも限定的なものである。 

よって、水道事業の健全経営を確保し、水道料金の高騰を抑制するため、広く活用でき
る公的資金補償金免除繰上償還制度及び公営企業借換債制度の復活を国に対して強く要望
する。 

 
 

Ⅲ．安定・安全の確保 

 
（ 水 源 関 係 ） 
13．安定水源の確保及び水源施設における堆積土砂対策等の推進について 

［関東、中部、中国四国、九州] 
 

（要望事項） 
(1)  ダムにおける堆積土砂対策事業に対する国庫補助制度を復活すること。また、豪⾬

災害等で治水効果を発揮したダムに堆積する土砂については、治水・利水の用途に関
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わらず災害復旧事業の対象とするなど、財政上必要な措置を講じること。 
 
(2)  流域水循環計画として認定された計画に基づき実施する事業については、交付金制

度の明確化等を図るなど、さらなる施策推進に向けた措置を講じること。 
(3)  水源流域内における森林保全のため、関係機関と連携した水源林保全事業を促進す

ること。 
 
（理 由） 

水道の根幹的使命の一つである安定給水確保のためには、安定した水源を担保する水源
施設の存在が不可欠であるが、その建設には⻑期にわたる期間と多額の整備費を要する。
このため、計画的かつ効率的な水源開発の推進が強く求められるとともに、整備されたダ
ム等を良好な状態で管理運営することが必要である。 

こうした中、ダム上流域においては、多くの地域で森林の荒廃が問題となるとともに、
所有区分毎に管理者が混在し総合的な治山・涵養事業の実施が困難な状況にある。さら
に、近年、頻発する豪⾬災害により、ダムにおける堆積土砂は全国的な課題となっている。 

また、水循環基本法の枠組みの中で策定される流域水循環計画の事業の推進により、関
係機関との連携のもと、適正な水循環の実現及び水資源の保全を図ることも強く求められ
ている。 

よって、安定水源の確保及び水源施設における堆積土砂対策等の推進を国に対し強く要
望する。 

 
 

14．水利権制度の柔軟な運用について 
[東北、関東、中国四国、九州] 

（要望事項） 
(1)  水利権の許可に当たり、水道事業者がこれまで投資して取得した水道水源（ダム使

用権など）や水道施設を最大限有効に、かつ、安定して利用し続けられるよう、水需
要見合いでの「水利権の減量」がなされないよう配慮すること。 

(2)  給水人口の減少及び広域連携の一施策としての施設の共同設置・利用等に伴う水道
施設の規模縮小や統廃合をせざるを得ない場合にも、水質リスクの低減、水量の安定
性、運用の効率性を踏まえたリスク管理型の水の安定供給のために既存の水利権の活
用が十分に図れるよう配慮すること。 

(3)  渇水時のみならず、地震等の災害時や大規模な水質事故時などにおいても、時間を
要する水利使用許可の手続きを経ることなく、特例的に水道事業者間の水融通が可能
となるよう配慮すること。 

(4)  水利権の許可に当たり、工事時や緊急時のバックアップ分を考慮した水量が得られ
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るよう、または複数の取水地点がある場合に、開発水量の範囲内でそれぞれ相互補完
が可能となるよう配慮すること。 

(5)  廃止される水利権に係る河川占用物に対し、水利権の廃止から施設の撤去までの猶
予期間を設けること。 

 
（理 由） 

河川法では、申請者の水需要に見合った水利権が許可されるのが原則となっているが、 
全国的な給水人口の減少傾向、節水機器の普及や節水意識の浸透などにより給水量の減少
が予想されるため、今後、水利権が見直しされることも懸念される。 

許可水利権を得ている水道事業者にとって、水利権は水道事業経営の根幹をなすもので 
あり、既得の水利権水量を安定給水のための施設整備や水運用の前提としている。 

多くの水道事業者は水利権を確保するため、ダム建設等に多額の費用を投じ、それを最 
終的には水道使用者の料金から回収しており、水利権は、いわば水道使用者の財産とも⾔
えるものである。 

また、水利権は厳格な手続きを踏んで許可されることから、河川法に基づく水利権制度 
では、渇水時の特例を除いて水融通は認められていない。 

地震等の災害や大規模な水質事故などの発⽣時には、社会経済的な損失の大きい減断水 
を回避するため、河川管理者においても河川法の原則の範囲で配慮がなされているところ
であるが、緊急時においては、特に水道事業者間における水融通が有効な方策と考えられ
るとともに、連絡管等により他の水道事業者と接続されている場合、減量または廃止され
る水利権の一部を他の水道事業者が活用することが可能となれば、水質リスクの低減、水
量の安定化、運用の効率化においても有効な方策になり得る。 

さらに、広域連携の一施策としての施設の共同設置・共同利用、上流取水の促進という 
観点において、施設規模の縮小や統廃合に伴い、同施設に水利権の減量又は廃止が⽣じる
場合に、その減量等される水利権を他の水道事業者が活用することができれば、広域化の
推進による経営基盤強化への効果が期待できる。 

これに加え、広域連携による施設の統廃合に伴い、廃止される水利権に係る河川占用物
については、原則撤去することとなっているが、その工事量や費用は大きく、下流に影響
がないよう行うためには工事計画から施工完了まで⻑い期間が必要であり、かつ短期間で
その費用を捻出することは経営状況がひっ迫することとなることから、水利権の廃止から
施設の撤去までの猶予期間を設けることが必要である。 

よって、水利権制度の柔軟な運用を国に対して強く要望する。 
 
 
15．既存ダムの洪水調節機能強化に向けた基本方針への対応について 

[関東、九州] 
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（要望事項） 
(1)  治水協定や事前放流ガイドラインについて、損失補填や費用負担等、改善に向け

た協議の場を関係省庁等と行えるよう調整すること。 
(2)  事前放流の実施後に、貯水池の水位が回復せずダムからの補給による水利用が困

難となる場合に備え、代替水源として河川維持流量の一時的な転用を可能とするな
ど、実害が⽣じないように河川管理者が予め対応策を定めておくこと。 

(3)  治水協定の締結者には、農業用水利用者等のダムに権利を持たない利水者が含ま
れないことから、ダムからの補給による水利用が困難となる恐れが⽣じた場合は、
河川管理者が関係利水者間の水利調整を行うこと。 

(4)  事前放流後に水位が回復しなかった場合の損失補填の対象に用水供給事業者から
受水する水道事業者を加えるとともに、利水者に特別な負担が⽣じた場合に備え、
事前放流ガイドラインにおいて、現在、損失補填制度対象外となっているダムや関
連費用についても、国の責任において適切に対応すること。 

(5)  水道事業者が利用する多目的ダムについても、水道事業者が十分な水量を安定的
に取水できるように、夏季制限水位値等を超えての運用など「ハイブリッドダム」
と同様の取組を推進すること。 

 
（理 由） 

令和元年東日本台風等を踏まえ、水害の激甚化、治水対策の緊要性、ダム整備の地理的 
な制約等を勘案し、緊急時において既存ダムの有効貯水容量を洪水調節に最大限活用でき
るよう、関係省庁の密接な連携の下、速やかに必要な措置を講じることとされ、「既存ダム
の洪水調節機能の強化に向けた基本方針（令和元年 12 月 12 日 以下、「基本方針」とい
う。）」が定められた。この基本方針に基づき、全ての既存ダムを対象に検証しつつ、治水
協定の締結、工程表等の各施策について具体的な検討が行われ、国管理の一級水系につい
て、令和２年の出水期から新たな運用を開始するとともに、都道府県管理の二級水系につ
いても、令和２年度より一級水系の取組を都道府県に展開し、緊要性等に応じて順次実行
していくこととされたところである。運用方法などの基本的事項については、国土交通省
の事前放流ガイドライン（令和３年７月）に定められており、事前放流による利水容量が
従前と同等に回復しない場合で、取水制限の新たな発⽣や、その期間の延伸及び取水制限
率の増加に伴い発⽣する利水事業者の広報等活動費用及び給水車出動等対策費用の増額分
が補填されることになっているが、これらの対応は水道用水供給事業者から受水する水道
事業者も行うことになる。 

水道事業者及び水道用水供給事業者は、これまでも水源確保のためダム開発事業に参画 
し、安定給水の確保に努めてきた結果、水道水が国⺠⽣活のみならず、社会経済活動を支
える重要インフラとして広く定着してきたところである。 
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近年、気候変動の影響による水害の激甚化により、流域に暮らす方々の安全確保が急務 
となってきている。一方で、降⾬の期間が集中するなどして、河川の利水安全度の低下が
見られるなど、ダムの貯留機能を最大限に活用した利水運用も余儀なくされているのが現
状といえる。 

加えて、国直轄のダムで推進されている「ハイブリッドダム」においては、降⾬予測シ 
ステムの進歩と事前放流制度の開始により、発電のための水量を確保する目的で、夏季制
限水位値等を超えて貯水する運用がなされている。こうした運用を水道事業者が水源とす
る多目的ダムにおいても拡張することで、既存ダムの能力を最大限活用し、効率的・効果
的な運用を行うことが可能となる。 

こうしたことから、治水協定や事前放流ガイドラインについて、損失補填や費用負担
等、改善に向けた協議の場を関係省庁等と行えるよう調整するとともに、人命優先の観点
から洪水調節機能の拡大に最大限協力しつつも、事前放流により水不足等の実害が⽣じな
いよう、安定給水確保のための基本方針への対応について国に対して強く要望する。 

 
 
16．特定多目的ダム供用開始後に要する利水者負担額の軽減について 

[東北、中部、関⻄] 
（要望事項） 
(1)  ダムの維持管理等に係る負担金（特定多目的ダム法第 33 条）の軽減を図ること。 
(2)  ダムの所在市町村への交付に係る納付金（特定多目的ダム法第 35 条）の利水者負担

額の軽減を図ること。 
 
（理 由） 

多くの水道事業者では、特定多目的ダム建設事業に参画し、安定的に取水するための許 
可水利権を取得している。 

しかしながら、特定多目的ダム事業の参画には、膨大な建設費用の負担に加え、ダム完 
成後は特定多目的ダム法第 33 条の規定に基づきダムの維持管理等に要する負担金及び同
法第 35 条に基づきダムの所在市町村への交付金を支払うための納付金の負担を強いられ
るため、厳しい水道事業財政をさらに圧迫するものとなっている。 

よって、特定多目的ダム供用開始後に要する利水者負担額の軽減を国に対して強く要望
する。 

 
 
（ 水 質 関 係 ） 
17．水道水源における水質保全対策及び水質事故の発⽣防止の強化等について 

[東北、関東、中部、関⻄、九州] 
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（要望事項） 
【規制・基準関係】 
(1)  水道原水を取水するダムや河川の上流域における産業廃棄物処分場等の建設に対

し、規制を強化すること。 
(2)  水質異常時における摂取制限を伴う給水継続の考え方について、各水道事業者等が

統一した見解をもって対応できるよう、給水継続に係る判断基準となるガイドライン
を示すこと。また、対応事例の取りまとめを行うこと。 

(3)  「浄水処理対応困難物質」等の健康への影響が予想される項目について、化学物質
の管理強化として、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善促進に関
する法律」による化学物質排出移動量届出制度（PRTR）特定化学物質への指定拡大
等を行うこと。 

(4)  PFOS 及び PFOA 等の有機フッ素化合物について、健康リスク評価を確定させると
ともに、財政支援と併せた技術支援を迅速に推進すること。また、「化学物質の審査及
び製造等の規制に関する法律」の規制対象外とされている既存の PFOS 等含有泡消火
薬剤に対しても使用抑制及び規制等を行うこと。 

(5)  水道水源における農薬類など人の健康に影響を及ぼす項目やかび臭原因物質（2-メ
チルイソボルネオール及びジェオスミン）、浄水処理対応困難物質などの水道水質管理
に影響を及ぼす項目について環境基準及び排水基準を早急に設定すること。 
また、シアン化合物など排水基準において有害物質として設定されている項目につい
て規制を強化すること。 

(6)  水道水源に着目した農薬の適正使用に関する規制等の施策について、引き続き強
化・充実に努めるとともに、使用実態に関する情報の提供に配慮すること。 

(7)  水道水源の富栄養化防止のため、引き続き、窒素、リンの排水規制を強化するこ
と。 

(8)  トリクロロエチレンなどによる水道水源の地下水汚染の原因を詳細に調査し、工
場・事業場由来の汚染に対しては監視・指導を強化すること。 

(9)  ホウ素及びその化合物の水質基準値について、安全性の視点を持ちつつ、WHO 飲
料水水質ガイドラインで示される評価方法等も含め最新の知見を参考に見直しを行う
こと。 

 
【事業実施関係】 
(1)  良質な水道原水が確保できるよう⽣活雑排水対策の推進等による水質保全対策を強

化するとともに、水源河川流域の下水道・合併処理浄化槽・し尿処理施設・農業集落
排水事業の推進及び処理の高度化を図ること。当面は、アンモニア態窒素の硝化促進
など、既存の下水道処理施設の運用による対策を推進すること。 
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(2)  畜産業における排水のクリプトスポリジウム等原虫類対策として、公共用水域へ排
水する畜産由来の汚水に係る排水処理施設整備を推進すること。 

(3)  水道原水を汚濁河川の直接的な影響から守るため、水道事業者等の取水地点よりも
下流に汚濁河川水を導く流水保全水路などの整備を推進すること。 

 
【調査・研究関係】 
(1)  微量有機物質及び農薬等の化学物質の使用実態、安全性等に関する調査、研究等を

さらに推進すること。 
(2)  水道水源のクリプトスポリジウム等原虫類について、⽣態・感染性・不活化・簡便

な試験方法に関する研究・開発を進めること。 
 
（理 由） 

水道事業者等は、常に安全で良質な水の安定供給という使命を果たすため、水道水源の 
水質保全や水質事故の発⽣防止について、日頃より細心の注意を払っているが、水源で水
質汚染事故が発⽣すれば、取水停止や水源系統切替え、さらには給水停止や摂取制限等を
余儀なくされる場合もあり、住⺠の⽣活に多大な影響を及ぼすことが考えられる。 

これまで、水道水の水質基準の改正はもとより、環境基準、排水基準などが強化され、 
水道水源の水質保全に関する法令が整備された。しかし、⽣活雑排水の流入や富栄養化に
伴うかび臭等による異臭味の発⽣、浄水処理工程で水道水質基準物質に変化する規制対象
外の物質や PFOS、PFOA を始めとする新たな化学物質による水質への影響など、水質に
関する問題が山積している。また、水道水源地域に産業廃棄物処分場が進出しており、水
道原水の汚染や水源涵養地の保水力低下が懸念されている。搬入される廃棄物の安全性の
確保や浸出水漏洩時の対策、事業廃止後の浸出水処理施設の稼働期間が着目される中、こ
れらは水道事業者等にとって重大な危害因子であり、浄水処理に多大な影響を与えるだけ
でなく、水道水に対する信頼性の低下や処理コストの増加などの大きな要因となってい
る。 

水源水質の問題は広域的、専門的な内容であることから、水道事業者等が安全で良質な 
水道水を安定的に供給するためには、国が水源保全について一層の規制強化を図るととも
に、水質事故の発⽣防止や水源の水質改善に対してより具体的な対策を実施することが必
要である。 

また、海水淡水化施設を導入している水道事業者等にとって、ホウ素及びその化合物の 
水道水質基準値は、浄水方法、施設の運用方法及び浄水コストに大きく影響する要因とな
ることから、常に最新の知見及び安全性確保の視点を持ちつつ見直しを図ることが望まれ
る。 
 よって、水道水源における水質保全対策及び水質事故の発⽣防止の強化等を国に対して
強く要望する。 
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Ⅳ．その他の重要事項 

 
18．電気料金等の高騰に対する支援制度の拡充について 

[関東、関⻄、中国四国] 
（要望事項） 
(1)  電気・ガス価格激変緩和対策事業において、電気料金が高い水準で推移している場

合は、支援を継続するとともに、更なる拡充を図ること。 
(2)  水道事業者が電力会社等と契約している特別高圧を含む全ての契約について支援策

の対象とすること。 
(3)  電気・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金において、水道事業者が十分に

活用出来る予算の確保と制度設計の充実を図るとともに、継続的に支援を行うこと。 
(4)  電気料金高騰対策の実施に当たっては、水道事業者への直接交付など、水道事業者

が確実に財政支援を受けられるよう改善を図ること。 
(5)  原油価格・物価高騰の影響による経費の増大に対する緊急かつ柔軟な財政支援を行

うこと。 
 
（理 由） 

水道事業は、市⺠⽣活や社会経済活動を支えるライフラインとして重要な役割を担って 
おり、安定的に事業を運営していく必要がある。一方で、導・送・配水施設におけるポン
プの使用や浄水処理等の過程において多大な電力を要することから、エネルギー価格の影
響を受けやすい事業形態となっている。 

これまでも、高効率機器の導入や効率的な水運用など省エネに取り組み電力消費の抑制 
に努めてきたところではあるが、昨今のエネルギー価格の急騰が水道事業経営に及ぼす影
響は極めて大きく、水道事業者の自助努力には限界があると考えられる。 

こうした中、令和４年９月には、国の電気料金高騰対策として、「物価高克服・経済再 
⽣実現のための総合経済対策」により、「電気・ガス価格激変緩和対策」及び「電力・ガ
ス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」として交付されたところであるが、電気需給
契約が特別高圧である場合は激変緩和対策の対象にはなっておらず、また、交付金は関係
部局等との協議・調整によっては、水道事業者に対して必要額が交付されるとは限らない
のが実態である。 

加えて、原油価格・物価高騰の収束が見通せない中、国の支援である「電気・ガス価格 
激変緩和対策事業」は令和６年５月使用分までとされ、令和５年４月に「電力・ガス・食
料品等価格高騰重点支援交付金」の活用について発出されたところであるが、各都市の判
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断に委ねるもので、水道事業に確実に割当がなされるものではない状況となっている。 
よって、安全で安定した水道水の供給を持続するため、電気料金等の高騰に対する支援 

制度の拡充を国に対して強く要望する。 
 
 
19．電磁式等を含む水道メーターの検定有効期間の見直しについて 

[北海道、関東、九州] 
（要望事項） 

電磁式等を含む水道メーターの耐久性等の検証を行い、検定有効期間を見直すこと。 
 
（理 由） 

水道事業者においては、平成 23 年４月から施行された計量法省令に基づき、計量精度の
向上等を踏まえた新基準に対応した水道メーターへ平成 30 年度末までに順次移行した。 
新基準に対応した電磁式や超音波式を含む水道メーターは、材質も環境に配慮したものへ
と改善されており、⻑期間の使用に支障はほとんど見られない状況である。 

しかしながら、現行の計量法に定める検定有効期間は従前のまま８年となっている。 
検定有効期間に基づく電磁式や超音波式を含む水道メーターの購入及び取替に要する費

用は、水道財政において大きな負担となっており、導入コストに多大な影響を与える水道メ
ーターの検定有効期間の見直しが急務となっている。 

よって、電磁式や超音波式を含む水道メーターの耐久性等の検証を行い、検定有効期間を
見直すことを国に対して強く要望する。 

 
 

20．地下水利用等による専用水道に係る法整備及び対応について 
[関東、中部、関⻄、中国四国] 

（要望事項） 
(1)  地下水利用専用水道の実態を正確に把握するとともに、水質管理の徹底も含め、立入

検査など適切かつ迅速な行政指導が行われるよう指針等について明示すること。 
(2)  地下水保全も含めた健全な水循環、水道水質の安全性の確保、地下水の公共利用のあ

り方の観点から、これらを踏まえた水循環基本法の運用を図るとともに、水道事業の給
水区域内における新規専用水道の設置規制等を含む新たな揚水規制について法整備を
図ること。 

(3)  専用水道の設置者及びその利用者に対し一定の負担を求めることができる仕組みの
創設等、地下水利用に係る新たな施策を検討すること。 
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（理 由） 
近年、水使用の合理化・経済性の観点から、地下水等の膜処理水と水道事業者が供給する 

水道水とを混合して給水する、あるいは、通常は地下水等の膜処理水を給水し、そのバック
アップ用として水道水を使用するといった専用水道の設置が全国的かつ急速に拡大してい
る。 

しかしながら、このような専用水道への移行は、地下水等の膜処理水と水道水との混合給 
水における水質管理の実態が不明瞭であるほか、水道水をバックアップ用として使用する
専用水道の場合、通常時は水道水を使用しないことから配水管内に停滞水が発⽣しやすく、
使用時に停滞水が専用水道に混入する場合がある。 

また、専用水道が水道水の使用を急激に増やした時に、配水管路内の圧力変動により、他 
の水道使用者に赤水などの異常が発⽣する恐れがあるという課題も抱えており、衛⽣上の
観点からも看過できない状況にある。 

一方、こうした専用水道による地下水等の利用拡大がもたらす環境への影響も懸念され 
るところであり、これまでにも地下水の過剰なくみ上げによる地盤沈下を防止するために、
工業用地下水のくみ上げ規制などが実施されてきた経緯がある。 

今後、専用水道による地下水利用がさらに拡大した場合には、再び地盤沈下が進行するこ 
とも考えられ、環境にもたらす影響が懸念されることから、これを防止するとともに、公共
性の高い貴重な資源である地下水の適正な保全のため、地下水の公共利用のあり方等を踏
まえた水循環基本法の運用を図り、地下水の公的な管理に係る取組をより一層推進してい
く必要がある。 

併せて、このような専用水道の水源である地下水は、国や自治体等の財政投資や使用者の 
負担によって整備された⾬水浸透施設等による地下水涵養の取組によってもたらされてい
るものであり、極めて公益的なものであることから、一部の⺠間企業や特定需要者の利益の
ために利用されることは、国⺠の共有財産である地下水の利用の観点から公平性を欠くも
のである。 

さらに、地下水利用専用水道の導入によって、水道の使用量が非常に少なくなった場合に 
は、水道施設に係る固定費の多くが未回収となり、その減収分が他の水道使用者に転嫁され
る懸念がある。 

よって、地下水利用等による専用水道に係る法整備及び対応を国に対して強く要望する。 
 
 
21．配水管等の耐用年数の見直しについて 

[北海道、関東、中部、関⻄、中国四国] 
（要望事項） 
(1)  配水管については速やかに耐久性等の検証を行い、材質・構造等に応じた適切な耐

用年数へ見直すこと｡ 
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(2)  配水管以外の水道施設の有形固定資産の耐用年数についても、耐久性や最新技術動
向の検証等を行い、個々の施設・設備に応じた適切な耐用年数に見直すこと。 

 
（理 由） 

高度成⻑期に埋設された多くの配水管は、老朽化が進み、本格的な更新時期を迎えてい 
る。 

更新に伴い布設する配水管については、東日本大震災の教訓を踏まえ、耐震性・耐久性
に優れた新型管種を選択する水道事業者が多い中、現行の地方公営企業法施行規則では、
配水管の耐用年数は一律 40 年と規定されている。 

しかしながら、近年の技術進歩により配水管の耐久性は大きく向上し、特にダクタイル
鋳鉄管では 100 年という⻑寿命を目指した新製品も開発されており、一律 40 年と規定す
る現行の地方公営企業法施行規則は実態に沿わないものとなっている。 

また、配水管以外の水道施設についても、ポンプ設備は 15 年、監視制御設備等の計測
設備は 10 年と規定されているが、これらについても技術レベルの向上や維持管理の適正
化を踏まえた見直しを検討すべき時期に来ていると考えられる。 

耐用年数は、水道事業の費用構成の中で大きな割合を占める減価償却費に関係し、水道
使用者から回収する水道料金の算定にも大きく影響を与えるものである。 

よって、配水管等の耐用年数の見直しを国に対して強く要望する。 
 
 
22．塗膜に含まれる低濃度ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物の処理等について 

[中国四国] 
（要望事項） 
(1)  塗膜に含まれる低濃度 PCB 廃棄物については、その処分期限を延⻑すること。 
(2)  塗膜に含まれる低濃度 PCB 廃棄物の処理が効率的かつ合理的に進むよう、処理対象

塗料（膜）の明確化及び処理体制の充実・多様化を図るとともに、塗膜除去にかかる
工事費、PCB 含有濃度に係る調査及び処理費用に対する財政措置を講ずること。 

 
（理 由） 

塗膜に含まれる低濃度 PCB 廃棄物については、環境省からの令和５年７月３日付け事
務連絡「ポリ塩化ビフェニル含有塗膜調査実施要領の改訂及び調査の進捗状況（令和５年
３月末時点）について」により調査を実施しているが、塗料の製造年及び種類のみで PCB
含有の有無を判断していることから、今後、低濃度 PC B が検出される施設が特別措置法
により政令で定める期間（令和９年３月 31 日）以降にも発見される可能性がある。 

また、塗膜除去を実施した施設より低濃度 PCB が検出された場合、塗膜除去を確実か
つ適正に行う必要があり、処理費用も高額となることから財政支援が必要である。 

－ 162 －



よって、塗膜に含まれる低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理等に関する検討及び財政
支援措置等を国に対し強く要望する。 
 
23．広域的な広報活動について 

[関⻄] 
（要望事項） 

水道利用者が水道事業の現状と将来あるべき姿を知り理解が深まるよう、全国もしくは
地方単位でのテレビ番組、CM、ラジオ、ポスター、SNS 等を通じて、広報活動を推し進
めること。 
 
（理 由） 

水道事業者は、人口減少に伴う料金収入の減少、老朽化施設の更新など様々な課題に直
面している中、今後水道事業を維持し、施設を将来に引き継ぐという役割がある。 

そのため、水道利用者に対しては、水道事業の現状と将来のあるべき姿を知り、理解を
深めてもらう必要があり、水道事業者は様々な媒体を使って広報活動を行っている。 
しかしながら、各事業者単体での広報では限界があり、水道利用者にその意図が伝わって
いない現状がある。 

よって、各水道事業者に共通の課題に対しては、より多くの水道利用者に効率的、効果
的かつ継続的なメッセージとなり得る、全国もしくは地方単位でのテレビ番組、CM、ラ
ジオ、ポスター、SNS 等を通じて、水道利用者が水道事業の現状と将来あるべき姿を知り
理解が深まるよう、広報活動を継続的に推し進めることを国に対して強く要望する。 
 
24．分水、区域外給水の解消方法の簡素化について 

[関⻄] 
（要望事項） 
(1)  分水、区域外給水の早期解消のため、給水区域の重複を可能とすること。 
(2)  手続きを簡素化する等、事務負担軽減に繋がる方策を検討すること。 
 
（理 由） 

人口減少等による給水収益の更なる減少により、水道事業は一層厳しい経営環境となる
ことが予想され、水道ストックの維持管理が健全経営持続の負担となるリスクがあること
から、更新や耐震化に加え水道施設の統廃合やダウンサイジング等、水道ストックの有効
活用に取り組んでいく必要がある。 

しかし、給水区域境界が存在する道路には、双方の水道事業者がそれぞれ配水管を埋設
し管理しているケースがあり、隣接する水道事業者がそれぞれに配水管を埋設することで
継続的に維持管理が必要な水道ストックが増えることになり、水道事業者の負担となって

よって、塗膜に含まれる低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理等に関する検討及び財政
支援措置等を国に対し強く要望する。 
 
23．広域的な広報活動について 

[関⻄] 
（要望事項） 

水道利用者が水道事業の現状と将来あるべき姿を知り理解が深まるよう、全国もしくは
地方単位でのテレビ番組、CM、ラジオ、ポスター、SNS 等を通じて、広報活動を推し進
めること。 
 
（理 由） 

水道事業者は、人口減少に伴う料金収入の減少、老朽化施設の更新など様々な課題に直
面している中、今後水道事業を維持し、施設を将来に引き継ぐという役割がある。 

そのため、水道利用者に対しては、水道事業の現状と将来のあるべき姿を知り、理解を
深めてもらう必要があり、水道事業者は様々な媒体を使って広報活動を行っている。 
しかしながら、各事業者単体での広報では限界があり、水道利用者にその意図が伝わって
いない現状がある。 

よって、各水道事業者に共通の課題に対しては、より多くの水道利用者に効率的、効果
的かつ継続的なメッセージとなり得る、全国もしくは地方単位でのテレビ番組、CM、ラ
ジオ、ポスター、SNS 等を通じて、水道利用者が水道事業の現状と将来あるべき姿を知り
理解が深まるよう、広報活動を継続的に推し進めることを国に対して強く要望する。 
 
24．分水、区域外給水の解消方法の簡素化について 

[関⻄] 
（要望事項） 
(1)  分水、区域外給水の早期解消のため、給水区域の重複を可能とすること。 
(2)  手続きを簡素化する等、事務負担軽減に繋がる方策を検討すること。 
 
（理 由） 

人口減少等による給水収益の更なる減少により、水道事業は一層厳しい経営環境となる
ことが予想され、水道ストックの維持管理が健全経営持続の負担となるリスクがあること
から、更新や耐震化に加え水道施設の統廃合やダウンサイジング等、水道ストックの有効
活用に取り組んでいく必要がある。 

しかし、給水区域境界が存在する道路には、双方の水道事業者がそれぞれ配水管を埋設
し管理しているケースがあり、隣接する水道事業者がそれぞれに配水管を埋設することで
継続的に維持管理が必要な水道ストックが増えることになり、水道事業者の負担となって

よって、塗膜に含まれる低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理等に関する検討及び財政
支援措置等を国に対し強く要望する。 
 
23．広域的な広報活動について 

[関⻄] 
（要望事項） 

水道利用者が水道事業の現状と将来あるべき姿を知り理解が深まるよう、全国もしくは
地方単位でのテレビ番組、CM、ラジオ、ポスター、SNS 等を通じて、広報活動を推し進
めること。 
 
（理 由） 

水道事業者は、人口減少に伴う料金収入の減少、老朽化施設の更新など様々な課題に直
面している中、今後水道事業を維持し、施設を将来に引き継ぐという役割がある。 

そのため、水道利用者に対しては、水道事業の現状と将来のあるべき姿を知り、理解を
深めてもらう必要があり、水道事業者は様々な媒体を使って広報活動を行っている。 
しかしながら、各事業者単体での広報では限界があり、水道利用者にその意図が伝わって
いない現状がある。 

よって、各水道事業者に共通の課題に対しては、より多くの水道利用者に効率的、効果
的かつ継続的なメッセージとなり得る、全国もしくは地方単位でのテレビ番組、CM、ラ
ジオ、ポスター、SNS 等を通じて、水道利用者が水道事業の現状と将来あるべき姿を知り
理解が深まるよう、広報活動を継続的に推し進めることを国に対して強く要望する。 
 
24．分水、区域外給水の解消方法の簡素化について 

[関⻄] 
（要望事項） 
(1)  分水、区域外給水の早期解消のため、給水区域の重複を可能とすること。 
(2)  手続きを簡素化する等、事務負担軽減に繋がる方策を検討すること。 
 
（理 由） 

人口減少等による給水収益の更なる減少により、水道事業は一層厳しい経営環境となる
ことが予想され、水道ストックの維持管理が健全経営持続の負担となるリスクがあること
から、更新や耐震化に加え水道施設の統廃合やダウンサイジング等、水道ストックの有効
活用に取り組んでいく必要がある。 

しかし、給水区域境界が存在する道路には、双方の水道事業者がそれぞれ配水管を埋設
し管理しているケースがあり、隣接する水道事業者がそれぞれに配水管を埋設することで
継続的に維持管理が必要な水道ストックが増えることになり、水道事業者の負担となって
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いる。 
また、維持管理費用だけでなく、給水区域境界には地形的な問題を抱えているエリアも

多く、新規の水需要に対し管路整備を行ったとしても末端部での水圧・水質等安定給水の
確保についての課題も存在する。 

水道法第８条では給水区域が他の水道事業の給水区域と重複しないことと規定されてお
り、認可等の手引きにおいても区域外への給水の解消方策として認可取得や第三者委託等
の方策が示されているが、いずれも水道事業者にとって事務負担が大きく、また給水需要
に対する迅速な対応が困難である。 

また、市境界における給水区域の整理について、水道法に基づく給水区域の拡張は届出
等で足りることとなっており一定の事務負担軽減に配慮がなされている一方で、給水区域
の縮小においては事業の一部廃止許可申請が必要とされている。 

このため、分水、区域外給水の解消方策の簡素化について、国に対して強く要望する。 
 
 
25．広域化等の促進に関する地方自治法の特例措置について 

[関⻄] 
（要望事項） 

組合規約の変更（共同処理する事務の団体の変更）をする場合、変更する団体の議会の
議決をもって、組合規約の変更が承認されるものとすること。 
 
（理 由） 

水道事業者の事業統合に際しては、その都度、地方自治法に基づき、関係地方公共団体
全ての議会の議決をもって、組合規約の変更（共同処理する事務の団体の変更）を行う必
要がある。 

一方で、事業統合の中には、当面の間、事業会計や料金体系等についてはそれぞれの団
体ごととし、将来的に水道料金、資産、事業会計等の全てを統一する事例もあり、統合し
ない団体への大きな影響は基本的にないケースもある。 

このため、広域化の取組みを円滑かつ迅速に進めるため、「広域化等の促進に関する地方
自治法の特例措置」について、国に対して強く要望する。 
 
 
26．水道分野の国際協力における水道事業者の役割の明確化及び国際協力活動への財政 

支援について 
[関東] 

（要望事項） 
(1)  今後策定・改訂されるの国の指針等において、水道事業者の国際協力における役割
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を明示すること。 
(2)  水道事業者が独自に国際協力に係る調査・検討等を行う場合に要する費用等につい

て、財政支援を講じること。 
（理 由） 

水道分野の国際協力については、独立行政法人国際協力機構（JICA）が行う技術協力プ
ロジェクトへの参画や、草の根技術協力事業の実施において、途上国への職員派遣や研修
⽣の受入などを通じ、水道事業者が大きな役割を果たしている。 

一方で、厚⽣労働省「新水道ビジョン」（平成 25 年３月）などにおいても、水道事業者
の国際協力への関与については、主に職員の資質向上や技術レベルの確保などの効果が示
されるのみで、水道事業者の役割については明確に示されていない。このことから、国際
協力に関わろうとする水道事業者の体制整備に資するため、今後策定・改訂される国の指
針等において、水道事業者の国際協力における役割を明確に提示するよう国に対して強く
要望する。 

また、上記 JICA 事業の効果的な実施を図るため、水道事業者が独自に国際協力に係る
調査・検討等を行う場合に要する費用等について、財政支援を講じ、水道事業者の負担軽
減を図られるよう併せて要望する。 
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令和６年度日本水道協会全国会議 

（105回総会･水道研究発表会） 

議事録 
〔令和６年10月９日 ９時30分 開会〕 

１．オープニングセレモニー 

〇司会(久本 真菜) 
 皆様、おはようございます。私は、本日の会議の司会を務める久本真菜と申します。ど
うぞよろしくお願いします。 
 それでは、ただいまより令和６年度日本水道協会全国会議、日本水道工業団体連合会
2024 神⼾水道展のオープニングセレモニーを開催します。 
 本日から始まる全国会議と水道展は、産官学の垣根を越え、全国の水道関係者が一堂に
会する、水道界における最大のイベントです。全国会議の総会では水道事業の諸課題の解
決に向けた討議、水道研究発表会では多数の研究成果の発表、水道展では企業による先進
技術と製品などの展示が行われます。 
 また、本年度は、初めての試みとして、小学生や一般の方々を含め水道をお使いの全て
の方々に水道への理解を深めていただくため、神⼾市水道局のご協⼒の下、日本水道協会、
日本水道工業団体連合会が共同で水道 PR ブースを設置しています。ぜひ皆様にご覧いた
だければと存じます。 
 これより全国会議水道展の開会を告げるテープカットを行います。 
 それでは、テープカットを行っていただく方々をご紹介します。 
 初めに、全国会議の主催者を代表し、日本水道協会副会⻑、豊中市⻑の⻑内繁樹様です。 
 続きまして、国土交通省大臣官房審議官の松原英憲様です。 
 続きまして、水道研究発表会の論⽂審査等合同会議委員⻑をお務めいただいている、東
京大学大学院教授の滝沢智様です。 
 そして、水道展の主催者を代表し、日本水道工業団体連合会会⻑、株式会社クボタ代表
取締役社⻑の北尾裕一様です。 
 皆様の準備が整いましたので、ここでテープカット前に記念撮影を行います。壇上の皆
様には、花に手を添えて、はさみを入れるポーズを取っていただきます。 
 それでは、写真撮影をお願いします。 
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 それでは、大変お待たせしました。テープカットに移ります。 
 壇上の皆様は、私が「どうぞ」と申し上げたら、テープにはさみをお入れください。 
 それでは、令和６年度日本水道協会全国会議、日本水道工業団体連合会 2024 神⼾水道
展の開会です。 
 どうぞ。 
 ありがとうございました。全国会議、水道展は、ただいまをもって開会となりました。
ご列席の皆様、本日は誠にありがとうございます。 
 以上をもちまして、オープニングセレモニーを終了します。ご登壇の皆様のご降壇に当
たり、いま一度大きな拍手をお願いします。 
 続きまして、開会式に移ります。準備が整うまで、いましばらくお待ちください。 
 これより、壇上スクリーンで上映する動画の説明をします。 
 日本水道協会では、水道用資機材の基準適合性を確認する検査事業を 1935 年より実施
し、水の安定供給に努めてまいりました。我が国における水道管は、その多くが老朽化し、
昨今頻発する震災に対する備えも急務となっています。また、本年４月には、水道行政が
国土交通省へ移管され、水道管の更新、耐震化がより進むよう期待されてます。 
 こうした背景から、改めて水道事業者の皆様、工業界の皆様に日本水道協会の検査事業
にご理解とご協⼒をいただき、ひいては国⺠の皆様に安全・安⼼な水道水を届けるため、
このたび初めて検査事業の PR 動画を作成しました。 
 また、⽂字の大きさや色使いなどの実践的な情報発信⼒を習得していただくため、第２
回目となる情報発信スキルアップセミナーを来年２月 14 日に開催します。山積する水道
の課題解決には、国⺠の水道への理解が不可⽋であり、より効果的に蛇⼝の奥を理解いた
だくため、広報担当者だけでなく、官⺠問わず、より多くの方々に本セミナーに参加して
いただきたいと思っています。併せて、ご案内します。 
（動画上映） 

２．開会式 

〇司会(久本 真菜) 
 間もなく開会式となります。皆様、ご着席ください。 
 ただいまより、令和６年度日本水道協会全国会議の開会式を始めます。 
 初めに、開催地を代表して、神⼾市水道事業管理者の藤原政幸よりご挨拶申し上げます。 

〇開催地代表(神⼾市水道事業管理者 藤原 政幸氏) 
 皆様、おはようございます。ただいま紹介にあずかりました神⼾市水道事業管理者の藤
原です。令和６年度日本水道協会全国会議の開会に当たり、開催地を代表して、一言ご挨
拶を申し上げます。 
 本来ですと、神⼾市⻑の久元よりご挨拶を申し上げるところでございますが、議会出席
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のため、私より代わってご挨拶いたします。 
 本日は、多くのご来賓及び関係者の皆様のご臨席の下、全国会議が盛大に開催されます
ことを⼼よりお慶び申し上げます。また、全国各地から神⼾へお越しいただき、⼼より歓
迎申し上げます。 
 また、このたび栄えある表彰を受けられる皆様方におかれましては、これまでの水道事
業発展へのご貢献に深く敬意を表しますとともに、⼼よりお祝い申し上げます。 
 さて、日本水道協会様においては、明治 37 年に上水協議会として創設され、以後 120
年にわたり水道に関する調査研究や資機材の検査など、生活に不可⽋な水道の健全な発
展に取り組んで来られました。 
 その日本水道協会の主催により、毎年、全国会議が開催されております。この全国会議
では、現場で活躍する水道関係者が対面で情報交換を行い、また、産官学の垣根を越えて
活発に議論されているところです。 
 本日お集まりの皆様においても、全国の水道関係者が一堂に会するこの貴重な機会に
情報交換や交流を深め、より一層の産官学の連携強化と水道界の発展につなげていただ
くことを願っております。 
 次に、全国の水道事業体を取り巻く現状ですが、本年の 2024 年は、１月に能登半島地
震、８月には日向灘を震源とする地震、また、台風 10 号の発生など、災害が激甚化する
一方で、水道施設等の老朽化に対するそのための適切な更新や耐震化を進めていく必要
に迫られています。 
 また、水道行政が厚生労働省から国土交通省、環境省へ移管され、上下水道一体となっ
た取組を強化していくことが求められています。 
 こうした状況を踏まえ、健全かつ安全・安定した水道事業経営を確⽴し、市⺠の大切な
財産である水道施設を次の世代へ継承し、安全・安⼼な水を安定供給し続ける役割がます
ます求められています。 
 本市の水道事業においても、全国の水道事業体の皆様と同様に取り巻く経営環境は非
常に厳しい状況ですが、この求められる役割を果たしていくため経営の効率化にも取り
組んでいます。 
 例えばハード面では、施設の更新に当たっては、水需要を踏まえたダウンサイジング化、
ソフト面では、給水装置、工事図面の審査において AI を活用することによる、審査時間
の短縮などです。この全国会議での研究発表などを参考にしながら、さらなる効率化にも
取り組んでまいりたいと考えています。 
 本市では、来年１月が阪神・淡路大震災から 30 年を迎える節目の年となっております。
現在その節目を迎える中にあって、海と山が育むグローバル貢献都市の実現に向け、都⼼
三宮やウォーターフロントの再整備、また、来年度に国際化する神⼾空港のターミナル整
備といった事業を進める一方で、都市の強靱化のため、水道管の耐震化や更新のペースア
ップに取り組んでいます。 
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 最後になりますが、この全国会議が他の事業体の皆様の取組や、⺠間事業者、学識経験
者の皆様がお持ちの最新の知見などを取り入れる場となり、また、水道業界全体の技術革
新や発展につながる場となるものと確信しています。 
 この全国会議の成功と水道界並びに日本水道協会のますますの発展、また、本日ご参集
の皆様のご健勝を祈念して、ご挨拶とさせていただきます。ありがとうございました。 

〇司会(久本 真菜) 
 藤原水道事業管理者よりご挨拶申し上げました。 
 続きまして、日本水道協会を代表して、日本水道協会副会⻑の⻑内繁樹豊中市⻑よりご
挨拶申し上げます。 

〇日本水道協会副会⻑（豊中市⻑ ⻑内 繁樹） 
 日本水道協会の副会⻑を務めている豊中市⻑の⻑内です。日本水道協会全国会議の開
会に当たり、一言ご挨拶を申し上げます。 
 本日は、ご多忙の中、多くのご来賓にご臨席を賜りますとともに、多数の会員の皆様に
ご参加をいただき、このような盛大な全国会議を開催できましたことを厚く御礼申し上
げます。また、開催をお引き受けくださいました神⼾市の藤原水道事業管理者をはじめ、
神⼾市水道局の皆様には、きめ細やかなご配慮と行き届いたご準備を行っていただき、⼼
から感謝申し上げます。 
 加えて、水道事業の発展に対する⻑年のご功績により、本日表彰を受けられる皆様、並
びに水道事業の課題解決に向けた優れた取組によって表彰される事業体の皆様に深く敬
意と感謝の意を表する次第です。 
 さて、我が国の水道は、皆様の日々のたゆまぬ努⼒により安全な水を安定的に供給いた
だき、国⺠生活や社会経済活動を⽀える上で⽋かすことのできない重要なインフラとな
っております。 
 しかし、水道施設の耐震化や老朽施設の更新、再構築、人材の不足、人⼝減少に伴う料
金収入の減少など、水道を取り巻く環境はますます厳しくなっています。特に先般の能登
半島地震や豪雨をはじめ、近年自然災害が激甚化、頻発化しており、水道の災害対応⼒の
強化と水道施設の耐震化は急務です。日本水道協会では、さらなる災害対応⼒の強化を図
るため、会員間の応援ルールである「地震等緊急時対応の手引き」を改定することとして
おります。 
 また、能登半島地震においても顕在化したとおり、水道施設の耐震化の重要性はより一
層高まっています。 
 こうした諸課題を解決し、次の世代に水道を引き継いでいくためには、水道界が一丸と
なり取組を進めていかなくてはなりません。 
 本日から始まったこの全国会議では、水道界が抱える諸問題を討議する会員提出問題
や水道研究発表会において 475 編もの研究成果や有効事例が発表されます。本会議は、
産官学の水道関係者が一堂に会する場となっていますので、様々な場面を通じて分野の
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垣根を越え、交流を深め、事業運営に生かしていただけることを期待しています。 
 また、今回の全国会議では初の試みとして、水道広報の加速化を図るため、日本水道工
業団体連合会と共同で水道 PR ブースを設置しています。水道界の抱える諸課題の解決に
は、国⺠の皆様の水道への理解が不可⽋です。 
 本 PR ブースでは、神⼾市のご協⼒を得て、市内の小学生や一般の方もご招待し、蛇⼝
の奥に関⼼を持っていただくための様々な催しを企画しています。皆様もぜひ一度ご覧
いただき、水道広報の加速化に向けた機運の醸成にお⼒添えをいただけたらと思います。 
 結びに、本日の全国会議が実り多い会議となること、また、水道界のさらなる発展と、
本日お集まりの皆様のますますのご健勝とご多幸、ご活躍を⼼から祈念申し上げ、開式の
ご挨拶といたします。 
 日本水道協会副会⻑、⻑内繁樹。ありがとうございました。 

〇司会(久本 真菜) 
 ⻑内副会⻑よりご挨拶申し上げました。 
 続きまして、ご来賓の方々よりご祝辞を頂戴したいと存じます。 
 初めに、国土交通省にお願いします。 

〇国土交通省上下水道審議官（大臣官房審議官 松原 英憲氏 代読） 
 私、国土交通省大臣官房審議官の松原英憲と申します。本来、松原誠上下水道審議官が
こちらにお伺いして祝辞を述べさせていただくべきところですが、災害対応と公務のた
め、本日は出席が叶いませんでしたので、私から代読いたします。 
 令和６年度日本水道協会全国会議が盛大に開催されますことを⼼よりお慶び申し上げ
ます。また、会議の開催にご尽⼒された関係の皆様、とりわけ開催都市である神⼾市の皆
様に感謝申し上げます。 
 皆様方におかれては、平素より水道行政の推進にご⽀援、ご協⼒をいただいております
こと、改めて感謝申し上げます。 
 折しも、能登半島地震の被災地においては、先月の豪雨により、水道施設が再度の被害
を受けています。現在、中部地方⽀部⻑都市である名古屋市の指揮の下、関係者一丸とな
って応急給水や応急復旧に対応いただいています。⼼より敬意と感謝を表します。一刻も
早い断水解消に向けて、引き続きのご協⼒をよろしくお願いします。 
 さて、本年４月の水道行政移管から半年が経過しましたが、この水道行政移管は、水道
事業が従来の殻を破って進化、飛躍するための大きなチャンスと考えています。水道界全
体が一丸となり国と考え方を共有し、施策を共に前へ進めていただけることを期待して
おります。 
 令和７年度予算の概算要求は、国土交通省として初めて要求する水道事業予算になり
ます。水道行政移管の成果を形とすべく、能登半島地震の教訓を踏まえた上下水道施設の
耐震化など、新たな⽀援制度の創設と予算額の確保に向けて全⼒で取り組んでまいりま
す。皆様におかれましても、耐震化の加速、管路更新率の向上に向けて積極的に取り組ん
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でいただきたいと存じます。 
 この全国会議は、全国の水道関係者が一堂に会する貴重な機会です。水道行政移管も含
め、今後の水道行政の方向性について、関係者間で様々な議論、情報交換をしていただく
とともに、水道の明るい未来に向けてしっかりとした一歩を踏み出す機会としていただ
ければ幸いです。 
 結びに、公益社団法人日本水道協会のますますのご発展と、本日お集まりの皆様方のご
健勝を⼼から祈念し、お祝いの言葉といたします。 

 令和６年 10 月９日 国土交通省大臣官房上下水道審議官 松原 誠 
代読 

 
〇司会(久本 真菜) 

 ありがとうございました。国土交通省上下水道審議官のご祝辞を国土交通省大臣官房
審議官の松原英憲様にご代読いただきました。 
 次に、環境省水・大気環境局⻑の松本啓朗様にお願いします。 

〇環境省水・大気環境局⻑（松本 啓朗氏） 
 皆さん、おはようございます。環境省水・大気環境局⻑の松本と申します。令和６年度
日本水道協会全国会議の開催に当たり、一言お祝い申し上げます。 
 本日全国からお集まりの水道関係者の皆様におかれましては、安全・安⼼な水道水の供
給に係る日頃のご尽⼒に深く感謝を申し上げます。また、能登半島地震、そして、先日の
能登半島豪雨への対応など、多くの水道関係者に災害復旧へのご尽⼒を賜っていること
に改めて厚く御礼を申し上げます。 
 さて、水道行政の厚生労働省からの移管により、環境省においては、本年４月より水道
水の水質基準や水質検査方法の策定などの業務を執り行っています。 
 水道は、私たちの生活に必要不可⽋なきれいな水を供給し、公衆衛生と生活環境を⽀え
る重要な社会インフラの一つです。 
 環境省では、これまで水道水源である河川、湖沼、地下水をはじめとする水環境の保全
に努めてまいりました。⻑年にわたって蓄積してきた水質に関する専門的な知見を生か
して、皆様とともに水道水の安定供給と安全性確保の一翼を担ってまいります。 
 また昨今、国⺠の皆様の関⼼が高まっている有機フッ素化合物、いわゆる PFAS につい
てですが、本年６月、食品安全委員会による食品健康影響評価の結果も踏まえ、現在水道
水中の暫定目標値の取扱いについて、専門家による議論を賜っているところです。できる
だけ早期に結論を取りまとめられるよう取り組んでまいります。 
 環境省としては、今後とも安全・安⼼な水道水の安定供給に向け、皆様とともに水道事
業の発展に努めてまいりますので、引き続きのご⽀援、そして、ご協⼒をお願い申し上げ
ます。 
 結びに、この全国会議のご成功と日本水道協会様のさらなるご発展、そしてまた、本日
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ご出席の皆様方のご健勝とご活躍を⼼より祈念しまして、私からのお祝いの言葉とさせ
ていただきます。本日は、どうぞよろしくお願いいたします。 

令和６年 10 月９日 環境省水・大気環境局⻑ 松本 啓朗 
〇司会(久本 真菜) 

 ありがとうございました。環境省水・大気環境局⻑の松本啓朗様よりご祝辞を頂戴いた
しました。 
 次に、総務省自治財政局⻑の大沢博様にお願いします。 

〇総務省自治財政局⻑（自治財政局大臣官房審議官 清田 浩史氏 代読） 
 おはようございます。総務省の公営企業担当審議官をしている清田です。本日は、ここ
に令和６年度日本水道協会全国会議が開催されるに当たり、一言お祝いを申し上げます。 
 初めに、水道事業の安定経営及び発展のために日夜ご尽⼒いただいている皆様方に深
く敬意を表し、感謝申し上げます。また、本日、永年にわたり水道事業に携わられたご功
績により栄えある表彰をお受けする方々に⼼よりお祝い申し上げます。 
 水道は、国⺠生活に必要不可⽋なライフラインとして地域住⺠の生命と暮らしを守る
という極めて重要な役割を担っていただいています。 
 一方、水道事業を取り巻く経営環境は、人⼝減少や節水意識の高まりなどに伴う料金収
入の減少や、施設や管路の老朽化に伴う更新投資の増大などにより年々厳しさを増して
いくことが見込まれています。さらに、令和６年能登半島地震では、上下水道施設に大き
な被害が生じたことも踏まえ、防災・減災対策に今後さらに注⼒していかなければならな
いと考えています。 
 このような状況を踏まえ、将来にわたって上下水道の住⺠サービスを持続可能なもの
とするため、総務省におきましては、上下水道の経営基盤強化に関する研究会を⽴ち上げ、
能登半島地震における被災状況や対応を踏まえた耐震化をはじめとする上下水道の地震
対策等の在り方や、さらに、経営基盤の強化に資する取組などの議論を始めたところです。 
 水道事業の持続的な経営確保のため、経営戦略の改定や水道事業の広域化などを推進
しているところです。そのための財政⽀援や課題解決のためのアドバイザーの派遣事業
などを行っていますが、さらに、この研究会での議論を踏まえ、必要な⽀援を行ってまい
りたいと考えています。 
 今後とも、水道事業のさらなる発展のための取組を進めてまいりますので、皆様方にお
かれましては、安全で良質な水の安定供給を通じて地域住⺠の福祉の向上に一層のご尽
⼒をお願い申し上げます。 
 結びに、本日から３日間にわたり開催されます今回の全国会議のご盛会を⼼よりお祈
り申し上げるとともに、日本水道協会の今後ますますのご発展と本日ご列席の皆様方の
ますますのご活躍を祈念いたしまして、私の祝辞とさせていただきます。本日は誠におめ
でとうございます。 

令和６年 10 月９日 総務省自治財政局⻑ 大沢 博 

 

でいただきたいと存じます。 
 この全国会議は、全国の水道関係者が一堂に会する貴重な機会です。水道行政移管も含
め、今後の水道行政の方向性について、関係者間で様々な議論、情報交換をしていただく
とともに、水道の明るい未来に向けてしっかりとした一歩を踏み出す機会としていただ
ければ幸いです。 
 結びに、公益社団法人日本水道協会のますますのご発展と、本日お集まりの皆様方のご
健勝を⼼から祈念し、お祝いの言葉といたします。 

 令和６年 10 月９日 国土交通省大臣官房上下水道審議官 松原 誠 
代読 

 
〇司会(久本 真菜) 

 ありがとうございました。国土交通省上下水道審議官のご祝辞を国土交通省大臣官房
審議官の松原英憲様にご代読いただきました。 
 次に、環境省水・大気環境局⻑の松本啓朗様にお願いします。 

〇環境省水・大気環境局⻑（松本 啓朗氏） 
 皆さん、おはようございます。環境省水・大気環境局⻑の松本と申します。令和６年度
日本水道協会全国会議の開催に当たり、一言お祝い申し上げます。 
 本日全国からお集まりの水道関係者の皆様におかれましては、安全・安⼼な水道水の供
給に係る日頃のご尽⼒に深く感謝を申し上げます。また、能登半島地震、そして、先日の
能登半島豪雨への対応など、多くの水道関係者に災害復旧へのご尽⼒を賜っていること
に改めて厚く御礼を申し上げます。 
 さて、水道行政の厚生労働省からの移管により、環境省においては、本年４月より水道
水の水質基準や水質検査方法の策定などの業務を執り行っています。 
 水道は、私たちの生活に必要不可⽋なきれいな水を供給し、公衆衛生と生活環境を⽀え
る重要な社会インフラの一つです。 
 環境省では、これまで水道水源である河川、湖沼、地下水をはじめとする水環境の保全
に努めてまいりました。⻑年にわたって蓄積してきた水質に関する専門的な知見を生か
して、皆様とともに水道水の安定供給と安全性確保の一翼を担ってまいります。 
 また昨今、国⺠の皆様の関⼼が高まっている有機フッ素化合物、いわゆる PFAS につい
てですが、本年６月、食品安全委員会による食品健康影響評価の結果も踏まえ、現在水道
水中の暫定目標値の取扱いについて、専門家による議論を賜っているところです。できる
だけ早期に結論を取りまとめられるよう取り組んでまいります。 
 環境省としては、今後とも安全・安⼼な水道水の安定供給に向け、皆様とともに水道事
業の発展に努めてまいりますので、引き続きのご⽀援、そして、ご協⼒をお願い申し上げ
ます。 
 結びに、この全国会議のご成功と日本水道協会様のさらなるご発展、そしてまた、本日
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〇司会(久本 真菜)  
ありがとうございました。総務省自治財政局⻑のご祝辞を総務省自治財政局大臣官房

審議官、清田浩史様にご代読いただきました。 
 次に、日本水道工業団体連合会会⻑の北尾裕一様にお願いします。 

〇日本水道工業団体連合会会⻑（北尾 裕一氏） 
 皆様おはようございます。ただいまご紹介にあずかりました、水団連会⻑をしている北
尾です。 
 本日は、ご来賓並びに水道事業体の皆様には、平素より水道産業界に格別のご高配を賜
り、厚く御礼申し上げます。日本水道協会令和６年度全国会議の開催に当たり、水道産業
界を代表して、一言お祝いを申し上げます。 
 このたび、ここ神⼾国際展示場において多くの関係者が一堂に会し、日本水道協会の全
国会議が開催されますことを⼼よりお慶び申し上げます。そして、本会議において、⻑年
にわたるご功績により栄えある表彰をお受けになる皆様には⼼よりお祝い申し上げます。 
 さて、この神⼾市は、人⼝ 150 万人を超える市⺠が暮らす日本有数の大都市です。そ
の大都市を 30 年前に襲った阪神・淡路大震災は、神⼾市の水道に甚大な被害をもたらし
ました。 
 しかし、神⼾市の水道は、この教訓を踏まえ、地震や自然災害に強い水道を目指され耐
震化を進め、今や自然災害等が頻発する日本のお手本となる水道インフラシステムを有
しています。 
 一方で、今年の１月に発生した令和６年度の能登半島地震では、国⺠一人一人が水道イ
ンフラの重要性を再認識する大きな契機となりました。その中で、本年４月の水道行政移
管を機に国土交通省が中⼼となり、上下水道一体での事業基盤強化による国土強靱化が
推進されようとしています。このような時期に今年の全国会議が神⼾市で開催されるこ
とは、極めて意義深いものであると考えております。 
 水道産業界としても、地震や自然災害、強い持続可能な水道サービスの構築に向け、DX
などの先端技術を生かした取組を通じ課題解決を実現するイノベーションを加速してま
いりたいと考えております。 
 水団連では、今年も皆様のご⽀援とご協⼒を賜り、この会場に隣接する１号館及び３号
館において神⼾水道展を開催します。神⼾での水道展開催は、平成 14 年に日水協の全国
会議に併設して開設以来、22 年ぶりとなります。 
 今年のテーマは、「基盤強化で構築する水道事業の確かな未来」です。課題解決につな
がる最新の技術や様々な製品、サービスを展示するとともに、官⺠の情報交換を通じて水
道事業の発展に寄与することを目的に 153 の団体や企業が出展しています。ぜひとも多
くの皆様方にご来場賜りますようお願い申し上げます。 
 また、今年の水道展では、日本水道協会のお⼒により、初めて市⺠向けの PR ブースを
設置しました。今回の水道展を機に多くの市⺠の方々に持続可能な水道を構築していく
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ことの重要性をご理解いただければ幸いです。 
 最後になりましたが、今回の全国会議が実り多いものとなりますこと、そして、日本水
道協会並びに神⼾市のますますのご発展と本日ご臨席の皆様方のご健勝をご祈念申し上
げまして、私からの祝辞とさせていただきます。 

 令和６年 10 月９日 一般社団法人日本水道工業団体連合会会⻑ 北尾 裕一 
〇司会(久本 真菜) 

 ありがとうございました。日本水道工業団体連合会会⻑の北尾裕一様よりご祝辞を頂
戴しました。 
 続きまして、ただいまご挨拶いただきました方以外で、本日ご出席の来賓の方々をご紹
介申し上げます。 

 初めに、政府関係のご来賓の方々をご紹介します。 
 国土交通省水管理・国土保全局水道事業課⻑、筒井誠⼆様。 
 環境省水・大気環境局環境管理課水道水質・衛生管理室⻑、柳田貴広様。 
 総務省自治財政局公営企業経営室⻑、内村義和様。 
 地方公共団体金融機構融資部⻑、谷村元様。 
 次に、友好団体の方々をご紹介します。 
 全国簡易水道協議会事務局⻑、小平鉄雄様。 
 日本工業用水協会専務理事、高田浩幸様。 
 水道技術研究センター理事⻑、安藤茂様。 
 給水工事技術振興財団理事⻑、岡澤和好様。 
 全日本水道労働組合中央執行委員⻑、古⽮武⼠様。 
 全日本自治団体労働組合総合組織局公営企業局⻑、福永浩⼆様。 
 日本ダクタイル鉄管協会会⻑、吉岡榮司様。 
 日本ダクタイル異形管工業会会⻑、⽝塚宣明様。 
 水道バルブ工業会専務理事、池内秀隆様。 
 日本水道鋼管協会専務理事、狩野裕⼆様。 
 全国管工事業協同組合連合会会⻑、藤川幸造様。 
 塩化ビニル管・継手協会副会⻑専務理事、鈴⽊謙次郎様。 
 配水用ポリエチレンパイプシステム協会会⻑、髙山 純様。 
 日本水道新聞社代表取締役社⻑、磯部 光徳様。 
 水道産業新聞社代表取締役社⻑、福島 真明様。 
 次に、日本水道協会関係の方々をご紹介します。 
 名誉会員の川北 和徳様。 
 同じく、小倉 晉様。 
 続きまして、顧問の尾﨑 勝様。 
 同じく、吉田 永様。 
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 続きまして、理事⻑の⻘⽊秀幸です。 
 以上の皆様です。本日はご出席いただき誠にありがとうございました。 
 ここで、環境省の松本水・大気環境局⻑並びに柳田水道水質・衛生管理室⻑が公務のた
めご退席となります。 
 以上をもちまして、開会式を終了します。 
 この後、表彰式に移りますが、準備のため、しばらくお時間をいただきたいと存じます。
再開まで、いましばらくお待ちください。 

３．表彰式 

〇司会(久本 真菜) 
 ただいまより、表彰式を行います。 
 日本水道協会会⻑表彰は、功労賞、特別賞、有効賞、勤続賞、水道イノベーション賞の
５種類です。 
 なお、表彰状の授与は、日本水道協会、⻑内副会⻑にお願いします。 
 初めに、功労賞の表彰を行います。本日ご出席の方々のお名前をお呼びしますので、受
賞者は順次ご登壇ください。 
 佐々⽊康之様  佐藤 伸治様  山田 廣様  田中 尚様   

糸藤 直之様  伊⽊ 聖児様  坂本 秀和様 
 
〇授与者（日本水道協会副会⻑ ⻑内 繁樹） 

表 彰 状 
佐々⽊康之 様 

あなたは水道事業に携わり、その要職にあって水道の普及発展並びに本協会事業の推
進に貢献された功績は誠に顕著であります。 

よって、功労賞を授与し、これを表彰いたします。 
 令和６年 10 月９日 公益社団法人日本水道協会会⻑ 

東京都都知事 小池百合子 
 ⻑年ありがとうございました。本当にお疲れさまでございます。 

表 彰 状 
佐藤 伸治様。以下同⽂です。 

表 彰 状 
山田 博様。以下同⽂です。 

表 彰 状 
田中 尚様。以下同⽂です。 

表 彰 状 
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糸藤 直之様。以下同⽂です。 
表 彰 状 

伊⽊ 聖児様。以下同⽂です。 
表 彰 状 

坂本 秀和様。以下同⽂です。 
〇司会(久本 真菜) 

 なお、記念品については、後日ご郵送する予定としています。 
 それでは、功労賞受賞者の皆様は会員席をお向き願います。 
 本日ご出席の功労賞受賞者の方々です。皆様、拍手をもってお祝いいただきたいと存じ
ます。おめでとうございます。 
 以上をもちまして、功労賞の表彰を終わります。受賞者の皆様はご降壇ください。 
 次に、特別賞の表彰を行います。本日ご出席の方々のお名前をお呼びします。受賞者は
順次ご登壇ください。 
 小林 重弘様、三浦 哲也様、谷本 知之様、渡辺 浩一様、江頭 徹夫様、角田 敬
夫様、稲垣 則行様、熊坂 元様、筧 正人様、塚原 康仁様、杉本 靖⽂様、近藤 昭
次様、東海 明様、中谷 信也様、八田 裕之様、小池 寿英様、杉田 徹様。 
 以上の皆様でございます。 
 ここで、本日ご出席の特別賞受賞者を代表し、小林重弘様に表彰状をお受け取りいただ
きます。 
 小林様、前にお進みください。 

〇授与者（日本水道協会副会⻑ ⻑内 繁樹） 
表 彰 状 

小林 重弘様。 
あなたは多年水道事業に携わり、その要職にあって水道の普及発展に貢献された功績

は誠に顕著であります。 
よって、特別賞を授与し、これを表彰いたします。 

 令和６年 10 月９日、公益社団法人日本水道協会会⻑  
東京都知事 小池百合子 

〇司会(久本 真菜) 
 なお、記念品については、後日ご郵送する予定としています。 
 それでは、特別賞受賞者の皆様は会員席をお向き願います。 
 本日ご出席の特別賞受賞者の方々でございます。皆様、大きな拍手をお送りください。

おめでとうございます。 
 以上をもちまして、特別賞の表彰を終わります。受賞者の皆様はご降壇ください。 
 次に、有効賞の表彰を行います。 
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 受賞論⽂のタイトルは「ダクタイル鋳鉄管の供用年数」です。 
 本日ご出席の方々のお名前をお呼びします。受賞者は順次ご登壇ください。 
 関田匡延様、國實誉治様、⻑岡裕様。 
 以上の皆様でございます。 
 

〇授与者（日本水道協会副会⻑ ⻑内 繁樹） 
表 彰 状 

関田匡延様。 
あなたが水道協会雑誌に発表された「ダクタイル鋳鉄管の供用年数」と題する論⽂は、

ダクタイル鋳鉄管の更新に焦点を当て、その供用年数を様々なデータを用い論理的に導
き出したものであり、今後必要に迫られる管路更新の検討に寄与するところ甚だ大であ
り、 

優秀と認めます。よって、有効賞を授与し、これを表彰いたします。 
 令和６年 10 月９日 公益社団法人日本水道協会会⻑  

東京都知事 小池百合子 
表 彰 状 

國實誉治様。以下同⽂です。 
表 彰 状 

⻑岡裕様。以下同⽂です。 
〇司会(久本 真菜) 

 それでは、有効賞受賞者の皆様は会員席をお向き願います。 
 本日ご出席の有効賞受賞者の方々です。皆様、大きな拍手をお送りください。 
おめでとうございます。 
 以上をもちまして、有効賞の表彰を終わります。受賞者の皆様はご降壇ください。 
 次に、勤続賞の表彰を行います。勤続賞は大変多くの受賞者がいらっしゃいますので、
お名前を読み上げるのは割愛させていただき、地方⽀部ごとに受賞者数を申し上げます。
ご了承ください。 
 北海道地方⽀部、京藤拓也様ほか 17 名、東北地方⽀部、宮野知生様ほか 26 名、関東
地方⽀部、砂川 昇様ほか 196 名、中部地方⽀部、岩佐正晃様ほか 75 名、関⻄地方⽀部、
宮本圭三様ほか 142 名、中国四国地方⽀部、槇原光明様ほか 75 名、九州地方⽀部、新貝
勝昭様ほか 60 名。 
 以上、598 名の方々でございます。 
 受賞者を代表し、神⼾市水道局の小⻄亮様にご登壇願います。 

〇授与者（日本水道協会副会⻑ ⻑内 繁樹） 
 

表 彰 状 
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小⻄亮様。 
あなたは 30 年余の⻑きにわたり水道の普及・発展に貢献されました。 
よって、勤続賞を授与し、これを表彰いたします。 

 令和６年 10 月９日、公益社団法人日本水道協会会⻑  
東京都知事 小池百合子 

〇司会(久本 真菜) 
 それでは、小⻄様、会員席をお向きください。皆様、拍手をもってお祝いいただきたい
と存じます。おめでとうございます。 
 以上をもちまして、勤続賞の表彰を終わります。小⻄様はご降壇ください。 
 それでは、これまでの受賞者を代表して謝辞をいただきたいと存じます。 
 功労賞を受賞された佐藤伸治様、ご登壇ください。なお、受賞者の方々はその場でご起
⽴いただき、会員席をお向きください。 

 
〇佐藤 伸治氏 

 ただいまご紹介にあずかりました前仙台市水道事業管理者の佐藤です。実績豊富、貢献
度抜群な方々が多数おいでになる中、誠にもって僣越ですが、受賞者を代表し、一言ご挨
拶を申し上げます。 
 本日は、全国の水道事業関係者の皆様、そして、多くのご来賓の皆様ご臨席の下、この
ような栄えある賞を賜り、受賞者一同、感激で胸がいっぱいです。身に余る光栄と深く感
謝の意を表しますとともに、この間、⼒強いご⽀援と深きご指導、そして、温かなご厚誼
をくださった多くの皆様に対して、⼼からの御礼を申し上げる次第です。 
 初めに、13 年前に発生した東日本大震災では、私ども仙台市、全国の水道事業関係者
の皆様から物⼼両面にわたり、言葉には尽くせぬ多大なるご⽀援を頂戴しました。この場
をお借りして、改めて深く感謝を申し上げたいと存じます。本当にありがとうございまし
た。 
 さて、私ごとになりますが、昭和 61 年４月に仙台市役所に入庁して、その後、40 年に
及ばんとする公務員生活を送ってまいりました。今こうして振り返りますと、その最後の
最後、公務員人生の総仕上げとして水道というやりがいにあふれた仕事に携わることが
できたのは、本当に幸せなことであったと身にしみて感じているところです。 
 決して⻑くはない在任期間でしたが、日水協、⻘⽊理事⻑の明るい水道業界をつくると
の熱い思いと元気に全国を駆け回る姿に背中を押していただきながら、この間、市内で発
生した大規模漏水事故への対応、秋田豪雨や能登半島地震の災害復旧に向けた⽀援など、
多くの得がたい経験をさせていただきました。そして、その都度、自ら望んで困難な現場、
現地へと赴く我が職員の毅然とした姿に接し、水道人たる矜持と気概を目の当たりにし
てまいりました。 
 今この瞬間にも全国各地でそうした多くの水道人の皆さんが縁の下の⼒持ちよろしく
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黙々と貴い汗を流し、時に⻭を食いしばりながら頑張っています。かたじけなくもその末
席に連なることを許され、このような晴れの日を迎えることができた我が身の幸いを思
いますと、まさに感謝の言葉もございません。 
 水道業界を取り巻く環境は一層の厳しさを増しています。多くの課題が山積していま
す。そしてまた、今般の能登豪雨は申すまでもなく、自然災害の頻発化、激甚化も進んで
います。人々の安全で安⼼な暮らしと豊かな生業とを⽀えるべき我々水道は、こうした困
難にひるむことなく⽴ち向かっていかねばなりません。まさにこれからが正念場と言っ
て過言ではないと存じます。 
 国⺠から寄せられるそうした大いなる期待と信頼に、官学⺠を越え、業界一丸となって
今後とも応えていっていただきたい、そして、私ども受賞者も、そのために引き続き微⼒
を尽くさせていただきたい、このように考えます。 
 結びに、この崇高にして重大なる使命を託された水道という事業に関係する全ての皆
様のますますのご奮闘とご多幸、そして、全水道人のよすがである日本水道協会のなお一
層のご発展を忠⼼より祈念して、受賞者を代表しての御礼の挨拶とさせていただきます。
本日は、誠に誠にありがとうございました。 

〇司会(久本 真菜) 
 ありがとうございました。受賞者を代表して佐藤伸治様より謝辞を頂戴しました。 
 受賞者の皆様はご着席願います。 
 本日、功労賞、特別賞、勤続賞を受賞した皆様にお渡しした副賞の盾を１階受付付近に
展示しています。ご覧いただけたらと存じます。 
 受賞者の皆様、本日は誠におめでとうございます。 
 続きまして、水道イノベーション賞の表彰・事例発表に移りますが、準備のため、お時
間をいただきたいと存じます。再開まで、いましばらくお待ちください。 

４．水道イノベーション賞表彰・事例発表 

 間もなく水道イノベーション賞の表彰・事例発表となります。皆様、ご着席ください。 
 ただいまより、水道イノベーション賞の表彰と事例発表を行います。 
 水道イノベーション賞は、水道界で抱える様々な課題に対し、工夫をもって課題の克服
に取り組まれた正会員を表彰するものです。今年度の受賞は５つの取組でございます。受
賞された水道事業体名をお呼びしますので、代表の方はご登壇ください。 
 大賞及び特別賞、神⼾市水道局様。特別賞、仙台市水道局様。特別賞、かずさ水道広域
連合企業団様。特別賞、曽於市水道課様。 
 以上の皆様でございます。 
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〇授与者（日本水道協会副会⻑ ⻑内 繁樹） 
表 彰 状 

水道イノベーション賞大賞 神⼾市水道局 様 
「AI 審査アプリを活用した給水装置工事図面審査」 

貴事業者は、抱えていた課題に様々な工夫をもって果敢に取り組み、他の水道事業者の
模範となる大きな成果を挙げ、日本の水道界が新たな取組に着手する機運を高めた功績
は特に顕著なものがあります。 

よって、ここに水道イノベーション賞大賞を贈り、表彰します。 
 令和６年 10 月９日 公益社団法人日本水道協会会⻑  

東京都知事 小池百合子 
 おめでとうございます。 

表 彰 状 
水道イノベーション賞特別賞 神⼾市水道局 様 
「スマート応急給水！ローコードツールを活用した情報共有〜情報共有の効率化による負
担軽減に向けて〜」 

 貴事業者は、抱えていた課題に様々な工夫をもって果敢に取り組み、ほかの水道事業者
の模範となる大きな成果を挙げ、日本の水道界が新たな取組に着手する機運を高めた功
績は特に顕著なものがあります。 

よって、ここに水道イノベーション賞特別賞を贈り、表彰します。 
 令和６年 10 月９日 公益社団法人日本水道協会会⻑ 

 東京都知事 小池百合子 
 おめでとうございます。 

表 彰 状 
水道イノベーション賞 特別賞 仙台市水道局 様 

「データから未来を導く〜AI を活用した将来の「ヒト」「モノ」「カネ」の見える化〜」 
 以下同⽂です。おめでとうございます。 

表 彰 状 
水道イノベーション賞特別賞 かずさ水道広域連合企業団 様 

「水道事業広域化に伴う官⺠連携による雇用の共創と働き方改革〜「水質(管末)検査業務
における障害福祉サービスの活用と推進」〜」 

 以下同⽂です。おめでとうございます。 
表 彰 状 

水道イノベーション賞特別賞 曽於市水道課 様  
「上下水道職員の困りごとを解決する一体型クラウドシステム構築〜初⼼者でも現場対応
に困らない仕組み作り〜」 

 以下同⽂です。おめでとうございます。 
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〇司会(久本 真菜) 
 それでは、水道イノベーション賞受賞団体の皆様は会員席をお向き願います。 
 本日ご出席の水道イノベーション賞受賞団体の方々です。皆様、拍手をもってお祝いい
ただきたいと存じます。おめでとうございます。 
 以上をもちまして、水道イノベーション賞の表彰を終わります。受賞団体の皆様はお席
へお戻りください。 
 続きまして、水道イノベーション賞事例発表を行います。先ほどの表彰のとおり、今年
度の水道イノベーション賞は、大賞１団体、特別賞４団体が受賞されました。 
 初めに、大賞を受賞した「AI 審査アプリを活用した給水装置工事図面審査」について、
神⼾市水道局の小河広志様に発表いただきます。小河様、よろしくお願いします。 

〇小河 広志氏 
それでは、このたびは水道イノベーション賞の大賞という栄誉をいただき誠にありが

とうございます。人⼝減少社会の中で、少しでも業務の効率化が図れればということで取
り組んだ内容がこのような形で評価をされ、大変ありがたく思っております。 
 それでは、「AI 審査アプリを活用した給水装置工事図面審査」についてご説明をします。 
 神⼾市では、これまでも給水部門については DX 化を図ってきたところですが、給水装
置工事の図面審査に関しては、指定業者から申請される図面が何回も同じ間違いが続い
ているとか、審査担当職員も人によって少しずつ指摘内容が違うことなどにより、業務の
効率化が図れていないところもあり、少しでも改善できないかと考えていたことが、最初
この取組を始めるきっかけとなりました。 
 そこで、この申請図面の審査に関しては、AI を活用できないかと考えました。AI の主
な活用の方法としては、医療分野におけるがんの早期発見とか、製造業における不良品の
チェックなどにこの図面画像認識技術というのが使われていたこともあり、給水装置工
事では記入する装置記号が決まっていることから、申請図面についても画像認識技術が
使えるのではないかと考えたことが検討を始めるきっかけです。 
 この図が、主に神⼾市の申請図面に書いていただける内容になっています。神⼾市では、
新規の工事の部分については赤色で点線や記号を使った申請図を出していただくのです
が、具体的にはこのような形で申請図が提出されます。今まではこれを目視で書いている
記号がどれぐらいあるのか、申請数がどれぐらいなのかといったことのチェックを人の
目でしているのですが、ここに AI 審査アプリを通すと、この図のようになります。 
 AI が学習した記号については、図面上で検出したところが、色分けをされた四角で囲
われます。そして、検出したものを別紙で右側のような一覧表で出⼒されることになりま
すので、これを見て必要な内容が書かれているかどうかをチェックします。また、内容に
よっては、要確認という形で出てきます。職員はこの要確認といったところを中⼼に審査
をすることで、AI と併せて⼆重チェックができるという形になっています。 
 アプリの導入は業務の効率化といった面もありますが、神⼾市の場合は、年間 6,500 件

－ 182 －



 

申請があるうちの 6,000 件が一⼾建てや工事用の散水栓を建てるだけといった簡易な工
事です。このような簡易でよく似た申請図を何度も審査するという単純作業は結構苦痛
なので、この部分を AI を使って簡略化し、職員はさらに水利計算が必要なものや新しい
給水装置などに関する調査研究など、スキルアップに尽⼒できるようにするため、職場と
しては業務の効率化を図りたいと考えました。また指定業者については、修正内容が一目
瞭然になることにより、審査担当者による指示内容の統一化や審査に着眼点が分かりや
すくなり、手戻りが少なくなるという効果が現れていると思われます。 
 さらに、新規採用職員や水道局に初めて配属される職員は、100 ページにも及ぶ施行基
準を熟読して学習しなくても、ここに現れている一覧表とチェック項目を見ることで、簡
単な工事の審査については早い段階で業務に携われるようになるといった、新人研修の
効率化の効果があると思われます。 
 この AI 審査アプリは現在、審査担当職員だけが活用していますが、今後はインターネ
ット環境に出して、指定業者が申請前にこれを使って精度の高い申請図面を提出してい
ただくことに活用できないかを考えています。またインターネット環境に出ると、他都市
の方でよく似た申請図面を使われている方は参考に使っていただけるのではないかとい
ったところも期待しています。 
 ご清聴ありがとうございました。 
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〇司会(久本 真菜) 
 ありがとうございました。 
 続きまして、特別賞を受賞した「データから未来を導く〜AI を活用した将来の「ヒト」
「モノ」「カネ」の見える化〜」について、仙台市水道局の牧野祐介様に発表いただきま
す。 
 それでは、牧野様、よろしくお願します。 

〇牧野 祐介氏 
 ただいまご紹介にあずかりました仙台市水道局、牧野と申します。水道イノベーション
賞特別賞を受賞した「データから未来を導く〜AI を活用した将来の「ヒト」「モノ」「カ
ネ」の見える化〜」の取組について、事例発表します。 
 水道事業は、更新費用の増大や料金収入の減少といった問題に直面してます。そのよう
な中でも、我々水道事業者は、持続可能な事業運営を行っていく責務があります。アセッ
トマネジメントは、こういった問題に対応するために非常に重要な位置づけの取組とな
ってます。 
 アセットマネジメントにおいては、将来の経営資源の状態をより明確に多面的に捉え、
効果的な施策を⽴案して実行していくこと、あと、管路については、管路の劣化予測に関
する精度、こちらを高め、効果的に更新を行っていくといったことが課題となっています。 
 こういった課題に対応するために、仙台市では、AI による管路の劣化診断技術をアセ
ットマネジメントに活用し、将来にわたって更新事業の効果や経営資源の状態を見える
化する取組を行いました。この取組は、AI の管路の劣化診断技術を⻑期的なアセットマ
ネジメントに活用するといった点で、国内初の取組です。 
 下のほうに示しているプロセスについて、次からのスライドで順に説明します。 
 「Ⅰ、AI を活用した管路破損確率の算出」では、管路の基本的な情報に加え、過去の
漏水情報や埋設環境の情報など多くの情報を AI で分析し、管路１本ごとの破損確率を
100 年分算出しました。 
 「Ⅱ、管路毎の想定使用年数設定」では、AI を用いて算出した管路の 100 年分の破損
確率を基に、管路ごとに想定使用年数を設定しました。従来は管種ごとに設定したものに
比べてきめ細かな設定ができました。 
 「Ⅲ、重要度・更新優先度評価」では、先ほどの１、２で算出した破損確率や想定使用
年数を用いて効果的に更新投資を行っていくために、こういった評価指標の見直し、破損
確率や想定使用年数を使った見直しを行いました。 
 こちらが本取組のイノベーションの一番メインの部分です。「Ⅳ、更新シミュレーショ
ンによる事業効果の算出」では、管路更新のシナリオを設定し、⻑期的なシミュレーショ
ンを行うことで、「ヒト」「モノ」「カネ」といった様々な効果指標の⻑期的な推移を可視
化しました。このことで、現状とのギャップの量や、そのギャップが生じる時期について
見える化され、さらに、様々な更新パターンのシナリオを比較することによって、よりよ

－ 188 －



 

い事業の進め方を検討できる取組となっています。 
 この取組の効果のポイントは、AI を活用し、想定使用年数をきめ細かく設定し、精度
の向上を図った点、シミュレーションの結果から多くの効果指標を算出することで、施策
を多面的に検討できる点です。このことは、将来の資産状況を明確に示し、有効な施策⽴
案につながるものと考えています。 
 工夫については、様々工夫した点がありますが、大きなところはこちらに表示している
とおりです。今回時間の都合上、説明は割愛します。 
 今後の展開としては、今後に向けて、今回の取組成果を事業運営に活用していくととも
に、アセットマネジメントのさらなる高度化に継続して取り組んでまいります。 
 私たち水道事業者は、社会の環境の変化に対応していかなければなりません。今回の取
組において、事業体職員だけではなく、⺠間の事業者の方、海外の技術者、有識者の方な
ど多くの方の知恵をお借りしながら検討を重ねてまいりました。課題解決に向けて新し
い技術や多様な主体と連携して取り組んでいくことの重要性、この取組を通じて強く感
じたところです。 
 以上をもって、発表を終わります。ご清聴ありがとうございました。 
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〇司会(久本 真菜) ありがとうございました。 
 続きまして、同じく特別賞を受賞した「水道事業広域化に伴う官⺠連携による雇用の共
創と働き方改革〜「水質検査業務における障害福祉サービスの活用と推進」〜｣について、
かずさ水道広域連合企業団の齊藤新一様に発表いただきます。 
 それでは、齊藤様、よろしくお願いします。 

〇齊藤 新一氏 
 このたびは水道イノベーション賞特別賞をいただきありがとうございました。かずさ
水道広域連合企業団、用水供給課⻑の齊藤と申します。よろしくお願いします。 
 それでは、「水道事業広域化に伴う官⺠連携による雇用の共創と働き方改革〜「水質検
査業務における障害福祉サービスの活用と推進」〜｣について説明します。 
 まず、当企業団の概要について、当企業団は、東京湾アクアラインの東岸に位置する⽊
更津、君津、富津、袖ケ浦のかずさ４市水道事業と千葉県営水道を加えた水道用水供給事
業の２事業を行っており、令和元年の水道事業統合から今年で６年目を迎える団体です。 
 １、検討の経緯です。水道事業者が行う管末の水質検査業務は、水道法に基づき１日１
回以上の検査が必要です。 
 当企業団では、浄水場の運転管理業務委託に含め実施していますが、社会的な人材不足
により、人材の確保が困難な状況で、技術⼒を要する施設の運転管理や施設の保守業務の
要因が不足、これにより技術の継承と人材育成の時間不足が課題となっており、解決のた
め、受託者と共同で検討を始めたのがきっかけです。 
 ２、取組概要、スキームについてです。検討の結果、委託者が他事業で実施している障
害者雇用業務にヒントを得て、水質検査を NPO 法人へ再委託することで、障害福祉サー
ビス事業所職員と障害者の方々に水質検査を行っていただくこととしました。 
 ３、取組概要の教育訓練です。本取組を実施するに当たっては、業務の安全と安⼼を確
保するため、NPO 法人職員と福祉事業所職員及びその両者に対して、図に示すステップ
１（机上研修）からステップ３（実地研修）で構成されたプログラムを実施しました。 
 ４、検査の精度の確保についてです。検査精度を確保するために定期的に企業団職員と
環境計量⼠及び委託者により実技と精度を確認しながら事業を実施しています。 
 ５、取組の効果です。効果については、企業団、受託者、NPO 法人、３者それぞれに
効果があり、まとめると、検査業務の持続、重要業務への専念、障害者雇用による社会貢
献の３つの効果が上げられます。 
 ６、PR ポイントについてです。 
 まず、課題の解決。業務開始以降、導入前と変わらない検査精度を維持。受託者におい
ては、技術難度の高い業務へ注⼒することで技術継承が向上。障害福祉関係者においては、
皆一様にやりがいを持ち、喜びとともに従事されてます。 
 続いて、波及効果として、水道の法定業務において、官⺠連携による本件のような取組
は全国初となるもので、当スキームをきっかけに全国の障害福祉関係者に雇用の機会が
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拡大することが期待できるとともに、官⺠連携による雇用の創生の可能性が広がること 
が期待できます。 
 ７、今後の展望についてです。現在 11 か所で水質検査を実施していますが、今後は他
地域での導入を検討するとともに、ほかの業務においても雇用の創生の可能性を検討し、
さらなる効率化、生産性の向上を目指していきます。 
 最後となりますが、水道事業は安⼼・安全・安定な水を届けるのみならず、水道事業に
よって生み出される社会福祉は、我々企業団の本懐と考えます。当スキームが全国に広が
り、障害者を含め多くの方々が水道事業に関わってくださることが当たり前になること
を望みまして、説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。 
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〇司会(久本 真菜) 
 ありがとうございました。 
 続きまして、同じく特別賞を受賞した「スマート応急給水！ローコードツールを活用し
た情報共有〜情報共有の効率化による負担軽減に向けて〜」について、神⼾市水道局の松
田康孝様に発表いただきます。 
 それでは、松田様、よろしくお願いします。 

〇松田 康孝氏 
 どうもこんにちは。神⼾市水道局の松田と申します。このたびは、令和６年度水道イノ
ベーション賞特別賞をいただき誠に光栄に存じます。この受賞に当たり、ご協⼒いただい
た多くの水道事業体の皆様に改めて感謝を申し上げます。 
 それでは、「スマート応急給水！ローコードツールを活用した情報共有」について発表
します。 
 神⼾市では、様々な部署で業務改善を目的としたローコードツールの導入を積極的に
行っています。例えば年間 5,000 枚以上の紙を使用していた公用車の運転日報、こちらの
管理業務についてローコードツールを導入してペーパーレス化を図ったり、さらに、走行
距離の集計を自動化して分析につなげるなど、手間の削減であったり業務の改善を実現
してます。 
 また、それ以外に、新型コロナウイルスの対応の調査や国勢調査、世帯調査員の問合せ
対応など、様々な業務にローコードツールを導入して業務改善に努めているところです。 
 今回、これを応急給水活動の情報共有に活用できないかということでご提案したもの
が今回の報告です。 
 神⼾市では、東日本大震災や熊本地震、また、今年１月１日に発生した能登半島地震な
ど、被災地で応急給水や応急復旧作業など様々な⽀援活動を行ってまいりました。 
 私自身も災害派遣の経験があります。また、皆様もご経験のある方はご存じかと思いま
すが、被災地での給水活動の情報共有は、紙様式がベースになっており、その情報共有の
基というのは、日本水道協会の地震等緊急時対応の手引に基づいたやり取りが行われて
います。 
 見ていただきますと、まず、出動し、被災事業隊本部に行って作業指示書をもらって、
現地活動場所に向かって給水活動を行って、さらに、その作業終了後、これを様式に給水
量等を記入したものを本部に提出するといったことが一連の作業フローです。 
 例えば能登半島地震において、金沢にある本部を出発して、移動に２時間から３時間ぐ
らいかけて穴水町に向かい給水等作業を行い、それが終われば金沢の本部に戻るといっ
た、移動に時間のかかる作業サイクルでした。 
 このように、これまでのやり取りでは情報共有とか情報収集に時間がかかり、その作業
に負担を感じることや、どうしても情報伝達のところでタイムラグが生じます。また、報
告されたデータの利活用には、紙データをパソコンに打ち込む必要があるということで、
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課題としては、本市の公用車の運転日報と類似しているところもあったため、その解決に
ローコードツールが活用できるのではと考え、その導入検討及びアプリの開発に神⼾市
で取り組みました。 
 職員で開発したアプリですが、そのアプリの実用性・有効性を確認するために、令和５
年度の日本水道協会兵庫県⽀部及び関⻄地方⽀部の合同訓練にて参加事業隊の皆様にご
協⼒いただき、このアプリを使用した訓練を行いました。具体的には、このフローにおい
て、応援体制報告、作業指示、作業報告を、スライド上、右側の画面になりますが、こう
いったアプリで行っています。 
 訓練の施行状況ですが、アプリを使って応援側がそれぞれの体制を報告入⼒すると、本
部でオンタイムに確認できて、本部から作業指示書を送ると、受援側が作業内容を受信し
て、すぐに確認することができます。作業完了後、アプリに給水量を入⼒してもらうと、
本部で状況がすぐに確認することができ、このように画像データも送れることから、例え
ば水を取りに来られている方がどの程度いるかなどの情報を簡単に共有することができ
ます。 
 訓練の後、アンケートを行いましたが、利便性があるなど好意的な意見もありました。
アプリの有効性・有用性を確認することができたと考えています。 
 紙から電子化することで、このように様々な取組の効果があると考えています。特にリ
アルタイムでの情報共有やデータの見える化を図ることで、情報共有、意識共有がしやす
く、意思決定が迅速に図れることから、現地作業での効率化が期待できると考えています。
今回の特別賞受賞を契機に、このアプリの導入に向けた働きかけを神⼾市としても積極
的に行い、全国的な取組につなげたいと考えています。 
 被災地での円滑な⽀援活動というのは、水道に関係する、今この会場にいらっしゃる皆
様も同じ思いと考えています。全国の水道事業体全体でこのアプリの改善にも取り組ん
でいければと考えていますので、よろしくお願いします。会員の皆様、ぜひご協⼒のほど
よろしくお願いします。 
 なお、本内容は、研究発表会第６会場、10 月 10 日の午前のセッションで発表を行いま
すので、ぜひご聴講いただけると幸いでございます。 
 以上で発表を終わります。ご清聴ありがとうございました。 
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〇司会(久本 真菜) 

 ありがとうございました。 
 続きまして、同じく特別賞を受賞した「上下水道職員の困りごとを解決する一体型クラ
ウドシステム構築〜初⼼者でも現場対応に困らない仕組み作り〜」について、曽於市水道
課の大峯直樹様に発表いただきます。 
 それでは、大峯様、よろしくお願いします。 

〇大峯 直樹氏 
 鹿児島県の曽於市と申します。本日はよろしくお願いします。 
 私たちは「上下水道職員の困りごとを解決する一体型クラウドシステム構築」を紹介し
ます。初⼼者でも現場対応に困らない仕組みづくりとしました。 
 まず、整備の背景です。職員の減員により、技術職員３名で上下水道の技術部門を担う
必要が生じ、職員の負担が大きくなっていました。その中で退職する職員なども見受けら
れ、経験の浅い職員、事務職員でも現場対応ができる、分かりやすい仕組みづくりにより、
職員の負担軽減の対策が必要不可⽋となっていました。 

 

 
 
 
 
 
 
〇司会(久本 真菜) 

 ありがとうございました。 
 続きまして、同じく特別賞を受賞した「上下水道職員の困りごとを解決する一体型クラ
ウドシステム構築〜初⼼者でも現場対応に困らない仕組み作り〜」について、曽於市水道
課の大峯直樹様に発表いただきます。 
 それでは、大峯様、よろしくお願いします。 

〇大峯 直樹氏 
 鹿児島県の曽於市と申します。本日はよろしくお願いします。 
 私たちは「上下水道職員の困りごとを解決する一体型クラウドシステム構築」を紹介し
ます。初⼼者でも現場対応に困らない仕組みづくりとしました。 
 まず、整備の背景です。職員の減員により、技術職員３名で上下水道の技術部門を担う
必要が生じ、職員の負担が大きくなっていました。その中で退職する職員なども見受けら
れ、経験の浅い職員、事務職員でも現場対応ができる、分かりやすい仕組みづくりにより、
職員の負担軽減の対策が必要不可⽋となっていました。 
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 課題解決の３テーマとして、技術職員しかできないを少なくする、上水道、下水道の施
設を一括した誰でも分かりやすい仕組みづくり、広域連携、官⺠連携を踏まえた仕組みづ
くりとしました。 
 私たちは、一体型システムにより課題の解決を図りました。従来は、上水道、下水道そ
れぞれ別々のシステムで、これはよく分からないものでした。これを設備監視、管路、設
備台⻑をクラウド化、一体化することで、誰でも分かるものとしました。 
 システムの概要です。時間の関係で詳細は省略しますが、モバイル回線と VPN 網を用
いてサーバーを多重化し、安全性を確保した上で、ブラウザにてどの端末でも使える、い
つでも、どこでも、安全接続、誰でも分かるを実現しました。 
 工夫した点です。工夫した点として、まず、ルート検索、現場対応、取扱説明書などを
クラウド上に格納し、誰でも対応できるようにしました。スマートフォンなどでも確認が
可能になるように分かりやすい表示としました。 
 設備台帳を格納していました。このことで、現場にて設備台帳をリアルタイムで確認す
ることができるようになりました。 
 官⺠連携の工夫として、管理業者に権限を付与し、対応の円滑化、また、委託先の技術
継承にも効果を発揮しています。また、委託先が実施する通常点検の業務内容も全て格納
し、同様の作業を市職員でも行えるように写真や動画で格納することとしました。 
 続いて、広域連携の工夫した点として、資材の共有利用をしている近隣の自治体とリア
ルタイムで資材の検索を可能としました。共有している資材としては、上下水道の管路修
繕資材、電機部品、制御装置、可搬式発電機、予備の水中ポンプなどです。このことで資
材検索に必要な時間が大変短縮されました。 
 本事例は、リソースが限られる中、様々な工夫により、初⼼者でも現場対応に困らない
視点でシステム構築し、初⼼者ができることの範囲を広げることで業務の円滑化、効率化
を実現しました。 
 今後は、人⼝３万人規模の小規模な自治体ならではの上下水道一体管理を強みに変え
ていくことで体制の強化を進め、同様の課題を抱える事業体の解決の参考になれば幸い
です。 
 以上、曽於市の取組の紹介でした。ご清聴ありがとうございました。 
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〇司会(久本 真菜) 

 ありがとうございました。 
 ただいま発表いただいた受賞事例をはじめ、本年度応募のあった全ての取組事例を昼
食会場内にてパネル展示してます。また、過去の受賞事例、応募事例については、日本水
道協会ホームページで公表してます。これらの取組事例を水道事業の運営に際し積極的
にご活用いただければ幸いでございます。 
 以上をもちまして、水道イノベーション賞の表彰と事例発表を終了します。 
 それでは、これより午後１時まで昼食休憩となります。 
 ここで、事務局より連絡事項を申し上げます。 
 初めに、昼食についてですが、お弁当の配付場所と昼食会場は、本会場の隣になります。 
 次に、懇親会についてですが、本日午後５時 30 分より、神⼾ポートピアホテル南館１
階「大輪田」にて開催します。ご来場の際は、ご持参いただいております QR コードのつ
いた参加証をご提示くださいますようお願いします。 
 次に、水道展についてご案内します。 
 水道展は、展示場１号館及び３号館にて開催されてます。また、小学生や一般の方々を
含め、水道をお使いの全ての方々に水道への理解を深めていただくために水道 PR ブース
を１号館２階に設置してます。皆様、ぜひお⽴ち寄りください。 
 最後に、本年度から水道研究発表会の講演集はデジタル化しています。講演集の閲覧サ
イトではアンケートも実施しています。ご協⼒をお願いします。ご回答いただいた方には、
水道 PR ブースにて景品を差し上げております。 
 連絡事項は以上でございます。皆様、ありがとうございました。 

－ 217 －



 

５．会議 

 
(1) 議⻑選任・議事録署名人選任 

〇事務局（千秋総務部⻑） 
 ただいまより、公益社団法人日本水道協会第 105 回総会を開催します。 
 会議の議⻑は、定款の定めにより、出席正会員の中から選出することとなっています。選
出の方法については、特段の定めがありませんが、本日ご出席の皆様で、議⻑への⽴候補ま
たは推薦などをされる方はいらっしゃいますでしょうか。 
 特にないようですので、事務局からの提案とさせていただきます。 
 本会議の議⻑は、神⼾市水道局副局⻑の田中様にお願いしたいと存じます。本件について
ご承認いただける会員の皆様は拍手をお願いします。 
 ありがとうございます。 
 それでは、議⻑を田中副局⻑にお願いすることとします。どうぞよろしくお願いします。 
〇議⻑（田中副局⻑） 
 ただいま議⻑にご指名いただいた神⼾市水道局副局⻑の田中です。よろしくお願いしま
す。 
 本総会の運営については、皆様方のご協⼒を得ながら円滑に進めてまいりたいと存じま
すので、よろしくお願い申し上げます。 
 それでは、初めに本総会の出席正会員数について、事務局より報告を願います。 
〇事務局（千秋総務部⻑） 
 本日の出席正会員数は 216 会員、このほか委任状の提出により出席とみなされる正会員
数は 710 会員、以上合計しますと、正会員の出席は 926 会員となります。したがいまして、
議決権を有する総正会員数 1,324 会員に対し、定款第 22 条に定める総会会議定数の３分の
１を満たしていますので、総会は成⽴しましたことをご報告します。 
〇議⻑（田中副局⻑） 
 ありがとうございました。 
 次に、本総会の議事録署名人は、議⻑及び出席した理事のうち２名と定款に定められてい
ますので、私より２名の理事を指名させていただきます。 
 本日ご出席の日本水道協会理事⻑の⻘⽊秀幸様、並びに豊中市上下水道事業管理者の吉
田久芳様にお願いしたいと存じます。 
 

(2)議案 会員提出問題について 
〇議⻑（田中副局⻑） 
 次に、議案、会員提出問題についてでございます。 
 会員提出問題は全部で 26 件の問題が提出されており、各問題の性質に応じて、Ⅰ.防災・
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減災・国土強靱化から、Ⅳ.その他の重要事項まで４つの大項目に分類されています。さら
に、この大項目の中でも、例えば災害対策関係や東日本大震災関係など、中項目ごとに問題
が整理されています。 
 審議の進め方としては、各問題について、提案いただいた地方⽀部から順次、中項目ごと
に説明を頂戴した後、大項目ごとに採決をお諮りしたいと思います。 
 なお、提案理由のご説明は、舞台前の演壇にてお願いします。要点をまとめてご説明いた
だいても結構です。また、次に説明する方は、前方の次番者席を設けてありますので、時間
の関係から、事前に次番者席にお越しください。 
 
Ⅰ．防災・減災、国土強靱化 
「災害対策関係」 

問題１．水道施設の災害対策に対する財政⽀援について  
（東北、関東、中部、関⻄、九州） 

問題２．水道事業の災害対策の強化について 
（東北、関東、中部、関⻄） 

問題３．非常時における電⼒及び通信ネットワークの確保について 
（中部、関⻄） 

問題４．社会資本整備重点計画について 
（事務常設調査委員会） 

問題５．水道災害復旧事業における漏水調査及び給水装置の取扱いについて 
（事務常設調査委員会） 

〇議⻑（田中副局⻑） 
 では、初めに、Ⅰ.防災・減災・国土強靱化、災害対策関係の問題を議題とします。 
 問題１.水道施設の災害対策に対する財政⽀援についてから、問題３.非常時における電⼒
及び通信ネットワークの確保についてまで、中部地方⽀部の名古屋市より提案理由の説明
をお願いします。 
〇会員番号 223001 藤岡 雅弘氏（名古屋市上下水道局経営本部総務部担当課⻑(渉外担当)） 
 中部地方⽀部名古屋市です。 
 災害対策関係の問題１から３について、議題の１ページから６ページとなりますが、提案
⽀部を代表して提案理由をご説明します。 
 水道は、国⺠生活や産業活動を⽀える重大な基盤施設であり、大規模地震や集中豪雨等の
自然災害が発生した場合においても、飲料水等、生活に必要な最低限の水を供給することが
我々水道事業者には求められています。 
 令和６年能登半島地震をはじめとした地震災害はもとより、平成 30 年７月豪雨等の豪雨
災害においても、水道施設は甚大な被害を受け、⻑時間にわたり国⺠生活や都市活動に重大
な⽀障を来すなど、我が国のいずれの地域においても、災害対策は必要不可⽋なものと再認
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識されたところです。 
 水道事業者においては、今後発生の確率が高いとされている南海トラフ地震や首都直下
地震、富⼠山の噴火、さらには近年頻発している豪雨災害等への備えとして、ハード面では、
管路をはじめとした水道施設の耐震性の強化、災害時の給配水拠点となる配水池の増設、停
電、浸水対策の強化、応急給水用資機材や非常用貯水施設の整備等、ソフト面では、国が示
す危機管理対策マニュアル策定指針を基に各種マニュアルの作成とともに訓練の実施、会
員間の連携の強化等を鋭意進めているところです。 
 また、発災時には、このたびの令和６年能登半島地震において、全国の会員の皆様が速や
かに被災地に駆けつけてくださったように、迅速な応急復旧活動や相互⽀援活動を実施し
ています。皆様の温かいご⽀援、本当にありがとうございました。 
 ここからが問題１に係る提案理由となりますが、災害対策に要する事業費は、経営に及ぼ
す影響が非常に大きく、その効果は広く地域の防災機能の強化に寄与するものであること
から、財源の全てを水道事業者が負担することのないよう、国における十分な⽀援が必要で
す。 
 我が国全体の水道の防災・減災・国土強靱化を図るため、採択基準の緩和等適用要件の拡
大をはじめとする持続的かつ安定的な財政⽀援について、国に強く要望します。 
 具体の要望事項は、１ページに掲げてございます（１）水道施設の停電、土砂災害、浸水
災害対策及び水道施設・管路の耐震化について、持続的かつ安定的な財政⽀援を図ることを
はじめ、全 10 項目となっています。 
 次に、議題の３ページ、問題２に係る提案理由となりますが、令和６年能登半島地震にお
いては、水道の基幹施設が損傷し、水道を供給できない状況が⻑期化しました。土砂崩れ等
による通行止めに山がちな地理的特性が重なったことで、応援水道事業体にとって活動拠
点や宿泊施設の確保が困難な状況下での活動となりました。 
 また、迅速な復旧活動を行うに当たり、発災時に速やかに予算執行を可能とする仕組みや
災害に備えた引当金の計上、災害損出の繰延資産への整理が必要であると考えています。 
 さらに、水道管路の耐震化を早急に進めていく中で、改正された道路法において、管路等
を更新した際に不用になった専用物の取扱いが強化されたことや、橋梁への水道管添架に
おける統一的な基準がないことが耐震化促進を阻害する要因ともなっています。これらを
受け、地震等自然災害に対する強靱な水道施設の整備の促進と被災後の速やかな応急対策
及び復旧を図るための各種⽀援措置について、国に強く要望します。 
 具体の要望事項は、議題３ページ、（１）国、行政部局、水道事業者及び関係団体間にお
ける連携強化のための⽀援体制の構築等に係る措置を検討し講じることをはじめ、全６項
目となっています。 
 最後に、問題３に係る提案理由です。 
 計画停電、電⼒使用制限の実施、また、自然災害等に起因する大規模停電は、水道水の安
定供給に甚大な影響を及ぼします。令和４年台風 15 号においても、水道施設の水没や停電
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を原因とする広域的な断水が発生しました。 
 また、自家発電用の燃料に関しまして、東日本大震災時にはその調達に苦労した事例が多
く、燃料貯蓄設備の増強や調達経路の確保などは、水道事業者単独での対応が難しいものと
なっています。 
 加えまして、大規模災害時における通信ネットワークの確保につきまして、東日本大震災
以降、対策がされているところですが、その後も通信障害が繰り返し発生しています。災害
時における通信ネットワークの確保は、迅速かつ確実な災害対応を実現する上で非常に重
要な要素となります。 
 以上より、安全で安定した水道水の供給を持続するため、非常時における電⼒及び通信ネ
ットワークの確保について、国に対し強く要望します。 
 具体の要望事項は、（１）電気事業法第 27 条に基づく電⼒使用制限及び計画停電を実施
する際は水道事業を対象から除外することをはじめ、全５項目となっています。 
 以上、災害対策関係問題１から３について、会員の皆様の賛同を賜りますようよろしくお
願いします。 
〇議⻑（田中副局⻑） 
 ありがとうございました。続きまして、問題４.社会資本整備重点計画について、及び問
題５.水道災害復旧事業における漏水調査及び給水装置の取扱いについてです。 

この２つの問題は、事務常設調査委員会において審議・検討を行った後、本年度第２回運
営会議において、本総会へ会員提出問題として提案することが決定したものです。 
 この経過を踏まえ、事務常設調査委員会委員⻑である福岡市水道局総務部⻑の伊賀上一
馬様より提案理由の説明をお願いします。 
〇会員番号 240002 伊賀上 一馬氏（福岡市水道局総務部⻑）  

改めまして、事務常設調査委員会委員⻑の伊賀上です。 
 今回の提案４及び５については、ただいま議⻑からご説明がありましたが、水道行政の厚
生労働省から国土交通省及び環境省への移管に関して、水道事業者としての課題や対応等
を検討することを目的に、昨年度、水道行政の移管に向けた検討委員会が設けられましたが、
その委員会から引き継いだ社会資本整備重点計画及び水道災害復旧事業における漏水調査
及び給水装置の取扱いについて、事務常設調査委員会において調査・審議を行い、国に対し
て強く要望するべきと決定したものです。 
 それでは、提案理由をご説明します。 
 まず、４の社会資本整備重点計画についてですが、社会資本整備重点計画法において、社
会資本整備事業に水道事業が規定され、社会資本整備事業の実施に関して、社会資本整備重
点計画が策定されることになります。この重点計画において、水道に関する具体的目標が新
たに明示されるということは、各水道事業者が共通して目指すべき水準について、国⺠、各
自治体及び各水道事業者の間で共有され、水道事業の重要性に対する理解が改めて再認識
される契機となるものと期待されます。 
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 一方で、現在の水道事業が老朽施設の更新、地震など、頻発、激甚化する災害への対応や
人材確保など、様々な課題を抱えている状況を鑑み、水道事業者の意見を踏まえた重点目標
を設定した重点計画を策定していただくことを国に対して強く要望します。 
 また、各水道事業者において、重点目標の達成に向けて、これまで以上に重要な社会一般
を担う意識を持った事業運営が進められ、耐震化等の施設整備、適切な維持管理、施設の再
構築が促進されることにより、強靱な水道インフラの実現が期待されるところであります
が、さらなる加速化には国の財政⽀援が不可⽋であるため、水道事業に対する従来からの個
別補助に加えて、水道を社会資本総合交付金の対象とするなどの財政措置の拡充を国に対
して強く要望します。 
 要望事項は２項目です。 
 （１）社会資本整備重点計画法における社会資本整備重点計画の策定に当たっては、水道
事業者の意見を踏まえた重点目標を設定した重点計画を策定すること。 
 （２）重点目標の達成に向けて管路の耐震化等の事業を一層促進するため、水道事業に対
する従来からの個別補助に加え、水道を社会資本総合交付金の対象とするなど、国の財政措
置を拡充すること。 
 次に、５.水道災害復旧事業における漏水調査及び給水装置の取扱いについてですが、水
道の災害復旧における国庫補助については、令和６年４月から公共土⽊施設災害復旧事業
費国庫負担法の適用となっていますが、漏水調査費用並びに給水装置の復旧工事に係る費
用はその対象外とされています。 
 しかしながら、水道の応急復旧では、漏水調査と修繕工事は一体不可分の作業であるため、
水道事業の災害復旧に際して漏水調査は不可⽋なものです。 
 また、漏水は配水管のほか、配水管から分岐している給水管からも発生しているケースが
多く、給水装置の復旧は、早期復旧の鍵となるものです。 
 令和６年能登半島地震では、その被害の甚大さ等を考慮して、これらの費用について補助
対象としていただいたが、被災水道事業者にとって、依然として費用負担が早期復旧を妨げ
る要因の一つとなっているため、水道災害復旧事業における漏水調査及び給水装置の取扱
いについて、国に対して強く要望します。 
 要望事項は次のとおりです。 
 水道災害復旧のための漏水調査費用並びに給水装置（配水管から分岐後の最初の止水栓
まで）の復旧工事費用を公共土⽊施設災害復旧事業費国庫負担法における災害復旧事業費
の対象とすること。 
 以上、災害対策関係問題４、５について、会員の皆様の賛同を賜りますようよろしくお願
い申し上げます。 
〇議⻑（田中副局⻑） 
 ありがとうございました。 
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「東日本大震災関係」 
問題６．放射性物質に係る対応の推進及び東京電⼒福島第一原子⼒発電所の事故を 

原因とする損害賠償について 
（東北、中部） 

 続きまして、東日本大震災関係を議題とします。 
 問題６.放射性物質に係る対応の推進及び東京電⼒福島第一原子⼒発電所の事故を原因と
する損害賠償についてについて、東北地方⽀部の郡山市より提案理由の説明をお願いしま
す。 
〇会員番号 207001 佐久間 健一氏（郡山市上下水道局⻑） 
 東北地方⽀部の郡山市です。 
 問題６.放射性物質に係る対応の推進及び東京電⼒福島原子⼒第一発電所の事故を原因と
する損害賠償について、提案理由をご説明します。 
 東京電⼒福島第一原子⼒発電所の事故により拡散した放射性物質は、事故から 13 年以上
が経過した現在でも、依然として水道事業運営に多大な影響を及ぼしています。放射性物質
を含む浄水発生土の放射能濃度が１キログラム当たり 8,000 ベクレルを超える指定廃棄物
の処理については、放射性物質汚染対処措置法等において、国が最終処分場を確保して進め
ることとされていますが、それまでの間は、排出者である水道事業者が仮置き保管すること
とされており、いまだに浄水場等での保管を余儀なくされています。 
 また、当該事故を原因とする損害賠償については、水道事業者ごとに東京電⼒ホールディ
ングス株式会社との間で賠償の合意形成が必要となっていることに加えて、放射性物質の
流入を防ぐための遮蔽、水道水のモニタリング、放射性物質除去効果のある粉末活性炭処理
等、放射性物質対策に要した費用の全てを賠償するものとはなっていません。このため、各
水道事業者が経済的な負担を負いながら対応している状況にあることから、原因者である
東京電⼒ホールディングス株式会社には、正当な賠償請求全てに対し誠実かつ速やかな対
応が求められます。 
 よって、浄水発生土の適切な処理等、水道事業を円滑に運営するとともに、国⺠の不安を
一日も早く解消し、健康と安全・安⼼な生活環境を確保するため、次の事項について万全な
対策を早急に講じることを国に対して強く要望します。 
 （１）国及び東京電⼒ホールディングス株式会社の責任において、放射能濃度が１キログ
ラム当たり 8,000 ベクレルを超える放射性物質を含む浄水発生土については、処分地の確
保及び早期の全量処分に向けた対応を図ること。 
 （２）各水道事業者が放射性物質対策に要したとして請求している費用については、全額
を速やかに⽀払うとともに、今後においても、水道事業者ごとに置かれた個別事情を踏まえ
た必要な追加的費用の賠償を継続するよう、国から東京電⼒ホールディングス株式会社に
強く働きかけること。 
 以上、会員の皆様方のご賛同を賜りますようよろしくお願いいたします。 
〇議⻑（田中福局⻑） ありがとうございました。 
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ここで、これまで説明いただいたⅠ.防災・減災、国土強靱化に関連する６つの問題につ
いて採決をお諮りしたいと存じます。 
 これらの問題の処理方法に対するご意見等がありましたらご発言をお願いします。 
 ご発言の際は、会場のお近くのマイクをご使用してください。 
〇会員番号 207001 福井 信一郎氏（大阪市水道局総務部総務課⻑） 
 関⻄地方⽀部の大阪市でございます。 
 ただいま上程された問題１.水道施設の災害対策に対する財政⽀援についてから、問題６.
放射性物質に係る対応の推進及び東京電⼒福島第一原子⼒発電所の事故を原因とする損害
賠償についての６題の問題につきまして、賛成の⽴場から一括して動議を提出します。 
 まず、問題１、水道施設の災害対策に対する財政⽀援についてですが、水道事業者が災害
対策を実施するためには、国からの持続的かつ安定的な財政⽀援が不可⽋です。採択基準の
緩和や適用要件の拡大を含む⽀援に賛同します。 
 次に、問題２.水道事業の災害対策の強化についてですが、今後想定される巨大地震や富
⼠山噴火に備え、水道施設の耐震化と迅速な復旧体制の整備を求めます。現行制度の見直し
と災害損失の繰延資産化を含む⽀援に賛同します。 
 次に、問題３.非常時における電⼒及び通信ネットワークの確保についてですが、災害時
における水道水の安定供給を確保するため、非常時の電⼒及び通信ネットワークの確保に
ついて、国の積極的な⽀援と指導に賛同します。 
 次に、問題４.社会資本整備重点計画についてですが、水道事業の重要性を再認識し、老
朽化対策や災害対応のため国の財政⽀援を強化し、社会資本総合交付金の対象とすること
に賛同します。 
 次に、問題５.水道災害復旧事業における漏水調査及び給水装置の取扱いについてですが、
水道災害復旧の漏水調査費用及び給水装置の復旧工事費用を公共土⽊施設災害復旧事業費
国庫負担法の補助対象とすることに賛同します。 
 最後に、問題６.放射性物質に係る対応の推進及び東京電⼒福島第一原子⼒発電所の事故
を原因とする損害賠償についてですが、福島第一原発事故による放射性物質の影響を受け
る水道事業者の負担軽減と、国⺠の健康と安全を守るため、迅速かつ適切な対応を講ずるこ
とに賛成します。 
 これら６題の問題に関しては、本総会に参加している会員の総意として関係機関に強く
要望していただくよう動議を提出するものです。 
 会員の皆様方においては、提案の趣旨をご理解の上、ご賛同を賜りますようよろしくお願
いします。 
〇議⻑（田中副局⻑） 

ありがとうございました。 
 ただいま大阪市より動議が提出されました。動議の趣旨は、本件の全ての問題は重要な問
題であるので、国の関係当局に強く陳情すべきであるという内容かと思います。 
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 つきましては、この提案を採択するとともに、陳情の時期や方法等については全て運営会
議に付託することとして、皆様、ご異議はございませんか。 
 異議なしの声がありました。 
 それでは、ご異議なしと認め、そのとおり決定します。 
 
Ⅱ．水道の基盤強化 
「補助関係」 

問題７．水道事業に対する財政⽀援の拡充及び要件の撤廃等について 
（北海道、東北、関東、中部、関⻄、中国四国、九州） 

問題８．水道施設の更新･再構築事業に対する新たな財政⽀援体制等の確⽴について 
（東北、関東、中部、関⻄、九州） 

問題９．簡易水道事業統合等に対する財政⽀援について 
（東北、関⻄、中国四国） 

問題 10．省エネルギー・再生可能エネルギー設備の導入促進に向けた柔軟な 
制度運用について 

（関東） 
〇議⻑（田中副局⻑） 
 それでは、次に、Ⅱ.水道の基盤強化、補助関係の問題を議題とします。 
 問題７.水道事業に対する財政⽀援の拡充及び要件の撤廃等についてから、問題 10.省エネ
ルギー・再生可能エネルギー設備の導入促進に向けた柔軟な制度運用についてまで、関東地
方⽀部の横浜市より提案理由の説明をお願いします。 
〇会員番号 214001 上田 嘉彦氏（横浜市水道局総務部総務課庶務係⻑）  

関東地方⽀部の横浜市です。補助関係の問題について、提案⽀部を代表して一括して提案
理由を説明します。 
 まず、問題７.水道事業に対する財政⽀援の拡充及び要件の撤廃等に関して、水道事業は
地震等の災害に対して強靱な水道施設を整備するため、耐震化の推進及び老朽施設の更新・
再構築に全⼒を傾注しているところです。加えて、水道を取り巻く環境の変化や一層多様化
する水道使用者のニーズへの対応が求められています。 
 また、病原微生物、有害化学物質等の新たな水質問題に対応した水質管理体制の強化、施
設の整備並びに安定的な水源の確保への取組を実施することが喫緊の課題となっています。
さらに、人⼝減少に伴う料金収入の減収による収益構造の悪化や水道事業に携わる職員数
が減少する中、改正水道法を踏まえ、水道の基盤強化が求められています。 
 このような事業の推進並びに課題の解決には多額の資金が必要であり、国の持続的かつ
安定的な財政⽀援が不可⽋です。 
 よって、このような事業の円滑かつ確実な推進に向けて水道事業に対する予算を十分に
確保するとともに、財政⽀援の拡充及び要件の撤廃等について、次の内容を国に対して強く
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要望します。 
 水道施設整備費に関する事項。 
 （１）水道水源開発施設整備費、水道施設機能維持整備費及び高度浄水施設等整備費等に
おいて、次の事項を実現するほか、採択基準における資本単価要件等の撤廃、補助対象事業・
施設の拡充及び補助率の大幅な引上げを図るとともに、交付に当たっては、補助対象事業者
の要望額として交付決定を早期化すること。 
 ①水道水源開発施設整備費において、ダムの大規模改修事業を補助対象に加えるととも
に、各種附帯設備の更新費用についても補助対象とすること。 
 ②水道施設機能維持整備費において、既存自家発電設備の更新・改良や施設の覆蓋化を補
助対象とする。 
 ③高度浄水施設等整備費において、交付額の算定に係る基準事業費を撤廃する。 
 防災・安全交付金に関する事項。 
 （１）緊急時給水拠点確保等事業のうち、次の事項を実現するほか、採択基準における資
本単価等の要件の撤廃、交付対象事業、施設の拡大及び交付率の大幅な引上げを図るととも
に、交付に当たっては、交付対象事業者の要望額として交付決定を早期化すること。 
 ①基幹施設構造物の耐震化事業等について、法定耐用年数の要件を撤廃し、交付対象事業
費の算定基準の見直しを図るとともに、基幹水道構造物の耐震化事業と併せて実施する⻑
寿命化工事についても交付対象とする。 
 ②重要給水施設配水管において、水道料金等に係る採択基準を撤廃するとともに、令和元
年度補正予算で拡充された緊急対策に係る配水⽀管への財政⽀援を継続する。 
 当該交付金に関する事項は、このほか３項目を含む全４項目となります。 
 そのほか、（１）上下水道 DX 推進事業において、水道施設の再構築を推進するため、先
端技術を活用したシステムの導入等の検討・構想から実施に要する費用について広く補助
の対象とし、設備の伴わない委託業務等についても対象とすること。また、スマートメータ
ー全⼾導入に係る取組を補助対象とするとともに、補助率の大幅な引上げを図ることをは
じめとする全８項目となります。 
 続いて、問題８.水道施設の更新・再構築事業に対する新たな財政⽀援体制等の確⽴に関
しまして、水道事業者は、これまで増加する水需要に対応し、安全で安定した水道水の供給
を確保するため、施設能⼒の増強及び基幹施設の整備を進めてまいりました。 
 こうした施設には、水需要が急増した昭和 30 年代から 40 年代にかけて建設されたもの
が多く、現在では建設後相当年数を経過し、老朽化が進んでいることから、その多くが更新
の時期を迎えています。 
 更新・再構築に当たっては、人⼝減少等による水需要の減少を踏まえた施設規模の適正化、
地震等の自然災害に対して強靱な水道施設の整備、病原微生物、有害化学物質等の新たな水
質問題に対応した水質管理体制の強化や高度浄水施設の整備など、緊急かつ重要な課題へ
の対応に加え、改正水道法を踏まえた水道の基盤強化が求められています。 
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 しかしながら、こうした課題等の対応を踏まえた施設の⻑寿命化事業、更新・再構築事業
並びに広域連携による施設の統廃合と、これに合わせたバックアップ機能強化を図る事業
等には膨大な事業費を要する一方で、直接料金収入の増加につながらないため、その資金を
水道事業者が独自で負担することは事業経営に及ぼす影響も大きく、老朽化した水道施設
の更新・再構築等を早急に推進することは極めて困難な状況となっています。 
 また、廃止する水道施設の撤去には莫大な費用を要し、その見込額が土地の評価額を上回
ることから、敷地の売却を前提とした施設の撤去が困難な状態となっています。 
 令和２年度には、生活基盤施設耐震化等交付金において、事業の縮小に伴う施設の統合整
備を行う水道施設再編推進事業が創設されましたが、対象事業は限定的なものです。 
 よって、水道施設の更新・再構築事業に対する新たな財政⽀援体制等の確⽴について、水
源、取水施設、浄水施設、導送配水施設等における水道施設の⻑寿命化事業、更新・再構築
事業並びに廃止施設の撤去事業に対する財政⽀援制度を創設することをはじめ、全６項目
を国に対して強く要望します。 
 続いて、問題９.簡易水道事業統合等に対する財政⽀援に関して、簡易水道事業の多くは
過疎地域や中山間地域、離島など、地理的条件から施設の効率化には限界があり、また、既
存施設の老朽化や水源の枯渇、水質悪化等の問題も山積し、運営基盤は脆弱なものとなって
います。 
 こうした中、国から既存の上水道事業の給水区域からの移動距離が原則として 10 キロメ
ートル未満の地域にある簡易水道事業を統合する方向で指導がなされ、水道事業者は統合
を鋭意推進しているところですが、地理的条件から上水道への施設統合ができず、経営のみ
を統合するソフト統合となり、経営の効率化や運営基盤の強化等につながらない状況です。 
 さらに、簡易水道事業の多くは、国の財政⽀援や一般会計からの繰入れ、簡易水道事業債
等を主な財源として辛うじて収⽀均衡を保っており、こうした簡易水道事業を統合するこ
とは、独⽴採算制を基本としている水道事業の健全な経営に⽀障を来すおそれがあります。 
 よって、上水道事業及び簡易水道事業の健全な経営を図るため、簡易水道事業統合等に対
する⽀援について、（１）統合前の簡易水道の建設改良に要する繰出金について、旧簡易水
道事業債の元利償還金に係る交付税措置は、臨時措置分も含めて、統合後６年目以降も減額
することなく継続し、従前の交付税の水準を将来にわたって維持するをはじめ、全３項目を
国に対して強く要望します。 
 次に、問題 10.省エネルギー・再生可能エネルギー設備の導入促進に向けた柔軟な制度運
用に関して、環境省では、平成 25 年度から⼆酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金の交付
を行っており、その補助対象事業には経済産業省及び国土交通省の連携事業として水イン
フラに係る脱酸素化推進事業があり、省エネルギー・再生可能エネルギーに係る施設等を整
備する場合に補助金を交付しています。 
 この補助金は、非営利法人が補助事業者として環境省から一旦交付を受け、同補助事業者
が設置する委員会において審査を行い、エネルギー起源⼆酸化炭素の排出整備のための技
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術等を導入する事業に対して交付をされる仕組みとなっています。 
 この補助事業を受けるためには、交付決定日以降でなければ工事の契約等が行えません
が、交付決定時期が７月下旬頃であるため、契約手続や事業の工期等を考慮した場合、補助
金を断念せざるを得ないこともあります。また、２か年の事業の場合、１年目の出来高のな
いものは補助対象として認められないなど、制約が多い制度運営となっています。 
 水の移送等に多大なエネルギーを要する水道事業における地球温暖化対策が社会的な要
請となっている一方、水道事業者は老朽施設の更新や耐震化に多額な費用を必要とし、省エ
ネルギー・再生可能エネルギー設備の導入まで手が回らない状況となっています。 
 よって、省エネルギー・再生可能エネルギー設備の導入促進に向けた柔軟な制度運用につ
いて、（１）補助対象事業として工事発注を行えるよう公募時期を早めるとともに、早期に
交付決定を行うことをはじめ、全２項目を国に対して強く要望します。 
 以上、補助関係の問題４点について、会員の皆様方のご賛同を賜りますようお願い申し上
げます。 
〇議⻑（田中副局⻑） 

ありがとうございました。 
 
「起債・繰出関係」 

問題 11．債融資条件の改善及び地方公営企業繰出制度の拡充等について 
（北海道、関東、中部、関⻄、中国四国） 

問題 12．公的資金補償金免除繰上償還制度及び公営企業借換債制度の復活について 
（北海道、東北、関東、中部、関⻄、中国四国、九州） 

〇議⻑（田中副局⻑） 
 続きまして、起債・繰出関係を議題とします。 
 問題 11.債融資条件の改善及び地方公営企業繰出制度の拡充等について、及び問題 12.公
的資金補償金免除繰上償還制度及び公営企業借換債制度の復活について、北海道地方⽀部
の帯広市より提案理由の説明をお願いします。 
会員番号 201031 井上 猛氏（帯広市公営企業管理者）  

北海道地方⽀部の帯広市です。問題 11 及び問題 12 について、提案⽀部を代表して提案
理由を説明します。 
 まず、問題 11 についてです。 
 水道事業においては、施設の整備拡充等のための多額の資金を起債に依存せざるを得な
いことから、その元利償還金が財政を圧迫しています。 
 こうした中、地方公営企業繰出制度については、毎年度、総務省において基本的な考え方
が示されていますが、実際の繰出金の拠出は一般会計の財政状況によって左右されること
が多く、必ずしも制度の趣旨が保たれているとは言いがたい状況です。 
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 一方、令和元年度から水道事業にもその使途が通じる森林環境譲与税の地方公共団体へ
の譲与が開始されたことや、再生可能エネルギー電⼒調達に際して増額となる維持管理費
用などの経費についても、地方公営企業繰出制度の対象とすべきであると考えられること
などを踏まえ、起債の融資条件等の改善とともに、地方公営企業繰出制度の拡充等を国等に
対して要望するものです。 
 以下、要望事項です。 
 起債融資条件の改善及び地方公営企業繰出制度における実効性の強化、安全対策事業、高
料金対策等における繰出基準の緩和及び対象事業の拡充を図るほか、次の事項を実現する
こと。 
 要望事項については、（１）政府資金などによる安定した資金調達機能を維持するととも
に、起債に係る利率のさらなる引下げを図るをはじめ、全 10 項目になります。 
 引き続き、問題 12 についてですが、起債の元利償還金が水道事業にとって大きな負担と
なっていることは先ほど述べたとおりですが、特に過去に借り入れた高金利既往債がこの
負担を一層大きくしているところです。 
 こうした状況の中、過去実施された公的資金補償金免除繰上償還制度及び公営企業借換
債制度は、財政上の負担の軽減につながる有用な制度でしたが、一方で、いずれも限定的な
実施内容となっていました。したがって、水道事業の健全経営を確保し、水道料金の高騰を
抑制するため、これらの制度の復活を国に対して強く要望するものです。 
 以下、要望事項です。 
 （１）公的資金補償金免除繰上償還制度を復活すること。なお、制度の復活に際して許可
要件となっている資本費、将来負担比率等の要件を緩和するをはじめ、５つの要件を緩和す
るとともに、手続を簡素化すること。 
 （２）公営企業借換債制度を復活すること。なお、制度の復活に際して、年利率３％以上
の企業債を対象とするをはじめ、３つの要件を緩和するとともに、手続を簡素化すること。 
 以上、会員の皆様方のご賛同を賜りますようよろしくお願いいたします。 
〇議⻑（田中副局⻑） 
 ありがとうございました。 
 ここで、ここまでご説明いただきましたⅡ.水道の基盤強化に関連する６つの問題につい
て採決をお諮りしたいと存じます。 
 これらの問題の処理方法に対するご意見等がございましたらご発言をお願いいたします。 
〇会員番号 234009 日高 一成氏（広島市水道局技術部施設担当部⻑）  

中国四国地方⽀部の広島市です。 
 ただいま上程された問題７.水道事業に対する財政⽀援の拡充及び要件の撤廃等について
から、問題 12.公的資金補償金免除繰上償還制度及び公営企業借換債制度の復活についてま
での６つの問題について、賛成の⽴場から一括して動議を提出します。 
 水道事業においては、人⼝減少による料金収入の減少や昨今の物価の高騰、さらには、水
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道施設の老朽化対策など、経営環境が一段と厳しさを増す中、経営基盤の強化が急務となっ
ており、今後自らの努⼒だけでは経営を維持することが困難となる水道事業者が増加する
ことが予想されます。 
 もとより、こうした状況下においても、水道事業者の使命である安全で良質な水道水を安
定的に供給するために老朽施設の更新や水質管理体制の強化をはじめとする所用の事業を
着実に推し進めていく必要があります。 
 一方で、これらの事業は多額の資金を要することから、財政負担の増加による水道料金の
高騰も懸念されるため、財政⽀援の拡充及び要件の撤廃をはじめ、起債融資条件の改善や地
方公営企業繰出制度の拡充等について、地域の実情等を踏まえた十分な措置が必要不可⽋
であると考えます。このため、これら６つの問題について、本総会に参加している会員の総
意として強く要望していただくよう動議を提出するものです。 
 会員の皆様方においては、提案の趣旨をご理解の上、ご賛同賜りますようよろしくお願い
申し上げます。 
〇議⻑（田中副局⻑） 

ありがとうございました。 
 ただいま広島市より動議が提出されました。動議の趣旨は、本件の全ては重要な問題であ
るので、関係当局に強く陳情すべきであるという内容かと思います。 
 つきましては、改めてお諮りします。 
 この提案を採択するとともに、陳情の時期や方法等については、全て運営会議に付託する
こととしてご異議はございませんか。 
 異議なしのお声をいただきました。 
 それでは、ご了承いただいたものとして、ご異議なしと認め、そのとおり決定します。 
 
Ⅲ.安定・安全の確保 
「水源関係」 

問題 13．安定水源の確保及び水源施設における堆積土砂対策等の推進について 
（関東、中部、中国四国、九州） 

問題 14．水利権制度の柔軟な運用について       
（東北、関東、四国中国、九州） 

 
問題 15．既存ダムの洪水調節機能強化に向けた基本方針への対応について 

（関東、九州） 
問題 16．特定多目的ダム供用開始後に要する利水者負担額の軽減について 

（東北、中部、関⻄） 
〇議⻑（田中副局⻑） 
 次に、Ⅲ.安定・安全の確保、水源関係の問題を議題とします。 

－ 230 －



 

 問題 13、安定水源の確保及び水源施設における堆積土砂対策等の推進についてから、問
題 16、特定多目的ダム供用開始後に要する利水者負担額の軽減についてまでを九州地方⽀
部の北九州市より提案理由の説明をお願いします。 
〇会員番号 240001 徳原 賢氏（北九州市上下水道局水質試験所⻑） 
 九州地方⽀部の北九州市です。問題 13 から 16 について、提案⽀部を代表して提案理由
をご説明します。 
 まず、問題 13.安定水源の確保及び水源施設における堆積土砂対策等の推進についてです。 
 水道の根幹的使命の一つである安定給水確保のためには、安定した水源を確保する水源
施設の存在が不可⽋ですが、その建設には⻑期間にわたる期間と多額の整備費を要します。
このため、計画的かつ効率的な水源開発の推進が強く求められるとともに、整備されたダム
等を良好な状態で管理運営することが必要であります。 
 こうした中、ダム上流域においては、多くの地域で森林の荒廃が問題になっています。さ
らに、近年頻発する豪雨災害により、ダムにおける堆積土砂は全国的な課題となっています。 
 また、水循環基本法の枠組みの中で策定される流域水循環計画の事業の推進により、関係
機関との連携の下、適正な水循環の実現及び水資源の保全を図ることも強く求められてい
ます。 
 よって、安定水源の確保及び水源施設における堆積土砂対策等の推進を国に対して強く
要望するものです。 
 次に、問題 14.水利権制度の柔軟な運用についてです。 
 許可水利権を得ている水道事業者にとって、水利権は水道事業経営の根幹をなすもので
あり、既得の水利権水量を安定給水のための施設整備や水運用の前提としています。また、
水利権は厳格な手続を踏んで許可されることから、河川法に基づく水利権制度では、渇水時
の特例を除いて水融通は認められていません。緊急時においては、特に水道事業者間におけ
る水融通が有効な方策と考えられます。 
 さらに、広域連携の一施策としての施設の共同設置、共同利用、上流取水の促進という観
点において、施設規模の縮小や統廃合に伴い、同施設に水利権の減量または廃止が生じる場
合に、その減量等をされる水利権を他の水道事業者が活用することができれば、広域化の推
進による経営基盤への効果が期待できます。 
 よって、水利権制度の柔軟な運用を国に対して強く要望するものです。 
 次に、問題 15.既存ダムの洪水調節機能強化に向けた基本方針への対応についてです。 
 令和元年東日本台風等を踏まえ、既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた基本方針が定
められました。 
 近年、気候変動の影響による水害の激甚化により、流域に暮らす方々の安全確保が急務と
なる一方で、利水運用の対策が必要となっています。こうしたことから、基本方針に基づく
治水協定や、令和３年７月に出された国土交通省の事前放流ガイドラインについて、損失補
填等の改善に向けた協議の場を関係省庁等と行えるよう調整すること、人命優先の観点か
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ら、洪水調節機能の拡大に最大限協⼒しつつも、事前放流による水不足等の実害が生じない
よう、既存ダムの洪水調節機能強化に向けた基本方針への対応について強く要望するもの
です。 
 最後に、問題 16.特定目的ダム供用開始後に要する利水者負担額の軽減についてです。 
 多くの水道事業者間では、特定多目的ダム建設事業に参画し、安定的に取水するための許
可水利権を取得しています。 
 しかしながら、特定多目的ダム事業の参画には膨大な建設費用の負担に加え、ダム完成後
は、特定多目的ダム法第 33 条の規定に基づき、ダムの維持管理等に要する負担金及び同法
第 35 条に基づきダムの所在市町村への交付金を⽀払うための給付金の負担を強いられるた
め、厳しい水道事業財政をさらに圧迫するものになっています。 
 よって、特定多目的ダム供用開始後に要する利水者負担額の軽減を国に対して強く要望
するものです。 
 以上、会員の皆様のご賛同をいただきますようよろしくお願い申し上げます。 
〇議⻑（田中副局⻑） 
 ありがとうございました。 
 
 
「水質関係」 
  問題 17．水道水源における水質保全対策及び水質事故の発生防止の強化等について 

（東北、関東、中部、関⻄、九州） 
〇議⻑（田中副局⻑） 
 続きまして、水質関係を議題とします。 
 問題 17.水道水源における水質保全対策及び水質事故の発生防止の強化等について、関⻄
地方⽀部の阪神水道企業団より提案理由の説明をお願いします。 
会員番号 228501 吉田 延雄氏（阪神水道企業団企業⻑） 
 関⻄地方⽀部、阪神水道企業団です。 
 問題 17.水道水源における水質保全対策及び水質事故の発生防止の強化等について、提案
⽀部を代表して提案の理由についてご説明します。 
 この水質問題については、各水道事業体にとっても、大変関⼼の高い分野です。これまで
水道水質基準の改正、これも逐次行われてきてますし、環境基準、配水基準の強化といった
ような水質保全に関する法令、これも整備されてきてます。加えまして、下水道や合併浄化
槽、そういう整備にも精⼒的に取り組まれており、それらの結果、河川等の水質については、
以前に比べて大きく改善傾向にございます。 
 しかしながら、水道水の安全性というのは、これはまさに市⺠の方々の安全に直結する話
です。我々水道事業体も安全な水をお届けするべく、日々細⼼の注意を払いながら努⼒をし
ていますが、現在においても、全国各地で様々な水質に関する課題が顕在化しています。 
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 資料にもあるとおり、１番では、産廃処分場の建設の規制に関する問題、それから、２で
は、水質異常時における給水継続の考え方、そして、続いては、PRTR 法対象物質の拡大、
それから、４では、PFOS、PFOA 等の有機フッ素化合物、とりわけこの問題については、
新たな物質ということもあるため、報道等でも頻繁に取り上げられていることから、市⺠の
方々の関⼼も高くなっています。 
 それから、５番目はカビ臭原因物質、あるいはシアン化合物の排水基準ですが、このカビ
臭原因物質については、阪神水道企業団でも主な水源が琵琶湖ということもあり、夏場には
藻類発生に伴ってカビ臭原因物質の濃度が高くなるといったような事態が起こっており、
これまで高度浄水処理で対応してきているわけですが、昨今では、夏場だけではなく、冬場
にもこのカビ臭原因物質の濃度が高くなり高度浄水処理を行っていますが、これをもって
も、水温が低いと除去効率が落ちてしまうといった問題も生じています。 
 それから、６番には農薬の問題、そして、続いては富栄養化の原因となる窒素、リンの排
水規制、それから、８番はトリクロロエチレンなどの地下水汚染物質、９では、これは海水
淡水化に関する課題ですが、ホウ素に係る水質基準値の見直し、また、ちょっと少し下の事
業実施関係の２のところにもありますが、クリプトスポリジウム等原虫対策、こういった課
題が全国各地で顕在化してきている状況です。 
 そして、その次のページになりますが、調査研究に関連して、これからもそういう安全に
関する新たな物質、これを想定されないと言えないので、国においては、これらの課題につ
いて十分ご認識いただいた上で、調査研究を含め、課題解決に向けて精⼒的に対応していた
だくようお願いしたい。したがいまして、ここに掲げている事項について、国に要望するこ
とを提案させていただくものです。 
 会員の皆様方のご賛同を賜りますよう、どうぞよろしくお願いします。 
〇議⻑（田中副局⻑） 
 ありがとうございました。 
 ここで、これまでご説明いただいたⅢ.安定・安全の確保に関連する５つの問題について
採決をお諮りしたいと存じます。 
 これらの問題の処理方法に対するご意見等がありましたらご発言をお願いします。 
○会員番号 215001 遠藤 靖氏（新潟市水道局総務部営業課課⻑補佐） 
 中部地方⽀部の新潟市です。 
 ただいま上程された問題 13 から問題 17 の５つの問題について、賛成の⽴場から一括し
て動議を提出させていただきます。 
 まず、問題 13.安定水源の確保及び水源施設における堆積土砂対策等の推進についてです
が、安定供給確保のためには、安定的な水源施設が不可⽋であるため、計画的かつ効率的な
水源開発や既存ダムの良好な管理運営が必要であり、近年頻発する自然災害による既存ダ
ムの堆積土砂対策や流域水循環計画については、補助制度等の充実や交付金制度の明確化
など、さらなる施策推進を求めていく必要があると考えます。 
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 次に、問題 14.水利権制度の柔軟な運用についてですが、水利権は安定給水を前提とした
水道事業経営の根幹をなすものです。一方で、水利権は厳格な運用により、渇水時の特例を
除いて融通が認められていません。地震等の災害や大規模な水質事故などの発生時におけ
る水道事業間の水融通に加え、広域連携を推進するためにも水利権制度を柔軟に運用して
いく必要があると考えます。 
 次に、問題 15.既存ダムの洪水調節機能強化に向けた基本方針への対応についてですが、
水道事業者においても、ダムの利水者として、国がダムの洪水調節機能を活用することに対
して最大限協⼒すべきものと考えます。 
 しかしながら、そのためには、水不足等の実害が生じないよう、国があらかじめ対応策を
定めるともに、損失補填や費用負担等の改善に向けた協議を関係省庁と行えるよう調整し、
実害が生じた場合、利水者に特別な負担が生じないよう、国の責任において適切に対応する
こと、また、水道事業者が利用する多目的ダムについても、国直轄のダムで推進されている
ハイブリッドダムと同様の取組を推進すること、これらを強く要望することが必要である
と考えます。 
 次に、問題 16.特定多目的ダム供用開始後に要する利水者負担額の軽減についてですが、
水需要が減少する一方で、老朽施設を更新し、災害対策を進めることが喫緊の課題である中、
ダムの維持管理に関する負担金及びダム所在市町村への交付金等の⽀払いが厳しい水道事
業財政をさらに圧迫していることから、国に対して負担金等の軽減を求めていく必要があ
るものと考えます。 
 最後に、問題 17.水道水源における水質保全対策及び水質事故の発生防止の強化等につい
てですが、水道事業者が常に安⼼・安全で良質な水を安定的に供給する使命を果たすために
は、水道水源の水質保全や水質事故の発生防止は重要な課題です。 
 水道原水の汚染をはじめ、近年新たな化学物質による水質への影響など、水源水質の問題
は水道事業者にとって重大なリスク要因となっています。水道事業者が安全で良質な水道
水源を安定して確保するため、国が水源保全について一層の規制強化を図るとともに、水質
事故の発生防止策を強化するよう強く求めます。 
 これら５つの問題に関しては、本総会に参加している会員の総意として関係機関に強く
要望していただきますよう動議を提出するものです。 
 会員の皆様方においては、提案の要旨をご理解の上、ご賛同を賜りますようよろしくお願
いします。 
〇議⻑（田中副局⻑） 
 ありがとうございました。 
 ただいま新潟市より動議が提出されました。動議の趣旨は、本件の全ては重要な問題であ
るので、関係当局に強く要望、陳情すべきであるという内容と思われます。 
 つきましては、改めてお諮りします。 
 これら提案を採択するとともに、陳情の時期や方法等については、全て運営会議に付託す
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ることとしてご異議ございませんか。 
 異議なしの声を多数いただきました。 
 それでは、ご異議なしと認め、そのとおり決定いたします。 
 
Ⅳ．その他の重要事項 

問題 18．電気料金等の高騰に対する⽀援制度の拡充等について 
（関東、関⻄、中国四国） 

問題 19．電磁式等を含む水道メーターの検定有効期間の見直しについて 
（北海道、関東、九州） 

問題 20．地下水利用等による専用水道に係る法整備及び対応について 
（関東、中部、関⻄、中国四国） 

問題 21．配水管等の耐用年数の見直しについて 
（北海道、関東、中部、関⻄、中国四国） 

問題 22．塗膜に含まれる低濃度ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物の処理等について 
（中国四国） 

問題 23．広域的な広報活動について 
（関⻄） 

問題 24．分水、区域外給水の解消方法の簡素化について 
（関⻄） 

問題 25．広域化等の促進に関する地方自治法の特例措置について 
（関⻄） 

問題 26．水道分野の国際協⼒における水道事業者の役割の明確化及び 
国際協⼒活動への財政⽀援について 

（関東） 
〇議⻑（田中副局⻑） 
 次に、Ⅳ.その他の重要事項を議題とします。 
 問題 18.電気料金等の高騰に対する⽀援制度の拡充等についてから、問題 26.水道分野の
国際協⼒における水道事業者の役割の明確化及び国際協⼒活動への財政⽀援についてまで、
中国四国地方⽀部の松江市様より一括して提案理由のご説明をお願いします。 
〇会員番号 232001 月坂 丈洋氏（松江市上下水道局上下水道部浄配水課主任） 
 中国四国地方⽀部の松江市です。会員提出問題 18 番から 26 番まで一括して提案理由を
説明します。 
 18.電気料金等の高騰に対する⽀援制度の拡充について、水道事業は、市⺠生活や社会経
済活動を⽀えるライフラインとして重要な役割を担っており、安定的に事業を運営してい
く一方で、導送配水施設におけるポンプの使用や浄水処理等の過程において多大な電⼒を
要し、エネルギー価格の影響を受けやすい事業形態です。 
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 高効率機器の導入や効率的な水運用などの省エネに取り組み、電⼒消費の抑制に努めて
おりますが、昨今のエネルギー価格の急騰が事業経営に及ぼす影響は極めて大きく、水道事
業者の自助努⼒には限界があります。 
 令和４年９月には、国の電気料金高騰対策として各種施策を実施されましたが、水道事業
者に対して必要額が交付されてはおりません。 
 加えて、原油価格、物価高騰の収束が見通せない中、国の⽀援である電気・ガス価格激変
緩和対策事業は令和６年５月使用分までとされており、追加の⽀援策が発出されましたが、
これは各都市の判断に委ねるもので、水道事業に確実に割り当てられていません。 
 よって、安全で安定した水道水の供給を持続するため、電気料金等の高騰に対する⽀援制
度の充実を国に対して強く要望するものです。 
 要望事項は、１.電気・ガス価格激変緩和対策事業において、電気料金が高い水準で推移
している場合は⽀援を継続するとともに、さらなる拡充を図ることをはじめ、全５項目にな
ります。 
 19.電磁式等を含む水道メーターの検定有効期間の見直しについて、水道事業者において
は、平成 23 年４月から施行された計量法省令に基づき、計量精度の向上等を踏まえ、新基
準に対応した電磁式や超音波式を含む水道メーターへ順次移行しました。これらの水道メ
ーターは⻑期間の使用にほとんど⽀障はないものの、現行の計量法に定める検定有効期間
は変わらず８年のままとなっております。期間満了に基づく水道メーターの購入及び取替
えに要する費用は、水道財政において大きな負担となっており、検定有効期間の見直しが急
務です。 
 よって、水道メーターの耐久性等の検証を行い、特定有効期間を見直すことを国に対して
強く要望するものです。 
 要望事項は、電磁式等を含む水道メーターの耐久性等の検証を行い、検定有効期間を見直
すこと。 
 20.地下水利用等による専用水道に係る法整備及び対応について、近年、地下水等の膜処
理水と水道事業者が供給する水道水とを混合して給水する、あるいは主たる水道水のバッ
クアップ用として水道水を使用するといった形態の専用水道の設置が全国的かつ急速に拡
大しています。 
 このような専用水道への移行は、水質管理の実態が不明瞭であり、場合によっては配水管
内に停滞水が発生しやすく、専用水道に混入する懸念があります。また、専用水道が水道の
使用を急激に増やしたときに、配水管路内の圧⼒変動により赤水などの異常が発生するお
それがあります。 
 一方、こうした専用水道による地下水の利用拡大がもたらす環境への影響も懸念され、地
下水の過剰なくみ上げによる地盤沈下を防止するために工業用地下水のくみ上げ規制など
が実施されてきました。 
 今後、専用水道による地下水利用がさらに拡大した場合には、再び地盤沈下が進行するこ
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とを防止するとともに、公共性の高い貴重な資源である地下水の適正な保全のため、地下水
利用の在り方を踏まえた水循環基本計画の運用を図り、地下水の公的な管理に係る取組を
より一層推進していく必要があります。 
 併せて、地下水を一部の事業者が自⼰利益のために利用することは、国⺠の共有財産であ
る地下水の有効利用の観点から公平性を⽋くものです。さらに、地下水利用専用水道の導入
によって水道の使用量が非常に少なくなれば、水道施設に係る固定費の多くが未回収とな
り、その減収分が他の水道利用者に転嫁される懸念もあります。 
 よって、地下水利用等による専用水道に係る法整備及び対応を国に対して強く要望する
ものです。 
 要望事項は、１.地下水利用専用水道の実態を正確に把握するとともに、水質管理の徹底
も含め、⽴入検査など適切かつ迅速な行政指導が行われるよう指針等について明示するこ
とをはじめ、全３項目となります。 
 21.配水管等の耐用年数の見直しについて、高度成⻑期に埋設された多くの配水管は、本
格的な更新時期を迎えています。更新に伴い布設する配水管は、東日本大震災等の教訓を踏
まえ、耐震性、耐久性に優れた新型管種を選択する水道事業者が多い中、現行の地方公営企
業法施行規則では、その耐用年数は一律 40 年とされています。 
 しかしながら、近年の技術進歩により配水管の耐久性は大きく向上し、ダクタイル鋳鉄管
では 100 年という⻑寿命の新製品も開発されており、一律 40 年と規定する現行の規則は実
態に沿っておりません。 
 また、ポンプ設備は 15 年、監視制御設備等の計測設備は 10 年と規定されていますが、
これらも技術レベルの向上や維持管理の適正化を踏まえた見直しを検討すべき時期に来て
います。 
 耐用年数は水道事業の費用構成の中で大きな割合を占める減価償却費に係り、水道使用
者から回収する水道料金の算定にも大きく影響を与えます。 
 よって、配水管等の耐用年数の見直しを国に対し強く要望するものです。 
 要望事項は、１.配水管については速やかに耐久性等の検証を行い、材質、構造等に応じ
た適切な耐用年数へ見直すことをはじめ、全２項目になります。 
 22.塗膜に含まれる低濃度ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物の処理等について、塗膜に
含まれる低濃度 PCB 廃棄物については、環境省からの事務連絡「ポリ塩化ビフェニル含有
塗膜調査実施要領の改定及び調査の進捗状況について」により調査を実施していますが、塗
膜の製造年及び種類のみで PCB 含有の有無を判断しており、今後、低濃度 PCB が検出さ
れる施設が特別措置法により政令で定める期間以降にも発見される可能性があります。 
 また、塗膜除去を実施した施設より低濃度 PCB が検出された場合、塗膜除去を確実かつ
適正に行う必要があり、処理費用も高額となることから、塗膜に含まれる低濃度 PCB 廃棄
物の処理等に関する検討及び財政⽀援措置等を国に対し強く要望するものです。 
 要望事項は、１.塗膜に含まれる低濃度 PCB 廃棄物については、その処分期限を延⻑する
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ことをはじめ、全２項目になります。 
 23.広域的な広報活動について、水道事業者は、人⼝減少に伴う料金収入の減少、老朽化
施設の更新など、様々な課題に直面している中、今後水道事業を維持し、施設を将来に引き
継ぐという役割があります。そのため、水道利用者に対しては、水道事業の現状と将来ある
べき姿を知り、理解を深めてもらう必要があり、水道事業者は様々な媒体を使って広報活動
を行っています。 
 しかしながら、各事業者単体での広報には限界があり、水道利用者にその意図が的確に伝
わっておりません。 
 よって、各水道事業者共通の課題に対しては、より多くの水道利用者に効果的なメッセー
ジとなり得る各種媒体を通じて水道利用者が水道事業の現状と将来あるべき姿を知り、理
解が深まるよう、広報活動を継続的に押し進めることを国に対して強く要望するものです。 
 要望事項は、水道利用者が水道事業の現状と将来あるべき姿を知り、理解が深まるよう、
全国もしくは地方単位でのテレビ番組、CM、ラジオ、ポスター、SNS 等を通じて広報活動
を押し進めること。 
 24.分水・区域外給水の解消方法の簡素化について、人⼝減少等による給水収益のさらな
る減少により、水道事業は一層厳しい経営環境となり、水道ストックの維持管理が健全経営
持続の負担となるリスクがあるため、更新や耐震化に加え、水道施設の統廃合やダウンサイ
ジング等、水道ストックの有効活用に取り組んでいく必要があります。 
 しかし、給水区域境界が存在する道路には、双方の水道事業者がそれぞれ配水管を輻輳的
に埋設していることで継続的に維持管理が必要な水道ストックが増加し、水道事業者の負
担となっています。 
 また、給水区域境界には地形的な問題を抱えるエリアも多く、新規の水需要に対し管路整
備を行ったとしても、末端部での水圧・水質等、安定給水の確保についての課題もあります。 
 水道法第８条では、給水区域が他の水道事業の給水区域と重複しないことと規定されて
おり、認可等の手引でも、区域外への給水の解消方策として認可取得等の方策が示されてい
ますが、いずれも水道事業にとって事務負担が大きく、給水需要に対する迅速な対応も困難
です。 
 市境界における給水区域の整理について。水道法に基づく給水区域の拡張は届出等で足
りるとされており、一定の事務負担が軽減に配慮されている一方で、給水区域の縮小におい
ては、事業の一部廃止許可申請が必要とされています。このため、分水・区域外給水の解消
方策の簡素化について、国に対して強く要望するものです。 
 要望事項は、１.分水・区域外給水の早期解消のため、給水区域の重複を可能とすること
をはじめ、全２項目になります。 
 25.広域化等の促進に関する地方自治法の特例措置について、水道事業者の事業統合に際
しては、その都度、地方自治法に基づき、関係地方公共団体全ての議会の議決をもって組合
規約の変更や共同処理する事務の団体の変更を行う必要があります。 
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 一方で、事業統合の中には、当面の間、事業会計や料金体系等についてはそれぞれの団体
ごととし、将来的に水道料金、資産、事業会計等の全てを統一する事例もあり、統合しない
団体への大きな影響は基本的にないケースもあります。 
 よって、広域化の取組を円滑かつ迅速に進めるため、広域化等の促進に関する地方自治法
の特例措置について、国に対して強く要望するものです。 
 要望事項は、組合規約の変更、共同処理する事務の団体の変更をする場合、変更する団体
の議会の議決をもって組合規約の変更が承認されたものとすること。 
 26.水道分野の国際協⼒における水道事業者の役割の明確化及び国際協⼒活動への財政⽀
援について、水道分野の国際協⼒については、独⽴行政法人国際協⼒機構 JICA が行う独⽴
協⼒プロジェクトへの参画や草の根技術協⼒事業の実施により、途上国への職員派遣や研
修生の受入れなどを通じ、水道事業者が大きな役割を果たしています。 
 一方で、厚生労働省新水道ビジョンでは、水道事業の国際協⼒への関与については、主に
職員の資質向上や技術レベルの確保などの効果が示されるのみで、水道事業者の役割につ
いては明確に示されていません。 
 このことから、国際協⼒に関わろうとする水道事業者の体制整備に資するため、今後策
定・改定される国の指針等において、水道分野の国際協⼒における役割を明確に提示するよ
う、国に対して強く要望するものです。 
 また、水道事業者が独自の国際協⼒に係る調査検討等を行う場合に要する費用等につい
て財政⽀援を講じ、水道事業者の負担軽減を図られるよう、併せて要望します。 
 要望事項は、１.今後策定・改定される国の指針等において、水道事業者の国際協⼒にお
ける役割を明示することをはじめ、全２項目になります。 
 以上です。会員の皆様の賛同を賜りますようよろしくお願いいたします。 
〇議⻑（田中副局⻑） 
 ありがとうございました。 
 ここで、ただいまご説明いただいたⅣ.その他の重要事項に関連する９つの問題について
採決をお諮りしたいと存じます。 
 これらの問題の処理方法に対するご意見等がございましたらご発言をお願いします。 
 お願いします。 
〇会員番号 201001 早瀬 洋氏（函館市企業局管理部総務課⻑） 
 北海道地方⽀部の函館市です。 
 ただいま上程された問題 18.電気料金等の高騰に対する⽀援制度の拡充についてから、問
題 26.水道分野の国際協⼒における水道事業者の役割の明確化及び国際協⼒活動への財政⽀
援についてまでの９題の問題について、賛成の⽴場から一括して動議を提出します。 
 まず、問題 26.電気料金等の高騰に対する⽀援制度の拡充についてですが、水道事業は、
各種水道施設の運用に際し多大な電⼒を要し、昨今のエネルギー価格の急騰が経営に及ぼ
す影響は極めて大きいものですが、国の電気料金高騰対策としての施策は、電気需給契約が
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特別高圧である場合は、激変緩和対策の解消にはなっておらず、また、交付金は関係部局等
との協議調整によっては、水道事業者に対して必要額が交付されるとは限らないのが実態
です。安全で安定した水道水の供給を持続するため、電気料金等の高騰に対する⽀援制度の
拡充が必要であると考えます。 
 次に、問題 19.電磁式等を含む水道メーターの検定有効期間の見直しについてですが、平
成 23 年４月施行の計量法省令の基準に対応した水道メーターは、材質も環境に配慮したも
のとなっており、⻑期間の使用に⽀障はほとんど見られない状況であるにもかかわらず、現
行の計量法に定める検定有効期間は従来のまま８年となっており、その購入及び取替えに
要する費用は、水道財政において大きな負担となっていることから、耐久性等の検証を行い、
検定有効期間を見直すことが必要であると考えます。 
 その他７題の問題についても、水道事業体にとって非常に重要な問題であると考えます。
これら９つの問題について、本総会に参加している会員の総意として関係機関に強く要望
していただくよう動議を提出するものです。 
 会員の皆様方においては、提案の趣旨をご理解の上、ご賛同賜りますようよろしくお願い
します。 
〇議⻑（田中副局⻑） 
 ありがとうございました。 
 ただいま函館市より動議が提出されました。動議の趣旨は、本件の全ては重要な問題であ
るので、関係機関に強く要望・陳情すべきであるという内容と思われます。 
 つきましては、ここで改めてお諮りします。 
 これら提案を採択するとともに、陳情の時期や方法等については、全て運営会議に付託す
ることとしてご異議はございませんか。 
 異議なしのお声を多数いただきました。 
 それでは、ご異議なしと認め、そのとおり決定します。 
 以上で予定した会員提出問題は全て終了しました。 
 そのほかに何かご意見、ご発言のある方はいらっしゃいますでしょうか。 
 特にないようですので、以上をもちまして、会員提出問題の討議を終了させていただきま
す。最後まで活発なご意見、ご発言をいただきありがとうございました。 
 ここで、一旦休憩とします。次の会議は、入り⼝の会場の時計で 14 時 45 分再開としま
す。 
 それでは、休憩にしてください。 
 以上です。 
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「行政施策説明」 

国土交通省と総務省から、施策などについて次のとおり説明があった。 
 

○国土交通省（筒井国土交通省⽔管理・国土保全局⽔道事業課⻑） 
国土交通省⽔道事業課⻑の筒井と申します。皆様には⽇ごろから⽔道事業の持続的な

運営にご尽力、ご協力いただき誠にありがとうございます。本⽇は４つのことをポイン
トにご説明いたします（図 -1）。 

 

 
図−１ 
 
まず一つ目として、国土交通省への⽔道整備・管理行政の移管についてです。今年の

４月から厚生労働省が所管した⽔道事業について、施設の整備や管理行政を国土交通省
に、⽔道・⽔質を環境省に移管しました(図-2〜3）。 

国土交通省の移管に伴い、今までと大きく異なるのは、様々な技術的人材が地方整備
局にいるということです。さらに、地方整備局では、河川部に⽔道係や下⽔道係等が入
ったことで、事業体の窓口として様々なお話を伺うことが可能となりました（図 -4）。 
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図−２ 
 
 

 
図−３ 
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図−４ 

 
続いて二つ目の話は、令和７年度の予算概算要求についてです（図 -5）。 
 

 
図−５ 
予算概算要求の概要になります（図 -6）。基本的な方針としては、⽔道事業を国土交

通省に移管された初年度、さらには今年の１月に能登半島地震があったということを踏
まえまして、強靱で持続的な上下⽔道、上⽔道に加え、従来から国土交通省で所管して
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いた下⽔道を一体で推進します。市⺠の目線からすれば、⽔道が使えても、下⽔に流せ
なくては困る、逆に下⽔は流せるようになっているが、⽔道が使えずに困る、このよう
な視点からの一体化ということです。 

 

 
図−６ 

 
また、上下⽔道一体化での耐震化や持続可能性という観点からの予算要求となります。

個別補助金としましては、従来に比べ上下⽔道全体で 1.2倍増となり、内訳は上下⽔道
一体で2.9倍、全体の倍率に対して低くなっておりますが⽔道・下⽔道それぞれ単独で
1.15倍という要求となっています。 

そして、防災・安全交付金の要求もございます。防災・安全交付金は、国土交通省事
業全体の中で上下⽔道部分として要求しております。また、国土強靱化の５カ年計画等
を踏まえた事項要求もございます。 

ではどのような要求かを簡単に申し上げます。今年度特に重点的なところは、耐震化
です。図 -7にあります⑴上下⽔道施設の耐震化、なかでも①に記載の上下⽔道システム
の「急所」の耐震化です。「急所」という言い方をしていますが、その施設が機能を失
えば、施設全体が機能しなくなるところ、⽔道で言えば取⽔施設、導⽔施設、浄⽔施設、
そして、配⽔の本管、配⽔池までの最重要施設のことを言います。そして、下の図にも
ありますが、この「急所」に加え上下⽔道共通ですが、避難所や学校、災害拠点病院等
の重要施設に接続する管路、配⽔本管、配⽔支管などもしっかり耐震化できるよう支援
していきたいと考えています。 
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図−７ 
 
もう一つは⑵災害時の代替性・多重性の確保です。災害時に断⽔が発生してしまう中

で、可搬式の浄⽔施設や設備の配備、給⽔車が足りなくなる可能性があるため、このこ
とに備え、可搬式浄⽔施設などの設備や給⽔車の配備、防災⽤井⼾の整備等についても
支援していきたいと考え要求しています。 

特に重点的要求部分ということで耐震化についてご説明しましたが、⽔道の持続可能
性も重要です（図 -8）。「⽔道」を将来にわたり持続可能なものにしていく中で、特に
効果的な取組は上下⽔道の施設配置を最適化していくことです。施設配置を最適化する
ことで、⽔質保全・公衆衛生の向上とともに、取⽔位置を上流に移転することで自然流
下を活⽤した給⽔に伴うポンプ動力等の削減につながりカーボンニュートラル実現に寄
与できます。 
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図−８ 
 
さらに、都道府県が策定する「⽔道基盤強化計画」の支援、本⽇開催されている⽔道

展にも様々な出展がありましたが、点検・整備を効率的にするため⽔道における新技術、
特にデジタルトランスフォーメーションについても支援して参ります。 

加えて、PFAS への対応として資本単価要件の適⽤除外をしていくよう要求している
ところです。 

また、調査費についても、上下⽔道一体での効率的な基盤強化に向けた事業調査費の
創設を要求しています（図 -9）。それから、革新的技術実証事業については、上下⽔道
共通の課題の解決に向け、分散型システムの適⽤可能性、ダウンサイジング可能な技術、
効率的な耐震化技術の実証事業をテーマとして要求しています（図 -10）。 
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図−９ 
 
 

 
図−10 
 
 
 
次に３つ目の話ですが、令和６年度能登半島地震についてです（図 -11）。改めてと

 
図−９ 
 
 

 
図−10 
 
 
 
次に３つ目の話ですが、令和６年度能登半島地震についてです（図 -11）。改めてと
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なりますが、全国の⽔道事業体の皆様から応急給⽔、復旧事業につきまして多大なご支
援をいただきました。誠にありがとうございます。 

 

 
図−11 
 
今年の５月末をもちまして一部地域を除き断⽔が解消しましたので全国からの支援と

いう形から、石川県支部でのサポートという形に移行したところです（図 -12）。ただ、
その後、ご承知のとおり能登豪雨がありましたので、再度中部地方支部を中心にサポー
トに入っていただいておりますことを改めて御礼申し上げます。 

今回の地震では、施設の「上流部」から本当に多くの⽔道施設が甚大な被害を受けま
した。さらに、今回は宅内配管が破損している家屋が多く、⽔道本管が復旧しても、宅
内工事ができていないため通⽔できないといった問題が多くありました。 

そういうことを踏まえて、「上下⽔道地震対策検討委員会」を立ち上げ、被災市町の
復旧に向けた上下⽔道の整備の方向性や今後の地震対策のあり方等について中間取りま
とめを、そして、９月末に最終取りまとめも公表しました。 
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図−12 
 
図 -13〜15は上下一体となった復旧支援体制のお話になります。上下一体ということ

ですが、実際に七尾市の主要箇所を上⽔道と下⽔道とが連携して復旧を行いました。⽔
道・上下⽔道関係者と⽇⽔協さんと国交省、自衛隊、このような関係機関と連携を行い
給⽔車の円滑な配置や⽔道施設の早期復旧に向けた方針立案等の支援をしました。 
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図−13 
 
 

 
図−14 
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図−15 
 
それから、能登半島地震の時は正確にはまだ国交省移管前でしたが、国交省直轄のいろ

いろな事業とも連携を行い、早期の道路啓開を促進しました（図 -16）。 
 

 
図−16 
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今後も効果的に⽔道の災害復旧を進めるべく取り組んでいきます。 
⽔道復旧に係る財政支援については、能登半島地震は公共土木の災害復旧事業費の負

担法の対象になる前に発生した地震ではありますが、同等の財政支援の対象としており
ます（図 - 17）。 

 

 
図−17 

 
図 -18は宅内配管への対応の加速についてです。能登半島地震において、家の前まで

⽔が来ているが、⽔が来ないという要請が多くありました。この要請に対して、石川県
は地元以外の業者を確保すべく、移動に係る燃料費や工事期間中の宿泊費等を支援して
います。国交省としても対応可能な事業者の数など、他地区からのサポートの可能性に
ついて、住⺠への情報提供なども行っています。 

図 -19は「上下⽔道地震対策検討委員会」の最終とりまとめ（案）概要と記載してお
りますが、９月末に最終とりまとめの公表を行っています。内容については、先ほど申
し上げました急所の耐震化や分散型システムの適⽤可能性、代替性・多重性の重要性な
どが指摘されており、それを踏まえ、来年度の概算要求などにも反映されています。 
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図−18 
 

 
図−19 
 
 
最後に４つ目の話になりますが、⽔道の基盤強化に向けてです（図 -20）。 
 

 
図−18 
 

 
図−19 
 
 
最後に４つ目の話になりますが、⽔道の基盤強化に向けてです（図 -20）。 
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図−20 

 
皆様ご承知のとおり、⽔道事業は⽔道施設の老朽化・耐震性不足、人口減少に伴う料

金収入の減少、人材不足等、様々な課題を抱えています。そのような中、⽔道の基盤強
化を進めていく上でポイントとなる３つの取組を図 -21に記載しています。適切な資産
管理を行うこと、市町村の区域を超えた広域での連携を図っていくこと、そして、まさ
に今⽇は⽇⽔協の全国会議ということですが、官と⺠の連携を図っていくこと。お互い
の持っているリソースをうまく活⽤していくことが今後非常に重要になります。 

図  -22は⽔道管路の経年化の現状と課題です。経年化が非常に進んでいることと更新
率が下がっているということ、これを国交省としても、先ほども申し上げました耐震化
という切り口でしっかりとサポートして参りますが、大前提といたしまして⽔道事業者
の皆様のご努力があってのことと思います。我々も頑張りますので、ぜひ⽔道事業者の
皆様におかれましても、引き続き頑張っていただきたく存じますのでお願い申し上げま
す。 
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図−21 
 

 
図−22 
 
次に適切な資産管理の推進プロセスについてご説明します（図 -23）。平成30年に⽔

道法の一部改正で定められていますが、台帳整備をする、その上で維持管理を行い、ア
セットマネジメントを実施しなければいけません。維持管理においては、しっかり検査
を行い、前倒すべき事業については前倒しをする、後ろ倒しができるのであれば後ろ倒
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しをすることで、需要を平準化した上で計画的な更新をしていくことが重要です。その
ために必要な費⽤、更新のための費⽤を料金の中に織り込み、定期的に料金算定の見直
し等を実施し、健全な経営の確保をしていただきたいということをお願いいたします。 

 

 
図−23 
 
図 -24、25は全国の⽔道施設の更新費・修繕費の試算結果と試算の考え方です。単純

な計算になりますが、過去10年間の投資額の平均値と今後必要となる更新必要額の平均
値とで約 5,000億円のギャップがあることが図 -24のグラフから読み取れます。この
5,000億円を埋めていかなければなりません。難しい中ではありますが、⽔道事業者さん
の頑張りなくしてはギャップを埋めることができませんので、改めてになりますが、
我々も頑張りますので、皆様も頑張っていただきますようよろしくお願いいたします。 
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図−24 
 

 
図−25 
 
 
 
図 -26は将来の⽔道料金推計です。更新需要を⽔道料金で回収する場合の試算を記載

しておりますので、ご確認いただければと思います。 

 
図−24 
 

 
図−25 
 
 
 
図 -26は将来の⽔道料金推計です。更新需要を⽔道料金で回収する場合の試算を記載

しておりますので、ご確認いただければと思います。 
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図 -27は⽔道事業等に関する理解向上についてです。⽔道に対する理解の向上、やは
り料金を支払っていただく市⺠・住⺠の皆様、ユーザーの方々への理解向上というのは
非常に重要だと考えております。我々としても広報パンフレット等を作成し理解向上に
努めております。今後も⽇⽔協さんなど関係機関とも連携しながら理解促進を進めてい
きたいと思います。 

 

 
図−26 

 
図−27 
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図 -28は施設の維持管理に関する新技術の活⽤事例となります。様々な新しい技術が
進歩してきています。先ほど予算概算要求で申し上げました上下⽔道 DX の推進、これ
らを活⽤した点検、維持修繕などを検討いただければと思います。 

 

 
図−28 
 
図 -29、30は広域連携の推進についてです。⽔道法に基づく取組となりまして、都道

府県の役割は非常に大きいものとなりますが、⽔道事業者さんの方からも都道府県を動
かすような取組をぜひお願いしたいと思っています。 

図 -31は近年における広域連携の実施例です。全国の実施例となっており、様々な形
の広域連携があります。⽔道事業は、成り立ち、その文脈というのがそれぞれのとこ
ろで違う、多様性がありますので、なかなか一足飛びに統合といかない部分はあると
思います。しかし、将来のため、⽔道基盤を強化していく中で広域連携はとても重要に
なりますので、実施事例を参考に、また、どのようなことができるのかを近隣の⽔道事
業体の皆様同士で話し合いながら、できることから確実に進めていただきたいと思って
います。 
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図−29 
 
 

 
図−30 
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図−31 
 
次に官⺠連携の話です（図 -32）。ウォーターPPP について、まさに⽔道、下⽔道、

工業⽤⽔道分野で政府として進めていきたいと考えています。今後に向けて、やはり官
として⽔道事業に対するオーナーシップを持ちながらも、⺠の皆様にご協力をいただき
ながら PPP で進めていくことが、今後の人口減少や職員の減少、技術力の確保等にお
いて非常に重要となります。そのような中で、少しレベルの高いウォーターPPP にもさ
らにチャレンジしていただきたいということで、 10年間で100件を目標として設定して
おりますので、ぜひこちらについてもよろしくお願いいたします。 

続いて PFOS 及び PFOA についてです（ 図 -33）。昨今、⽔道の⽔質関係で大きな
話題となっている PFOS、PFOA は、ご承知のとおり、⽔質管理目標設定項目に位置付
けられています。なお、今年の６月に内閣府の食品安全委員会が PFOS・PFOA、それ
から PFHxS の食品健康影響評価書を実施し、現在、環境省の検討会でその取扱い、⽔
質管理目標設定項目としての暫定的な目標値の扱いを検討しています。 
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図−32 
 

 
図−33 
 
図 -34は新たな⽔循環基本計画の概要です。従来どおりの場合、⽔循環基本法に基づ

く⽔循環基本計画は、来年に見直しされるはずでした。しかし、今年の４月に当時の岸
田総理から見直しを一年前倒しにするようご指示があり、今年の８月30⽇に計画の変更
をしました。 
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新たな計画のポイントは、⽔供給の安定性の確保や最適な上下⽔道への再構築、地球
温暖化対策の推進、健全な⽔循環に向けた流域総合⽔管理の展開となっています（図 -
34）。 

 

 
図−34 
 
図 -35は流域総合⽔管理について簡潔に記載されております。また、図 -36は参考と

しまして、⽔環境政策本部会合における当時の岸田総理のご発言内容になります。 
次に、図 -37は適切な工事金額・工期に配慮した契約についてになります。担い手３

法の６年改正の全体図が書いてありますので、これらのことを踏まえて、対応をお願い
したいと思います。 

図 -38は経済安全保障関係です。大規模な事業者の皆様には、浄⽔施設の中央管理シ
ステムの導入・維持管理等の委託をする際、事前に国に届け出を行っていただき、審査
を受けるという制度になります。 

－ 263 －



 
図−35 
 
 

 
図−36 
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図−37 

 
 

 
図−38 
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最後の話になりますが、サイバーセキュリティ関係になります（図 -39）。近年、サ

イバーセキュリティ関係の問題が頻発しています。この問題を踏まえ⽔道施設の技術的
基準を定める省令を令和元年に一部改正を行っていますので、皆様、今一度ご確認をい
ただき、適正に対処いただければと思います。 

非常に簡潔なご説明となりましたが、皆様ぜひよろしくお願いします。 
 

 
図−39 
 

○総務省（内村総務省自治財政局公営企業経営室⻑） 
総務省公営企業経営室⻑の内村です。私からは、公営企業経営の観点から経営基盤の

強化についてお話をさせていただきます。内容的に国土交通省と重複するところがある
かと思いますが、ご容赦いただきたいと思います。 

まず、図 -1のスライドです。総務省では、これまで将来にわたって住⺠サービスを確
保していくために必要な取組として、経営改革の推進をここしばらく申し上げてきてい
ます。 

図 -1の上の枠囲みに公営企業の現状とこれからの課題を記載していますが、今後の経
営に当たりこれら課題を認識すべきと考えています。 

１点目は、急激な人口減少に伴うサービス需要の大幅な減少です。これは皆様ご承知
のとおり、現在⽇本は人口減少が急速に進んでいる状況にあります。有収⽔量の大幅な
減少に伴い、料金収入もさらに減少することが今後想定されているところです。 
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図−1 
 
資料として⽤意はしていませんが、現状として、人口は平成22年（2010年）の１億

2,800万人をピークに減少局面に入っています。有収⽔量は人口よりも早い時期から減少
傾向に転じており、平成10年（1998年）をピークに減少を続けています。有収⽔量の減
少が人口減少よりも早いペースとなっているのは、節⽔型社会、また、業務⽤の大口需
要者が少なくなったことが原因と言われています。結果として、料金収入についても平
成13年度をピークに減少傾向が続いている現状にあります。 

さらに先に目を転じると、人口については、 2065年にピーク時と比べて３割減の
8,800万人になると推計されています。人口減に伴い、有収⽔量も2050年にはピーク時
より３割減少すると推測され、これを踏まえて、⽔道事業を経営するとなれば、これに
見合った適切な料金⽔準の見直しを考えなければ、経営が成り立たなくなることが想定
されます。 

今マクロでの人口減少の傾向を申し上げましたが、これを個別に見た場合、規模の小
さい事業体ほど、人口減少率は高くなる傾向にあります。そうすると、有収⽔量につい
ても、人口規模が小さい事業体ほど減少率が高くなることが見込まれますので、この影
響を踏まえた取組がそれぞれの事業体において必要になるのではないかと考えています。 

次に、施設の更新需要の増大ということで、⽔道事業は多くの事業⽤資産を保有して
経営しております。過去に⽔道普及率の増加に伴う施設の整備、また、有収⽔量の増大
に対応した整備を行ってきており、これら施設の更新時期が今後やって来ることが見込
まれます。 

また、管路経年化率が年々高くなる一方で、管路更新率は低調に推移しており、先ほ
ど国土交通省の説明にもありましたが、更新需要が蓄積しているとも言えます。 
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さらに、今年正月の能登半島地震でも再認識をされましたが、災害対策の必要性が⽔
道事業でも高まってきています。 

施設を維持していくためには、⽔需要に応じてダウンサイジングの検討が必要になり
ますし、併せて必要な施設維持のための更新需要の増大という部分が、今後の経営に影
響を与えることが想定されます。 

次に、人材の確保・育成という点がございます。⽔道事業における職員数は、業務委
託の進展のほか、行財政改革での職員数削減の影響もあり大きく減少しております。こ
れが効率的な業務運営による職員数の適正化として、⽔道事業の経営上問題がなければ
いいのですが、いわゆる組織体制の強化に懸念があるという話も聞くところでいます。 

特に小規模な事業体では、平均的に職員数が少なくなってきており、必要な更新投資
が着実にできるのか、また、災害時の対応は大丈夫なのか、将来に向けた戦略的な経営
に対応できるのかといった課題に対して、少ない職員数や組織体制の中で持続可能な経
営を確保する方法を模索しなければならないことを意味しているのではないかと考えて
います。 

今申し上げたことが現状と課題になりますが、これらは全国的な統計に基づいて説明
ができます。自分の事業体で持続可能な経営が行えるようにするにはどうしたらよいか
をそれぞれ考えていただき、また、それを対外的にもきちんと説明できるようにするこ
とを踏まえ、皆様には経営戦略の策定や抜本的な改革の検討、そして、公営企業の見え
る化をこれまでお願いしてきたところです。 

住⺠は今後もおいしい⽔が飲めると考えていると思いますので、公営企業としてさら
なる経営改革に取り組んでいただくことで、できるだけ安定的な事業運営を確保するた
めの検討をお願いしたいと考えています。 

次は、経営戦略の策定と改定です（図 -2）。 
経営戦略については、当初令和２年までの策定を皆様にお願いしてきておりました。

実際に対応していただき、現在は令和７年度までに経営戦略の改定を要請させていただ
いております。経営戦略の中で投資の財源の試算を10年以上の計画期間を通じて収支均
衡となるようお願いしていますが、当然毎年度計画と実績を突き合わせていくと、当初
の想定よりも乖離が生じてしまうことが想定されます。この乖離について、一定期間経
過後、見直しをすることが重要となります。この定期的な見直し期間は、経営戦略改
定・策定のガイドラインの中で３年から５年ということを示していますが、策定からち
ょうど５年たつ令和７年度を改定時期として皆様にお願いしています。 
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図−2 
 
現在の改定状況ですが、上⽔道事業においては、改定予定まで含めると、令和５年度

末で 84.2％と着実な進捗が見られるところです（図 -3）。ただ、まだ予定されていない
事業体も見受けられます。ぜひ将来に向けて組織として何をしなければならないかを考
えるいい機会になりますので、改定に向けた検討をお願いしたいと思います。 

改定の際に留意していただきたい事項について、令和４年１月と令和６年１月に通知
を発出してお示ししております（図 -4）。物価高騰の影響、それから、地方自治体には 
DX、GX の取組を要請しておりますが、公営企業にも、ぜひこれらのことも取り入れて
いただき、持続可能な姿にするためにどうしたらよいかを考えていただきたいと思いま
す。 

なお、事務的な話にはなりますが、高料金対策などの地方財政措置では、経営戦略の
策定を条件とさせていただいています。これについては、令和８年度からは経営戦略の
改定を条件とさせていただきたいと考えています。高料金対策などの財政措置要件に該
当している事業体については、この点をご留意いただきたいと思います。 
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図−3 
 

 
図−4 
次に、経営戦略を作成いただき、収支均衡を図るための方策を考える中で、一つの大

きな対応としては、広域化が挙げられると思います（図 -5）。 
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図−5 
 
広域化も先ほど国土交通省からお話があったとおり、様々な段階があります。経営統

合が最も効果がありますが、例えば前段階として、薬品等の共同発注または施設の共同
設置、共同利⽤であっても、スケールメリットによる維持管理費⽤等の削減の可能性が
ありますのでご検討いただきたいと思います。 

さらに、事業規模が比較的小さな事業体において最も懸念されるところは、専門人材
の確保ではないかと考えています。また、組織体制の強化という点でも色々お困りでは
ないかと思いますが、１つの方策として広域化の検討が有⽤ではないかと考えています。 

昨年度に全都道府県で⽔道広域化推進プランを策定いただきました。プランは都道府
県で策定いただいておりますが、各事業体と相談して作成いただきたいことをお願いし
ております。 

このプランに基づいて、今後どうやって広域化を具体化していくのかが課題になって
くると思いますが、現在進行中ではありますが、全都道府県に対し国土交通省と連携し
て、現在ヒアリングをさせていただいております。都道府県ごとに今後プランをどうし
ていくのか、また、そのプランに対する各事業体の考え方、それを踏まえた都道府県と
しての捉え方、考え方などをヒアリングの中で聞いています。実際に、都道府県ごとに
考え方や方針に濃淡があるという印象を持っています。ヒアリング結果を踏まえ、今後
施策に反映していきたいと考えています。 

広域化に関しては、広く多様な広域化を推進するという観点からプランに基づき実施
される地方単独事業に地方財政措置を講じていますので、ぜひ検討していただければと
思います（図 -6）。
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図−6 

 
その他に、例えば高料金対策の措置を講じている事業体同士が統合すると、高料金対

策のメリットが薄くなるということがあり、そこは激変緩和措置を講じることも現在行
っていますので、ご参考にしていただければと思います（図 -7）。 

それから、更新の関係で耐震化が大きな課題になってくると考えていますが、総務省
においても、相互連絡管の整備事業または基幹⽔道構造物耐震化の地方財政措置を講じ
ています（図 - 10）。総務省の場合には補助金とは違い、⽔道事業体に直接現金をお配
りすることはできませんので、一般会計出資債という形で受け入れていただくことにな
っています。補助金と併せて役立てていただければと思います。 

次に、⽔道管路の耐震化についても地方財政措置を講じております（図 -11）。総務
省においての管路の耐震化の考え方については、公営企業という独立採算ということを
前提に置き、通常の事業量を算出して、その超える部分が料金等に大きく反映されない
ように地方財政措置を講じています。 
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図−10 
 
 
 
 
 

－ 274 －



 
図−11 
 
令和６年度からは、対象の基準を事業量から管路更新率に変えていますが、この部分

に関して、太い管を更新・耐震化しようとしたときに、管路更新率では数字が出ないと
いうお声もいただいています。後ほど少し説明しますが、現在研究会を持っており、そ
の中で検討していきたいと思っています。管路の耐震化について補助金のほか、このよ
うな地方財政措置があることも踏まえてご検討いただければと思います。 

次に、アドバイザーの派遣事業ということで、地方公共団体の経営・財務マネジメン
ト強化事業を紹介いたします（図 -15）。 

色々な施策を実施する時に専門家のアドバイスをいただきたい、もしくは知見をいた
だきたいということがあるかと思います。その際に、総務省と地方公共団体金融機構と
の共同事業となりますが、例えばアドバイザー旅費、謝金については、地方公共団体金
融機構が全て持つという制度があります。ですので、当該年度予算がなかったとしても、
検討したいと思ったら、すぐにアドバイザーを呼ぶことも可能な制度となっています。
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今年度は、申請期間が既に終わっていますが、来年度も行う予定です。スケジュール
は、１次から４次まで期間を区切って皆様のほうに照会をかけています（図 -16）。課
題が生じた都度、利⽤できるよう申請期間を分けていますので、ぜひこういう事業があ
ることも頭の片隅に置いていただければと思います。 

アドバイザーについては、700人以上が登録されています（図 -17）。具体的な流れ
についても、図 -17に記載しておりますので、参考にしていただければと思います。 

最後に、現在総務省では「上下⽔道の経営基盤強化に関する研究会」を設けまして、
９月19⽇に第１回目を開催したところです（図 -18）。地方公共団体でも上下⽔道一体
の組織が増えてきております。これまで上⽔道、下⽔道と分けて研究会を設けておりま
したが、一緒になって検討すれば見えてくるものもあるだろうということで、今回は上
下⽔道一体として取り扱うこととしています。 

検討事項については、図 -18の中ほどにございますが、能登半島地震における上下⽔
道施設の被災状況や対応を踏まえた上下⽔道事業の地震対策等の在り方、将来にわたっ
て安定的にサービスを供給するための上下⽔道事業の経営等の在り方としています。
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まず、地震対策は、年末にかけてこれから本格化してまいります地方財政対策につい
て、何かしらの答えを出したいと考えています。その中では、皆様からいただいたご意
見等も議論し、できるだけ使っていただける制度にしたいと考えています。それが終わ
った後は、経営基盤の強化について、広域化が具体的な検討課題になるかと思いますが、
こちらを来年度にかけて具体的に検討していきたいと考えています。図 -19の写真は第
１回検討会の状況です。メンバーについては、東洋大学の石井名誉教授を座⻑として、
その道の専門の方にお集まりいただいております（図 -20）。資料や議事概要について
は、ホームページでご紹介したいと思っていますので、ご覧いただければと思います。 

簡単ではございますが、経営基盤の強化という観点でご説明をさせていただきました。
ありがとうございました。 
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６．次期全国会議開催地の決定について 

 
〇議⻑（田中副局⻑） 
 次に、次年度全国会議開催地について、事務局の説明を求めます。 
〇事務局（千秋総務部⻑） 
 日本水道協会総務部⻑の千秋です。次年度の全国会議開催地についてご説明をします。 
 全国会議開催地の決定については、定款上では特に定めはございませんが、本協会が公益
社団法人移行に際して役員会などでご議論いただいた結果、全国会議の開催地方⽀部は北
海道地方⽀部から九州地方⽀部まで、北から南へ順番に持ち回ることをご決定いただいて
ます。 
 本年度の全国会議は関⻄地方⽀部の神⼾市において開催されています。したがいまして、
令和７年度全国会議の開催地は中国地方⽀部管内になります。 
 そこで、中国地方⽀部⻑である広島市に相談したところ、広島市をご推薦いただきました。 
 満場一致をもちまして、広島市で開催することをご承認いただきますようお願い申し上
げ、次年度全国会議開催地の決定に関する説明を終了します。 
〇議⻑（田中副局⻑） 
 ありがとうございました。 
 ただいま事務局より説明がありました。 
 そこで、皆様にここでお諮りしたいと存じます。 
 事務局より説明があったとおり、次年度全国会議開催地を広島市に決定することにご異
議ございませんか。 
 異議なしのお声を多数いただきました。 
 それでは、次年度全国会議開催地は広島市と決定します。 
 ここで、広島市の村上水道事業管理者よりご挨拶を頂戴します。 
〇次期全国会議開催地代表（広島市水道事業管理者 村上 裕之氏） 
 ただいまご紹介いただきました広島市水道事業管理者の村上です。令和７年度全国会議
の開催地を広島市にご決定いただき誠にありがとうございます。⼼から感謝申し上げます。 
 改めて広島市のご紹介をさせていただきますと、広島市は緑豊かな山々に囲まれたデル
タ部を中⼼に、一級河川である太田川がまちに潤いをもたらしながら、水の都として発展し
てきた街でございます。 
 明治 22 年に市制を施行し、その後、日清戦争の戦時下において、広島市が軍事上の拠点
となりました。これを機に軍用水道とそれにつながる市⺠用水道の整備が進められること
となり、明治 31 年、広島市水道が誕生する運びとなりました。 
 それから 126 年が過ぎ、現在では給水人⼝ 122 万人、広島市のほか、隣接する安芸郡府
中町、坂町、そして、山県郡、安芸太田町の一部へも給水する広域的な水道として発展して
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きているところです。 
 しかしながら、ここまで順調に右肩上がりで発展してきたわけではございません。ご存じ
のとおり、昭和 20 年８月６日、原子爆弾によって多くの人命とまちを失いました。水道施
設も甚大な被害を受けることとなりましたが、当時の職員が懸命にポンプを修理して給水
を続け、全面断水を回避することができた、こういった逸話が残っており、このことは今も
本市水道局職員の誇りとして今も語り継いでおります。 
 折しも来年、令和７年度は被爆 80 周年という節目の年を迎えます。様々な記念行事が予
定されている中、皆様方が本市にお越しいただいた際にも、ぜひ平和記念資料館や原爆ドー
ムなどにも足を運んでいただき、恒久平和を願う広島の⼼を少しでも感じていただければ
幸いに存じます。 
 また現在、本市においては、皆様方をお迎えするに当たり、様々なまちづくりが今まさに
完成しようと加速しているところです。玄関⼝である広島駅周辺地区では、広島駅ビルをは
じめとする周辺整備が急ピッチで進められており、会場周辺地区を予定している紙屋町、八
丁堀地区では、旧広島市⺠球場跡地が今やひろしまゲートパークと名を変えて、イベントを
中⼼に様々な活動や交流のできる公園に生まれ変わっています。 
 また、近隣には本年２月に開業したサッカースタジアム、エディオンピースウイング広島、
こちらはサンフレッチェ広島の本拠地である町なかスタジアムとして多くの来場者でにぎ
わっています。 
 このたびの全国会議を契機として大きく様変わりして、新しく生まれ変わった広島での
ひとときを存分に堪能していただければと思います。 
 最後になりますが、産官学、水道関係者が広島に集い、事業運営をめぐる課題解決に向け
て、相互理解と協⼒の絆が一層強固なものへと深まる機会となりますよう、本市水道局一丸
となって、しっかりと準備を進めていきたいと考えています。皆様方には、引き続きご⽀援
とご協⼒を賜りますよう⼼からお願い申し上げます。 
 このたびの会議を開催されました日本水道協会、そして、神⼾市の皆様方に敬意を表しま
すとともに、ご参加の皆様方の今後ますますのご活躍を祈念しまして、次期開催地の挨拶と
させていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 
〇議⻑（田中副局⻑） 
 村上管理者、ありがとうございました。来年はどうぞよろしくお願いします。 

以上をもちまして、令和６年度全国会議における総会の部は全て終了しました。 
 ここで、議⻑退任に当たり、一言ご挨拶を申し上げます。 
 議⻑といたしまして誠に不慣れで、何かと行き届かない点があったことと思いますが、予
定されている議事を全て無事終了することができました。これもひとえにご臨席を賜りま
した政府の方々をはじめ、会員の皆様のご協⼒のたまものと厚く御礼申し上げます。 
 本総会において、⻑時間にわたり熱⼼にご討議いただきました諸問題は、いずれも我が国
の水道事業が抱える喫緊の課題です。これら諸課題の解決に向け、日本水道協会をはじめ、
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全国の関係者の皆様との連携をより一層深め、取組を進めてまいりたいと存じますので、引
き続きよろしくお願い申し上げます。 
 以上で議⻑退任の挨拶とさせていただきます。ありがとうございました。 
［議⻑降壇］ 
［書記退席］ 
 

７．閉会 

 
10 月 11 日（金）午前、各発表会場最終セッション終了後、閉会。 
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全国会議事務局関係者名簿 

神⼾市⽔道局 

神⼾市⽔道事業管理者                     藤 原 政 幸 
神⼾市⽔道局副局⻑                      桑 形 雅 彦 
神⼾市⽔道局副局⻑（⽔道技術管理者）             ⽥ 中 孝 昌 
神⼾市⽔道局技術企画課⻑                   松 ⽥ 康 孝 
神⼾市⽔道局技術企画課係⻑                  ⽑ 笠 共 幸 
神⼾市⽔道局技術企画課                    松 本 晶 ⼦ 
神⼾市⽔道局技術企画課                    能 㔟 憲 司 
神⼾市⽔道局技術企画課                    中 原 優 ⾐ 
神⼾市⽔道局技術企画課                    渡 辺 康 明 
 
 

⽇本⽔道協会 

理事⻑                            ⻘ ⽊ 秀 幸 
総務部⻑                           千 秋 裕 ⼀ 
調査部⻑                           渋 ⾕ 正 夫 
研修国際部⻑                         阿 部 秀 夫 
⼯務部⻑                           本荘⾕ 勇 ⼀ 
検査部⻑                           遠 藤 尚 志 
⼤阪⽀所⻑                          ⼭ 野 ⼀ 弥 
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